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略語一覧 

 

ADI：Acceptable Daily Intake 一日摂取許容量 

ALOP：Appropriate Level of Protection, 適切な保護の水準 

ALARA：As Low as Reasonably Achievable 合理的に到達可能な範囲でできるだけ低く

すべき 

BSE：牛海綿状脳症 

CCFA：Codex Committee on Food Additives コーデックス食品添加物部会 

CCFAC：Codex Committee on Food Additives and Contaminants コーデックス食品添

加物汚染物質部会 

CCCF：Codex Committee on Contaminants in Foods コーデックス食品汚染物質部会 

CCFH：Codex Committee on Food Hygiene コーデックス食品衛生部会 

CCFICS：Codex Committee on Food Import and Export Inspection and Certification 

Systems コーデックス食品輸出入検査・認証制度部会  

CCFL：Codex Committee on Food Labelling コーデックス食品表示部会 

CCGP：Codex Committee on General Principles コーデックス一般原則部会 

CCNFSDU：Committee on Nutrition and Foods for Special Dietary Uses コーデック

ス栄養・特殊用途食品部会 

CCPR：Codex Committee on Pesticide Residues コーデックス残留農薬部会 

CCRVDF：Codex Committee on Veterinary Drugs コーデックス食品残留動物用医薬品

部会 

CRD：Confernce Reference Document 会議場で配布される文書 

DG SANCO：欧州委員会健康消費者保護総局（現在の欧州委員会保健衛生・食の安全総

局 (DG SANTE)）  

EC：European Commission 欧州委員会 

EFSA：European Food Safety Authority 欧州食品安全機関 

EPA：Environmental Protection Agency 米国環境保護庁 

EU：European Union 欧州連合 

FAO：Food and Agriculture Organization of the United Nations 国際連合食糧農業機関 

FDA：Food and Drug Administration 米国食品医薬品局 

FOTC：Friends of the Chair 議長の友 

GM 食品：Genetically Modified 遺伝子組換え食品 

GAP：Good Agricultural Practice 農業生産工程管理 

GSFA：(Codex) General Standard for Food Additives 食品添加物に関する一般規格 

GVP：Good Veterinary Practice 適正獣医療規範 
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HACCP：Hazard Analysis and Critical Control Point ハサップ、危害分析重要管理点方

式 

IPPC：International Plant Protection Convention 国際植物防疫条約 

ISO：International Organization for Standardization 国際標準化機構 

JECFA：The Joint FAO/WHO Expert Committee on Food Additives FAO/WHO 食品

添加物専門家会議 

JEMNU：The Joint FAO/WHO Expert Meetings on Nutrition 栄養に関する

FAO/WHO の合同専門家会合 

JEMRA：The Joint FAO/WHO Expert Meetings on Microbiological Risk Assessment 

FAO/WHO 合同微生物学的リスク評価専門家会議 

JMPR：The Joint FAO/WHO Meeting on Pesticide Residues FAO/WHO 合同残留農薬

専門家会議 

ML：Maximum Level 最大基準値 

MRL：Maximum Residue Limit 最大残留基準値 

NAFTA：North American Free Trade Agreement 北米自由貿易協定 

NGO：Non-governmental Organization 非政府組織 

NOAEL：No Observed Adverse Effect Level 無毒性量 

OIE：World Organisation for Animal Health 国際獣疫事務局 

OLFs：Other Legitimate Factors 科学以外の正当な要素 

rBST：reconbinant bovine somatotropin 遺伝子組換え牛ソマトトロピン 

RIA：Regulatory Impact Assessment 規制影響評価 

SPS 協定：Agreement on the Application of Sanitary and Phytosanitary Measures 衛

生植物検疫措置の適用に関する協定 

QUADs：Quadrilateral Group 4 か国グループ（豪州、ニュージーランド、カナダ、米

国） 

TPP：Trans-Pacific Partnership 環太平洋パートナシップ 

USDA：U.S. Department of Agriculture 米国農務省 

WHO：World Health Organization 世界保健機関 

WTO：World Trade Organization 世界貿易機関 

ZOPA：Zone of Possible Agreement 潜在的な合意可能領域 

 

その他本論文における略称 

「内部向けリスク分析適用の作業原則」：Working principle for Risk Analysis for 

Application in the Framework of the Codex Alimentarius（コーデックス内部におけるリ

スク分析適用の作業原則）  

「科学とその他の要素の原則」：Statements of Principle Concerning the Role of Science 
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in the Codex Decision-Making Process and the extent to which other factors are taken 

into account（コーデックス委員会の意思決定における科学の役割と、その他の要因の適用

範囲に関する原則） 

「科学以外の要素のクライテリア」：General Decision of the Commission, Criteria for the 

Consideration of the Other Factors Referred to in the Second Statement of the Principle

（原則の 2 つ目に述べられているその他の要素を考慮する際のクライテリア） 

 

 

議事録に関する注記 

本研究では、コーデックスの議事録を多く参照・引用している。部会における議事録は、

その部会が開催された年と、総会でその部会の議事録が実際に採択された年とずれること

があることから、本文中では議事録文書に割り振られた記号で表記する。なお、コーデッ

クスにおける議事録は、コーデックスのウェブサイトからすべてダウンロード可能となっ

ている。http://www.codexalimentarius.org/meetings-reports/en/ 

 

 

※注記・Disclaimer：本研究において示した見解や分析は、筆者個人に帰属するものであり、

筆者が関与したいかなる組織や活動の意見を代表・反映するものではない。 
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序章 研究の背景と問い 

 

１．研究の背景―問題意識 

  

１．１ 求められる国際基準による国際調和 

 

１．１．１ 国際基準の重要性 

グローバル化とそれに伴う世界的な食品貿易量の増大により、自国の安全確保上、他

国で生産される食品に適用される食品安全基準が自国と整合性のある国際基準に調和

されていくことがこれまでにも増して非常に重要な課題となっている。 

現在熾烈な議論が展開されている環太平洋パートナーシップ（TPP）においても食品

安全は一つの大きな課題として注目を集めているが、食品安全を議論する交渉の場は、

国際レベル、地域レベル、二国間など多元化している。多国間の交渉では、多様な利害

を有す主体がいることから、足並みをそろえることが難しい。各国は自国の利益に基づ

き有利に交渉が展開できるフォーラムを求めて行動するインセンティブを有す（フォー

ラムショッピング）。こうした異なるフォーラムで展開される活動の整合性を確保する

ことは困難であることから、加盟国や地域を包含する政府間国際組織で策定される規格

基準がますます重要になってきている。 

食品安全に関する国際規格でそのような役割を担うのは、本研究が取り上げるコーデ

ックス（食品規格）委員会（Codex Alimentarus Commission、以下コーデックス）で

ある。コーデックスは、国際連合食糧農業機関（Food and Agriculture Organization of 

the United Nations, FAO）と世界保健機関（World Health Organization, WHO）を

親組織として 1963 年に設立された政府間組織である。その規格自体は法的拘束力を持

たない「任意」の基準だが、世界貿易機関（World Trade Organization, WTO）設立後

は紛争処理の際に判断の根拠として参照されることから、任意以上の重要性を持つとさ

れる。 

 

１．１．２ コンセンサスに基づく合意形成のメリットとデメリット 

本研究が対象とするコーデックスの合意形成では、設立以来コンセンサスに基づくこ

とが原則とされている。今日の国際機関ではコンセンサスによる意思決定が広く採用さ

れており、投票という仕組みがあってもコンセンサスを目指すことを第一に考えること

が基本とされている（ザートマン (2000)）。それは、コンセンサスに基づく合意は、結

果に対する満足度が高く、合意内容が国内反映される展望も高まり国際協調・調和の促

進につながるからとされる。これに対して投票は、争点をめぐる対立を先鋭化させ、敵

対的（adversarial）関係を助長するとされる1。国際的な枠組みは多様で、国際機関や

                                                  
1 有賀ら（1989）は、コンセンサスによる意思決定について以下のように論じている。第
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条約によってその拘束力は異なるが、国家主権とアナーキー（無政府状態）な特性を基

本とする今日の国際政治において、合意内容が国益に照らし合わせてマイナスであれば

基本的に国家は従う義務は持たない。もし協力するインセンティブを失えば、ほかのフ

ォーラムでの解決を模索する動きを惹起し、不整合な二国間・地域レベルの合意の乱立

や先の見えなさにもつながる。コンセンサスに基づく合意はこうしたことを回避するこ

とにもつながる。他方、コンセンサス方式のデメリットとしては、以下の点が指摘され

る。最大のデメリットは、最低限のラインでの合意（Least Common Denominator）に

なってしまう可能性があるという点である。全体として合意するために妥協に妥協を重

ねた結果、骨抜きの内容になってしまったり、曖昧でいかようにも解釈可能な合意にな

ってしまったりする、というのが典型的なパターンである。その他、合意するまでに時

間がかかり、非効率的であることなども指摘される。 

具体的に本稿が対象とするコーデックスの文脈において考えてみると、コンセンサス

の失敗は、様々な問題をもたらす（図１参照）。本研究でも論じるが、コーデックスに

おける議論の進行は議長によるところが大きいためコンセンサスの失敗は議長の資質

や信頼の問題になる。また、食品安全分野における規格基準の策定では科学的評価をベ

ースとするが、そこにおけるコンセンサスの形成の失敗は、科学に対する信頼やその評

価を提供しているリスク評価機関の信頼低下に結び付く。更に、敵対的な議論とコンセ

ンサスの形成失敗による投票に向けてのロビーイング活動は各国間で不信感の増大を

招く。コーデックスに対する全体としての信頼低下は、各国をコーデックス以外の場に

問題解決を求めるフォーラムショッピングに向かわせる。そうした動きは、例えば、現

在様々な地域で展開される地域間協定の中で行われたり、あるいは直接二国間での問題

解決に訴えたりすることによって行われる。それは結果として様々な基準の乱立を招く。

コーデックス基準とそうしたほかの基準とのギャップが増大すれば、コーデックス基準

の不遵守が蔓延することになり、その一部は WTO 紛争のような形で争われることにな

る。しかも WTO は紛争処理機能があることから調和の大きな推進力となることは事実

だが、国内の制度を変える強制力はなく申し立て国に認められるのは報復関税である。

結局国際基準を受け入れるかはその国にかかっており、もしそれを受け入れないなら、

さらにコーデックスに対する信頼低下を招くこととなる、という負のスパイラルに陥る

可能性がある。 

                                                  
一に、評決にかけることは、「勝敗を決めること」になり、加盟国間の亀裂を深める可能性

がある。多数決を主とすると、多数派工作･多数の横暴（パワーによる数の獲得）が主要な

関心となってしまう。その結果、交渉による合意形成ではなく、グループ対決の場となっ

てしまい、結果として出来上がった合意も実効性が損なわれかねない。第二に、コンセン

サスに基づく合意形成のメリットは、合意が得られるまで協議が行われるため、多数決方

式に比して対決ムードが抑えられ、決議の履行もいっそう期待しうる（有賀ら (1989, 
p.125））。 



12 
 

 

図 1 コーデックスにおけるコンセンサスの成功・失敗の意味 

 

コーデックスにおけるコンセンサス形成の失敗は、直近の事例では、本事例でも取り

上げる、ラクトパミンという肥育目的の動物用医薬品の最大残留基準値（Maximum 

Residue Limit, MRL2）を巡る対立の中でも見られた。肥育目的の動物用医薬品は、そ

の投与により飼料の吸収率を高めたり、肉の赤みを増したりする効果が得られる。この

事例では、米国を議長とするコーデックスの食品残留動物用医薬品部会（CCRVDF）で

2003 年に取り上げられて以来、コーデックスに対して科学的アドバイスを提供する

FAO/WHO 合同食品添加物専門家委員会（JECFA）から度重なる科学的評価で安全性

が確認されたにもかかわらず、欧州3等の反対に遭い、コンセンサス形成が失敗し、およ

そ 10 年にわたる激しい議論と投票に次ぐ投票の結果、2012 年の総会で MRL が採択さ

れるに至った。MRL の採択に対して、米国は「科学の優位性」を確認するものとして

歓迎の意を表明した。これに対して、欧州は自身の評価機関の評価を理由に人へのリス

クは不明であるにもかかわらず多数決による採択をしたことを非難した。双方とも「科

学」を理由として、一方は「科学の優位性」が確認されたと歓迎し、もう一方は「科学」

的に認められないとして反対して国際基準を受け入れず、逆に域内の規制強化を表明し

た。 

                                                  
2 動物用医薬品の場合は、動物への投与後肉に残留が許容される値。農薬に用いられ

る場合は、植物に残留が許容される値である。 
3 本論文では現在の欧州連合（European Union, EU）を欧州と記載している。コーデッ

クスでは、2003 年の第 26 回総会において EU が正式な加盟主体として認められるまで、

欧州委員会（European Commission）がオブザーバーとしてコーデックスの議論に参加し

て、見解を提示してきた。このため、議論の連続性を考え、コーデックスの議論の記述に

おいては、EC、EU 等と区別せず、欧州とした。 
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１．２ 既存研究における分析と実態の乖離 

コーデックスに関連する既存研究では、従来は自主規制に過ぎなかったコーデックス

が、紛争処理機関を有する国際機関の参照機関となることで権威が高まり（Garrett et 

al (1998), Henson and Caswell (1999)）、科学ベースの意思決定が制度化されるととも

に、そこでの議論が「政治化」した（することが予測される）と論じてきた4（Victor (2000), 

城山（2005） , Veggeland and Borgen (2005), Devereaux (2006), Alemanno and 

Capodieci（2012））。こうした議論では、関連するアクターの行動が、WTO の貿易レジ

ームの影響（貿易的インプリケーション）により、国益に基づく行動をとる結果、コー

デックスの議論が「政治化」・ハード化して（Veggeland and Borgen (2005), Polluck 

and Shaffer (2009)）、合意形成が困難になる「副作用」をもたらした（城山(2013, p.17)）

との議論が支配的である。Victor (2000)は、前例としての欧州米国間のホルモン牛紛争

を引き合いに、コーデックスの規格基準の持つ意味が一転したことを論じた。確かに、

WTO の衛生植物検疫措置の適用に関する協定（Agreement on the Application of 

Sanitary and Phytosanitary Measures, SPS 協定）がコーデックスの議論にもたらし

た影響は否定できず、コーデックスの交渉主体に無視できない大きな影を落とした。ま

た、実際 2000 年前後は、コーデックスで複数の投票が行われた（表１参照）。これらの

極度に政治化して失敗した、成長ホルモン牛や、先述のラクトパミンの事例に注目が行

くあまり、依然として、コーデックスは「政治化」しているとの認識が支配している。

例えば、Alemanno and Capodieci（2012, p.10）は、国際基準の採択において、「今日

コンセンサスよりはむしろ数多くの規準が僅差の投票によって採択される傾向にある」

と論じている。 

しかしそうした既存研究の議論・予測に反して、実際はこれまで、数多くの規格策定

が、FAO/WHO 合同専門家会合の提供する科学的知見に基づき、コンセンサスベースで

採択されてきた。実際、200 以上の農薬に 3000 以上の MRL、動物用医薬品でも 50 以

上の医薬品に 500 以上の MRL 等が、コーデックスにリスク評価を提供する FAO/WHO

合同専門家会合の評価に基づき、本研究事例でも取り上げる遺伝子組換え（Genetically 

Modified, GM）食品のガイドラインのような激しい対立要因を含むものも含めて、投

票に訴えることなく採択されてきた。GM 食品については米欧間で対極的なアプローチ

が顕在化していたにもかかわらず、日本を議長国とした「コーデックス・バイオテクノ

ロジー応用食品特別部会（Codex Ad Hoc Intergovernmental Task Force on Foods 

Derived from Modern Biotechnology 以下、コーデックス・バイオ部会）」で、2000〜

                                                  
4 Devereau（2006）は米国がホルモン牛紛争を有利に交渉するために WTO やコーデック

スで展開した動きについて詳述している。また、Büthe（2009）は、WTO の SPS 協定に

おいてコーデックスが参照機関となるよう、コーデックス事務局が働きかけたことについ

て論じている。 
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2003 年の 4 年間に GM 食品のリスク分析に関する原則と、GM 植物と GM 微生物の安

全性評価に関するガイドラインの 3 つの文書を策定した。日本は、その功績が認められ

5、再設置されたフェーズ 2 でも議長国を務め、当時国内規制としてはどの国にも存在

していなかった GM 動物に関する安全性評価のガイドラインや合意形成が困難な未承

認 GM への対応に関する付属文書の策定に寄与した。この時期（2003 年）米国・カナ

ダが GM に関して欧州を WTO に提訴したことを鑑みれば、極めて政治化した状況の

中で、コンセンサスをもとに合意が形成された、画期的な成功事例と位置づけられる。 

 

表 1 コーデックスで規格基準の採択が投票に持ち込まれた事例6 
年・総会 案件 結果 
1991年・
第 19 回

総会 

成長ホルモンの残留基準値（MRL）を

巡って投票。 
MRL の不採択。12 票対 27 票、9 票の棄

権（ALINORM 91/40, パラ 160）。 

1995年・
第 21 回

総会 

成長ホルモンの残留基準値（MRL）を

巡って投票。 
秘密投票の結果、MRL を採択。賛成 33
票、反対 29 票、棄権 7 票（ALINORM 
95/37 パラ 45）。 

BST（牛ソマトトロピン）の MRL の検

討の延期を巡る投票。 
投票の結果、延期を決定。延期に賛成 33
票、反対 31 票、棄権 6 票（ALINORM 
95/37 パラ 47）。 

1997 
年・第 22
回総会 

BST の MRL の検討の延期を巡る 2 回

目の投票。 
延期を決定。賛成 38、反対 21、棄権 13
（ALONORM 97/37, パラ 69）。 

ナチュラル・ミネラルウォーターの規

準の修正を巡り投票。 
採択を決定。賛成 33、反対 31、棄権 10
（ALONORM 97/37, パラ 90）。 

「食品輸出入検査認証制度の設計、運

用、評価、および認定に関するガイドラ

イン」の採択を巡り投票（CAC/GL 26-
1997）。 

採択を決定。賛成 46、反対 16、棄権 7 
（ALONORM 97/37, パラ 44）。 

2007 
年・第 30
回総会 

エメンタールチーズ改定規格原案につ

いてスイスが表示部会に検討の差し戻

しを求め投票。 

規格の採択を決定。スイス案に対する賛

成 23、反対 70、11 棄権（ALINORM 
07/30/REP パラ 78）。 

2011年・
第 34 回

総会 

ラクトパミンの MRL を投票で解決す

べきかを巡り投票。 
投票で解決しないことが決定。賛成 59、
反対 68、棄権 9（REP11/CAC パラ 112）。

2012 年

第 35 回

総会 

ラクトパミンの MRL を巡る 2 回目の

投票（①投票で解決するか・秘密投票と

するかを投票したうえで、②MRL の採

択について投票）。 

秘密投票とすることが決定されたうえ

で、投票の結果 MRL が採択。賛成 69 票、

反対 67 票、棄権 7 票（REP12/CAC パ

ラ 113）。 

                                                  
5 実際会議の出席者からも、日本の成果が素晴らしかったからこそ、日本を再び議長国に

推したとしていた（EU 関係者へのメールインタビュー、2005 年 5 月 25 日）。同様に成功

との評価は米国関係者からも得た（米国関係者へのメールインタビュー、2005 年 7 月 8
日）。その後のフェーズ 2 においても、議長の果たした役割を称賛するとともに満足であ

ったとの指摘がなされている（米国関係者へのメールインタビュー、2007 年 11 月 20
日）。 
6 ここで対象としたのは、規格基準の採択の投票案件であり、コーデックス手続きマニュ

アルの改正や議長・副議長選挙等の投票は含まない。 
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つまり、確かに貿易的政治的インプリケーションが議論に影を落としているものの、

実質的にはほとんどの規格基準の策定がコンセンサスベースで粛々と策定されており、

そこに既存研究での指摘と実体のかい離が存在することが指摘できる。上記直近の事例

として挙げたラクトパミンの事例も、コーデックスの規格基準の全体像からすると例外

と位置付けられる。そして実態としては多くの規格基準が採択されてきた事実の要因の

検討は一部（Winickoff and Bushey (2010)）を除き十分には分析されていない。 

 

１．３ 問いと目的 

したがって、国際交渉や国際基準の策定分析の観点からすると、「結果に対して持つ

利害が大きく、そこでの決定の重要性が増したにもかかわらず、なぜ、これまで数多く

の規格基準をコンセンサスに基づき形成できてきたのか」、「そしてコンセンサスができ

ない例外的事例でコンセンサスを阻害する要因は何か」という問いについて分析するこ

とが肝要である。 

 

 
図 2 本研究の二つの作業仮説 

 

詳細については第 1 章で論じるが、本研究では、コーデックスでコンセンサスに基づ

き多くの規格基準が策定されてきた要因には、①意思決定の考慮事項（「対象」および

「非・対象」）の整理・ルール化と、②所与条件としての「交渉の場」の「制度的構造要

因」とそうした制約のもと「議長国」によって展開されるプロセスマネジメント、の 2

つの要素が、コンセンサス形成の可否に寄与しているとの仮説を考えた（図 2 参照）。 

そして、コンセンサス形成の困難が予測されたにもかかわらずコンセンサスベースで
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規格策定が行われた GM ガイドラインの事例（第 4 章）と、コンセンサスが失敗して

極めて政治化をしてしまったラクトパミンの事例（第 5 章）の二つの事例を見ること

で、本研究の提示する要素がどのように作用したのかを具体的に検証し、今後の意思決

定における考慮事項の中身を明らかにするとともに、制度設計と会議プロセスのマネジ

メントへの示唆を得ることを目的とする。 
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第１章 ２つの作業仮説の構築 

 

【概要】 

本章では本研究が掲げた２つの作業仮説（序章の図２を参照）について説明する。関

連する既存研究の大きな流れを踏まえ、そこからの示唆をもとに仮説を構築し、本研究

でそれをどのように検証するのかを論じる。 

本章の１．では、「作業仮説①」（意思決定の考慮事項の整理・ルール化（「対象」及

び「非・対象」の仕分け）が合意形成の阻害要因を減じ、一定の
．．．

「非政治化」を促す）

について論じる。なお、本研究では、「政治化」とは、交渉主体者間で自らの利益の最

大化のみを目指し、勝つか負けるかの一歩も譲らない議論の状況を指し、交渉のスタイ

ルがゼロサム化してしまうことを意味する。反対に、「非政治化」とは、交渉主体者間

で一定の妥協を許容し、協調的なコンセンサス形成に基づく意思決定を目指す議論の状

況を指し、いかにしてお互いの合意が可能な領域を見つけることができるのかを模索す

る交渉が行われる状況を意味する。したがって、「非政治化」は決して政治的要素が不

在（apolitical）・重要でないという意味ではなく、むしろ「非政治化」の実現に政治的

手腕は必要とされる。 

本章でレビューする社会における「科学」と意思決定に関する既存研究の整理による

示唆は、「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」7の多様性をもたらす要因を整理・ルー

ル化し、意思決定の透明化を図ることは、紛争要因を減じ、結果として一定の
．．．

「非政治

化」をもたらしうることである。他方で、「科学」を開示することだけでは、必ずしも

自動的な紛争解決が約束されるわけではないし、特に「科学以外の要素（OLFs）」につ

いては依然として手法的にも内容的にも合意ができておらず、「非政治化」には限界も

あることも含意として示した。 

そこで、本研究では、WTO の参照機関となったことでコーデックスの議論が「政治

化」したとの既存研究の指摘（Victor (2000), 城山 (2005), Veggeland and Borgen 

(2005), Devereaux (2006), Alemanno and Capodieci (2012)）に反して、多くの規格策

定が形成されてきた要因は、多くの場合、コーデックスで進展した、意思決定における

考慮事項（「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」）の整理・ルール化が、現在の規格基

準策定の「非政治化」に一定の寄与をしているとする仮説を立てた。他方で、「非政治

化」には限界があることも踏まえ、特に「科学以外の要素（OLFs）」についてのルール

は、（「作業仮説②」で挙げる）交渉プロセスマネジメントの中でどのように扱われるか

により、スコープ拡散の制御に役立つこともあるが（GM ガイドラインの事例）、整理・

ルール化の過程で「非・対象」とされた「消費者懸念（consumer concern）や選好

                                                  
7 コーデックスでは、「科学以外の要素（factors other than science）」、「科学以外の正当

な要素（other legitimate factors）」、「その他の要素（other factors）」等様々な呼び名が

あるが原文からの引用を除き、本研究では「科学以外の要素（OLFs）」で統一する。 
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（preference）」は扱いを間違えると「政治化」し、それが「科学」的議論にも飛び火し

てある種の「科学」の代理戦争になりうる（ラクトパミンの事例）との仮定に基づき分

析することとした。 

この分析の意義は以下の二点である。第一に、大きな文脈でとらえると、社会一般の

意思決定における「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」の解明に寄与する点である。

「科学」の中身については、一定の既存研究（Brooks (1984), Jasanoff (1990), 

FAO/WHO (1996), Biker (2001), Rothstein et al. (1999), Stone (2011)）があるが、「科

学以外の要素（OLFs）」の位置づけについては、現在まさに議論や模索がなされている

ことから（Federal Institute for Risk Assessment (2012), FAO (2014), IRGC (2005), 

König et al (2010), Ruzante et al (2010)）、国際レベルでの考慮事項を明らかにし、そ

れが合意形成に与える影響やその含意を明らかにすることは、リスク・ガバナンスの構

成要素の検討においても前提としても必要である。第二に、コーデックスに関連する既

存研究との関係においても、「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」の整理・ルール化

が、その後のコーデックスの合意形成において一定の「非政治化」の役割を持っている

との分析は、WTO の貿易的影響によって「政治化する」との従来の主張に反して規格

基準が数多くコンセンサスで形成されてきた実態との乖離の説明に貢献しうる。そして、

実際に政治化している問題の明示化（「非・対象」の要素、とりわけ消費者懸念・選好）

とその取扱いがもたらす副次的効果についての分析は、将来的に起こりうる紛争（クロ

ーン牛やナノテク応用食品等）への対処においても示唆を持ちうる。 

２．では、「作業仮説②」（「交渉の場」の「制度的構造要因」と「議長国」によるプロ

セスマネジメントがコンセンサス形成に寄与する）、について説明する。 

 「交渉の場」の「制度的構造要因」に関する既存研究の整理からの示唆は、「交渉の

場」の「制度的構造要因」（中でも、意思決定にかかわる事項）が、所与条件として交

渉の展望や範囲を定める影響をもつこと、そして、そうした制約・影響のもと、交渉プ

ロセスにおいて、利得の最大化と妥協の間で揺れる交渉担当者のジレンマをいかに、①

知識・利害調整、②関係性構築の二つの次元で「プロセスマネジメント」を展開するの

かが肝要となるということである。 

そこで、本研究では、制度的構造要因については、コーデックスの国際組織としての

一般的特徴や、各部会によって異なる制度的構造要因、議長（国）の影響力に関する規

定に着目する。特に制度設計が議長に対して持つ影響力に着目した Tallberg（2010）や

Blavoukous and Bourantonis（2011）等を参考にコーデックスの議長国の影響力につ

いて分析し、コーデックスでは他の国際機関に比して、交渉結果を左右する、「会議運

営・進行」や「判断」の部分で、相対的に強い権限を部会の「議長（国）」に対して付与

していることを明らかにする。そして、そうした権限を背景として、議長（国）が、（「作

業仮説①」で挙げた、「非政治化」が困難な要素に対して）どのようなプロセスマネジ

メントを行うのか（行わないのか）が「交渉者のジレンマ」に作用し、現場の合意形成
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を ZOPA（Zone of Possible Agreement, 潜在的な合意可能領域）の探索（コンセンサ

ス形成）に向かわせたり、ゼロサム（投票）に転じさせたりするとした。そして、それ

をコンセンサス形成が成功した GM ガイドラインの事例、失敗したラクトパミンの事

例の中で検証する。こうした分析の意義は、以下の二点である。第一に、「制度」の交

渉主体・プロセスに対する影響は、既存研究でも重要と認識されてはいるが（Cox and 

Jacobson (1973), 横田（2006）, 山本（2008）, 最上（2012）等）、コーデックスにお

ける法制度的な側面を分析した研究はわずかである（例えば Masson-Matthee (2007)）。

本研究で取り上げるような、具体的な会議形態・手順や運営、議長国の位置づけと役割

といった制度設計が交渉結果にもたらす影響に着目して、コーデックスにおける事例に

基づき検討・分析したものは十分にはない。こうした分析は、現在現場で議論されてい

るコーデックスのガバナンス改革（第 2 章を参照）を検討する上でも、また、一般的な

リスク・ガバナンスの制度設計を検討する上でも、更には、国際会議一般の設計におい

ても、制度設計の観点から極めて大きな示唆を持つ。第二に、本研究では交渉プロセス

マネジメント上の手段・テクニックも具体的成功事例から導出するが、これは今後の国

際交渉のコンセンサス形成に実践的な意味で寄与するとともに、こうした会議実践の場

における細かな手段・テクニックは国際政治の研究対象として十分に取り上げられてこ

なかったので新たな研究項目としても意味を持つ。 

 

１．「作業仮説①」ー意思決定の考慮事項の整理・ルール化（「対象」及び「非・対象」

の仕分け）が合意形成の阻害要因を減じ、一定の
．．．

「非政治化」を促す 

  

以下では、一つ目の、「作業仮説①」について論じる。「科学」と意思決定の関係性に

関する既存研究（１．１）では、「科学」を巡る社会問題を受け、意思決定の質の改善

のため、意思決定における「科学」と「科学以外要素（OLFs）」の中身の透明化が向上

したこと、そしてそうした動きが意思決定の「政治化」・「非政治化」にどのような影響

をもたらしたのかを論じる。そのうえで、コーデックスの文脈で作業仮説を立て（１．

２）、その意義（１．３）について論じる。 

 

１．１ 社会における「科学」と意思決定に関する既存研究からの示唆 

  

１．１．１ 科学を巡る社会的混乱と意思決定におけるエビデンスの「透明化」の要請 

（1）規格策定における科学の役割の増大：「科学ベース」の制度化8 

今日安全に関する規制や政策の策定は、関連する科学的知見や科学的リスク評価を抜

                                                  
8 本研究では、意思決定プロセスの中でフォーマル、インフォーマルに、科学的根拠（科

学的手法、科学的データ）を基盤として行う意思決定を「科学ベース」の意思決定と呼

び、「科学ベース」の意思決定を組織の手順やルールに採用して埋め込むことを「科学ベー
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きに検討することはできない。このように規格や政策の策定のあらゆる場面で、専門家

による科学的な知見が意思決定のエビデンス（根拠）として用いられる現象は、いわゆ

る「科学化（scientization）」と呼ばれる9。国際レベルの規格基準の策定においても、

国内の規格基準の策定においても、こうした「科学化」の波が進展している。本研究で

取り上げる、食品の衛生・安全にかかわる規格基準の策定分野も例外ではない。「科学

化」が進展する背景には、科学が持つ（とされている）、合理性（rationality）、客観性

（objectivity）、中立性（neutrality）、普遍性（universality）、予測可能性、効率性、等

の特性が、意思決定者が選択する政策や規格策定の判断に正当性（legitimacy）を付与

するからということが指摘できる。この「科学」が有する（とされる）特性から、国家

間の異なる国内事情も「科学」によって乗り越えられ、国際的な協調と調和が促進可能

との考えが生じる。「科学」は標準化（Standardization）のプロセスと非常に親和性の

高い概念であることがいえる。「科学的安全性」のパラダイムのもとに世界共通のルー

ルが導出できるという発想のもと、「科学化」はグローバルに展開され、環境、衛生、

安全、貿易、規制等の基準策定に係る国際機関での「科学」の重要性が増大していった

（Jasanoff (1990) , Drori and Meyer (2006), Winickoff and Bushey (2010)）。 

 

（2）科学決定主義とその延長のテクノクラティック・モデル 

「科学決定主義（scientific determinism）」10は、「正当な科学観（Standard view of 

Science and Technology）」とも呼ばれる。これは上述のように、「科学」が客観的・中

立的・普遍的なものであるとするものの見方に基づく11。これに従えば、科学は普遍で

あることから、それに基づいて、自動的かつリニアーに基準や規制を導出できるとの結

論になる。すなわち、科学や技術的に高度な内容における専門家間の科学的コンセンサ

スは政治的なコンセンサスを生み出すという考えである 

こうした考えを、意思決定に当てはめたものが、いわゆる「テクノクラティック・モ

デル（technocratic model）」である。これは、政策決定は「堅実な科学（sound science）」

のみに基づいて行われるべきとするモデルである。「正しい科学」を把握しているエリ

                                                  
スの制度化」と呼ぶ。 
9 Drori and Meyer によれば、こうした現象は第二次世界大戦後顕著となったとされる。

それまでは科学は、大学の象牙の塔に閉ざされたものであったが、社会との接点が多くな

るにつれて、科学ベースのロジックや慣習が広く社会全体に普及し、「科学化」したとされ

る（Drori and Meyer (2006)）。 
10 科学的正当主義、科学主義（scientism）とも呼ばれる。 
11 こうした考えは、西欧の合理主義には脈々と受け継がれ、あるいは構築された考えであ

る（Gierlyn (1983)）。この考えでは、科学は自律性（autonomy）を持っており、科学以

外の領域（社会や政治）と明確に切り離すことができるとする。さらに、科学が社会を形

成し、その反対ではない（科学を独立変数と考える）。それゆえ、科学に介入することは不

可能であるし、介入すべきでないとの議論につながる。Biker は、後述する社会構成主義

的科学の見方との対比により、科学を自律的で客観的に価値フリーであるととらえるこの

「正当な科学観」を批判的に整理している（Bijker (2001)）。 
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ート官僚が、科学から導かれる正しい判断をするという議論である。テクノクラシーの

背後には、科学は社会的・政治的・文化的・経済的な考慮から完全に独立していて、科

学が唯一必要十分な政策の根拠だとする前提が明示的・暗黙的にある。 

 

（3）科学を巡る社会的混乱と「第一の透明化」・「第二の透明化」 

 「科学決定主義」の世界観では、暗黙的に「正しい」唯一解が存在するとの前提があ

った。しかし、食品安全行政に対する信頼を失墜させた BSE（牛海綿状脳症）や、本稿

で扱う GM 食品やホルモン牛を巡っては、実際、多様な「科学」が出現した。科学を巡

る紛争の一端は、そもそも意思決定のプロセスがブラックボックスであったことだった。

こうした状況を踏まえ、まず一つ目の動きとして、特に不確実性の取扱いを争点とし、

ブラックボックスとなっていた意思決定のプロセスにおける「科学」をめぐる判断や解

釈を開示・精査していこうという動きが展開された（Brooks (1984), Jasanoff (1990), 

FAO/WHO (1997), Biker (2001), Rothstein et al. (1999), Stone (2011)）。本研究では、

「科学」の中身の開示・精査の動きを「第一の透明化」と呼んで整理する。 

こうした動きの展開と、同時に、あるいは並行して、「第二の透明化」もあった。科

学決定主義では排除された、「科学以外の要素（OLFs）」の検討である。意思決定は最

終的に政治的判断であり、「科学」のみならず、多様な経済的社会的要素等を含む「科

学以外の要素（OLFs）」を総合的に判断するものであり、その意味では、「科学」のブ

ラックボックスの開示・精査は、意思決定の根拠の解明を半分行ったに過ぎない。「第

二の透明化」は、「科学以外の要素（OLFs）」の中身を開示・精察して行こうという動

きである。 

意思決定の考慮事項の透明化への要請の背景には、判断の根拠・エビデンスを明らか

にすることは、意思決定者の説明責任・アカウンタビリティーを高め、決定の質を高め

るとともに、対立の解消に役立つとの考えがある（図 3 参照）。 

 

 

図 3 透明化の要請：「第一の透明化」と「第二の透明化」 
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１．１．２「第一の透明化」－科学的結果の多様性の開示・精査 

 

（1）科学的プロセスにおける多様な要因－前提、「科学的」価値判断、解釈、選択、政策選

好・利害 

まず、確かに「科学」には一定の
．．．

自律したダイナミズムがあることは認識されるが、

そのルールの範囲内において「科学」自体も実は多様な解釈を有す。例えば、以下のよ

うな問題が挙げられる―①推論、「前提（assumption）」と「科学的」判断、②専門家に

よってなされる解釈と選択、③専門家の政策選好と利害等の問題である。 

 

① 動員される推論、「前提（assumption）」と「科学的」判断 

不確実性を減じる手段として、「学術領域・専門領域（discipline）」ごとに科学的「前

提（assumption）」・推論の「通例」が構築されている。例えば、食品中の化学物質のリ

スク評価で言えば、安全性の検討を人体実験で行うわけにはいかないので、動物実験の

データを用いる。一日摂取許容量（ADI12）を導くのに、動物実験の結果から得られた

無毒性量（No Observed Adverse Effect Level, NOAEL 13）に、いわゆる「外挿

（extrapolation）」をする。しばしば「安全係数（safety factor）」14として 100 分の 1

の安全率をかけることがデフォルト15の慣習となっているが、この数に科学的根拠はな

い。さらに実験デザインや入手可能なデータの質等の状況に応じては、より安全側に立

つために、この安全係数の数値を保守的に設定することもあるし、逆にヒトのデータが

あれば、50 分の 1 にするといったこともなされる（第 5 章のラクトパミンの事例）。こ

うした判断は「科学的価値判断（scientific value judgment）」とも呼ばれる（FAO/WHO 

(1997) , p.9）。 

日常的にリスク評価が行われている対象や物質の場合は、一定の経験の蓄積により、

「科学的作法」が共有・確立されているが、そうでない分野では科学的評価のあらゆる

                                                  
12 ADI（Acceptable Daily Intake、一日摂取許容量）とは、「食品の生産過程で意図的に

使用するもの（残留農薬、食品添加物等）について、ヒトがある物質を一生涯にわたって

毎日摂取し続けても、健康への悪影響がないと推定される一日当たりの摂取量のこと。体

重 1 kg 当たりの物質の摂取量で示される（mg/kg 体重/日）。毒性学的 ADI ともいうこと

もあり、慢性毒性試験や生殖発生毒性試験等から得られる無毒性量（NOAEL）を安全係

数（SF）で除して算出する。」食品安全委員会（2015)『食品の安全性に関する用語集（第

5 版）』より。 
13 無毒性量（No Observed Adverse Effect Level, NOAEL）とは、「ある物質について何

段階かの異なる投与量を用いて行われた反復毒性試験、生殖発生毒性試験等の毒性試験に

おいて、有害影響が認められなかった最大投与量のこと。通常は、様々な動物試験におい

て得られた個々の無毒性量の中で最も小さい値を、その物質の無毒性量とする。食品安全

委員会（2015）。 
14 不確実係数（Uncertainty Factor）ともいう。 
15 人間と動物の種差 10 と人間同士の個体差 10 を考慮し、それぞれ 10×10 で 100 とす

る。 
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ステップで講じられる前提や判断によって最終的に得られる数値に大きな違いが生じ

ることもある。例えば、日本でも大きな関心事となった、食品中の放射性物質の基準値

の策定などにおいては、前提（汚染率など）、数値の丸め方（切り捨て方）、感受性の高

い集団への配慮、といった様々な科学的考慮の結果、年間許容線量 1mSv という同じ枠

から、国によって全く違う基準値が設定されている16（松尾 (2015, p.260)）。極端な例

でいうと、コーデックス基準における乳幼児用食品の基準（1000 Bq/kg）に比して、日

本の基準値は 20 分の 1 の数値（50 Bq/kg）になっている。 

 

② 専門家の解釈と選択 

前述のように「科学的作法」の「通例」が日常的に確立しているような科学的問題は

論争になりにくいが、そうでない場合は、そもそもどのような考えで安全性評価を行う

のか、どのようなデータを用いるのか（ヒトのデータか動物実験のデータか）、どのよ

うに解釈して判断の「通例」を作るのかが問題となってくる。例えば、本研究事例で扱

う GM 食品の安全性評価に関する「実質的同等性」の概念も、その比較対象である「既

存の対応物」の範囲も、専門家の報告書をもとに、「現実的」と思われる「科学的」解

釈と判断で合意し、形成された概念といえるだろう（第 4 章参照）。こうした状況にお

いて「科学」は自動的には「科学的」合意も調和ももたらさない。必ず解釈のレンズを

通じた選択に基づく。「ファクト」（仮に客観的なものがあったとしても）は、人の言葉

を通じて伝達されなければならず、そこには解釈、価値が絡む余地がある（Stone 

(2011)）。 

専門家が所属する「学術領域・専門領域（discipline）」によっても、科学的評価が異

なる結果となることもある。それは「学術領域・専門領域（discipline）」ごとに、関心

を持つ対象や、リスクのとらえ方、不確実性への対処が異なるためで、その結果、同じ

リスクの対象を見ていても異なる結果が生じることがある。上記の食品中の放射性物質

の事例でいうと、放射性物質の健康影響について、同じ放射線コミュニティの中ですら、

放射線医学、放射線生物学、放射線疫学、放射線防護・保健物理学、原子力工学等、多

                                                  
16 国によって異なる数値については、以下の指摘ができる（松尾(2015, p,260)の表 8-2）。 
コーデックス、欧米における基準のバリエーション（放射性セシウム単位：Bq/kg） 

 コーデックス EU 米国 日本 

放射性セシウ

ム 134Cs、
137Cs 
 

乳幼児用食品 
1,000 
一般食品 
1,000 

乳幼児用食品 400 
乳製品 1,000 
一般食品 1,250 
飲料水 1,000 

1,200 飲料水 10 
乳児用，牛乳 50 
一般食品 100 

コーデックスでも欧州でも（日本でも）年間累積 1mSv を採用している（米国については

実効線量 5mSv/年を採用）。基準値の違いは、汚染率の前提の違い（例えば、日本は自給

率をもとに 50%の汚染率を採用したのに対し、コーデックスでは国際貿易の輸入量から輸

入量の 10%として計算）や、数値の丸め方、どれだけ安全側の数値選択をするのかといっ

たアプローチの違いによる。 
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様な「学術領域・専門領域（discipline）」が存在し、一概に一般化できないものの、そ

れぞれ「ものの見方」やアプローチが異なるという事実が確認された（Matsuo (2012), 

松尾ほか（2015b）, Matsuo et al.(2015)）。 

 

③ 専門家の政策選好と利害 

上記をさらに強調すると、専門家の判断は、専門家の意識的・無意識的な政策選好に

影響を受けるとの議論にもつながる（Brooks (1984, p.40)）17。例えば、欧州食品安全

機関（European Food Safety Authority, EFSA）は、独立したリスク評価機関として権

威ある組織である。それでも GM 食品のような政治的な要素の強い対象で、審査プロ

セスに米国や日本に比して時間が多くかかるのは、専門家がより慎重に安全側に立ち、

様々な追加的データを何度も要請するためで、それは事務局や専門家の選好がそうさせ

ているのではないかとの指摘もあった18。このように社会的状況によって選択の選好が

（無意識のうちに）厳しくなる場合もあれば、専門家個人の利害によって選好が変わる

こともある。科学的ファクトは多くの場合社会的なプロセスを経て構築されている

（Jasanoff (1990, p.12)）19。それゆえ、科学的評価はそれを取り巻く社会環境や評価を

行う専門家がどのようなバックグラウンドや選好を有しているのかも影響を持ちうる。 

 

（2）「科学的」不確実性・予防原則 

「科学」には往々にして「不確実性」がつきまとう。そしてその「不確実」な部分に

対しては、「科学的」に明らかにされた範囲の中のどこで線引きをするのかの判断をし

なければならない。レギュラトリーサイエンス（Regulatory Science）は、従って、多

様な規制結果をもたらしうる（Rothstein et al. (1999)）。安全側に立って禁止すべき、

もしくは、さらなる研究が必要（であるから今は禁止すべき）と主張し続けることもで

きる。何を以て科学的根拠が十分で、十分でないかは、（日常的な手順が定まっていな

い領域ほどに）「安全と証明されない限り健康被害がある（Harmful until proven safe）」

（とみなす）のか、「明確な健康被害が証明されない限り安全（Safe until proven 
                                                  
17 物理学者の Brooks は、古典的な例として大気圏中の核実験禁止条約（1963）のフォー

ルアウトの健康影響に対する専門家の意見の違いを挙げている。賛成派は、国家の安全保

障にとって核実験が必須と考えたために、個人が癌になる可能性の中でこのフォールアウ

トがどれだけ影響するかを論じた（小さい影響と主張した）のに対して、反対派は、軍事

戦争と核戦争になることを回避するために禁じる必要があると考え、今後 50 年間にどれ

だけ死者が増えるかということを論じた（影響を大きく主張した）。つまり、科学者は意識

的無意識的に自分の政策選好を「科学的」に見える根拠で説明をしたと指摘する。 
18 通常 EFSA では審査機関を 6 か月としているが、GM に関しては平均で 4 年かかると

され、これが第 4 章で論じる、日米欧の承認数の違いに大きな影響を持っている。不確実

性の範囲について、GM については特に厳しく、追加的情報を得るたびにやり取りが生

じ、結果として承認が下りるまでに非常に長い時間がかかるという（欧州業界関係者への

インタビュー、ブリュッセル、2010 年 12 月 23 日）。 
19 科学の状況依存性（contingency）ともいう。 



25 
 

harmful）」（とみなす）のかといった判断を伴う。なお、こうした「不確実性」への対

応として、「予防原則（Precautionary Principle）」20の概念がある。「予防原則」の乱用、

例えば、それが偽装的な貿易制限の隠れ蓑に利用されることを懸念して、「予防原則」

は「科学」を否定するようなものとして、しばしば「科学」と対峙させる形で、政治的

にも学術的にも、議論されるが（そうした事例では欧州が「予防原則」、米国が「科学」

ベースを主張する構図で描写される）、本来は
．．．

必ずしも対立的な概念ではない。 

「予防原則」は科学的評価の過程や結果で生じる「不確実性」をどう考え、それに対

してどう対応するかということであることから、「予防原則」が「科学」を否定するも

のではない。欧州委員会の「予防原則のコミュニケーション」では、不確実性に際し、

「予防原則」を適用するかどうかの判断材料として、比例性（proportionality）、無差

別性（non-discrimination）、整合性・一貫性（consistency）、行動の有無による費用便

益の検討（examination of the benefits and costs of action or lack of action）、新たな

科学的知見に基づく見直しの必要性（examination of scientific developments）を挙げ

ている21。また、環境分野において欧州が予防原則の国際的な制度化を標榜しているこ

とから、欧州が「予防原則」を多用し、米国は「予防原則」を講じないという一般論も

あるが、過去の事例を見ると、米国のほうが「予防原則」的な措置を講じた事例もあり、

必ずしも一般化できないとの指摘もある（Wiener et al. (2011)）22。 

さて、「不確実性」とひとえに言っても、「分からない」の度合いにも色々な段階があ

り、「全く分からない」と同義ではないことが指摘できる。こうした分類の試みとして、

例えばレンは、「不確実性」を 5 つに分類した；①対象の脆弱性が異なることに起因す

る不確実性（target variability）、②モデル化における体系的かつランダム誤差

（systematic and random error in modelling）、③確率的影響（indeterminacy or 

genuine stochastic effect）、④モデルの制約や扱うことのできる変数の制約に起因する

不確実性（system boundaries）、⑤無知・未知（ignorance or non-knowledge）（Renn 

(2008, p.75-77)）23。 

                                                  
20 予防原則は、1970 年代ドイツの環境法における事前配慮原則（Vorsorgeprinzip）がは

じまりとされ、国際条約の中では、1992 年の地球サミット・環境と開発に関する国連会議

（UNCED）におけるリオ宣言（第 15 条）、生物多様性条約（前文）とカルタヘナ議定

書、国連気候変動枠組み条約（UNFCC）（第 3 条 3 項）などがその理念を反映していると

される。欧州では、1992 年マーストリヒト条約 130 条（ニース条約 174 条）、2000 年の

欧州委員会の「予防原則に関するコミュニケーション」において明記されている。しか

し、何を以て予防原則かということについては、運用・解釈が多様（Wiener et al. 
(2011)）で、統一的な理解がないというのが一般的な解釈である（藤岡 (2007)）。 
21 European Commission (2000a) Commission Communication on the Precautionary 
Principle, COM (2000) 1 final. 
22 例えば、Gray et al. (2011)は、米国が欧州よりも「予防原則」的に行動した事例を示し

ている。 
23 初めの二つは科学的知識やモデルの精度を上げることで改善できるが、残りは科学的ア

プローチでも一定の議論はできるが、完全には解消できないとする。 
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このように、「不確実性」についても、「無知」や「未知」のように「全く分からない

もの」から、統計やモデルの不確かさのようなものまで実はいろいろあることが分かっ

てきており、不確実性がもたらす問題の可能性や、そこにおける科学的解決の可能性24

からの分類や課題の議論がなされている。このように「不確実性」の分類により異なる

「不確実性」を可視化することは、「予防原則」、「不確実性」への対応の検討を可能と

し、この原則を巡る対立の解消に寄与しているといえる。したがって、「予防原則」も

その意味や適用のあり方について一定の議論が進展しているといえる。 

こうした「第一の透明化」の動きは、「科学」の中身を整理することで、整理・ルー

ル化、明示化することにより、「科学」にかかわる対立の解消に一定の
．．．

「非政治化」を

もたらしているといえる。 

 

（3）「非政治化」の限界ー安全・ALOP は主観的要素を伴う・開示しても自動的には合意で

きない 

しかし他方で、「科学的安全」や「適切な保護の水準（Appropriate Level of Protection）」

は、何をもって「安全」、「適切」とするのか主観的判断を伴うため、そのラインはグレ

ーなリスク領域での線引きとなり、完全なる「非政治化」には限界があることもある。

例えば分野によっては、「安全目標」を決定してから、基準値を考えるということもな

される（つまり、「科学」から安全基準を導出するというよりも、安全目標から「科学

的」に受け入れられるリスクの数値を導出するという発想である）。これは、実質安全

用量（VSD: Virtually Safe Dose）の議論で指摘できる。環境化学物質の分野では、閾

値のない発がん性を有する化学物質に対して、生涯で 10 万分の 1 の確率で発がんする

レベルを社会的に許容できるレベルと設定して、基準値を決定する手法が用いられてい

る。この場合、「科学的」安全は極めて主観的な目標・前提から逆算されるものと言え

る。しかし、これを「科学的でない
．．．．．．

」とは言わない。このように、「科学」自体が多様で

あり、安全レベルや適切な保護水準は管理事項として前提となることから「科学的」安

全ということ自体、主観的要素からなっていることが指摘できる。 

更には、開示することが紛争を減少させる大きな力になる一方で、それは自動的に合

意を保証しない（開示することで逆に紛争を可視化して激化する可能性もある）。こう

したことから、「科学」の中身の開示、そのルール化は議論の整理に寄与するが、完全

なる「非政治化」には限界があることも指摘できる。 

 

１．１．３「第二の透明化」 

 

                                                  
24 科学に答えられない問題をワインバーグはトランスサイエンスと呼び、ラベッツはポス

トノーマルサイエンスとした。 
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（1）リスク管理措置ー「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」の総合判断 

「科学」の開示は一定の「非政治化」をもたらすが、実際の意思決定は、多様な考慮

事項を含む政治的総合的な判断である。つまり、そもそも「科学」は大事な要素だが、

それだけではリスク管理措置は決まらない（Charnley and Rogers (2011, p.364)）。意

思決定をこのようにとらえるなら、「科学」の中身のみならず、意思決定で考慮される

多様な「科学以外の要素（OLFs）」を明示化して、なぜその項目を選択したのかを説明

し、その根拠を提示することこそが必要との議論が生まれる。「第二の透明化」は、こ

の「科学以外の要素（OLFs）」の中身を解明しようとする動きである。 

本研究で取り上げる肥育目的のホルモンに関して言えば、安全性だけでなく、実は

様々な「科学以外の要素（OLFs）」が関連する要素として挙げられる。例えば、少ない

餌で早く飼育できることから環境負荷の低減・持続可能性、効率的な成長による経済性、

等の便益が挙げられる。他方で、食品は文化であり、消費者の選好や懸念への配慮も管

理上検討する要素との意見もある。さらに複雑なのは、のちに本研究で論じるように、

生産方法に関する動物用医薬品は農業構造や貿易とも密接な関係を持つということで

ある。つまり、動物用医薬品の基準値一つとっても、問題は、安全性にとどまらず、実

は多様な問題領域－環境問題，持続可能性に対する考え方、消費者の嗜好や懸念への対

応、農業生産体制、貿易といった様々な問題－と交錯している。これは、基準値を策定

する際に、「科学以外の要素（OLFs）」が対象とするスコープをどこまで拡大して、意

思決定の根拠として考慮するかという問題になる。 

 

（2）意思決定における「科学以外の要素（OLFs）」の解明のいくつかの試み 

しかしこうした、多様な「科学以外の要素（OLFs）」のうち「何を」「いかにして」

意思決定に取り込むのかについての枠組みやクライテリアは、上述の「科学的」な手法

に比するとほとんど発展していないのが現実で、昨今やっと議論はじめられた状況にあ

る。 

具体的な取り組み事例としては、例えば、①欧州における SAFE FOODS プロジェク

ト、②国際 NPO の IRGC（International Risk Governance Council）や、③Ruzante

らによる「多因子リスクの優先順位検討のための枠組み（Multifactorial Risk 

Prioritization Framework）」の取り組み（Ruzante et al. (2010)）、のほか、現場レベ

ルでは、④FAO のテクニカルミーティング（Evidence-informed food safety policies 

and risk management decisions）、などがある。 

一つ目の、欧州のSAFE FOODSプロジェクトは、2004年から欧州の研究枠組み（FP）

6 の中で実施された食品の安全と質に関する研究の一つである25。この研究では図４の

                                                  
25 欧州の自然科学・社会科学の第一線の研究者が集結して、現在のリスク分析の枠組みを

欧州のコンテクストで改善するための研究である。このプロジェクトでは、本論文で紹介

した以外にも、食品安全ガバナンスの改善のための独自の提言が数多くなされた（Dreyer 
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枠組みを提示し、現在のリスク分析は、意思決定の根拠が健康リスク評価（health 

assessment）に限定されているので、環境影響評価を追加するとともに26、現在ほとん

ど考慮に入れられていない、「社会的影響（Social Impact）」として、経済的・社会的・

倫理的評価（economic, social and ethical assessment）を追加すべきとした（König et 

al (2010), pp.1575-1578）27。経済的評価については、例えば、コスト・ベネフィット

評価や、規制影響評価（Regulatory Impact Assessment, RIA）のように一定の手法の

蓄積があるが、こうした「定量化」できる評価対象と、そうでない、社会的評価や倫理

的評価をいかに考慮するかが重要としている。意思決定の中で何をどこまで考慮事項の

対象とするかは一番難しい問題と指摘しており、その検討はリスク分析の開始段階（フ

レーミングの段階）で、「懸念・関心評価（Concern Assessment）」の実施により行う

ことが肝要であるとしている28。ただし、多様な要素を取り込む新たな枠組みの必要性

を提示しつつも、こうした要素を評価する手法上の課題が大きく、今後さらなる研究が

必要であるとしている（König et al (2010, p.1578））。 

 
図 4 SAFE FOODS プロジェクトの枠組み（König et al (2010, p.1570)より） 

 

二つ目の、IRGC（International Risk Governance Council）は、リスク・ガバナン

                                                  
and Renn eds, (2009)）。 
26 König らは、健康リスク評価も環境影響も評価の対象がリスクに限定されていることか

ら、ベネフィットも考慮すべきとする。また、人の健康と環境は大きく関連性があること

から両方の要素を大きな枠組みで考慮すべきと指摘する（König et al. (2010)）。 
27 なお、リスクベネフィット評価の実施主体は、これまでリスク評価を実施してきた

EFSA が実施し、社会的影響（Social Impact）については、DGSANCO が実施すべきと

している（König et al. (2010)）。 
28 この「懸念・関心評価」は、一般公衆と利害関係者を対象として、フレーミング段階で

実施して、重大な懸念が認められた場合は、社会影響評価の時点でも検討をするとしてい

る。 
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スにかかわる研究者や業界等のステークホルダーによる幅広いネットワークにより、よ

り良いリスクへの対応のあり方について検討を行う国際 NPO である。図５に示した通

り、IRGC の枠組みでは、リスク管理で検討すべき考慮事項を「Risk Appraisal」の段

階で検討する（「Risk Appraisal」は、①「科学的」検討を行う「リスク評価」と、②「懸

念・関心評価」（Concern Assessment）からなる）。「懸念・関心評価」の中の項目がい

わゆる「科学以外の要素（OLFs）」であるが、IRGC では、（i）リスク認知、（ii）社会

的懸念・関心、（iii）社会的経済的影響を掲げている。全体として、リスクが心理的構築

物（mental construction）であることを IRGC は重視する（IRGC (2005), p.23）29。

そのため、「科学以外の要素（OLFs）」として、リスク認知やそれによって生じる社会

的な影響30なども考慮事項に挙げる。また 3 つ目の経済的社会的影響については、経済

的なロスと、法的な側面についての検討を挙げている。 

 

図 5 IRGC のリスク・ガバナンスの枠組み（IRGC (2005, p.13)より） 

 

 また、カナダの研究グループ、Ruzante らは、微生物のリスクの事例をもとに、科学

だけでなく、多様な要素を管理に取り込むべきとして「多因子リスクの優先順位検討の

ための枠組み（Multifactorial Risk Prioritization Framework）」を提示した（Ruzante 

et al. (2010)）。彼らは「科学以外の要素（OLFs）」として、以下の 3 つの項目を挙げた

－①市場への影響、②消費者評価、消費者認知と消費者受容、③社会的脆弱性（脆弱な

                                                  
29 SAFE FOODS プロジェクトの専門家と IRGC の専門家は、重なっている人物（Renn
など）も多く、双方とも社会的要素を重視し、似た側面を持っている。 
30 Kasperson の言うような、「社会的増幅（The Social Amplification of Risk）」の要

素をさしている（Kasperson et al. (2001)）。 
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人々への影響）、である。 

 

図 6  Ruzante らの提示する枠組み（Ruzante et al. (2010, p.726)より） 

  

FAO は、2013 年に、欧州連合（EU）の援助資金によってテクニカルミーティング

（Evidence-informed food safety policies and risk management decisions）を開催し

た。その報告書は、「国内の意思決定で多様な要素が考慮されていることは現実（reality）」

で、その考慮には一貫性が必要との共通認識はあるものの、しばしば「アドホック的に

行われている」と指摘している（FAO (2014), p.27）。そして、「科学以外の要素（OLFs）」

を明確化したり、それを制度化したりするうえでの、実践上の二つの課題を指摘してい

る（FAO (2014), p.7-9）。一つは、①多様な要素をいかに評価するかについての手法が

未整備である点、もう一つは、そうした要素を特定・評価できたとして、②それらの要

素の間における重みづけ（weights）と、それらを意思決定に反映させるための手法が

未だない点である。多様な要素の具体例としては、経済リスク（economic risk）、消費

者認識と受容性（consumer perceptions and acceptance）、社会的要素（社会的に脆弱

な対象）、食料安全保障（food security）といった要素が挙げられている。 

なお、経済的な要素については、米国では古くから、規制影響評価（RIA）などの取

り組みがあり31（近年欧州でも、同様の動きなどがある）、国レベルでは、経済インパク

ト等の検討の手法・制度は発展、定着しつつある32。また、一部の国では、懸念・関心

を考慮するためのガイダンスを策定している（例えば、英国財務省がガイダンスを提示

                                                  
31 米国では、RIA の経験は 30 年の蓄積があり、OMB の Circular A-4 Regulatory 
Analysis が一般的な手順について定められている。 
32 日本では、2001 年「行政が行う政策の評価に関する法律」が成立し、2007 年に政令改

正により、規制の事前評価が制度化されているが、その実践については様々な課題がある

（岸本 (2008a), (2008b)）。意思決定の質の改善のためにもその十分な制度化が求められて

いる。 
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している（UK Treasury Department (2005)）。しかし、国際レベルでは、FAO(2014) 

に指摘されているように、十分な「第二の透明化」が未だ進展していない状況にある。 

以上のいくつかの取り組みからも、いずれも、現状のリスク分析の枠組みの中では、

健康に関連する科学的リスク評価が意思決定において考慮されるのに対して、「科学以

外の要素（OLFs）」が取り込まれていない（König et al (2010), pp.1573, 1576、Ruzante 

(2010), p.725）との共通認識があり、そのために、こうした要素の検討の必要性とその

ための手法の開発が必要との議論がなされている。しかし、これらの研究で「科学以外

の要素（OLFs）」の項目として挙げているものも、同じものもあればそうでないものも

あり、まずは何が潜在的な「科学以外の要素（OLFs）」の「対象」で、何が「非・対象」

と考えられているのか、そのためにどのような枠組みが必要なのかを考えていかなけれ

ばならないのが現状と言える。 

 

（3）「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」ー二分論の限界と相互作用の必要性 

既存研究における「第一の透明化」の進展は、「科学」の結果の多様性を示し、科学

決定主義と「テクノクラティック・モデル（technocratic model）」モデルの限界を明ら

かにした。これに加え、上述の通り、意思決定の段階で検討すべき広範な要素が存在す

る。こうしたことから、意思決定に多様な価値の反映をするには、より民主的な決定の

あり方・公衆参加が必要とする「デモクラティック・モデル（民主モデル）」の考えが

論じられた。しかし、ただデモクラティックなモデルに訴えればよいかといえばそうで

はなく、相互の境界を「つなぐ」作業こそが大事だとする議論がなされている（Jasanoff 

(1990), Guston (2001)）。 

リスク管理をしなければならない社会の状況によって、問うべき問題も異なる。また、

「科学以外の要素（OLFs）」、すなわち、「科学でない（non-scientific）」要素もまたア

ジェンダや科学の選択をフレーミングする。したがって、それ自体を「非科学的（un-

scientific）」ないし、「反科学的（anti-scientific）」として排除すべきでなく（Millstone 

et al. (2008)）、特に不確実性を伴う案件では社会的に受け入れ可能な管理措置の検討の

ために、そうした考慮事項をリスク管理者は検討しなければならない。このため「科学」

と政治、あるいは「科学」と社会、「科学」と価値、「科学的」知識と政治的考慮といっ

た二分論・二項対立的な議論には、限界がある（Jasanoff (1990), Brooks (1984)33）。こ

れらの論者は、どちらかがどちらかに一方向的に働きかける関係性として両者の関係を

とらえるのではなく、双方の要素が別個のものであることを踏まえつつ、双方向的で両

方にとってバランスの良いものを導く関係性が重要とする34。 
                                                  
33 Brooks は、現実はその中間のどこかにあるのだろうと指摘する。 
34 Guston は、科学的な専門知と意思決定の判断やコンテクストのつなぐ役割を果たすも

のを「boundary object, boundary organization」と呼び、そうした機能を有する媒介物な

いし、組織が重要であるとしている（Guston (2001)）。Guston はそうした組織の例とし

て米国議会技術評価局（Office of Technology Assessement, OTA）を挙げている。 
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（4）意思決定における考慮事項、リスク評価と管理の関係性の再考 

 

① 機能的な分離と相互作用の意味、何を・どうやって・どこまで考慮するのか 

誤解の無いように、上記の議論のインプリケーションについて整理しておく。上記の

「相互作用」の必要性の議論は、「科学」が「科学以外の要素（OLFs）」によってゆが

められてよいということを指摘しているわけでは全くない。「科学」は「科学」として

の一定の
．．．

プロセス、独自のルールと営みがあり、そうした部分における機能的な分離は

必要とされる。これは上述のリスク分析の枠組みでいえば、リスクの「評価」と「管理」

の関係に当てはまり、すでに、80 年代の全米研究評議会（NRC）の古典的報告書、い

わゆる「レッドブック」でも論じられている（NRC (1983)）35。後に論じるように食品

安全規格策定の場であるコーデックスでもリスク評価と管理の「分離（separation）」

によるリスク評価の独立性と、「相互作用（interaction）」の重要性が定められている（第

3 章を参照）。「相互作用」が重要なのは、「科学」が政策や意思決定にとって「意味があ

る」・「有用である」（policy relevant）ために必要なことである。少なくとも社会的規制

にかかわる規格基準の策定に必要な「科学」は、社会的な文脈から独立して存在しえな

い。「科学」の評価過程で講じられる、「科学的」判断やその社会的文脈を、リスク評価

者と管理者との間で十分にコミュニケーションをとることによって、透明性を高め、判

断のステップごとの検討を行うことが重要となる。「レッドブックモデル」も、機能的

分離の必要性を論じるとともに、両者の相互作用が重要としており、必ずしも両者の排

他的な関係性を求めているわけではない。むしろ完全な分離は逆効果ともしている

（NRC (1983, p.6))。つまり、「科学以外の要素（OLFs）」を明らかにすることは、「科

学」と「科学以外の要素（OLFs）」それぞれの考慮事項をきちんと明確化することで、

より意思決定の中身を明らかにし、透明性の向上に寄与する。 

 

② 補足：「強い構成主義」と「緩い構成主義」 

さらに、「強い」構成主義との違いも論じておく。「強い構成主義」は、「価値を背負

い込んだ科学（value laden nature of science）」の存在を受け止める必要があると指摘

し、「科学的」プロセスに直接社会的「価値」が反映されるべきとする36。そうした議論

                                                  
35 NRC(1983)は、リスク評価はファクトをベースとする健康影響を見るもの、リスク管理

は政策選択肢の重みづけや様々な要素を統合的に判断するもの、として二つは別々の要素

であるとしたうえで、実際のリスク評価の過程では、いくつもの科学的な判断と政策的選

択がなされ、こうした判断と選択は、リスク管理者が担う広範な社会的経済的要素とはま

た別のものとしている。このリスク評価における科学的判断と政策的選択は、上記の科学

的推論に相当し、まさにリスク評価と管理の境界領域にある部分である。 
36 例えば Winickoff らは、WTO における欧米間の GM 食品の係争を例として議論し、用

いられるリスク評価が信頼性のあるものであるためには、様々な価値をリスク評価に反映

させるべきで「包括的なリスク評価には価値判断と公衆参加が必要」（Winickoff et al. 
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には、後に論じるリスク分析のすべての工程を監督し、最終的な意思決定をする「リス

ク管理」段階での要素間の「重みづけ」やリスク管理者の主体性・責任性の議論が抜け

ているように思われる37。実際そうした議論ではリスク管理における意思決定者の判断

についての言及がほとんどない38。科学のエートスによって物事が決定されることを批

判し、「科学的」プロセスに直接「公衆参加」や「価値」の導入を求める議論を展開す

る（例えば、Arcuri(2014)）。 

しかし本研究では、そうしたことが過度に強調されると、逆に「科学」をゆがめかね

ないかと考える。むしろ、「緩い構成主義」の考えが重要である。「リスク評価」が社会

的なコンテクスト抜きになされるべきでないし（それはリスク管理者や社会の要請する

ものとミスマッチに陥らせるため）、公衆の価値や意見を含む「科学」以外の多様なフ

ァクトが意思決定の根拠として把握されるべきとの考えは同じである。しかし「科学」

と「科学以外の要素（OLFs）」のプロセスにおける検討は各々明示化したうえで、「科

学」は極力「科学（リスク評価）」の領域で実践し、リスク管理の段階で、その結果も

含めてその他の関連するすべての「科学」以外の考慮事項を吟味し、「重みづけ」をす

ることが大事である。そこでは、「科学」だけでなくすべてのリスクについてプロファ

イルをし、実行可能性や、経済的利害、置かれた社会状況・緊急性39、消費者懸念等の

価値、社会的影響、といったあらゆる考慮事項をまずはそれぞれ個別の要素としてマッ

ピングし（場合によってはそれらの要素間の相関、リスクトレードオフも考慮し）、そ

れらの中で「重みづけ」られた要素に応じて、リスク評価から提示された科学の幅の中

から（その過程で行われた前提、解釈、判断等にも留意しつつ）安全側に立つかといっ

た選択をすることが大事になる。「重みづけ」の内容によっては、そもそも異なる次元

のリスク評価が求められたり、消費者等の懸念の払しょくのためのさらなる評価が必要

とされ、再度リスク評価者に検討を仰ぐかもしれない。本研究は「リスク評価」と「リ

スク管理」の「相互作用」が重要であるとはそうした意味で理解する。あくまでも「科

学的」なプロセスと管理措置的なプロセスは（リスク管理者が総合的に判断する材料と

                                                  
(2005)）と指摘する。本研究は、上述の通り価値等も含めたすべての要素から得られる要

素間の「重みづけ」の結果として、リスク評価に求められるものやリスク評価のプロセス

での科学的判断が変わることを否定しないが、リスク評価の実際のプロセスに公衆を直接

参加させるのではなくリスク評価者にゆだね、あくまで科学的プロセスの機能は分離して

おくことが「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」のそれぞれの関係性を損なわないので

はないかと考える。 
37 上記脚注の論者がこうした議論を展開するのは、WTO の SPS 協定にリスク管理につい

ての言及がないためかもしれない。 
38 個別食品の規格策定ようなスコープの小さな話と、社会における技術のような大きな話

ではイメージするものが異なるかもしれない。 
39 現実に目の前にリスクがある場合、意思決定者は「正しい」答えが出るまで「科学」を

待っていることはできない。限られた時間の中で現段階で入手できる考慮事項からの重み

づけと選択になる。 
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いう意味で）関連するが、別個の機能と分けておくべき40で、そうすることで個々の考

慮事項の要素・ファクトがきちんと取り扱われることになる41。 

強い構成主義でも緩い構成主義でも、結果としてたどり着くところは同じなのかもし

れないが、プロセスとアプローチが異なり、それはリスク管理者の「役割」にも「責任」

にも大きくかかわる。したがって、本研究は「科学以外の要素（OLFs）」を、（結果と

してリスク評価とも関連する可能性があるものの）リスク評価とは別個のものと扱い、

そこに着目してその中身を明らかにしようとするものである。そうすることが、リスク

管理者の判断の根拠を明らかにすることにもつながるし、「科学」の中身の透明性の向

上にもつながると考える。 

 

１．２ 「作業仮説①」の構築 

以上１．１では、社会における意思決定における「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」

にかかわる既存研究をレビューし、「第一の透明化」、「第二の透明化」の形で整理した。

「科学」を巡る社会的紛争を契機として、「科学」にかかわる意思決定の中身に対する

透明化が要請された結果、「科学」的プロセスに内在する多様性（科学的前提、解釈、

判断等）、多様な「科学以外の要素（OLFs）」の存在について、意思決定の考慮事項を

開示することを目的とした研究や試みが蓄積されてきたことを示した。この既存研究の

整理による示唆は、意思決定の考慮事項における、「科学」の結果の多様性や、多様な

「科学以外の要素（OLFs）」の存在は、紛争や対立の要因となりうるが、その源泉とな

る要素が明示化され、何が考慮事項の「対象」となるかの整理・ルール化がきちんと整

備されれば、合意形成の阻害要因を一定の範囲に狭めることができ（少なくともルール

がある範囲においては）、結果として「非政治化」に一定の寄与をするということであ

る。例えば、「科学」の前提や解釈・選択の多様性が異なる結果をもたらす可能性があ

る場合には、どのような前提をどういう考えで採用したのか明らかになるようなルール

を設ける、あるいは複数選択肢があってそこから選択した場合はそれ以外の選択肢を少

数意見も含めて明記するとのルールを作成する、専門家の政策選好や利害が評価結果に

影響しないように利益相反（conflict of interest）をきちんと表明して選択的に関与さ

せる等のルールを整備する、こうしたことは「科学」の多様性を明らかにすることに寄

与し紛争要因を低減することに寄与する。また、「科学以外の要素（OLFs）」について

                                                  
40 こうした指摘は、「レッドブック」でも行われているし、価値観や認識（perception）
の役割を重視する IRGC でも指摘されている（IRGC (2005), p.40） 
41 なお、こうした「相互作用」が円滑になるように、そもそも政策形成を開始する上流の

段階で、すべてのステークホルダーとともに、問題のフレーミングやリスク評価のあり方

についての検討を行うことが重要（Millstone et al. (2008)）で、そのツールとして第 3 章

で後述する「リスク評価方針」がある。リスク管理者は意思決定を通じて何を実現したい

のかということを（完全な形でないにしても）上流の段階で共有しておくことが肝要であ

る。さらに、実施の過程で新たなリスクや考慮すべき要素が発見されればそれを修正して

いくダイナミックな作業でなければならない（Robinson and Levy (2011)）。 
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も、何を対象として、どのように重みづけして意思決定の判断をしたのかについてのエ

ビデンスを明らかにすることは「非政治化」に寄与しうる42。ただし、既存研究からの

もう一つの含意は、透明性の向上による「非政治化」には限界もあるということである。

科学は万能ではないし、科学的前提に「正しい」答えはない。「科学」を開示したから

といって、合意できるとは限らないし、そもそも「安全」レベルは主観的要素を伴うの

で、「非政治化」には限界がある。さらにより難しいのは、現状明確な要素の特定や手

法が十分に進んでいない「科学以外の要素（OLFs）」である。ゆえに、整理してルール

化することによる透明化は、紛争解消に一定の寄与はするが、完全には「非政治化」で

きないことも含意としてある。 

上記の知見を踏まえ、本研究でも、コーデックスのコンテクストで上記の考えに基づ

き分析を行う。まず、①コーデックスの中で、意思決定の考慮事項として、「科学」と

「科学以外の要素（OLFs）」の整理・ルール化がいかに行われたのかを振り返り、②そ

の整理とルール化が合意形成にいかなるインパクトを持っているのかを検討する（多く

の規格基準策定において一定の「非政治化」に寄与していることを示す）。他方で、「非

政治化」には限界があることも踏まえ、「科学以外の要素（OLFs）」のルール化は、そ

の後、スコープの拡散の制御に効果をもつ場合もあったが（GM ガイドラインの事例で

論じる）、整理・ルール化しきれずに「非・対象」とされた要素（消費者懸念や選好）

は、扱いを間違えると、「科学」的議論にも飛び火して深刻な政治化の要因となること

（ラクトパミンの事例）を明らかにする。 

 

１．３ 「作業仮説①」の意義 

「作業仮説①」に基づく分析は以下の二つの点で既存研究との関係において意味を持

ち得る。 

第一に、こうした分析は、大きな文脈でとらえると、社会一般の意思決定における「科

学」と「科学以外の要素（OLFs）」の解明に寄与する。すでに整理した通り、「科学」

を構成する判断や解釈等の中身については、一定の既存研究（Brooks (1984), Jasanoff 

(1990), Biker (2001), Rothstein et al. (1999), Stone (2011))があるが、「科学以外の要

素（OLFs）」の位置づけについては、それを取り込むべきという認識はあっても

（Charnley and Rogers (2011))、何をどこまで取り込むべきかについては十分に確立

されておらず、議論や模索がなされている（Federal Institute for Risk Assessment 

(2012), FAO (2014), IRGC (2005), König et al (2010), Ruzante et al (2010)）。そのた

め、国際レベルでの考慮事項を明らかにし、それが合意形成に与える影響やその含意を

明らかにすることは、リスク・ガバナンスの構成要素の検討においても前提としても必

要である。 

                                                  
42 こうした、原則や規則の明文化は情報の非対称性や国家の行動の不確実性の低減につな

がる重要な機能である（Keohane (1984)等）。 
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第二に、コーデックスに関連する既存研究との関係においても、従来十分に分析され

てこなかった、「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」の整理・ルール化が、その後の

コーデックスの合意形成において一定の「非政治化」の役割を持っているとの分析は、

単に WTO の貿易的影響によって「政治化する」との従来の主張に反して規格基準が数

多くコンセンサスで形成されてきた実態との乖離の説明に貢献しうる43。そして、実際

に政治化しているのは、整理・ルール化できなかった「非・対象」の要素（とりわけ消

費者懸念・選好）であり、その中身の明示化とその取扱いがもたらす副次的効果（「科

学以外の要素（OLFs）」の問題が「科学」のコンセンサスの問題へ飛び火すること）に

ついての分析は、将来的に起こりうる紛争（消費者懸念や選好が重要となりうるクロー

ン牛やナノテク応用食品等）の対処においても役に立つ。 

より詳しく見ると、先行研究では、ホルモン牛紛争や WTO の設立を契機として、コ

ーデックスにおいて「科学ベース」が制度化された、との分析が強調され（Veggeland 

and Borgen (2005), Devereaux (2006), Winickoff and Bushey (2010)44）、「科学以外の

要素(OLFs)」については、こうした要素を巡る見解の対立が欧米間で存在するとの説明

（Poli (2004)）、あるいはこうした観点が意思決定に取り込まれるべきとの規範的主張

（Arcuri (2014)）、そのルール化の過程で曖昧にされた（Veggeland and Borgen (2005)）、

排除されたとの分析（Winickoff and Bushey (2010, p.364)）がなされた。「科学以外の

要素（OLFs）」のうち、何が考慮事項の対象に取り込まれ、何が認められなかったのか

                                                  
43 Winickoff and Bushey（2010, pp.369-373）も、コーデックスが「政治化」したとの指

摘に対して、実際は投票行動に転じたケースはほとんどないことを指摘した。彼らは、コ

ーデックスの議論が政治化しなかった（投票に訴えなかった）要因として、二つを挙げて

いる。一つは、コーデックスで投票が行われることは、コーデックスが政治的な組織であ

ることを意味してしまい、コーデックスが科学的テクニカルな組織としてのアイデンティ

ティを保持したいがため、コンセンサスのルールを強化したこと（1999 年、2003 年に追

加された）を指摘した。もう一つは、リスク評価を提供する FAO/WHO の専門家に途上国

の専門家を加えて地域的なバランスをとることでより包括的な専門家の構成にしたことが

寄与したとした。コンセンサスに関するルールが追加・強化されたことはもちろん重要で

あるが、本研究で後述するように、Winickoff and Bushey が指摘する強化以前から、もと

もとコーデックスでは、コンセンサスに基づく意思決定を重視してきた。確かに 1999
年、2003 年にコンセンサスに関する事項が追加されたが、本研究でも後に明らかにするよ

うに、コンセンサスに関する定義はないままであるし、ルール化の意味するところは曖昧

であることから、何をもってコンセンサスかということについて議論がある。従って、そ

れだけではコンセンサス形成が成功してきたとは説明できない。また、専門家の地域バラ

ンスを考慮した途上国への配慮も、本研究で指摘する「科学」の整理・ルール化の一部に

過ぎない。 
44 彼らは、WTO との関係性が構築されたことにより、コーデックスにおいて、「リスク」

（「科学」の意味で用いていると思われる） が唯一の支配的な言語（dominant 
grammer）となって、他の要素が意思決定の中で考慮事項として無用のものとなった

（marginalized）と主張する。しかし、本研究では「科学ベース」の優位性の確立ととも

に、「科学」の中身と「科学以外の要素（OLFs）」の一定の透明化、ルール化と整理を行

ったことが、コーデックスにおける紛争要因の低減につながったと分析する。 
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についての詳細な分析は、一部（Jukes (2000)）を除き十分になく（ただし Jukes (2000)

の分析は「科学以外の要素（OLFs）」のクライテリアの採択前で終了している）、また

その後、このルールが意思決定の結果にいかなる副次的影響・帰結をもたらしたのかと

いうことの意味についての分析はほとんど研究の対象とされてこなかった。しかし、確

かに「科学の優位性」は確立したが、本研究でも明らかにするように「科学以外の要素

（OLFs）」の存在自体が否定されているわけではないし、実際には、経済利害や実行可

能性など明文化されている要素もあり（特に実行可能性についてはルーティーンに考慮

対象になっている）、「科学以外の要素（OLFs）」のすべてが排除されたわけではない。

また、分析を先取りすると、コーデックスでは「非・対象」とされている要素も、国レ

ベルで考慮すること自体はコーデックスは否定しない。これは WTO の SPS 協定との

整合性の問題もあるが、他方で紛争の解決を二国間の覚書（MOU）で対処する余地に

もつながった。考慮事項の「非・対象」となった要素のうち何が特に問題で、それがコ

ーデックスの議論の「政治化」・「非政治化」との関係においてどう位置付けられるのか

についての分析は一般論にとどまっていて、詳細な分析が十分にはない。したがって、

より丁寧な分析が必要とされているということが指摘でき、本研究ではそれを試みる。 

 

２．「作業仮説②」－「交渉の場」の「制度的構造要因」と「議長国」によるプロセスマ

ネジメントがコンセンサス形成に寄与する 

  

以下、２．では、本研究の二つ目の「作業仮説②」について論じる。２．１では、国

際政治環境・多国間交渉の課題（２．１．１）と、国際交渉に関する分析アプローチの

概観（２．１．２）を踏まえたうえで、本研究のスコープである「交渉の場」における

有用なアプローチとして、「制度的構造要因」（２．１．３）とプロセスマネジメントに

おける議長の役割（２．１．４）についての既存研究を整理する。そして、本研究にお

ける作業仮説を立て（２．２）、その意義（２．３）について論じる。 

 

２．１ 既存研究からの示唆ー国際交渉に関する分析アプローチ 

 

２．１．１ 国際政治環境と多国間交渉の特性・課題 

 

（1）国際政治環境の今日的特性 

国際交渉には、二国間、複数国間から、地域連合や国連のような多国間交渉まで多様

な形態がある。全般的な傾向として、特に冷戦の崩壊後は、米ソという二極化した世界

から多極化した国際社会へ移行していることも背景となり、多国間交渉が求められる局

面は増大している。国家間の関係もグローバル化により相互依存が増大した。国際機関

の設立や国際条約の増加により、交渉内容も、新聞に掲載されるような大きな国際政治
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問題だけでなく、多様な分野で個別専門化した議論が展開されている。いわゆる外交の

専門家だけでなく、日常的な業務の延長として様々な分野の行政官が参加し、国際機関

における交渉が日常化しつつある。 

多国間交渉の実践主体も変化してきている。依然として国家による公式的な交渉がそ

の主要な部分を占めることは変わらないが、専門家間の議論や非国家主体（NGO）など

の活動も影響を有すようになってきている。そしてこのように多様な交渉の場が増大す

ることで、Kremenyuk はある種の重層的な国際交渉のネットワークが出現していると

指摘する（Kremenyuk (2002)）。そのネットワークは今のところ包括的に制度化された

ものではなく（Kremenyuk (2002), p33）、多様な従来のフォーラム、交渉も排除しな

いものである（マルチ、バイ、公式・非公式、会議、議論等々）が、ある種のネットワ

ークシステムになっている（emerging system of international negotiation）とする。 

 

（2）多国間交渉の特性と課題 

多国間交渉は、その参加主体の多さ、争点の多さから、複数性、複雑性、多様性とい

った形で特徴づけられる45とされる（ザートマン (2000)）。 

多国間交渉の課題については、以下の点が挙げられる。第一に、時間がかかるという

点である。二国間に比して、すべてのアクターと対面で交渉できるわけではなく、交渉

は会議場での発言等の意見表明となる。そのため交渉は通常長期化し、進展は遅く、非

効率である。第二に、結果の不十分性という点が指摘される。様々な複雑性を有するこ

とから、その結論は、最低限的なもの（least common denominator）になりがちとな

る（Kremenyuk (2002)）。第三に、交渉主体が多様なフォーラムに重複して参加すると

いう点である。国家は自らの利得を最大化できるより良い条件の交渉の場を求め、フォ

ーラムショッピングに従事する。国際機関のルールや拘束力は国際機関ごとに多様であ

ることから、選択的退出（opt out）をすることも可能である。このため、イシューによ

っては、国際機関間で整合性や重複の問題も生じる（山本（2008））。第四に、国内外の

                                                  
45 ザートマンは、多国間交渉を以下のように特徴づけた（ザートマン (2000, pp7-11)）。
まず第一に、多数の参加者がいること、第二に多数の争点が存在することである。多数の

参加者が存在するということは、二国間に比して多数の当事者の利害調停を行わなければ

ならないということである。これは第二の争点にも関連する。争点はしばしば複数を一度

に扱わなければならず、それらの間にはトレードオフの関係にあるものもあるし、その争

点が直接関連性のない問題にも及ぶため交渉が複雑化することもある。第三に、参加者が

多様な役割を担うということである。交渉参加者が交渉の中で争点に対する利害と関心の

度合いに応じて、ごり押し型、中立リーダー型、防衛型、阻止派型、日和見型など様々な

役割を演じる（２．１．４（2）も参照）。第四に、連合形成が重要とする。これは、参加

主体が交渉メカニズムの複雑さを減じ交渉をしやすくするために、しばしば連合が形成さ

れるということで、それがどのような争点にフレーミングされるかが重要との指摘であ

る。そして第五に、コンセンサスによる意思決定の重視、主要な成果がルール作り（多国

間交渉でしばしば行われるのは具体的な財の配分型バーゲニングというよりは異なる国内

法制度の調和に係るルール形成が多いということ）であると指摘している。 
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調整の必要性という点が挙げられる。交渉担当者はいわゆるパットナムのいう、国内－

国際の 2 レベルゲーム（Putnam（1988））に振り回される。欧州の場合は、国内、EU

レベル、国際の 3 レベルゲームとなることから、さらに複雑な調整が要される。 

 

２．１．２ 国際合意形成の主要なアプローチ 

 

（1）国際合意形成の説明要因・主要なアプローチの概観 

本項では、本研究の分析視角を提示する前提として、既存研究における、合意形成の

説明要因・主要なアプローチを概観する46。国際的な規制の合意形成・調和化の要因の

分析に関しては、次のようなアプローチがある：①リアリスト的観点、②リベラリスト

的観点、③ネオ・リベラル制度論、国際制度論、④「科学」、「専門家」の役割、⑤多国

間交渉の諸理論、⑥争点を巡る「行動的役割」からの分析（リーダーシップ論等を含む）。 

国際政治では、国際社会が有する性質（アナーキー、無政府状態）が国家の行動を規

定すると考える（Waltz (1979)）。協力・合意等の約束違反等が生じた際に強制的に従わ

せたり、制裁したりするような国家を超えるような存在が基本的に不在な状況下では、

国家は生存のため自助（self-help）による利得の最大化を行動原則とすると考える47。

こうした状況下でも合意形成（協調や協力）が生じる要因があるとすれば、それは物質

的なパワー（軍事力や経済力）、あるいは将来展望が描ける制度（ルールや規範）とい

った要因とされた。①の「リアリズム」は、国際調和や国際制度、国際合意が生じるの

は、物質的なパワーを持つ覇権国のパワーによるものと説明する48。これに対して②の

「リベラリズム（理想主義）」の国際政治観では、アナーキーな状況下においても、経

済活動などの相互依存が進展すれば国際調和は可能とする。こうした流れを汲んで、「ネ

オ･リアリスト」の前提（国際社会の構成単位は国家、国際社会はアナーキーであるこ

と）を受け入れた上で、国家は国際制度の存在によって、共通の利益を見出し、協力が

可能であるとするのが49③の「ネオ・リベラル制度論（国際レジーム論）」である50。ネ

オ・リベラル制度論者のコヘインは、機能的アプローチから、レジームや国際制度が合

                                                  
46 ここに挙げたもののほか、貿易・マーケット･国際競争力の要因が規制や基準を低い水

準に向かわせる（race to the bottom）あるいは、反対に高い水準に向かわせる（trading 
up）といった議論もある。これらの議論に関しては、例えば Vogel (1995), Porter (1999), 
Wheeler (2001),Vogel and Kagan (2002)等を参照。 
47 リアリズムの考え方は国際政治の中で最も伝統的なものの見方である（マキャベリの

『君主論』、E.H.カーの『危機の二十年』、モーゲンソー『国際政治』等）。 
48 覇権に関する主要な文献としては、Gilpin (1981), Krasner (2000)が挙げられる。 
49 これに対してリアリストの Grieco は、アナーキーの意味するところは、相対利得の問

題であり、国際制度を通じての国家間の協力はネオ・リベラル制度論者がいうほど簡単な

ものではないと批判している（Grieco (1988)）。本章２．１．４の（3）③も参照。 
50 リベラリズムは、リアリズムが説明できない、覇権国衰退後のレジームの維持や、重要

性が高まる経済、社会、環境等の問題における国家間の協力を説明する上で有用であっ

た。 
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意形成を促進するという議論を展開した（Keohane (1984)）。一度形成された制度は、

一定の自律性を持ち、逆にアクターの行動をも拘束する。こうした観点から国際機関の

制度の研究を行うのが「国際制度論（International Institutionalism）」である（Simmons 

and Martin (2002)）。さて、伝統的な国際政治における合意形成の分析では、最近まで

科学的知見や専門的知識の果たす役割が十分に研究対象とされてこなかった51が、地球

環境問題のような問題52では、④の「科学」や知識（knowledge）、社会的学習効果（social 

learning）、それを担う「専門家」とそのコミュニティの果たす役割が注目された。実は

こうしたテクニカルな領域で、その「機能」の側面のみ独立に扱うことにより、一定の

脱政治化（depoliticization）が可能であるとの考えは、1970 年代から機能主義におい

ても論じられてきた（Cox and Jacobson (1973), p.33）53。同様に、「エピステミック・

コミュニティー（専門家のコミュニティー）論」は、不確実性の伴う事象において、「専

門家」間で共有された「科学的知見」やそうした「専門家」のネットワークが、国際合

意形成や国家間の政策協調に与える要因を重視する（Haas (1989)）。⑤の多国間交渉・

交渉学は、多様な学問領域を取り込んだマルチディシプリナリーな領域であり54、意思

決定理論、ゲーム理論、組織理論、連合理論などの諸理論がある（ザートマン(2000)）。

これまで論じた要素と異なる視点での分析アプローチとして、⑥の争点における「行動

的役割」からの説明がある（Cox and Jacobson (1973)ほか）。これは上記のほかのアプ

ローチでの多国間交渉分析などでも利用され、争点において、国家がどのような役割（先

導、推進、阻止、反対、仲裁等、あるいは、「議長」のようなフォーマルな役割）を演じ

                                                  
51 基本的に戦後から 90 年代までの国際政治の研究（特に冷戦が深刻な時期）では、リア

リストの考えが支配的・説得的であった。グローバルな環境評価の影響に関する研究を念

頭に過去の議論をレビューした Clark et al. (2006, p.9-10)は、従来の国際政治学者は、科

学的知識や情報は、強国が弱小国を操る手段の一つに過ぎず、また、自らの利益を相対的

に向上させようとするための手段に過ぎないものとして、その影響力について懐疑的であ

ったことを指摘した。 
52 例えば GEA（Global Environmental Assessments）プロジェクトがある。これは、

William Clark, Sheila Jasanoff, Robert O. Keohane など第一線で活躍する国際政治学

者、STS（科学技術社会論、Science, Technology and Society あるいは Science and 
Technology Studies）に関する学者が中心となって 1995 年から 10 年にわたって展開され

たプロジェクトである。地球温暖化、生物多様性といった地球環境問題の分野における紛

争解決において、グローバルな環境アセスメントの増大がみられるが、こうした科学的知

見が社会と自然との関係においてどのような影響を持ちえるのか、そうした科学的情報が

有効に働くのはいかなる条件下においてかという問題に取り組んだ。 
53 この機能主義の論理に基づけば、そうした技術的な限定的問題は専門家に任せて解決す

ることが可能であり、こうした領域においては、国際社会の紛争や連合形成に向けた闘争

といったことからの影響を相対的に受けにくいとする。Cox and Jacobson は 8 つの国際

機関を機能主義の側面から検証し、技術的（technical）で特定の機能（functionally 
specific）を主眼とする組織においては機能主義が当てはまるとする。WHO と国際電気通

信連合（International Telecommunication Union, ITU）がそれに当てはまるとする

（Cox and Jacobson (1973), p.420） 
54 国際交渉学の分野における歴史的な展開については Jönsson（2002）を参照。 
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たことが合意形成を促すかという観点で説明する。その分析には、リーダーシップ論な

ども含まれる。 

 

（2）スコープの設定ー「交渉の場」における議論 

上述のアプローチは、それぞれ合意形成を説明するに当たって重要であるが、合意形

成プロセスのどの局面・段階を分析対象とするかによって、その事象を最もよく説明で

きるアプローチは異なる。 

表 2 合意に至るまでの諸段階 

(a) イシューに関する認識の形成 

(b) 問題の顕在化 

(c)「交渉の場」・付託事項（TOR）の選定 

(d) 課題設定 

(e) 議論・交渉    本研究のスコープ 

(f) 合意の形成 

(g) 実施 

 

従って、本項ではまず本研究のスコープを明確にする。合意に至るまでの諸段階に関

しては、（a）「イシューに関する認識の形成」→（b）「問題の顕在化」→（c）「「交渉の

場」・付託事項（TOR）55の選定」→（d）「課題設定」→（e）「議論・交渉」→（f）「合

意の形成」→（g）実施という 8 つの段階が考えられる56が、本研究においては議論の場

の選定が終わり、主に国際機関の会議を舞台に繰り広げられる合意形成過程、即ち、コ

ーデックスという交渉の場で展開される、（d）の「課題設定」から（f）の「合意の形成」

までのプロセスに注目する。 

このように分析のスコープを限定するのは、前述のように合意形成の段階によって説

明に有用なアプローチが異なると考えるからである。(a)から(c)の段階については本研

究の対象ではないが、例えば、本稿で取り上げる事例の一つである GM 食品の安全性

評価について考えると、(a)の「イシューに関する認識の形成」は、GM 食品のリスク分

析についての考え方が形成される段階に当たる。GM 食品がまだ世に出る前の段階にお

いては、科学者を主体としてフォーラムやセミナーなどで GM 食品の安全性評価に関

する議論が展開され、イシューに関するコンセンサスが形成される。この段階で大きな

役割を果たすのは「科学」的な要素と専門家のコミュニティである。コーデックスのバ

イオ特別部会の合意形成に影響を与えた FAO/WHO 合同専門家会議の報告書にもつな

                                                  
55 会議の付託事項（Terms of Reference, TOR）。 
56 ただし、(a)及び(b)は、同時並行的に進行することもあれば、前後することもある。ま

た、合意形成の後には、その合意を受けての(g)実施、の段階があるが、その部分は本研究

のスコープ外とする。 
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がる科学的知見のベースを形成したのは、この段階における科学者間の議論である。一

方、こうして形成された考え方が政治の場に導入されるにつれ、アクター間の利害関係

も複雑になり、(b)の「問題が顕在化」することとなる。この段階では、「科学」的に議

論されたリスク評価のあり方をどのように解釈し運用するかなど、「政治」的な考慮に

も作用される。さらに、その問題解決のための(c)の「「交渉の場」の選定」の段階にな

ると、「科学」的な要素よりも、国家間のパワーポリティックスや利益団体や非政府組

織（Non-governmental Organization, NGO）などの動きも大きな要素となる。国家が

自らの国益にとって有利に働くフォーラムを交渉の場にしようと駆け引きが展開され

る。従って、この段階を説明するにあたっては、リアリスト的観点が示唆的である。し

かしひとたび「交渉の場」が決定すれば、確かにリアリストの言うような国家のパワー

や利害の要素は無視できないが、議論はその「交渉の場」の制度やルールといった「所

与の（given）条件」のもと展開されることから、前節の国際制度論の観点も必要とな

る。また、そうした「交渉の場」で多様な主体が、どのような「行動的役割」を担った

か・行動していったかは、合意形成の展望を左右するのでアクター分析の観点も必要と

なるし、交渉学における交渉プロセスマネジメントの視点も有用である。対象イシュー

の領域によっては必ずしも伝統的な意味での軍事力や経済力といったパワーの構成要

素とならず、異なる力学が生じることも考えられる。このように合意形成の段階ごとに、

適切なアプローチは必ずしも同一とはいえないことから、研究対象の分析のスコープを

明確にすることが重要である。 

本研究では、交渉の場における合意形成の分析を対象とすることから、国際制度をベ

ースとした「制度的構造要因」と、交渉プロセスにおける交渉学の分析視点やアクター

の行動的役割（とりわけ議長）、に注目することとし、以下、それぞれの既存研究につ

いて更に整理する。 

 

２．１．３．交渉の場の「制度的構造要因」 

 

（1）「交渉の場」の「制度的構造要因」の重要性 

「交渉の場」が有する制度・ルールはアクターの行動を構造的に支配することから、

政治過程・政策形成の分析における一つの重要な要素と考えられる。こうした立場をと

るのが「国際制度」の論者である57。「制度」は、論者によってその範囲が異なるが、狭

                                                  
57 国際制度を独立的な説明変数としてみるのかについてはかつて論争が繰り広げられた

（Jervis (1999)，Simmons and Martin (2002)）。伝統的な国際政治におけるいわゆるリ

アリストの観点では、力のある強国が相対利得を追求し、自らに都合の良いように国際的

なルールや国際制度が構築しているとすると考える（Gilpin (1981), Krasner (2000)）。こ

うした考えでは国際制度やルールは単なるパワーの随伴現象と見る（Mearsheimer 
(1994)）。これに対して、国際的に構築される制度やルールにも一定の自律性

（autonomy）を認める立場がレジーム論者や新制度論者である。レジーム論者は、国際



43 
 

くとらえる場合は、組織・運営に関する明文化されたルール・手続きを指し、広くとら

える場合は、組織におけるインフォーマルな慣行や政治文化まで含める。「制度」がア

クターの行動にどれだけ影響を持ち、どれだけその行動を規定・拘束するかは、フォー

マルな形での明文化がどれだけ詳細になされているかも影響する。また、明文化されて

いなくても、制度運用の際の実態上の柔軟性や、組織文化的要素も制度のアクターへの

影響力を左右する。国際制度の形態は、国際機関ごとに多様である（Koremenos et al. 

(2001)）。Cox and Jacobson は、国際機関における意思決定は、その国際機関の機能、

制度的枠組みと、基本的な作業手順に基づいて行われるため、それらの要素は分析上必

須の要素であるとする（Cox and Jacobson (1973), p.5）。本研究では、制度が議論の構

造に持つ影響を「制度的構造要因」とする。 

 

（2）「制度的構造要因」の主要な要素 

既存研究（Cox and Jacobson (1973), Koremenos et al. (2001), 横田 (2006), 山本 

(2008) , 最上 (2012 , pp.268-287) 等）をもとに、特に重要と思われる「制度的構造要

因」を大きく 3 つに分類して以下に整理した－①組織目的・構造、②意思決定にかかわ

る事項、③ほかの国際機関との関係性、である（表３参照、なお、項目によっては重複

する部分もあり個々の要因は排他的な関係にない）。 

一つ目の組織目的・構造は、組織目的、組織構成、参加主体等を規定するルールであ

る。例えば、組織目的は、国際機関の交渉範囲を限定する要素ともなる。コーデックス

は第 2 章で論じるように、消費者の健康保護と公正な食品貿易を組織目的とする。しか

しすでに論じたとおり、食品安全の問題も多様な領域と交錯している。例えば、GM 食

品の問題は、GM 植物や GM 動物としてとらえるなら、環境影響の問題も関連しうる。

そうした場合に、組織目的は交渉範囲・スコープの限定要素として働く（例えば環境の

側面は組織目的にないので扱わないなど）。また、参加主体とその権限に関する規定も

重要である。交渉主体として誰がいかなる権限を有するのかを規定するからである。 

二つ目の意思決定にかかわる事項、具体的には意思決定の原則（コンセンサスか投票

か）、決定や議論の進め方を規定するルール、意思決定の考慮事項等は、合意形成を展

望する上で最も重要なルールの一つである。プロセスを規定する事項は、結果を左右す

るため非常に重要とされる（Alfredson and Cungu (2008, p.16））。会議形態や運営に関

                                                  
制度の構築はそれがない場合に比して交渉コストを下げ、また情報の非対称性による国家

の行動の不確実性を下げることなどを理由として、協力の可能性が高まるとする

（Keohane (1984)）。今日の国際機関や制度の増大は、それなりにこうした機関の自律性

を示すものであり、そこで設定される制度の特色が、アクターの行動に影響を持つと考え

るのが新制度論者である。本研究もその立場に立ち、国際制度が一定の自律性を持つもの

としてとらえ、その影響を考察する。リスク論の文脈でも、組織や制度がリスクを文脈付

け、それへの対応が組織手順やルール、ガバナンスの体系によって左右されるとの先行研

究が多くある（Short (1992), Hutter and Power (2005), IRGC (2005), Renn et al. 
(2011)）。 
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する手順は、しばしば見落とされがちだが現場の交渉においては重要である。特に、本

研究でも注目するが、議長は「手順上の権限（process control）」を有する（Tallberg 

(2010)）。ただし、議長がどの程度の判断権限を持つと規定されているか、議長が持ち

回りか選挙かといった規定によって、持つ影響力も変わる（Tallberg (2010)）。第 2 章

で後述するが、コーデックスの総会の議長は選挙で選出されるが、実質的な規格基準を

担う個々の部会の議長国は固定制である。本研究はこれが議長国の影響力に持つ作用も

分析対象とする。また、会議形態が常設の部会か特別部会かによって議論の展望が交渉

当事者に持つ意味が異なり、こうした要素も実は見逃せない。次の交渉が確約されてい

れば交渉を先延ばしにしやすく、次の交渉がないと交渉の機が熟すのを早める作用が考

えられる58。本研究ではそこまで取り上げないが、会議室、文書作成室や通訳といった

要素も交渉成否の決定要素として挙げられる（有賀ら(1989)）。また、あまり注目され

ないが、成果物の形態や特性も、議論の方向性や困難さに影響する59。特に本研究に関

していえば、規格・基準でも、明確な数値を伴う基準値なのか、ガイドラインのような

大きな枠組みを提示するものなのか、といった成果物のタイプも合意形成の方向性や

ZOPA（後述）の拡大縮小に影響をもちうる。 

また、3 つ目の他の国際機関との関係性も、交渉の場となる国際機関の議論に影響を

もつ（山本（2008））。国際機関間の関係性は、「レジーム複合体（Complex Regime）」、

すなわち、部分的に重なり合う非階層的なレジームの集合体と特徴づけられる 

（Raustiala and Victor (2004), Keohane and Victor (2011) 60）。国際機関が交渉内容の

一部をほかの国際機関に依存していたり、参照したりする関係にある場合は、他の国際

機関における議論やそれが持ちうる潜在的帰結が、当該「交渉の場」の議論にも影響を

持つ。本研究との関連でいえば、コーデックスの場合、WTO との関係が生じたことで、

貿易的なインプリケーションを持つようになった。国際機関の間の関係は常に競合関係

にあるわけではなく、コーデックスと親組織である FAO/WHO との関係のように、補

完的関係にある場合もある（城山（2013））。交渉現場の分析においては、以上のような

「制度的構造要因」を踏まえることが重要である。 

                                                  
58 交渉のまとまりは機が熟すことが大事な要素とするのが ripness, readiness theory
（Dupont and Faure (2002)）である。 
59 例えば、Cox and Jacobson (1973, pp.9-12）は、交渉の成果物を念頭に意思決定を、代

表権にかかわる意思決定、象徴的意思決定、他国際機関との関係についての意思決定、組

織執行に関する意思決定、組織の規範や規則策定に関する意思決定、遵守監視に関する意

思決定、具体的運用上の意思決定、に分類した。本稿で扱う分野では、このうち、広い意

味での、組織規範や規則策定に関する意思決定をベースとする、規格基準の策定が関連す

る。 
60 Keohane と Victor は、気候変動に関するレジーム間の関係性を分析した。レジーム複

合体の特性は、比較的狭い特定領域のレジームが緩くつながり、全体としての階層的な構

造を有さないと論じた（Keohane and Victor (2011)）。 
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表 3「制度的構造要因」（筆者作成） 
ﾌｫｰﾏﾙな

制度 
① 組織目的・構造 
組織目的 組織の目的、マンデート、扱う対象スコープ 
組織構成 内部機関の権限、役割 
参加主体・構成員 加盟国・オブザーバーの権限範囲 
② 意思決定にかかわる事項 
原則・ルール 意思決定にかかわる権限 

コンセンサスと投票、 
意思決定において考慮される項目の範囲 

会議（運営）形態 議長の位置づけ・選出方法 
会議の形態（常設・時限的・単発）、公式・非公式会議 
会議運営 議題設定、会議資料の準備・とりまとめの仕方 

成果物 拘束力、勧告性、内容（具体的・抽象的）、タイプ（ガイドラ

イン、個別基準） 
③ 他の国際機関との関係性 
親組織、参照機関 垂直・水平関係、連携・競争関係、関係性の範囲と拘束力 

ｲﾝﾌｫｰﾏﾙ

な制度 
組織における慣習、歴史的に形成された組織文化や政治文化等 

 

２．１．４ 交渉過程の分析ー「議長」による「プロセスマネジメント」 

 

交渉や合意形成の結果を分析する上で、上述の２．１．３で論じた、「交渉の場」に

おける、所与条件としての「制度的構造要因」による制約に加えて、本研究では、交渉

プロセスのマネジメントとそこにおける議長の役割を重視する。 

以下では、まずプロセスの分析の重要性、交渉プロセスにおける役割分析、交渉学の

分析概念（ゼロサム、ZOPA、交渉者のジレンマ）について整理し、ZOPA の縮小拡大

や交渉者のジレンマに作用する「プロセスマネジメント」の要素（①テクニカルな側面

と、②関係性の側面）とそこにおける議長国の役割、議長国の影響力を規定する制度設

計について論じる。 

 

（1）「所与条件」と「プロセス」と「結果」－交渉におけるプロセスマネジメントの重要性 

交渉の結果は、２．１で論じた、「制度的構造要因」だけで決まるわけではなく、ア

クターが交渉プロセスにおいて織りなすダイナミズムによっても変わる。歴史学がプロ

セスや固有のダイナミズムの観点を重視する（Cox and Jacobson (1973) p,2-4）のに対

し、政治学で重んじられるのは、諸条件⇒結果という説明要因からの分析や一般化普遍
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化である（図７参照）61。アクターは、制度的構造要因の制約下で様々な行動62をとり、

その「プロセス」がまた最終的な結果に影響を持つ。また、過去にとられた選択・方向

性が現在を拘束する（「経路依存性（path dependence）」の概念）63。順番（sequence）

の積み重ねが経路依存的に前例となり、次の交渉に影響をもつという潜在的な可能性を

有す。順番（sequence）の重なりは、合意形成が正のスパイラルに向かうか、負のスパ

イラルに向かうか、決定づける要素ともいえる64。こうしたことから、交渉プロセスで

アクターが当初持っていた対立する利害や争点をいかにマネージしたのか、という経緯

についての記述や分析も重要である。つまり、制度的構造要因とアクターの当初の利害

対立構造は「所与条件」として存在するが、それは「プロセス」要因によって可変的で

あるということであり、①制度的構造要因とアクターの当初の利害対立構造を踏まえた

上で、②どのようなプロセスマネジメントが講じられたのか、を観察してそこでの重要

な要素を導出することが大事になる。 

 

                                                  
61 従来の政治学では、各主体の利害と交渉結果に着目がなされ、その因果関係を静的に捉

えることが多かった。「一般化」に傾倒するあまり、交渉主体の利害は固定的に見られ，

「どのような交渉」を通じて合意が得られたのかという「プロセス」の部分に関する分析

や、事例ごとの「特殊性」への配慮が少なかったとされる。政治学と歴史学の融合を説く

ベネットとジョージは、ただ単に因果関係のみを立証しても不十分で、その因果関係のメ

カニズムを経過追跡（Process tracing）によって説明することが重要としている（ベネッ

ト、ジョージ (2003)）。  
62 ある特定の時間や場所を限定した出来事の理解や解釈を重視する事例研究の分析におい

ては、特殊性の部分も重要な要素である。特殊性の概念に対しては、普遍性（一般化）の

概念が挙げられる。普遍性と特殊性に関する議論は、リーヴィ（2003, pp.36-72）を参

照。 
63 過去のある時点に行われた選択が、その政策に至った当初の諸条件が後に変更されたに

もかかわらず、慣性のために変化しにくい現象をさす（河野、岩崎 (2002), p.122）。この

考えに対しては、単に歴史の重要性を強調する歴史主義に過ぎず、アドホック的な説明に

流れてしまい、理論としての体裁を整えていないとの指摘もある。また、論者によってそ

の持つ意味や文脈は様々である。しかし、現実の政治現象を見ると、過去の経緯が現在を

大きく制約し、そのような制約の中でしか政治的アクターが行動できないような場合も多

い（河野、岩崎 (2002), p.118-121）こともまた事実である。 
64 負のスパイラルに向かうには、ある特定の時点を超えると、もう引き戻せない決定的な

瞬間（point of no return, 方向づけを行う分岐点）を超えた場合といえ、それを引き起こ

した時点での要因を解明することも重要である。 
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図 7「プロセス要因」の重要性 

 

（2）交渉プロセスにおけるアクターの「役割分析」 

合意形成の分析においては、アクターの属性65を踏まえたうえで66、役割（オフィシ

ャルなものと争点に対する役割）の分析が必要である。次項で論じるように議長（国）

のような「公式な役割」も交渉の中の権限にかかわるので重要であるが、争点に応じて

演じる役割の観点も重要である。例えば、Cox and Jacobson （1973）はアクターの「行

動的役割」を 4 つのカテゴリーに分類している―発起人（initiator）、阻止者（vetoers）、 

調整者（controllers）、仲介者（brokers）。また Speth and Haas（2006, pp.94-95）は、

先導者（lead）、 支持者（support）、立場の定まらない者（swing）、阻止者（veto）に

分けた。ザートマンはショーステットを引用し、ごり押し型（driver）、中立リーダー型

（conductor）、防衛型（defender）、阻止派型（braker）日和見型（cruiser）に分類し

た（ザートマン (2000, p.8)）。いずれにしても、①ある対象とする問題において何らか

の行動を開始・推進する「先導・推進派（initiator/driver）」、②それに対して反対ある

いは既存の利益を守ろうとする「阻止・反対派（vetoer/defender）」、③対立するアクタ

ーの間で仲裁を試みる「仲裁者」ないし「調停者」、④利害が大きくなく態度を明確に

                                                  
65 アクターがどのような関心に基づいて行動をするかは、そのアクターがどの組織を代表

してくるのかにも依存する。つまり、国家の代表といっても、外務省か農林水産省か厚生

労働省か、等で異なる。アクターは国を代表しているというよりは国の中のある組織を代

表しているともいえる。Cox and Jacobson は、これを国家のサブシステム（country 
subsystem）と呼んでいる（Cox and Jacobson (1973), p17）。昨今は、日常的に国際交渉

が展開される局面が増大し、外交交渉を専門とする外交官よりも、実際に国内でその問題

を担当してテクニカルな部分を理解している現場の担当者が交渉に臨むケースがますます

増えている。実際本論文で扱うコーデックスもそうである。 
66 コーデックスの場合は、国家の代表団は、通商などの部局を代表する参加者もいるが、

多くは食品安全・農業産業に関連する省庁が主要な主体となる。したがってこうした主体

の大きな関心は、国際レベルで策定される食品安全規格と国内で実施している規制・基準

との整合性や、もし異なる場合は、その制度変容コストともいえる（第 2 章および第 3 章

を参照）。 
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しない「その他」が存在することがわかる。国がどのような役割を担うかは問題に応じ

て異なり、また役割も状況によっては可変的で重複することもある。これは争点との関

連で、争点が少なければ果たす役割も変動しないので（固定）ブロック化しやすいこと

が予測され、逆に、争点が多ければ、役割が変化しうるので、流動的であることが予測

される。本研究ではこうした争点に応じて、どのアクターがどのような行動的役割を演

じる（た）のか（特に後述の「議長」のようなフォーマルな役割）にも注目する67。 

 

（3）「プロセスマネジメント」の対象ー「交渉者のジレンマ」 

① 交渉の分析概念－ゼロサムと ZOPA（Zone of Possible Agreement） 

交渉学の分野では、交渉による分配に対して二つの見方がある－ゼロサム的なものの

見方と、ZOPA（Zone of Possible Agreement）的な解決の模索（Raiffa (1982), Lax and 

Sebenuis (1986), ラックスとセベニウス(2007)）である（図 8 を参照）。 

 

 

図 8 ZOPA の概念（Raiffa (1982, p.46)の図をもとに筆者が国家間交渉について作成） 

 

                                                  
67 争点のポジションの把握の際には、対立の背後にどのような利害関係があるのか、その

国の国内状況にも目を向ける必要がある（いわゆる Putnam(1988)の「2 レベルゲーム」

の要素の分析）。特に対立の厳しい問題においては、表面上の問題における紛争当事者間の

対立の背後にどのような利害があるのかに着目することが重要とされる。 



49 
 

 
図 9 ZOPA の領域（Sebenius (1992)をもとに筆者が矢印等を追加して作成） 

 

ゼロサム的な交渉・分配のとらえ方は、誰かの勝ちは誰かの負け、誰かが得すれば誰

かが損をするという見方である68。したがって、交渉のスタイルは、「相手を顧みずに自

分の利益だけを主張する（Claiming the value）」的になる。こうしたものの見方は、敵

対的な関係をもたらし、交渉の中身も革新的（innovative）でない。これに対して、潜

在的に合意可能な範囲である ZOPA を模索する交渉は、①双方の妥協点やもうこれ以

上譲れないという点（reservation point, bottom line）を探索して歩み寄る、あるいは

その中で双方が合意できる収斂点（focal point）導出しようとする交渉、②すでに目の

前にある問題に、新たな視点やフレーミングを加えることでパイを拡大（Expanding 

the pie）する。これは、当初の交渉主体の有する利害や立場を固定的にみることなく、

考えられる様々な要素を検討する包括的なアプローチと呼ばれる。 

 

②「交渉担当者のジレンマ」 

交渉学では、ゼロサムと ZOPA の共存した状況69から、ゼロサムに転じる理由を「交

渉者のジレンマ」で説明する。交渉の合意結果が双方にとってより納得のいく範囲は、

図 9 でいうと、扇の範囲の中でも右上の方向にある。交渉者は自分の利得を最大化する

軸のプラスの方向から、交渉プロセスにより図の右上方向（北東）に変えることが必要

となる。しかし、交渉者は、ZOPA を模索することにより一歩でも双方が納得する合意

に近づきたいと思う一方、それはより踏み込んだ交渉を伴うことから、付け込まれてし

まう（exploit）のではないかという恐れも生じさせる。交渉者の中で図 10 の利得最大

                                                  
68 この立場は分配すべきパイは定まっていて、そこからできるだけ多くとり、相手を少な

い状態にしておくことが目的となる。 
69 Sebenius は、実は現実の交渉においては、交渉当事者の中ではゼロサム的なインセン

ティブも ZOPA 的なインセンティブも共存していて（ZOPA を模索するインセンティブが

無ければそもそも交渉自体成立しない）、交渉結果がどちらに転ぶかは、「プロセス」にあ

ると論じている（Sebenius (1992)）。 
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化のための矢印と、右上に向かう矢印の間でジレンマが生じる（「交渉者のジレンマ」）。

これを双方が乗り越えられた場合は ZOPA 探索が可能となり、逆にジレンマに陥ると

双方が相手のことを考えずに自らの利得最大化に走り、ゼロサム化することになる。敵

対的な関係で進められるプロセスは、ゼロサム的、対立的な紛争スパイラル（conflict 

spiral）に陥る70。 

 

 

図 10 交渉者のジレンマ（Sebenius (1992)をもとに筆者が交渉者のジレンマ等を追加

して作成） 

 

③ 国際交渉のコンテクストにおける ZOPA とゼロサムーコンセンサスと投票 

特に国際レベルでの交渉の場合には、仮に相手のポジションの裏にある利害や価値ま

で考えが及んだとしても、「絶対利得（absolute gain）」よりも、相手との「相対的な

（relative）」利得を気にする、「絶対利得」と「相対利得」のジレンマの問題もある。

リアリストの Grieco (1988)は、国際政治の主要な要素である、アナーキー（無政府状

態）の意味するところは、相対利得の問題であり協力はいうほど簡単なものではないと

指摘している。少しでも相手よりも優位にいたい欲求とできれば総ざらいしたい欲求を

持つアクターが、アナーキーな要素が支配する国際環境で ZOPA を目指すことは、国内

のコンテクスト以上に困難なテーマと言える。 

国際交渉における投票とコンセンサスに当てはめて考えてみると、投票は、原理原則

を曲げず利益の総ざらい（winner takes it all）を狙う解決であることから、ゼロサム

的解決といえる。逆にコンセンサスによる合意は、双方で妥協を導出し、何らかの形で

合意文書や基準の策定をする ZOPA 的な解決といえる。 

 

（4）「プロセスマネジメント」の二つの次元ー手段と関係性 

ラックスとセベニウス（2007）は、交渉プロセスにおける重要な要素には、大きく二

                                                  
70 逆にプロセスによってはゲームそのものを転換することもできるとされる。 
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つの次元、すなわち「知識」と、「関係性」があるとし、その重要性を指摘した71。つま

り、交渉結果は、その中身をどうするのかについての知識だけでなく、それがアクター

間で受け入れ可能な信頼関係の中でなされるかということにもよるとする。これを踏ま

え、本研究では、交渉プロセスにおいて、ZOPA（コンセンサスを模索する）とゼロサ

ム（投票）どちらに転じるのかを左右するのは、この二つの次元、すなわち、①イシュ

ーに関する知識と利害調整の手段と、②交渉者のジレンマのマネジメントにあるとする。 

 

① イシューに関する知識・利害調整の手段 

コンセンサス形成を目指すイシューにおいて必要な情報には、（a）知識と（b）利害

調整の手段がある。知識には、科学的な知見のようなテクニカルなものと、過去の経緯

や手順上の規定といった事実関係に関するものがある。（b）の利害調整の手段は、そう

した事実関係に関する情報ではなく、妥結に向けて必要とされる利害調整のための手段

のテクニックである。例えば、本研究でもコンセンサス形成が成功した事例でその手段

の事例について論じるが（第 4 章）、結果を先取りすると、スコープの範囲調整による

争点の相対的縮小化によるリンケージや、複雑性の回避、あるいは過去の合意事項の引

用や参照等による議論の蒸し返しの阻止、例外規定を設けるといった文書上のテクニッ

クのほか、異なる立場の双方が相乗りできる同床異夢的な概念の創出などである。 

 

② 「交渉者のジレンマ」のマネジメントー議長の会議進行と判断 

「交渉者のジレンマ」に陥ることなく、双方が右上方向の領域に向かうには（図 10

参照）、交渉現場での「関係性構築」が大きな要素となる。この「関係性構築」では、会

議の進め方が重要な意味を持つ。ラックスとセベニウス（2007）は、その著書の中で、

「プロセスの公平感」が「結果の公平感」につながることを何度も論じ、議論の進め方

の重要性を指摘した。交渉プロセスにおいては、誰から開始するのか、公開でするのか

非公開でするのか、少人数でするのか大人数でするのか、第三者を巻き込むのか等、様々

な戦略的な選択が可能で、かつそれが結果を左右するので重要とする（Sebenius 

(1996)）。交渉現場で会議内容のまとめ方やどのように進めるかは議長に依拠する。そ

の意味で、次項でも論じるが、「制度的構造要因」でも指摘した、会議進行、判断上の

議長のパワーが重要である。プロセスのなかで議長がどのように判断して、会議を進め

るのかは、交渉者の関係性が敵対的なものになるか、協調的 ZOPA 的なものになるのか

を左右する。 

 

                                                  
71 交渉プロセスにどのような要素が影響を与えるのかについてレビューをした、Dupont 
と Faure は、文化、コミュニケーション、行動様式による心理的作用まで掲げ、100 以上

の変数があるとの指摘もした（Dupont and Faure (2002), p.49）。 
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（5）コンセンサス形成・交渉「プロセスマネジメント」における「議長」の役割 

国際レベルでの合意形成における「議長」の役割や影響力に注目した分析としては、

Odell (2005), Schalk et al. (2007), Tallberg (2010), Blavoukous and Bourantonis 

(2011)等が挙げられる。Tallberg は、「議長が重要である」ということは一般的に受け

入れられているにもかかわらず、これまでの分析72の多くは、政治的なリーダーシップ

や、個人的な企業家精神（entrepreneurship）に依拠したインフォーマルな形のリーダ

ーシップについての分析にとどまり、「議長」とフォーマルな制度の関係（公の制度に

よって付与されるリーダーシップ（formal leadership））についての分析が国際政治の

理論で十分に展開されてこなかったと論じた（Tallberg (2010, p.242)）。 

議長の行動やその影響力の大小を決定づける制度設計上の要因として、Tallberg は議

長の選出方法に着目した－①加盟国の代表が議長を持ち回り制にするか、②選挙で加盟

国の代表から議長を選出するか、③議長を個人（所属する加盟国とは独立的に）として

選出するか73。そして EU の過去の交渉分析から、EU の議長国が、議題のマネジメン

トや仲裁機能を通じて、自国の利益を結果に反映していることを明らかにした

（Tallberg (2010)）74。また、Blavoukous and Bourantonis (2011)は、議長の影響力を

決定づける 3 つの要素として、①マンデート（議長の任務としてルール等に記されてい

る事項・手順）、②リソース（事務やインフォーマルな交渉等を通じて得る非対称的な

情報）、③（公の）制約（意思決定に関するルールが多数決かコンセンサスか75）を挙げ、

具体的事例の中で検証した。 

本研究も、「交渉の場」における「議長（国）」の影響力に着目する。議長（国）の影

響力を論じるにあたって、議長個人の資質による要素や議長が所属する議長国の持つポ

ジションやパワーも考慮しつつ、コーデックスが議長に付与する制度上の権限に着目す

る。具体的には、上記の議長の役割に関する既存研究で挙げられた項目と、制度的構造

要因で挙げた要素を参考に、制度設計上の意思決定にかかわる事項のうち、①意思決定

の原則・ルール（コンセンサスベースかどうか、議長の判断の権限がどこまであるのか）、

                                                  
72 ある主体（国家、国際機関の事務局、議長等）がリーダーシップを発揮したことによっ

て合意形成が促進されるとしてそのメカニズムや要因を研究したものとして、リーダーシ

ップ論がある（Young (1991), ウンダーダル (2000), Kanie (2003)等）。 
73 ①の例として、APEC、EU、G8、国連の安保理等、②の例として、IAEA、国連総会

等、③の例として、IMF や世銀の執行委員会、OECD 理事会等が挙げられている

（Tallberg (2010, p.249)）。 
74 この議論を踏まえ、Schalk らは、EU 理事会における定量的な分析から、特に投票の段

階で議長（President）となった場合、当該国は他の加盟国に比して影響力の行使ができる

と結論づけた。従来の EU 理事会の議長に関する既存研究では、任期が短いこと（６か月

交代）、前の政策に拘束されること、意思決定がコンセンサスに基づき議長に拒否権が無い

こと等を理由として、議長の影響力は限られているとしてきたが、Tallberg や Schalk ら

の発見は議長の影響力を認めるものであったと指摘する（Schalk et al. (2007))。 
75 Blavoukous and Bourantonis (2011)は、多数決の意思決定の方がコンセンサスや完

全一致の意思決定よりも議長の影響力を高めるとする。 
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②会議運営・形態に関するルール（特に議長が固定か持ち回り制か、会議進行・まとめ

の権限はどこまであるのか等）を検討することで、議長の相対的な権限の強さについて

考察する。 

 

２．２ 「作業仮説②」の構築 

２．１で行った既存研究の整理からの示唆は、「交渉の場」の「制度的構造要因」（中

でも、意思決定にかかわる事項）が所与条件として交渉の展望や範囲を定める影響をも

つこと、そして、そうした制約・影響のもと、交渉プロセスで、当初の利害対立構造か

らアクターがどのような役割・行動をとるかが、コンセンサス形成の成功・失敗を左右

するということである。交渉プロセスでは、利得の最大化と妥協の間で揺れる交渉担当

者のジレンマをいかに、①知識・利害調整、②関係性構築の二つの次元で「プロセスマ

ネジメント」により対処するのかが肝要となる。 

コーデックスの文脈において考えると、まず、コーデックスの国際組織としての一般

的特徴が、「交渉の場」の要因として全体に持つ影響が存在するのとともに、本研究で

も明らかにするように各部会によって、異なる制度的構造要因（常設か時限か等）もあ

ることから、そうした点が、交渉主体に及ぼす影響にも注意する。制度的構造要因は議

長（国）の影響力も規定する（Odell (2005), Schalk et al. (2007), Tallberg (2010), 

Blavoukous and Bourantonis (2011)）。本研究では、上記、議長国の役割に関する既存

研究から、特に制度設計が議長に持つ影響力に着目した、Tallberg (2010)や Blavoukous 

and Bourantonis (2011)及び、本研究で整理した制度的構造要因で挙げた要素を踏まえ

てコーデックスの議長国の影響力について分析し、コーデックスでは、部会の「議長（国）」

に対して他の国際機関に比して、交渉結果に影響する、「会議運営・進行」や「判断」

の部分で相対的に強い権限を付与していることを明らかにする。そしてそうした権限を

背景として、議長（国）がどのようなプロセスマネジメントを行うのか（行わないのか）

が「交渉者のジレンマ」に作用し、現場の合意形成を ZOPA の探索に向かわせたり（コ

ンセンサス形成）、ゼロサム（投票）に転じさせたりするとする。 

なお、「科学」の役割については、本研究では「作業仮説①」の説明の中で「科学」自

体の「結果の多様性」について論じたが、「科学」が意思決定の重要な要素であること

は否定しないし、その独自の営みも一定の範囲で存在するが、それが政治的要素と無関

係に調和をもたらすと考えず、「科学（アセスメント）」のプロセスそのものも、ある意

味政治的でダイナミックなプロセスである（Agrawala (1988)）と考える76。そもそも

Sebeniusが指摘するように、利害対立は「科学」では乗り越えられない（Sebenius (1992)）

                                                  
76 したがって「科学」がどのように解釈されて、議論されるのかその「言説

（discourse）」の分析も重要であるし、異なる「科学」の根拠やその差異をどう調整する

のかも重要な点と考える。 



54 
 

77。いかに中立的であろうと、数値も基準もルールも意味を持つということである。そ

してそれはクリティカルな利害関係に係れば、「科学」による自動的調和は困難との基

本的視点で分析する。 

 

２．３ 「作業仮説②」の意義 

本研究における「作業仮説②」の意義は、以下の 2 点である。 

「制度」がアクターの行動や交渉プロセスに影響を持つことは、これまでの既存研究

でも重要な要素と認識されてきてはいるが（Cox and Jacobson (1973), 横田（2006）, 

最上（2012）, 山本（2008）等）、コーデックスにおける法制度的な側面を分析した研

究はわずかである。例えば、Masson-Matthee (2007) は正当性（legitimacy）の観点か

らコーデックスの制度枠組みについての分析を行った。その分析の中で歴史的な経緯か

らコーデックスのコンセンサス形成について言及し、コーデックスが WTO の参照機関

となる以前に制度としてあった、受諾（acceptance）78という制度が現在に至るまで影

響を持っていると指摘する（しかしこの手順は 2005 年に廃止され、現在のコーデック

スの交渉主体に影響を持っていると思われない79）。本研究のように、具体的な事例にお

いて、会議形態・手順や運営、議長国の位置づけといった制度設計の要素が、交渉結果

にもたらす影響に着目した分析は十分にはない。特に制度設計に由来する「議長（国）」

の影響力の分析やその交渉プロセスにおける役割については、コーデックスの現場では

しばしば議論がなされているものの、事例に基づく学術的な分析は十分にはない。本研

究では、上述の仮説で論じたとおり、コーデックスが相対的に部会の議長国に強い権限

を付与していることを明らかにするが、これは、コーデックスの「議長」というアクタ

ー・役割によるプロセスマネジメントが合意形成上非常に重要であることを意味する。

                                                  
77 この点は Litfin も指摘している。Litfin は、エピステミック・コミュニティも機能主義

も、科学が政治的要素と無関係（apolitical）であるとの暗黙の前提を有す点を批判し、科

学が調和をもたらす展望について楽観的すぎるとした。そして専門的な知見や科学が政治

的な営みとの関係を抜きに語れないと指摘した（Litfin (1994)）。 
78 この受諾（acceptance）は、WTO の発足以前にコーデックスにあったルールで、個々

の基準が採択される際に、それを国が受諾するかどうかを表明し、もし受諾しない場合

は、必ずしもコーデックス規準に従わなくてよいというものであった。Masson-Matthee
はこの受諾のプロセスがコーデックスにおける規格基準の策定に柔軟性をもたらし、合意

形成を容易にさせ、結果として調和に寄与してきたとした。この手順は、WTO の発足に

伴い、（国の受諾の有無にかかわらず）コーデックス基準が WTO に参照されることとなっ

たため、その存在理由を失い、2005 年に廃止された。しかし Masson-Matthee は、廃止

されても、長期にわたって存在した手順は、現在も影響力をもち、それが調和に寄与して

いるとする（Masson-Matthee (2007, p.94)）。 
79 その他、コーデックスがステップベースで手順を進めることや、総会で議論する前に部

会で議論をすることが、コンセンサス形成にも寄与している（Masson-Matthee 
(2007,p.81)）と指摘されている（これについては本研究でも第 2 章で一般的特性の中で論

じる）。 
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このように、「交渉の場」と「アクターの役割」、「交渉結果」を制度設計との関連で具

体的な事例に基づいて分析することは、最終的にはコーデックスのガバナンスを検討す

る上でも、リスク・ガバナンスの一般の設計を検討する上でも、国際会議一般の設計に

おいても、制度設計の観点から極めて大きな示唆を持つ。 

また、本研究は交渉プロセスマネジメント上の手段・テクニックも具体的成功事例か

ら導出するが、これは今後の国際交渉のコンセンサス形成に寄与することから、実践的

な意義を持つ。既存研究では、かつて Buzan（1981）が国連海洋法会議の交渉過程で

議長が非公式に用いた単一の交渉文書（Single Negotiating Texts）は革新的な手法だ

と論文にしたが、今日コーデックスではすべての部会で、一つの起草文書をもとに議論

して合意形成するという手法をとっている。こうした会議実践の場における細かなテク

ニックは国際政治の中で十分に取り上げられないが、コンセンサス形成をするためのプ

ロセスマネジメントとしては実質的な意味を持つ。 
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第２章 コーデックス委員会の概要と制度設計 

 

【概要】 

第 1 章で論じたとおり、コーデックスが「交渉の場」として有する様々なルールや特

徴は「制度的構造要因」として、コーデックスで展開される議論にも影響を持つ。本章

は、本研究の議論のベースとして、コーデックスの概要について、主として第 1 章の

「作業仮説②」で提示した「制度的構造要因」という視点から整理する。１．で組織目

的と構造、２．で意思決定のルール、３．で他の国際機関との関係性等について論じる。

また、４．でコーデックスにおいて展開された（されている）制度的構造要因に関連す

るガバナンス改革についても論じる。そして、この整理を通じて、①コーデックスの国

際機関としての一般的特性が交渉に対して持つ作用と、②部会の議長国に付与されてい

る相対的に強い権限とその意味について論じる。 

「作業仮説①」で論じたとおり、本研究では、意思決定の考慮事項の整理・ルール化

が「非政治化」に一定の寄与をした大きな要素と位置付けるが、本章で見るように、コ

ーデックスが「交渉の場」として有する一般的特性（①参加主体の専門性・包括性、②

イシューの影響範囲の限定性、③多国間交渉の複雑性を減じるガバナンスのメカニズム）

も「非政治化」に果たす側面もある。そこで本章ではそうしたことにも言及しつつ、コ

ーデックス委員会の概要を整理する。 

また、部会の議長国については、「作業仮説②」の「議長国」の役割に関する既存研

究を踏まえて分析し、コーデックスでは、部会の議長国に対して、①「判断上のパワー

（権限）」と②「会議進行上のパワー（権限）」において比較的大きな権限を付与してお

り、かつ、③部会の議長国は持ち回りでなく何十年にもわたって固定としていることか

ら、議長国に対する制約の仕組みがほかの国際機関に比して相対的に小さい（逆に言え

ば、相対的に強い権限を付与している）ことを明らかにする。これは、後に取り上げる

個別事例の中で確認されるように、議長国の役割、そしてその交渉プロセスマネジメン

トが合意形成において重要な意味をもつということでもある。 

 

１．現在のコーデックス委員会ー組織目的と構造 

 

１．１ コーデックスの成り立ちと組織目的 

 

１．１．１ 成り立ち 

1945 年に設立された国連食糧農業機関（FAO）は、食料安全保障・農業振興を目的

に活動を行っており、また、1948 年に設立された世界保健機構（WHO）は、人の衛生

保健、健康・安全に関する取り組みを行っていた。そして、1950 年代からは、両者に

よる合同専門家会議（FAO/WHO Expert Committee）が栄養（1950 年）や食品添加物
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（1955 年）に関する報告書を作成するなどしていた。しかし、食品安全やその国際基

準に関する国際機関は存在しなかった。このため、 IDF（ International Dairy 

Federation80）の働きかけや欧州のイニシアティブ81等により（国連の UNECE、United 

Nations Economic Commission for Europe や FAO の欧州地域会議での議論を通じ）、

FAO と WHO が協議をし82、1963 年にコーデックスが設立されるに至った。設立当初

は、30 か国、16 の国際機関から成る83、小さな組織としてスタートした。 

 

１．１．２ 目的 

コーデックス委員会は、正式名称を Codex Alimentarius Commission という（Codex 

Alimentarius はラテン語で「食品の法（food law, food code）」の意味をもつ）。上述の

通り、1963 年の第 11 回 FAO 総会と第 29 回 WHO 執行理事会、および、食品規格に

関する FAO/WHO 合同会議の勧告に従って、FAO と WHO の下部組織である政府間機

関として設立された。事務局はローマの FAO の農業・消費者保護部局（Agriculture and 

Consumer Protection Department, AG）の栄養・消費者保護部（Nutrition and 

Consumer Protection Division, AGN）の中に設置されている。主な任務を、①国際的

に貿易される食品の規格・衛生規範の作成、②消費者の健康保護、③公正な食品貿易の

保障、としている84（Codex Procedural Manual（23 版）p.4）。なお、この二つの目的

のうち、コーデックスで優先されるのは、消費者の健康保護である（内部向け作業原則

のパラ 27）。加盟主体は、186 カ国と 1 加盟機関（EU）85である（日本は 1966 年に加

盟）。国際機関や国際 NGO がオブザーバーとして 234 機関が参加している（2015 年時

                                                  
80 1903 年に設立され、乳・乳製品の規格に関する活動を行ってきた。初期のコーデック

スの設立・規格策定手順の形成に大きな役割を果たしたとされる（CAC (2006, p.8））。 
81 欧州では国民の健康保護という目的と同時に、域内統合に向けて域内の食品規格による

貿易障壁を解消していく必要性が背後にあった（CAC (2006, p.9））。 
82 1961 年 2 月から両者での協議を開始。1961 年 11 月第 11 回 FAO 会議においてコーデ

ックス設立に関する決議を採択。1962 年ジュネーブで両機関の協力に関する枠組みを構

築。1963 年 5 月第 16 回 WHO 総会において設立を承認。1963 年 7 月に第 1 回コーデッ

クス総会が開催される。 
83 ヨーロッパ諸国に加え、アルゼンチン、オーストラリア、カナダ、ドミニカ、インド、

イスラエル、ニュージーランド、パキスタン、南アフリカ、タイ、アメリカが初めの参加

主体であった。 
84 Statutes of the Codex Alimentarius Commission (Adopted in 1961 by the 11th 
Session of the FAO Conference and in 1963 by the 16th Session of the World Health 
Assembly. Revised in 1966 and 2006)  
85 2003 年から加盟機関となった。ただし交渉議題・内容によっては、EU レベルで統一

した規制がある議題とそうでないものがあるため、各部会で議題ごとに、その発言と投票

を EU として行うのか、それとも個々の国家の立場として行うのかを書面で示すこととな

っている。共通立場で臨む議題については EU として一致した見解を表明するので事前の

意見集約が時に大変な作業となる一方で、28 か国分の意見を代表しているという意味で強

みとなる場合もある。 
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点）。 

 

１．２ 組織構造・運営 

 

１．２．１ コーデックス委員会－総会、事務局、執行理事会、部会等 

コーデックスの組織は、総会（Codex Alimentarius Commission）を核として、それ

を補助する執行委員会（Executive Committee）と事務局（Secretariat）と 4 つの下部

組織（Subsidiary Body）から成る（図 11 参照）。総会（議長１名、副議長 3 名）が最

高意思決定機関であり、コーデックス規格の採択・廃止の決定、計画･予算の精査方針

の決定などを行う。総会は毎年一度（通常は 7 月の第 1 週）開催されていて、FAO の

本部があるローマと WHO の本部のジュネーブで交互に行われている。執行委員会は

毎年 2 回（随時なので 1 回の年もある）開催され、総会の補助的な機能を果たしてい

る。総会の下に位置する下部組織は、一般問題部会、個別食品部会、地域調整部会、特

別部会である。一般問題部会は、一般原則・食品表示・農薬・食品添加物・動物用医薬

品といった分野横断的な内容を扱う。個別食品部会は、加工果汁・野菜、魚類・生産製

品といった個別食品を扱う。地域調整部会は、6 つ86あり、地域の調整を地域ごとに行

う。特別部会は、時限的に個別問題に対応する目的でマンデートを明確にして設置され

る。本研究の GM 食品の事例はこの特別部会の一つに位置づけられる。これに対して、

二つ目の事例の残留動物用医薬品に関する部会は常設の部会である。１．４．４で後述

するが、コーデックスの常設の部会は、同じ議長国によって継続的・固定的に運営がな

される点が特徴的である（地域調整部会と特別部会を除く）。 

 

１．２．２ FAO/WHO 合同専門家会議 

コーデックスに科学的アドバイスを与える機関として、コーデックスとは組織的に独

立した形で、FAO/WHO 合同専門家会議（FAO/WHO Expert Consultation）が存在す

る。後述するがリスク分析の枠組み（第 3 章参照）では、リスク管理を行うコーデック

スに対し、FAO/WHO 合同専門家会議は、リスク評価機関である。 

常設のものとしては、食品添加物や動物用医薬品の残留基準値に関する科学的見解を

提供している JECFA（FAO/WHO 合同食品添加物専門家会議）や、農薬の残留基準値

に関する科学的知見を報告する JMPR（FAO/WHO 合同残留農薬物専門家会議）など

がある87。FAO/WHO 合同専門家会議は、コーデックスからの要請に応じて設置される

こともある。例えば、GM 食品の事例においてもバイテク応用食品の安全性評価に関し

                                                  
86 アジア、ヨーロッパ、近東、アフリカ、ラテンアメリカ・カリブ海、北アメリカ・南大

西洋の 6 つである。 
87 その他、FAO/WHO 合同微生物学的リスク評価専門家会議（JEMRA）、栄養に関する 
FAO/WHO の合同専門家会合（JEMNU）がある。 
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て、FAO/WHO 合同専門家会議に科学的知見の報告を求めた。 

ここで注目すべき、制度設計上の大きな点は、コーデックス委員会に所属する人々が

政府や組織を代表するのに対し、これらの専門家会議に所属する専門家は個人（特定の

組織や国を代表しない）として参加している点である。これらの専門家には旅費等に関

する手当のみが支払われ、評価にかかわる仕事への報酬は支払われない（FAO/WHO 

(2007a), p.8）。これにより、科学的分析結果に独立性と客観性を持たせていると指摘さ

れている88。つまり、科学的な助言を提供する組織が、コーデックスから組織的に独立

しており、また、その専門家が特定の国や業界等の組織を代表していないことは、コー

デックスの合意形成の「非政治化」に一定の寄与をしているといえる。 

 

 
図 11 コーデックス委員会組織図（2015 年 8 月現在）カッコ内は議長国 

 

１．２．３ 財源 

資金に関しては、FAO と WHO の拠出金（FAO が 8 割）から営まれており（Codex 

Evaluation Team (2002, パラ 54)）、総会と執行委員会以外のそれぞれの下部組織は議

長国の資金によって運営されている89。このため、下部組織に当たる部会で投入される

リソースは議長国を担う国家によって異なる。また、各部会が世界各国にある議長国で

                                                  
88 その専門家について，かつては業界の影響力が大きいのではないかなどの批判がなされ

たこともあったが，第 3 章で論じる通り、様々な透明性を高める活動に力が入れられ、今

日 FAO/WHO 合同専門家会議の報告書は高い信頼を得ている。 
89 Guidelines to Host Governments of Codex Committees and Ad Hoc 
Intergovernmental Task Forces（Codex Procedural Manual (23 版), p.89） 
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開催される結果、資金力のない途上国や NGO は、必ずしもすべての会議に参加するこ

とができないことが問題となっている。こうした途上国の参加に関してはFAOとWHO

がコーデックストラストファンドを設置して支援を行っている（１．４．２（2）を参

照）。 

 

１．２．４ 戦略計画 

コーデックスの各部会は議長国が中心となって部会単位で開催されることから、コー

デックスの部会間の整合性や全体としての方向性について明確にするため、5 年に一度

の戦略計画の策定が行われている。この戦略の中では、例えばリスク分析の適用が部会

間で整合的に行われるよう一斉に見直しを促すなど、コーデックス内における横断的課

題や、参加、手続きの改善、関連するほかの国際機関との連携等について、いつまでに

何を実現しどの部会が責任を有するのかを明確化している。その達成に関してもモニタ

リングが行われている。これは本章４．で述べる 2002 年のコーデックス評価書の勧告

を受けて行われた改革の結果導入された。 

 

１．３ コーデックス規格：国際社会における「任意」以上の規格 

 

コーデックス委員会によって承認された食品規格・ガイドライン・実施規範は「コー

デックス規格（Codex Alimentarius）」となる。コーデックス規格には、①食品規格、

②一般規格、③動物用医薬品や農薬の最大残留基準値（MRL）、食品添加物の最大基準

値（ML）、④ガイドライン、⑤実施規範などがある。 

コーデックス基準はあくまでも国際的には任意基準であり、加盟国に対する法的拘束

力はない（岩田 (2004,p.95））。設立当初は、自らでは食品安全規格を策定できない途上

国の指標となるようなものを作成することを目的としていたとしていたようである

（Jukes (2000)）。しかし、1995 年の WTO の発足に伴い SPS 協定が発効され、その

中で紛争処理の際にコーデックス基準を参照すると明示的に示されたことで、この｢任

意｣の規格のもつ国際貿易上の意味が一転した。詳細は、後述の WTO との関係性（３．

２）において論じるが、コーデックスの規格は｢任意以上｣の意味を持つことになり、国

内法に対しての｢判断基準（‘yard stick’）｣としての新たな側面を持つようになった

（Dawson (1995, p.264））。さらに、コーデックス基準は WTO だけでなく、北米自由

貿易協定（NAFTA）のような地域貿易協定の SPS 項目においても、明示的にその重要

性が述べられており（Garrett et al. (1998) p.177）、食品貿易の様々な場における｢判断

基準｣として重要性が認識されている。 
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表 4 これまでに策定したコーデックス規格（2013 年現在90） 
食品規格 
(Commodity 
Standard) 

果実、野菜、ナッツ、穀物、チーズ、魚類、貝類、肉製品、油脂、幼児食品

を含む特殊用途食品、チョコレート、ナチュラル・ミネラルウォーター等

に関連する食品規格をこれまで 200 以上を採択。 
一般規格 
(General 
Standards) 

包装済み食品の表示、食品添加物、食品や飼料中の汚染物質や毒物、放射

線照射食品の検出方法等に関する一般規格等の採択。 

動物用医薬品や

農薬の最大残留

基準値（MRL） 

農薬では 200 種類以上の農薬に関する 3000 以上の MRL、動物用医薬品で

は 50 種類以上の動物用医薬品に関する 500 以上の MRL を採択。 
 

ガイドライン 有機的に生産される食品の生産・加工・表示及び販売に関するガイドライ

ン、GM 食品のリスク分析に関するガイドライン、食物由来の薬剤耐性の

リスク分析に関するガイドライン、国内食料管理システムや輸入管理シス

テムに関するガイドライン、鶏肉中のカンピロバクター・サルモネラ属菌

の管理に関するガイドライン等 70 以上のガイドラインを採択。 
実施規範 食品衛生に関する一般原則、乳・乳製品の衛生に関する実施規範、食肉の

衛生に関する実施規範、魚類・水産製品の実施規範、食物の照射の実施規

範、動物用飼料に関する実施規範、抗菌剤耐性を最小化・抑制するための

実施規範等 46 の実施規範を採択。 

 

 

１．４ コーデックスの参加主体－主要なアクター 

 

１．４．１ コーデックス事務局ー小さな事務局 

コーデックス事務局（Codex Secretariat）は、ローマの FAO の中に設置されている。

事務局の職員は、15 名である91。ちなみに 1990 年代半ばから日本からは厚生労働省や

農林水産省から 1 名セコンドメント（日本政府が給与を負担）を派遣している。なお、

各部会には議長国の事務局も設置されている。会議を開催する際には、議長国の事務局

とコーデックス事務局が連携して会議運営を行う。ローマにあるコーデックス事務局の

スタッフは多くなく、一人の担当者が複数の部会を掛け持ちして担当している。 

 

１．４．２ 加盟国、加盟機関 

 

（1）先進国 

ほとんどの部会で議論の中心的役割を果たすのは、すでに食品安全に関してさまざま

                                                  
90 表の内容は、2013 年 9 月 24 日に開催した「コーデックス委員会設立 50 周年国際シン

ポジウムー国際食品規格の役割と日本−グローバル社会における食品安全確保に向けて」

におけるスチュアート・スローラック氏（元コーデックス議長）の発表資料をもとに作成

（2015 年 10 月 27 日メールにて本人の承諾を得たうえで掲載している）。 
http://pari.u-tokyo.ac.jp/event/smp130924_rep.html（accessed 2015/10/29） 
91 農林水産省ウェブサイト http://www.maff.go.jp/j/syouan/kijun/codex/pdf/2015_8.pdf
（accessed 2016/1/3） 
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な制度やそれを支える豊富なデータを備えている先進国、とりわけ、アメリカ・カナダ・

オーストラリア・ニュージーランド等と、欧州である。アメリカ・カナダ・オーストラ

リア・ニュージーランド等は、ともに輸出大国であり、規制のあり方に対する考えが近

いことから、結果として行動を共にすることが多い。この 4 か国は、「4 か国グループ

（Quadrilateral Group, QUADs）」と呼んで連携を深めている。欧州も同じく先進国で

輸出国であるが、本研究事例でも明らかになるように、QUADs とは考え方（たとえば

「予防原則」に対するアプローチ、消費者の知る権利や動物福祉等の問題において）が

異なり、対立することも多い。欧州の発言は、加盟国の意見を集約しているという意味

で重みを持つこともさることながら、コーデックスの交渉前に既に 28 加盟国分の意見

調整･集約というプロセスを踏んで、議論が深まった状況で臨んでくるという経験の差

が大きな影響力となっている。 

 

（2）途上国 

近年、新興国や途上国の影響力が増してきていることも指摘される。農作物の輸出大

国であるアルゼンチンやブラジル等は積極的な発言・関与をしている。また、中国は、

2007 年からオランダ92に代わって食品添加物部会（CCFA）や、残留農薬部会（CCPR）

の議長国になるなどして役割を増している。 

一方、アフリカ諸国等の途上国は、会議に参加するためのリソースや食品安全規格の

実行上の技術的な支援が依然として必要な状況である。2003 年、FAO と WHO は途上

国の「参加促進のための FAO/WHO 合同計画及び信託基金（コーデックス・トラスト

ファンド）」93を設立した。また、部会の開催を議長国以外の途上国で実施することも増

えている。こうした活動の結果、途上国参加が増大しており、規格策定の際に無視でき

ない存在となってきている。しかしこれが会議運営上の課題ももたらしている。繰り返

しになるが、コーデックスの各部会は議長国によって運営されることから、規格策定の

議論は全世界で展開される。最終的な採択は総会でなされるものの、部会レベルで十分

                                                  
92 食品添加物汚染物質部会（CCFAC）は、長年オランダが議長国を務めたが、食品添加

物部会（CCFA）と汚染物質部会（CCCF）に分離され、前者は中国が議長国となり、オ

ランダは後者の議長国を引き続き担うこととなった。 
93 参加の拡大については、途上国の参加の必要性に伴い、途上国に対する様々な支援が実

施されている。途上国のキャパシティビルディングはコーデックスそのもののマンデート

ではないことから、親組織である FAO/WHO がトラストファンドを設置し、参加のための

費用の支援をしている。これにより、これまで 134 か国、2000 人以上の途上国からの参

加があった。時限的なプログラムであることから、2015 年には終了する予定であり、今後

継続の可否に関する議論がなされる。トラストファンドは、基本的には加盟国政府からの

資金によって運営されることから、予算の確保が大きな課題となっている。2013 年の総会

ではトラストファンドにより、コーデックスの活動にどれだけの効果があったのかを評価

する初めての報告書が提示されたが、こうした評価を行うことにより効果的な途上国の参

加を確保するための課題を十分に検証することが求められる。その他会議での参加（発言

力）を向上させるための E-learning なども作成されている。 
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な審議を踏まえたうえでステップを経て議論されるので、最後の総会段階になって根本

的に覆すことは本来できない。それゆえ、コーデックスの規格策定では、ステップごと

の議論のプロセスを把握し、要望がある場合はそのプロセスの中で述べることが求めら

れる。しかし、途上国は予算の制約から部会レベルの議論への参加が難しく、総会の段

階になって、部会レベルで解決済み（もしくは論点とならなかったこと）の議論の蒸し

返しをし、採択の遅延を生じさせることもある。大前提としてグローバルな基準値の策

定には途上国の参加とそこにおける実情（食品摂取に関するデータや環境条件等）の反

映が不可欠であるが、すべての国が同じレベルで参加することは困難なためジレンマと

なっている。 

 

（3）参加主体の特性に起因するコミュニティ意識ーコーデックスファミリー 

参加者は、食品安全にかかわる省庁（日本でいえば厚生労働省、農林水産省、食品安

全委員会等）の技官が主で、議論の内容もほとんどの部会において科学的専門性を要す

る（アクターの限定性）。また、食品安全・健康影響において考慮すべき要素は多くの

場合、例えば環境影響の検討に比して、考慮すべき要素は一定の範囲に収まっている（分

野の限定性）。また、いわゆるハイポリティクスの安全保障、あるいは経済問題などに

比して、（貿易的インプリケーションはあるものの）高度に政治化するアジェンダは限

られていてイシューリンケージが少ない（影響範囲の限定性）。この意味では、第 1 章

の既存研究で論じた、一定の
．．．

機能主義の観点が当てはまる。すなわち、テクニカルな議

論に精通したアクター間で、（ほかの国際機関に比して相対的に）一定の
．．．

「非政治化」

がなされ、粛々と規格基準策定がなされるというイメージである。参加者らは自らをコ

ーデックスファミリーと呼びあい、長年参加しているメンバーの間には、ある種のコミ

ュニティ感が存在する。こうしたこともあり、実際にこれまでの長い歴史において数多

くの基準が投票に訴えることなく策定されてきた（ただし、本研究で取り上げる事例は

そうはいかなかった事例である）。 

 

１．４．３ オブザーバー（国際機関・INGO） 

オブザーバーとして、現在 234 の組織が認定されている（2015 年時点）94。内訳は、

51 の国際的な政府間機関、164 の非政府組織、そして 16 の国連組織である。代表的な

オブザーバーには、WTO、国際獣疫事務局（OIE）、国際標準化機構（International 

Organization for Standardization, ISO）などの国際機関のほか、国際消費者連合

（Consumer International, CI）などの消費者団体、その他、業界・専門組織がある。 

コーデックスでは、アメリカの多国籍食品企業などのオブザーバーが絶大な発言権を

持っているという意見もある（日本農業市場学会編 (2001 p.19)）（特にアメリカ等の場

                                                  
94 コーデックスのウェブサイトより http://www.codexalimentarius.org/members-
observers/en/（accessed 2015/10/29） 
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合、コーデックスに限らないが、政府関係者と業界関係者の間にいわゆる「回転ドアー

（revolving door）」といわれる構造が存在する）。これらの発言力を持つ団体として、

アメリカ食料品製造業者協会（Grocery Manufacturers of America, GMA）、食品産業

コーデックス連合（Food Industry Codex Coalition、30 以上の業界団体から成る）が

あるという（日本農業市場学会編 (2001, p.170)）。こうした業界の影響力に対しては批

判の声もあるが、他方で、業界団体や業界を主体とする NGO は規格を策定する上で最

も重要な専門性やデータを有す源のひとつでもあることから、いかに特定の商用目的で

はない中立的な形での協力を引き出すか95が重要な検討課題と考える。また、CI やグリ

ーンピース（Greenpeace）など消費者団体や環境保護団体も参加しており、一般消費

者の懸念等を反映させるために積極的な活動を展開し、意見を述べている。若干古いデ

ータだが、2002 年の段階で、コーデックスの国際 NGO のうち、71%が業界団体、22%

が専門組織、8%が消費者団体であった（Codex Evaluation Team (2002)パラ 48）。本

研究事例の議事録やサーキュラーレターにおいても、特に GM の事例では、NGO の積

極的発言やコメントが多数見られた。 

オブザーバーは、コーデックスの各部会、特別部会、委員会での議論に参加すること

ができる。コーデックスは政府間組織であるため、投票権は加盟国（と EU）に限られ

るが、オブザーバーも各国政府同様に回付文書に対するコメントの提出や会議での発言

が制度的に認められていることから意思決定の形成に貢献することができる。つまり、

単なる「傍聴」でなく、「発言権」まで付与されており、これが、WTO などの他の国際

機関とは異なる点である。このことが、多様な主体の意見を取り入れ、コーデックスに

おける議論を透明性の高いものにしている。 

コーデックスは、各国政府・NGO の声明が入ったサーキュラーレターも議事録も（一

語一句かかれたものでないにせよ）、全てホームページ上で閲覧が可能であるので、透

明性が他の国際機関に比べて格段に高い機関であるといえる。さらに、オブザーバーの

NGO などが会議の議論や成果を積極的に情報発信することでより一層透明性が高まっ

ていると言える。バイオ特別部会では、NGO が主体となって、会議のインターネット

中継も行われ、透明性の向上に貢献した96。近年は総会と執行委員会の議論の録音もホ

ームページに掲載されている。このように、コーデックスは、多様な主体の意見を許容

する場と見ることができる97。こうしたこともコーデックスの議論の「非政治化」に一

                                                  
95 例えば、国際生命科学協会（International Life Sciences Institute, ILSI）は、業界メ

ンバーを主体とする世界的な NGO であるが、健康・栄養・安全・環境に関わる科学的研

究を行い科学的知見の構築に寄与している。 
96 当時日本子孫基金（現食品と暮らしの安全基金）が費用（約 180 万、内訳ライブ中継費

用 145 万、通訳版権 35 万）を負担して第 4 回 CTFBT の会議をインターネット中継した

（日本子孫基金(2003a, p.9））。 
97 市民社会からは、更なる参加の拡大を求める意見もあるが、コーデックスが政府間組織

であることから限界はある（そもそも参加する NGO が本当に市民社会を代表しているの

かという問題もある）。 
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定の寄与をしているといえる。 

 

１．４．４ 議長（国） 

議長の役割は「コーデックス手続きマニュアル（Codex Procedural Manual）｣に規

定されている（Codex Procedural Manual (23 版), p.98-101）。総会の議長・副議長（3

名）は選挙で選出される（総会ごとに改選。2 回まで再選可能）。これに対して、常設の

各個別部会の議長国は設立以来ほとんど変わっておらず、基本的に現在の議長国が何ら

かの理由でその役割の継続意思を放棄しない限り同じ議長国によって担われる（近年変

わった稀な例としては、CCFA や CCPR でいずれも中国が議長国に名乗りを上げて議

長国となっている。その他、新たな常設部会としてインドが議長国となったスパイス・

料理用ハーブ部会がある）。この議長国の継続性・不変性・固定性は、他の多くの国際

機関の議長が持ち回り制や選挙を原則としていることを考えると、コーデックスの非常

に大きな特徴と言える。 

部会の議長はその議長国に指名の権限がある。議長の要件（criteria）としては、その

議長国の国籍を有し、当該部会の取り扱う課題とコーデックスの手順等について熟知し

ていること、客観性（objectivity）と中立性（impartiality）、コンセンサス形成の促進

をする能力を兼ね備えていること、加盟国にとって特定の重要性を持つ問題について機

転（tact）と細やかな配慮（sensitivity）を持って臨むこと、利害相反が生じるような

活動に関与しないこと等が挙げられている。会議進行については、FAO の Basic Text

の Rule XII に基づいて行うこととされている。次項の意思決定のルールの中でより詳

細に論じるが、議長は、これらのルールに明示的に記載されていない局面でも「判断」

を担う。具体的には、会議の進め方やコンセンサス判断に関する裁量を有しており、そ

の意味で「会議進行・判断上のパワー」を有すことが指摘できる。 

 

２．コーデックスにおける意思決定 

 

２．１ 意思決定の基本－コンセンサスに基づく合意形成 

第 1 章で論じたとおり、今日の多国間交渉の合意形成では、コンセンサスに基づく合

意が基本となっている。コーデックスでも設立以来コンセンサスが重視されてきた。「議

長は常にコンセンサスに至るよう努力しなければならず、部会の決定がコンセンサスで

得られるなら、投票に訴えるべきではない」（Codex Procedural Manual （1 版）, p.58）

とされており98、これは、コーデックス手続きマニュアルの第 1 版から記載されている

                                                  
98 その他、1999 年にコンセンサス形成の努力を重んじるべきとの議論から、「コンセンサ

スの試みをすべてやりつくした場合にのみ投票に訴えることができる」との記載も追加さ

れた（Codex Procedural Manual（23 版）, p.17）。FAO のルールでも「投票をする前にコン

センサス達成のためのすべての努力がなされるべき」と定められている（Rule XII.2）。 
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事項である。制度上は投票もあるが、序章で論じたとおり、利用されたケースはほとん

どなく、本研究事例の一つで取り上げる成長ホルモン牛とラクトパミンは、このまれな

ケースに当たる。投票が行われた場合、過半数で基準の採択を認めており、過去に行わ

れた投票では、いずれも数票差で規格基準が採択された（序章の表 1 を参照）。このた

め、投票に持ち込まれるような政治的問題が生じる度、単純過半数制度の見直しをすべ

きかについての議論やコンセンサス形成のさらなるルール化がなされてきた（本章４．

も参照）。 

その試みの一つが 2003 年の第 26 回コーデックス総会で、コーデックス作業原則の

付属文書に追加された「コンセンサスを促す決議（Measures to facilitate consensus99）」

である。そこには 7 つの手段が定められている；①科学的根拠が十分でない場合には、

次のステップに進めない；②会議には、問題点に関する十分な審議と文書を用意してお

く；③合意が得られない場合はインフォーマルな会合を持つ（ただし，部会が会合の目

的を明確に定め，透明性の確保の為に会合を全ての代表とオブザーバーに開放する）；

④コンセンサスが得られない場合、議題のスコープを見直す；⑤全ての懸念が配慮され

且つ十分な妥協が図られるまでステップを進めない；⑥技術的なレベルでのコンセンサ

スが得られるまで総会に諮らない；⑦途上国の更なる関与と参加を促す。 

Winickoff and Bushey（2010）は、このルールがコーデックスにおけるコンセンサ

ス形成を確固たるものにしたと論じるが、しかしこうした試みを行っても、なお、コン

センサスに基づく意思決定のルールが十分かについては議論がなされている。最終章で

も論じるが、本研究で扱ったラクトパミンの事例でも、コンセンサス形成が失敗したこ

とを受けて、コンセンサスのあり方についての議論が再燃している。その要因の一つは、

何をもってコンセンサスとするか、についての明確な定義がないことも指摘される。本

研究でものちに分析するが、他の国際機関との比較により、国際機関の間でコンセンサ

スの運用に温度差があることが指摘できる（例えば WTO ではコンセンサスは全会一

致、反対者の不在の意味で用いられる）。コーデックスでは、少数の反対があったとし

ても、議長がコンセンサスが得られていると判断すれば、規格基準のステップを進める

ことが慣習的になされている。その場合に反対する主体に残される手段は、留保

（reservation）を議事録に残してもらうことくらいである。この留保はしばしば表明さ

れ、用いられているが、「コーデックスの手続きマニュアル」に定義もなく、その持つ

意味も効力も不明である。これが「作業仮説②」で論じた、制度上付与される権限と議

長の影響力との関係で大きな意味を持つことが指摘できる。すなわち、コンセンサスに

関する明確なルールの記載がないことで、実質的には議長の判断が結果を左右すること

を許容しており（権限の付与）、最終的な結果を握るコンセンサス判断において議長が

影響力を持つということである（ただし第 6 章でも論じるが、当然ながらこうした議長

                                                  
99 Appendix: General decisions of the Committee, Measures to Facilitate Consensus
（Codex Procedural Manual （23 版）, p.219） 
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の裁量は、コーデックスに明示化されているルールや目的の範囲を超えることはできな

い）。 

 

２．２ 規格策定手順 

組織運営・コーデックスの規格策定手順等、コーデックスにおける手続きに関しては、

「コーデックス手続きマニュアル｣に定められている。規格の策定手続きは、8 段階（ス

テップ 1～8 と呼ばれている）から構成されている。通常手続きの場合、ステップ 8 が

最終段階で、この段階に達すると議論された部会から総会にかけられ、総会の合意が得

られれば採択となる。通常の手続きでは関係国及びオブザーバー・ステータスを持つ団

体は、実際の会議の場での発言（ステップ 4 および 7）に加えてステップ 3、5、6、8

の段階で、コーデックス事務局・議長国100によって起草された規格の草案に文書による

コメントの機会がある（表 5 参照）。 

 

表 5 コーデックス規格策定手続き 

ステップ１ 執行委員会のクリティカルレビューを踏まえ、コーデックス総会で規格策定の

項目を決定。 

ステップ２ 事務局が規格・基準の草案（proposed draft standard)を作成する。 

ステップ３ 規格・基準の草案を加盟国及び関係国際機関・団体に回付して、経済的利害を含

むすべての潜在的含意に関する意見を求める。 

ステップ４ 事務局が得られた意見を部会に提出して、部会で審議する。 

ステップ５ 事務局が規格・基準の草案を執行委員会のクリティカルレビューを経た上でコ

ーデックス総会へ提出。コーデックス総会で、執行委員会のクリティカルレビュ

ー、および加盟主体から得られた規格・基準の草案の含意と経済利害に関するコ

メントを十分に検討する。 

ステップ６ 規格・基準の草案を加盟国及び関係国際機関・団体に回付して、経済的利害を含

むすべての潜在的含意に関する意見を求める。 

ステップ７ 事務局が得られた意見を部会に提出して、部会で審議する。 

ステップ８ 事務局が「規格の草案」を執行委員会のクリティカルレビューを経た上でコー

デックス総会へ提出。コーデックス総会で、執行委員会のクリティカルレビュ

ー、および加盟主体から得られた「規格・基準の草案」の含意と経済利害に関す

るコメントを十分に検討し、採択にかけられる。 

（出典）Codex Procedural Manual（23 版, pp.30-31）を参考に筆者作成 

 

緊急もしくは異論がない場合、手続きは 5 段階で総会にかけられることもある（これ

                                                  
100 議題によっては物理・電子作業部会の座長が起草することもある（本章の２．３を参

照）。 
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を「ステップ 5/8」の迅速手続きという101）。例えば、本研究の GM のガイドラインに

おける合意文書のひとつの｢アレルギー誘発性の評価に関する付属文書｣はステップ 5/8

で採択された。基準策定のプロセスで、コンセンサスが得られない場合には、ステップ

が差し戻されることもある。さらに、本論文でも問題として取り上げるが、各部会での

議論が終わって、総会に諮られても総会の段階でコンセンサスが不十分と判断された場

合には、ステップ 8 で留めることもできる（このようにして留められている案件につい

ての問題を「ステップ 8 問題」と呼ぶ）。 

執行委員会は、各部会における議論の推移を監督し、新規作業の妥当性を検討したり、

時間がかかっている案件については作業の中止を求めるなどの勧告（「クリティカルレ

ビュー」）を行ったりする。 

また、部会の開催は（部会によるが）1 年から 1 年半に一度の開催であることから、

部会の合間に議論や意見の整理を行う、物理的作業部会（実際に対面する会議）や電子

作業部会（メールベースで行う）を議題ごとに設置することも頻繁に行われるようにな

ってきている。 

 

２．３ 会議進行・運営 

以下では、コーデックスの実質的議論が行われる、部会・特別部会における一般的な

会議進行について論じる。 

部会や特別部会の準備は、議長国の事務局とコーデックス事務局が共同で行う。ただ

し、会議開催に伴う費用負担は議長国が持つ。会議は、月曜日から金曜日までの 5 日間

で開催される。はじめの 3 日間が会議における具体的な審議で、4 日目は事務局が 3 日

分の議事録を作成し、5 日目の会議でその内容を確認の上採択となる。5 日目の朝は、

各国の代表が議事録の草案のコピーを入手し、議論の内容や合意内容がきちんと反映さ

れているか会議の開始までに会場の内外で確認している光景がみられる。 

会議では、事前に回付された議題に基づき、草案をパラグラフごとに審議する。発言

を求める加盟国代表やオブザーバーは自分の所属（国名等）が記載されたフラグ（名札）

を立てることで発言意思を表明し、議長から指名を受けて発言する。発言は議長に対し

て行うので、会議場で参加主体同士が直接発言のやり取りをすることはない。こうした

会議進行のスタイルをとることから、誰からどのような順番で会議の議論を進めるのか、

についての決定権も議長にあることが指摘できる。 

議事録は基本的に、発言者を特定していない。しかし、合意内容に留保を表明した場

合や、特別に意見を表明した場合、名前を残すよう要請した場合は、議事録に記録とし

て残る。ただし、事前に回付される議題へのコメントは、国や加盟主体ごとに提出を行

                                                  
101 ステップ 5/8 の迅速手続き導入の背景には、食品規格の策定機関としての重要性が大

きくなったことから、時宜性も兼ね備えた迅速な対応が求められ、何年も規格策定に時間

を費やすことはコーデックスの存在意義にかかわるとの認識があった。 
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うことから、それぞれのポジションの事前把握は、比較的容易に行える。 

その他、重要課題に関しては、必要に応じて、物理的作業部会、電子作業部会が会議

の合間に開催され、そこで次回の部会・特別部会における草案の作成がなされる。この

物理的作業部会、電子作業部会の座長は有志によってなされる。 

 

２．４ インフォーマルな慣習ー柔軟性を許容する規格基準の策定 

 コーデックスは規格基準を策定する場、との認識が強いので、コンセンサス形成のた

めの妥協については、比較的柔軟に行われることが多い。こうした柔軟性は、「非政治

化」の為には必須である。「妥協の精神に基づき（in the spirit of compromise）」と、言

ったうえで、留保を表明し、規格基準の採択を許容することもそれなりに行われる。妥

協を作るためのある種の手段・テクニックは、本研究の事例の中で具体的に取り上げる

が、例えば、強制力を減じるために「適切な場合には（where appropriate）」といった

文言を挿入したり、例外も存在しうることを匂わすための「一般的には（in general）」

といった文言の挿入をしたりする。また、明確に例外規定を設けることもある。例えば、

食品添加物部会における食品添加物に関する一般規格（General Standard for Food 

Additives, GSFA）の脚注では、「輸入国の規制に基づく」とする例外規定の脚注 122

（Note 122）や、脚注 161（Note 161）がある（CX/FA 11/43/13）。ただし、こうした

ことを頻発すると、国際調和を損ない、国際基準としての実効性を損なってしまうこと

から、極力すべきでないとの議論もなされている。 

 

３．関連する国際機関との関係性 

 

３．１ 親組織との関係性ーFAO と WHO 

コーデックスは、委員会といっても、国連組織の中の「プログラム」であり、国連専

門機関である FAO と WHO の合同の下部組織という位置づけである。FAO と WHO は

コーデックスにとって親組織であり、その関係は、第 1 章で整理した制度的構造要因に

おける、ほかの国際機関との関係性でいえば、垂直・相互補完関係にあるといえる。実

際、上述の通りコーデックス事務局はローマの FAO の中に設置されており、組織の決

定に関するルールは FAO に準拠している。予算やほかの国際機関等との関係について

も親組織の決定下にある102ので、その関係性は時に微妙であることもある。 

 

                                                  
102 コーデックスがほかの国際機関との連携を図ろうとすると、それは上位に当たる

FAO/WHO とその国際機関との関係でなされなければならない。例えば、人畜共通の課題

等を念頭に OIE と共同の規格を策定しようと思っても、そうしたことはまずは親組織であ

る FAO/WHO と OIE との協議が必要となる。コーデックスが親組織との関係でより独立

性を持つべきとの議論もある（例えば、Codex Evaluation Team (2002)）。しかし、現在

コーデックスの有するリソースや制度設計を前提とすると、困難と思われる。 
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３．２ WTO との関係性 

 

３．２．１ SPS 協定（衛生植物検疫措置の適用に関する協定）によるコーデックスの

位置づけの変化 

周知のとおり、WTO は 1995 年に発足した自由貿易レジームである。WTO が食品安

全に関連するのは、ある国が食品安全のために講じる措置が、時として非関税障壁とな

るためである。WTO の SPS 協定では、「科学」に基づく基準作りを求めている。これ

は、食品安全を名目として偽装的な保護主義的管理措置を国家が講じることを排除する

ためである。 

SPS 協定第 3 条は、措置の調和に関して規定しており103、国際基準、指針または勧

告が存在する場合は、それに基づくべきことが定められている（SPS 協定第 3 条 1 項）

104。そして重要な点は、SPS 協定における食品に関する国際基準が、コーデックスの国

際基準、指針または勧告としている点である（SPS 協定付属文書 A:3(a)）105。つまり、

WTO の加盟国間で食品に関する貿易紛争が発生し、WTO に持ち込まれた際には、そ

の判断材料として、コーデックスの規格が参照されるのである。もし、国家がコーデッ

クス規格以上の措置をとるのであれば，それを正当化するだけの科学的根拠を示し説得

しなければならない（山田 (2002, p.14））。こうした事情から、コーデックスの規格は｢任

意以上｣の意味を持つことになった。 

更にコーデックスの規格は WTO の TBT 協定においても重要であることが認識され

ている。TBT 協定は、技術的な規制・基準・適合性評価手続きを、関連する国際基準に

基づかせることを課しており、コーデックスは、SPS 協定のように、明確に関連の規格

設定機関と明示化されているわけではないものの、これまでいくつかの食品表示や食品

成分にかかわる WTO 紛争ではそのように捉えられてきた。例えば、欧州が WTO にお

                                                  
103 SPS 協定は、衛生植物検疫措置が貿易制限的でないことを確保することを目的として

作成されたが、前文において「人及び動物の健康ならびに植物の衛生状態」の向上という

目的も掲げており、この後者の目的は衛生植物検疫措置の国際的調和との間で緊張関係に

あると指摘されている（小寺 (2000), p.167）。 
104 ただし、SPS協定においては、加盟国は、科学的に正当な理由がある場合または、第5
条に規定されているリスク評価と適切な保護水準の決定に関する1から8項の関連事項に従

って適切な保護水準を決めた場合には、国際基準よりも、より厳しい措置を採用すること

出来るとされている（SPS第3条3項）。 
105 WTO ウェブサイト「WTO SPS 協定付属文書（the WTO’s Agreement on the 
Application of Sanitary and Phytosanitary Measures）」 
http://www.wto.org/english/docs_e/legal_e/15-sps.pdf（accessed 2016/1/4） 
ちなみに、動物の健康・人畜共通感染症に関しては、OIE による規格・ガイドライン・勧

告が、また、植物の衛生検疫に関しては国際植物防疫条約（International Plant 
Protection Convention, IPPC）による規格・ガイドライン・勧告が参照される。これら、

SPS 協定において参照される、コーデックス、OIE、IPPC の 3 つの機関を、WTO では

「3 シスターズ」と呼んでいる。 
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いて争った、いわゆるイワシケースで TBT 協定の第 2 条 4 項（TBT Agreement Article 

2.4）の検討の際に参照された106。 

 

３．２．２ 地位の向上、強制力の強化がもたらした「副作用」 

コーデックスは、SPS 協定が発効する前は、もともとは目立たない小さな組織であっ

た（Victor (2000)）。実際、Veggeland and Borgen（2005）らは、策定する規格基準が、

制裁の懸念もなく、また扱っている案件が安全保障のような重大な影響を持つものでも

なかったことから、かつてのコーデックスを「紳士クラブ Gentlemen's Club」と特徴

づけた（Veggeland and Borgen (2005), p683）。もちろん SPS 協定の発効の前から経

済的政治的な議論はコーデックスでも行われていたが、基本的には専門的な議論をする

場とされ、政治的にも重要視されてこなかった（Dawson (1995), Poli (2004), Buthe 

(2005)）。 

しかし、WTO の設立後、コーデックス規格基準が自主規制であることには変わらな

いものの、ハード・ローのレジームとの関係性ができたことにより、そこでの議論がハ

ード化・政治化したといわれている（Polluck and Shaffer (2009, p.6)，Veggeland and 

Borgen (2005), Winickoff and Bushy (2010)）。また、コーデックスでの議論と WTO の

SPS 委員会の交渉が並行・かつ同じ対立構造で展開されるようになったことが指摘さ

れている（Veggeland and Borgen (2005)）。コーデックスがこのような強力な紛争解決

メカニズムを有する WTO の参照機関となったことで、コーデックスでの合意形成が難

しくなったとされる（Vogel (2000), Poli (2004), 城山 (2005, p.93)）。城山は、コーデ

ックスにおける強制的性格の強化を、WTO による「副作用」と指摘する（城山(2013, 

p.17)）。 

特に、政治化を決定づけたのが、実際に WTO で争われた、成長ホルモン牛を巡る紛

争である。SPS 協定をベースとして争われた成長ホルモン牛紛争はその後のコーデッ

クスの議論に非常に大きな影を落とした。欧米間における成長ホルモン牛紛争は、二つ

の WTO 紛争に発展しその後およそ 20 年あまりの長い歳月にわたって議論された。こ

                                                  
106 これは EC とペルーがイワシの定義を巡って争ったものである。EC はイワシは地中海

に生息する Sardine Polchardus であるとし、ペルーの Peruvian Sardinops Sagax はイワ

シとして市場に出してはならないと主張した。TBT 協定の 2.4 を検討するにあたって

WTO のパネルは 1978 年のコーデックスのイワシに関する規格を「関連する国際規格」と

判断するとし、その規格の中には Peruvian Sardinops Sagax も含まれていたことから、

ペルー産も含む（コーデックス規格に記載されているほかの）イワシも市場にイワシとし

て出せるとした。この事例は、コーデックスにおける食品の定義がいかに経済的なインプ

リケーションを持つのかということを示した（Poli (2004)）。さらにこのケースは WTO 判

決の結果として行動が変わったケースとしても重要な意味を持つ。欧州は WTO での判断

を受けて、自らの指令を改定しコーデックス基準に合わせた（EC (2003), Commission 
Regulation (EC) No 1181/2003 of July 2 Amending Council Regulation (EEC) No 
2136/89 Laying Down Common Marketing Standards for Preserved Sardines.）
(Veggeland and Borgen 2005, p.691)。 
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こでは、第 1 回目を成長ホルモン牛紛争①（EC - Hormones, DS 26, 48）とする（な

お、この紛争には、続きがあり、それを成長ホルモン牛紛争②（US - Continued 

Suspention, DS 320, 321）とする（第 3 章参照））。成長ホルモン牛紛争①は、欧州の

リスク評価が不十分であることを大きな理由として、米・カナダの欧州に対する報復関

税が認められた（具体的経緯は脚注参照107）。成長ホルモン牛紛争①のこの結果は、国

際基準を「科学」に基づかせることの重要性を各国に周知させる大きな意味を持った。

以降、この衝撃はいつまでも残り、コーデックスの議論は常に WTO の影（貿易的イン

プリケーション）が付きまとうことになる。 

 

４．コーデックスにおけるメタレベルのガバナンス改革ー制度的構造要因の改革 

 

これまで、現在のコーデックスの制度的構造要因を構成する要素について論じてきた

が、コーデックスでは、全体としての制度的構造要因を改善するための大きな動きが 2

度試みられてきた。一つは 2002 年の外部評価を受けて行われた一連の改革、二つ目は

現在コーデックス作業管理と題して展開されている動きである。 

一つ目の改革は、2002 年に FAO/WHO によって実施されたコーデックスの外部評価

と、その勧告を受けて行われた。外部評価の報告書、「コーデックス評価書」は、コー

デックスに対して、コーデックスの組織構成、規格策定手順等の評価をするとともに、

42 の勧告を提示した（Codex Evaluation Team (2002)）。コーデックスは、この勧告を

踏まえ、2003 年の第 25 回総会以降、組織構造、執行委員会の機能、規格基準策定手順

の改善、手続き上の改善等について議論し、2008 年の総会まで検討を重ねた108。これ

により、特に手続き上の改善（例えば、迅速手順であるステップ 5/8 手順の導入、執行

委員会による規格策定の監督・クリティカルレビューの導入等）や、戦略性（定期的な

                                                  
107 1995 年に SPS 協定が発行し、同年コーデックスにおいて成長ホルモン牛の MRL が採

択されると、1996 年 3 月、米国はカナダとともに欧州の対応が SPS 協定違反であるとし

て WTO に提訴した。小委員会（パネル）の報告書（1997 年 8 月）は、欧州の禁止措置は

SPS 協定に反するという内容のものであったため、欧州がそれを不服として上級委員会に

上げられることとなった。上級委員会の報告書（1998 年）は、一部欧州の主張を認めるも

のであったが、基本的には欧州が SPS 協定に反しているというものであった。その内容を

要約すれば、欧州のリスク評価が不十分だという結論であった（紛争の対象となった 6 つ

のホルモンのうち、5 つのホルモンについてはリスク評価が十分なものではなく、また残

りの一つ（MGA）についてはリスク評価すらなされていないとした）。SPS 協定の第 5 条

7 項では、科学的なエビデンスが不十分な場合には、国民の健康保護を目的として暫定的

な措置が取れるとしている。ただし「合理的な期間内（within a reasonable period of 
time）」に科学的証拠の不十分さを補うための努力がなされることを求めている。その合

理的な期間として欧州は 15 か月の猶予を言い渡された。この勧告に沿うべく、欧州では

1998 年から 17 の研究を開始したが、期限に間に合わず、結果として米国とカナダは欧州

に対して報復関税を課すことを許可された。報復関税は、1999 年より開始された。 
108 詳細については、浅田他（2015）を参照。 
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コーデックス戦略計画の策定）、透明性（ウェブサイトの改善、総会等の録音公開）に

ついては大きな改善がなされた。こうした組織運営や制度上の手続き 、ルール策定の

手順にかかわる手続き等、メタなレベルでの手続き・制度の見直し・改善の動きも、コ

ーデックスにおける交渉プロセスの「非政治化」に寄与していると言える。 

他方で、積み残された問題もあり、それが現在進行しているコーデックス作業管理

（Codex Work Management）である（松尾ほか (2015c)）。これは、2013 年の第 36 回

総会において日本の提案により開始された。スコープや進め方について依然として固ま

り切っていないが、主要な論点は、①コーデックスの組織・部会構成、②執行委員会の

機能、③コンセンサスや投票のあり方等が焦点となりそうである。本研究で関連するコ

ンセンサスと投票について、「コーデックス評価書」は、何をもってコンセンサスとす

るのかについての定義を設けるべきとの勧告をしていた。これを受けてコンセンサスに

関する議論が一般原則部会（CCGP）で行われたが、定義を設けると議長のコンセンサ

ス形成の可能性を制約してしまうので、設けないとされてきた（CX/GP 15/29/6 パラ

79）。また、投票についても、「コーデックス評価書」の勧告では、現在の単純過半数か

ら 2/3 に変更すべきとしていた。コーデックスでは第 13 回 CCGP（1998 年）と第 14

回 CCGP（1999 年）、2009 年に行われた第 25 回 CCGP でも 2/3 にするかが議論にな

ったものの単純過半数が維持された。本事例で取り上げるラクトパミンの事例でも改め

て投票の問題が認識されたことから、特に現在のルールを改革すべきと考えている側は

再びこれを論点としている。第 6 章でも再度論じるが、コンセンサスの定義・運用のあ

りかたは、現在進行中のガバナンス改革においても論点の一つとなっている。 

 

５．小括・コーデックスの国際機関としての一般的特性、議長国の役割 

  

以上、本章では、本研究の議論のベースとして、本研究事例の国際合意形成の交渉の

舞台であるコーデックスの概要について、特にコーデックスが交渉の場として有する

「制度的構造要因」に着目して第 1 章で掲げた様々な要素に基づき整理した。 

最後に、①コーデックスの国際機関としての一般的特性、②コーデックスの部会の議

長の影響力についてその組織的・制度的特徴から改めて簡単に整理しておく。 

 

５．１ コーデックスの国際機関としての一般的特性 

本章で論じたとおり、関連する国際機関との関係性の中でも、WTO の設立と SPS 協

定の発効は、コーデックスの重要性を高め、そこでの交渉に大きな影響を与えたことは

否定できない。実際 WTO 設立直後に争われた成長ホルモン牛を巡る WTO 紛争（成長

ホルモン牛紛争①）は、欧州がリスク評価を十分にしてなかったことを大きな理由とし

て、申し立てをした米・カナダに報復関税が認められた。この案件を契機に、コーデッ

クスにおける議論に貿易的なインプリケーションが常に付きまとうことになったのは
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確かである（一方本研究で後述する成長ホルモン牛紛争②の顛末はコーデックスの関係

者の間でも実はあまり知られていない）。 

しかし今日コーデックスの多くの規準があたかも政治的な闘争により策定されてい

るかのような描写は間違っている。実際には、投票にもつれ込むほど政治化した紛争は、

これまで策定してきた数多くの規格基準に比すれば、例外と位置付けられる。本研究で

扱うラクトパミンの事例はそうした少ない事例の一つだと認識しておくことが必要で

ある。コーデックスの規格基準策定過程の「非政治化」の大きな要因は、次章で論じる

ように、意思決定における考慮事項（「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」）に関する

整理とルール化が大きいが、本章で論じたコーデックスの様々な一般的特性も、コーデ

ックス全体としてコンセンサスに基づいて規格基準を策定する国際組織として機能す

ることに寄与していることも指摘できる。以下では、それについて簡単にまとめる。 

まず第一に、参加主体の専門性・包括性が挙げられる。コーデックスは、食品安全が

組織目的の主眼であることから、科学的安全性について議論するテクニカルな政府間組

織である。参加者は上述の通り食品安全にかかわる省庁の技官が主で、議論の内容もほ

とんどの部会において科学的専門性を必要とする。また、参加主体のもう一つの特性と

して、国だけでなく、オブザーバーとして業界や消費者団体等も含むという意味で包括

性が挙げられる。オブザーバーには、投票権は与えられていないものの、会議へコメン

トを提出する権利、会議における発言権が付与されている。多様な意見を許容し、透明

性が高いことから、国以外の主体にとっても、相対的に高い満足度が得られ、政治的な

批判活動よりもむしろ議論への貢献をすることが挙げられる。 

第二にイシューの影響範囲の限定性が挙げられる。食品安全・健康影響において考慮

すべき要素は多くの場合、例えば環境影響の検討に比して、考慮すべき要素が一定の範

囲に収まっている（分野の限定性）。また、いわゆるハイポリティクスの安全保障、あ

るいは経済問題などに比して、（貿易的インプリケーションはあるものの）高度に政治

化するアジェンダは限られていてイシューリンケージが少ない（影響範囲の限定性）109。 

第三に、多国間交渉の複雑性を減じるガバナンスのメカニズムが存在する点も重要な

点と指摘できる。例えば、以下のようなものが挙げられる。①機能的にも、組織的にも

独立した FAO/WHO 合同専門家会議によるリスク評価の存在。これは個人として参加

する専門家による評価であるので、特定の国家や組織を代表する評価ではない。②「コ

ーデックス手続きマニュアル」に明示化された規格策定に関するルールの存在。規格基

準の策定がステップごとに進められ、アジェンダ・起草とそれに対する参加者のポジシ

ョンの把握も容易で予測可能性を高める。③公開される議事録、会議場での配布文書

                                                  
109 ただし本研究で論じる、「科学以外の要素」の中でも「非・対象」に絡む問題は除く。 
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（CRD）、オーディオレコード等110による高い透明性111。④インフォーマルな慣習とし

て一定の妥協を許容する柔軟性（ゼロサムの回避）、等が挙げられる。なお、こうした

ガバナンスのメカニズムの一部（例えば、規格基準の迅速化手順や、透明性を向上させ

る試み等）は、上述のコーデックスにおいて展開された制度的構造要因に関連するガバ

ナンス改革を通じて制度化された。 

 

５．２ コーデックスの制度設計と議長国のパワーの関係 

第 1 章の「作業仮説②」で論じたが、本研究では、事例の分析の際に、議長国の役割

に着目し、その影響力の大小には制度設計が作用すると考える。そこで、本章における

制度設計の記述から、第 1 章の既存研究で挙げられた項目を参考に、議長の影響力、パ

ワーを、①意思決定の原則・ルール（コンセンサスベースかどうか、議長の判断の権限

がどこまであるのか）、②会議運営・形態に関するルール（特に会議進行・まとめの権

限はどこまであるのか、議長が固定か持ち回り制か、等）の要素から検討しておく。こ

こで制度は、ルールに明記されているもののみならず、ルールに記載されていないとこ

ろで慣行として実施されている運用も含む（第 1 章参照）。なお、ここで対象とするの

は部会の議長及び議長国で、総会の議長ではない。総会の議長は選挙による選出であり、

総会と執行委員会における議長を担う。総会の議長は個人としての参加となり、任期も

あり、コーデックス全体の利益を代表することが明示的に規定されている。これに対し

て、部会の場合は、議長国の責任において任命されることとされている（もちろん客観

性や公平性についての規定はある）。 

まず、第一の意思決定の原則・ルールについてである。意思決定のルールにおける議

長の判断の権限がどこまであるのかについて、既存研究では、交渉の場の意思決定のル

ールが、コンセンサスを原則とするのか、単純過半数の投票を原則とするのかで議長の

影響力は変わると指摘した（Tallberg (2000)）。特に、コンセンサスを原則とする場合

は、議長の影響力の強さは単純過半数の意思決定より弱いとする。ただし、これは WTO

におけるコンセンサスベース112のように、コンセンサスを、「明確な反対表明者の不在」

                                                  
110 すべての議事録が公開されており、各国コメント、オブザーバーコメントもすべてウ

ェブサイトに掲載される。会議場でしか入手できなかった会場での配布文書（CRD）もウ

ェブサイトに掲載されるようになった。さらに総会・執行委員会については会議が録音公

開されるようになった。 
111 このようにほとんどが公開の方向であるのだが、非公開なのは電子作業部会における

議論のやり取りである。電子作業部会は通常部会前の草案の作成の際に設置されるが、そ

の議論の経緯の概要・結果は電子作業部会の報告書として部会に提出されるものの、本部

会のような詳細な議事録は公開されていない。透明性の向上は一般的に良いガバナンスの

条件とされる（Hood et al. (2004)）が、それが重要ということは大前提としても、事務的

な負担の増大やオープンな議論の制約という副作用も持っているのでどこまで本当に透明

性を高めるべきかという点については慎重な議論が必要であろう。 
112 1947 年の GATT の下でのコンセンサス方式に基づく意思決定の慣行を継続する

（WTO 憲章 Article IX）とし、その脚注において、コンセンサスに基づく意思決定につい
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あるいは全会一致的に用いること念頭に置いた場合である。コーデックスの場合は、コ

ンセンサスを原則とすること自体は「コーデックス手続きマニュアル」にも明記してい

るが、本章でも論じたとおり、コンセンサスについての定義がなく、全会一致のような

形で用いられていない。むしろ「明確に」少数の反対意見があった場合でも、議長がコ

ンセンサスが得られたと判断すれば、規格策定のステップは進められるし、実際そのよ

うになされている。反対する側はそれを止めるすべはなく、留保の表明を議事録に残す

ことぐらいしかできない。このため、コンセンサス判断は「議長のルール（Chair's rule）」

だ（CL 2008/34-GP, p.13）との批判もある。その意味で、コーデックスの部会の議長

には「判断上のパワー（権限）」がある。こうしたことから、既存研究とは異なり、コ

ンセンサスベースを重んじる国際機関でも、その運用によっては、議長に逆に大きな影

響力を持たせることが指摘できるし、また、ひとえにコンセンサスベースと言っても、

国際機関によって、コンセンサスの持つ意味や使い方には大きな温度差があることが指

摘できる。 

第二の会議運営・形態に関するルールについては、まず、議長の持つ会議進行上のパ

ワーが指摘できる。本章でも論じたが、コーデックスの会議では、会場において議長の

指名を受けたうえで基本的に議長に対して発言するというスタイルをとる。議題に対し、

参加主体は自由に話を始めることはできない。意見表明の権利は参加主体全員が有すも

のの、議長はだれからどういう順番で話しをするのかを決定する権限をもつ。Sebenius

は順番（Sequence）の重要性を論じたが（Sebenius (1996)）、順番に関する権限を持つ

ことで、議論を戦略的に展開して流れを作ることも可能である。最終的に議論を収束さ

せてまとめるのも議長国（事務局）である。参加主体は自らの意見を報告書に記載する

ことを求めることもできるが、原案と大きな枠組みは議長国を主体とする事務局が用意

する113。従って、議長には「会議進行上のパワー（権限）」があるといえる（ここで誤

解のないように指摘しておくが、この判断の範囲はあくまで明示的なルールがないとこ
．．．．

ろ
．
での判断に限定されていて、何でも議長国の思い通りになるというわけではない。第

6 章を参照）。 

さらに、部会の議長国が固定であることも特色として指摘できる。既存研究では議長

の選出方法も影響力を左右するとし、その選出パターンを持ち回り制や選挙として分類

しているが、その中に固定・不動という選択肢がなかったことからも、議長国を継続的

に何十年も固定とする国際会議は珍しいのかもしれない。議長は上記のように、様々な

局面で影響力を持ちうるので、多くの国際機関では持ち回り制や選挙制にしている。利

                                                  
て「出席している参加主体が公式に提案された決定に反対しないで採択された場合にコン

センサスで決定されたと考えられる」としている。 
（WTO ウェブサイト https://www.wto.org/english/docs_e/legal_e/04-wto_e.htm#fntext1 
(accessed 2015/10/30)）  
113 ただしコーデックス事務局の方が大きな役割を果たす場合もあり、部会によって異

なることもある。 
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害が大きな会議であれば、任期を短くし、均等に機会を提供する。例えば、国連の安保

理は 1 か月で持ち回り制にしている。WTO の閣僚会議は 1 週間である。もし利己的な

行動をとればしっぺ返し（tit for tat）が機能する。しかし、コーデックスの場合、議長

国は固定なので仮に納得のいかない議会運営がなされたとしても、留保の表明くらいし

かできない。 

以上の検討を踏まえると、議長に対して、様々な制約（Constraints）を課す仕組み

がほかの国際機関と比して少ないことが指摘でき、コーデックスでは相対的に強い権限

を議長国に付与していることが理解される。また、これは、コーデックスの議長が行う

プロセスマネジメントが、合意形成上重要な意味を持つということであるということも

指摘できる。 
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第３章 コーデックスの意思決定における考慮事項のルール化・整理過程とそ

の含意 

 

【概要】 

本章114では、「作業仮説①」を踏まえ、意思決定における考慮事項の整理・ルール化

による合意形成の「非政治化」と「その限界」について論じることを目的とする。 

以下では、まず、１．で食品安全分野におけるリスク分析の枠組みとその制度化過程

を概観したうえで、２．と３．で、コーデックスの意思決定における考慮事項の制度化

過程を振り返ることで、コーデックスにおけるリスク分析の適用過程の議論及び、成長

ホルモン牛紛争をきっかけとして議論が展開された、「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」

の関係性がどのように整理され、ルール化されたのか、何が考慮事項の「対象」で何が

「非・対象」とされたのか、について論じる。４．では、これらの議論の小括をしたう

えで、こうしたコーデックスにおける整理とルール化が、現在のコーデックスにおける

規格基準策定にどのようなインパクトをもたらし、合意形成にどのような含意を持つの

かについて論じる。 

分析の結果、「科学」の透明化（第一の透明化）に関する整理とルール化は、コーデ

ックスにおける「非政治化」に大きく寄与していることが確認される一方、「科学以外

の要素（OLFs）」については、クライテリアの存在自体が一定の「非政治化」において

役割を果たしうるものの、「非・対象」とされた要素の中でも「消費者懸念・選好」に

ついては、それが管理理念と密接に関連し、また国際・国内で考慮事項としての妥当性

が異なること等により、交渉プロセスで取り扱い方を間違えると極めて「政治化」して

しまう問題であることが、前例ともいえる成長ホルモン牛紛争の顛末（欧米間で締結さ

れた MOU）から明らかとなる。そして、本章における発見は、次章以降で分析する、

GM ガイドラインとラクトパミンの具体的事例の中で検証されることとなる。 

                                                  
114 本章は、松尾ほか（2015a）における「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」について

の分析の一部に基づく。コーデックスの意思決定における「科学」と「科学以外の要素

（OLFs）」に関する先行研究としては、過去に Jukes（2000）や Macfarlane（2002）が

ある。特に Jukes（2000）は、成長ホルモン牛と rBST の経緯と、それに並行して議論さ

れた「科学とその他の原則」及び「科学以外の要素（OLFs）」のクライテリアに関する詳

細な経緯について論じた。しかし、「科学とその他の要素の原則」に関して、その後コーデ

ックスの意思決定で「科学」の中身がどのようにルール・整理化されいったのかについて

の分析はできておらず、また、特に「科学以外の要素（OLFs）」のクライテリアについて

は、その分析が「科学以外の要素」のクライテリアの採択（2001）の前で終わっているこ

とから、結果として何が意思決定の考慮事項の「対象」、「非・対象」となったのかについ

ての考察が、現在のルールや運用との関係で十分になされていない。また、現在のコーデ

ックス規格策定の中でそれらの要素がどのように扱われ、いかなるインプリケーションを

持つのかについても十分に論じられていない。このほか関連する研究としては Poli
（2004）があるが、コーデックスにおける欧州の役割や影響力の分析が主眼であり本研究

とは目的が異なる。 
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１．はじめにー食品安全分野におけるリスク分析の枠組みの制度化 

 

１．１ 食品安全分野におけるリスク分析の枠組み 

コーデックスにおける規格基準の策定は、「リスク分析（Risk Analysis）」の枠組みに

基づいて行われている。リスク分析の枠組みは、もともと工業化学物質の評価・管理の

分野から発展した。実はこの枠組みが本格的に各国のリスクに関連する様々な分野に制

度的に取り入れられていくという現象は比較的新しいものである115。 

 

 

図 12 食品分野におけるリスク分析の枠組み 

 

コーデックスでは、「リスク分析」は、①「リスク評価（Risk Assessment）」、②「リ

スク管理（Risk Management）」、③「リスクコミュニケーション（Risk Communication）」

の 3 つの要素からなるとしている（図 12 参照）。①「リスク評価」は、科学に基づくプ

ロセスで、以下の 4 つのステップからなる（i）ハザード同定（hazard identification）、

（ ii）ハザード特徴づけ（hazard characterization）、（ iii）暴露評価（exposure 

assessment）、（iv）リスクの特徴づけ（risk characterization）。②｢リスク管理」は、

「リスク評価」とは異なるプロセスで、リスク評価と、消費者の健康保護と公正な貿易

に関連するその他の要素を考慮し、関連するすべての利害関係者との協議を踏まえて政

策選択肢間の重みづけをすること、必要に応じ、適切な防御管理措置を選択することで

ある。③｢リスクコミュニケーション｣は、リスク分析のあらゆる段階で、リスク評価者、

                                                  
115 現在は、リスクを扱う多様な領域においてこの枠組みに基づくリスク・ガバナンスの

あり方が議論されている（例えば第 1 章で取り上げた IRGC（2005）等）。なお、リスク

分析の用語・概念は「学術領域・専門領域（discipline）」によって定義が異なる。例え

ば、食品分野ではリスク分析はすべての工程を包括する概念であるが、工学分野では、リ

スク分析はリスクアセスメントの中の概念である。専門分野によって異なるリスク分析関

連用語の整合性も、分野横断的課題での統合的な適用においては確保されなければなら

ず、今後の課題とされている。 
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リスク管理者、消費者、事業者、研究者等ほか、すべての関係者間で、リスク、リスク

に関連する要素やリスク認知に関する相互的な情報や意見の相互交換することである。 

具体的には、「コーデックス内部におけるリスク分析適用の作業原則（Working 

principle for Risk Analysis for Application in the Framework of the Codex 

Alimentarius、以下、「内部向けリスク分析適用の作業原則」）」に定められている。コ

ーデックスの枠組みでは、リスク評価と管理は別個の機能としており、リスク評価と管

理の「分離(separation)」による科学的な完全性（integrity）の確保と評価と管理の機

能の混乱を回避することが重要としているが、同時に現実の実践においては「相互作用

(interaction)」が重要と定められている（「内部向けリスク分析適用の作業原則」パラ 9）。 

 

１．２ コーデックスにおけるリスク分析の枠組みの制度化過程 

食品分野におけるリスク分析の枠組みは、主として FAO/WHO が合同で開催する専

門家会議によって概念の構築が行われ、それをもとにコーデックスにおいて文書化され

てきた（表 6 を参照）。 

 

（1）FAO および WHO における議論 

上述のとおり、リスク分析の枠組み自体比較的新しい概念で現在もその精緻化のため

の議論が進行中である。国際レベルで、食品分野におけるリスク分析の枠組みのあり方

が本格的に議論されたのは、1991 年の「食品規制・食品中の化学物質・食品貿易」に

関する FAO/WHO 合同専門家会議116以降である。FAO/WHO は、リスク分析のあり方

について、数々の FAO/WHO 合同専門家会議を開催し、1995 年に「食品規制へのリス

ク分析の適用」117、1997 年に「リスク管理と食品安全」118、1998 年に「食品基準と食

品安全へのリスクコミュニケーションの適用」119の報告書を作成した。これらの報告書

はコーデックスにおけるリスク分析に関する文書や適用の基礎となった。また、1999 年

には、FAO が「2000 年以降の国際食品貿易：科学ベースの意思決定、調和、同等性、

相互承認」120と題する国際会議を開催して、リスク分析の課題（予防原則や消費者の懸

念等）についても言及した。 

 
                                                  
116 Joint FAO/WHO Conference on Food Standards, Chemicals in Food, and Food 
Trade. 
117 Application of Risk Analysis to Food Standards Issues, Report of the Joint FAO/WHO 
Expert Consultation, Geneva, Switzerland, 13-17 March 1995. 
118 Risk Management and Food Safety, Report of a Joint FAO/WHO Expert Consultation, 
Rome, Italy, 27 to 31 January 1997. 
119 The Application of Risk Communication to Food Standards and Safety Matters, 
Report of a Joint FAO/WHO Expert Consultation, Rome, Italy, 2-6 February 1998. 
120 FAO Conference on International Food Trade, Beyond 2000: Science-Based 
Decisions, Harmonization, Equivalence and Mutual Recognition, Melbourne, Australia, 
11-15 October 1999. 
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表 6 FAO/WHO 及びコーデックスにおけるリスク分析の枠組みとその適用の原則の

歴史的展開 

 

（2）コーデックスにおける議論 

こうした FAO/WHO 合同専門家会議による報告書に並行して、コーデックスでは、

1993年の第20回総会からリスク分析適用の議論が開始されていた（ALINORM 97/37、

パラ 160）。1997 年の第 22 回総会で、行動計画の中にコーデックス内部で横断的に適

用されるリスク分析の原則を策定することが決定され121、議論が積み重ねられた。その

結果、2003 年の第 26 回総会で「コーデックス内部におけるリスク分析適用の作業原則

（Working principle for Risk Analysis for Application in the Framework of the Codex 

Alimentarius、「内部向けリスク分析適用の作業原則」）」が採択された。これを受けて、

個別食品分野におけるリスク分析の適用の議論が、関連する部会（CCFAC・当時、

                                                  
121 部会によって取り扱う問題の性質も異なることから、リスク分析を適用するといって

も、用語の定義や解釈に様々な相違が見られた。こうした部会間の用語の整合性と解釈や

運用の調和を図ることの必要性が認識されたことが大きな要因であった。 

FAO/WHO での動き コーデックスの動き 

 
1991 年「食品規制・食品中の化学物質・食品

貿易」 
 
 
1995 年「食品規制へのリスク分析の適用」 
 
1997 年「リスク管理と食品安全」  
1998 年「食品基準と食品安全へのリスクコミ

ュニケーションの適用」 
1999 年「2000 年以降の国際食品貿易：科学

ベースの意思決定、調和、同等性、相互承認」

 
2002 年 食品中の化学物質のリスク評価の原

則と手法のアップデートのプロジェクト 
2003 年〜2007 年 科学的アドバイスに関す

る協議過程 
 
2004 年「食品安全に関する評価―コーデック

スと加盟国に対する科学的アドバイスに関し

て」 
 
2006 年 食品中の化学物質のリスク評価の原

則と手法のアップデート報告書 
2007 年 「食品安全と栄養に関する科学的ア

ドバイスの FAO/WHO の枠組み」 
 

 
1991 年第 19 回総会、1993 年第 20 回総会に

おいてリスク評価に基づく食品規格の策定と

手法の調和について合意 
（1995 年 WTO の SPS 協定の発効） 
1995 年 第 21 回総会で「科学とその他の要

素の原則」採択 
1997 年 第 22 回総会でリスク分析の作業原

則が行動計画に盛り込まれる 
 
 
2001 年 第 24 回総会で FAO/WHO に対して

科学的アドバイスに関するレビューを依頼、

「科学以外の要素のクライテリア」採択 
 
2003 年 第 26 回総会で「コーデックス内部向

けリスク分析適用の作業原則」採択 
          ↓ 
コーデックスの各部会（CCFAC・当時、

CCRVDF、CCPR、CCNFSDU、CCFH）へ

の適用の動き・原則の策定 
 
 
2007 年第 30 回総会で「加盟国向けリスク分

析の作業原則の採択」 
 
CCGP において各部会で策定された文書の整

合性を確認する動き 
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CCRVDF、CCPR、CCNFSDU、CCFH）で展開され、部会ごとにリスク分析の適用に

関する原則が策定された。現在はそれぞれの部会で策定された文書の整合性について

CCGP で議論がされている。同様に、加盟国の国内で適用するためのリスク分析の作業

原則を策定することも長年議論がなされてきた。そして 2007 年の第 30 回コーデック

ス総会で、「加盟国向けリスク分析の作業原則（Working Principles for Risk Analysis 

for Food Safety for Application by Governments）」（以下、「加盟国向け作業原則」）が

採択された。これにより、コーデックス加盟国内においてもこの「加盟国向け作業原則」

に基づいて食品安全を確保していくことが求められることとなった。 

 

２．コーデックスの意思決定における「科学」の優位性の確立とその中身の透明化 

上記のリスク分析の大きな枠組みの構築の議論と並行して、実際に規格基準を策定す

る上では、「科学」、すなわち、リスク評価をどのよう行い、その結果をリスク管理の考

慮事項との関係でどのように重みづけて最終的な管理措置（規格・基準）とするのかを

ルール化する作業が必要となっていった。科学的評価の手法、リスク評価と管理の関係

性について明らかにすべきとの議論は、すでに 90 年代から開始されていたが122、こう

した大きな動きに加えて、以下に述べる成長ホルモン牛紛争①という具体的な要因も加

わり、制度化が展開されていった。 

 

２．１ 「科学」の優位性の確立ー「科学とその他の要素の原則」の採択までの経緯 

以下では、まず、「科学」の優位性を確立した、｢コーデックス委員会の意思決定にお

ける科学の役割と、その他の要因の適用範囲に関する原則（Statements of Principle 

Concerning the Role of Science in the Codex Decision-Making Process and the extent 

to which other factors are taken into account）｣（以下、「科学とその他の要素の原則」）

の採択に至るまでの議論の経緯について整理する。 

 

２．１．１ 議論の契機ー成長ホルモン牛の採択を巡る対立 

コーデックスの意思決定における考慮事項のルールの制度化は、1980 年代後半から

2000 年代にかけて、ラクトパミンの前例ともいえる、成長ホルモン牛を巡る紛争123が

                                                  
122 １．２の（1）で挙げた 1991 年の FAO/WHO と GATT と共催した「食品規格、食品

中の化学物質、食品貿易に関する FAO/WHO 会議」は、コーデックスに対して、リスク評

価に用いた手法を明らかにするべきとの勧告をおこなった。これを受けて、同年開催され

た第 19 回コーデックス総会、及び 1993 年の第 20 回総会で議論がなされ、リスク評価に

基づく食品規格の作成とその手法の調和を図ることで合意した。 
123 欧州では 1988 年から成長ホルモンの使用を全面禁止としていた。これは事実上米国牛

の輸入禁止であったので、米国は対抗措置として年報復関税を様々な欧州産品にかけた

（ちなみに米国による報復関税は 1989 年~1996 年、1999 年から、後述する 2009 年の覚

書（Memorandum of Understanding, MOU）の締結まで欧州の特定産品に継続してかけ

られた）。 
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契機となって開始された（Jukes (2000)）。成長ホルモンとは、投与により短期間で成

長を促進する肥育目的の動物用医薬品である。米国ではこうした動物用医薬品が 1950

年代から広範に用いられていたが124、欧州では、1970 年代末以降消費者懸念を惹起し

た問題を契機に成長ホルモン剤使用に関する指令が厳格化され、治療目的以外の動物用

医薬品は禁止されている125。米欧両者の違いは、コーデックスで議論する以前からすで

に大きな貿易問題となっていた126。食品残留動物用医薬品部会（CCRVDF）では、5 つ

の成長ホルモン（Estradiol 17-β, Progesterone, Testosterone, Zeranol, Trenbolone 

Acetate）の検討を 1987 年の第 1 回 CCRVDF から第 4 回まで行い127、上記成長ホル

                                                  
124 米国では、成長を促進させるホルモン剤や乳量を増大させる遺伝子組み換え牛ソマト

トロピン（rBST, reconbinant bovine somatotropin）等の動物用医薬品が開発され、1950
年代から承認されて広範に使われている。動物用医薬品を所管しているのは FDA と

USDA で、全ての動物用医薬品は the Federal Food, Drug, and Cosmetic Act（21 U.S.C. 
301 et seq.）により管理されている。現在も成長ホルモン剤の利用が続けられており、30
種類の成長ホルモンに関する動物用医薬品が発売されている。家畜の約 3 分の 2 に成長ホ

ルモンが投与されており、また飼料の約 9 割に成長ホルモンの作用を有する動物用医薬品

が添加されているとされる。National Cattlemen's Beef Association (NCBA), “Fact 
Sheet: Growth Promotant Use in Cattle Production,” 
http://www.beefusa.org/uDocs/factsheetgrowthpromotantuseincattleproduction811.pdf 
(accessed 2015/10/25) 
125 Devereau（2006）によれば、欧州では一般市民が動物用医薬品のホルモン利用に対し

て懸念を抱くようになるいくつかの事件が続いた。1970 年代末ころから違法なホルモン使

用による社会的に問題となった事件があった後、1980 年代にイタリアの消費者団体によ

り、発がん性の危険があるホルモンが混入したベビーフードの問題が報告され、それが大

きな社会的論議となった。こうした事件が契機となって欧州でのホルモン禁止の政治的な

動きにつながる（Devereau (2006, pp.37-39））。1981 年の指令（Directive 
81/602/EEC）、続く 1985 年の指令（Directive 85/649/EEC）、1996 年の指令（Directive 
96/22/EC）の発令により，成長ホルモン剤使用に対する厳格化の道のりをたどった。現在

治療目的以外の一切の動物用医薬品は禁止されている。こうしたことから欧州は、コーデ

ックスでも、自らの領域内で肥育ホルモンは禁じられており、「欧州の消費者は肥育目的の

ホルモン使用に反対していて、こうした用途の動物用医薬品を用いない食肉を求めてい

る」（ALINORM 89/3 パラ 61）との主張を繰り返し論じていた。 
126 米国当局者は欧州と二国間協議を重ねていたが結果に結び付かなかった。このため，

米国は問題解決の糸口を別のフォーラム（交渉の場）に求めた。当時コーデックスでは動

物用医薬品の残留基準の策定をする部会がなかった。そのため、米国は、動物用医薬品の

基準値について議論する部会を新たに設置するよう働きかけた。CCRVDF の設立の提案

は、1985 年の第 16 回総会においてなされ、議長国は秘密投票の末、米国が務めることと

なった（ALINORM 85/47 パラ 91）。 
127 1988 年に開催された第 2 回 CCRVDF（ALINORM 89/31）で、欧州はこれらのホル

モンは 1988 年から EC 指令（Directives 81/602/EEC, 85/649/EEC, Directive 
85/358/EEC）により治療目的以外禁止されていると説明し、スウェーデンも状況は同じ

だとした。1989 年の第 3 回 CCRVDF（ALINORM 89/31A）では、再び EC が同様の主

張を行った（ノルウェーも反対した）が、JECFA が安全としていることと、ほかの国で

すでに利用されていることを鑑みて、ステップ 5 にすすめられた（ただし Trenbolone 
acetate については 1989 年の第 34 回 JECFA で再評価が行われるのでステップ 4 に保
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モンのうち、再評価が予定された Trenbolone Acetate128 以外について JECFA の評価

結果が健康上問題ないとしたことを踏まえ、総会に採択を諮ることとした。 

ところが 1991 年の第 19 回総会でこれらの MRL を巡る投票が行われ、不採択が決

まった（12 票対 27 票、9 票の棄権）（ALINORM 91/40, パラ 160）。この投票による

不採択という事態を受けて、米国は、JECFA のリスク評価が健康上問題ないとし、ま

た、安全性を問題にした代表団が一つもなかったにもかかわらず、投票で MRL の設定

が阻止されると、その物質の安全性に対する判断（すなわち、その物質が危険）のよう

にとらえられてしまうとして強い懸念を表明した（ALINROM 93/31, パラ 13）。そし

て、コーデックスにおける「最終判断は基本的に科学的判断に基づく」とする「手順の

改革（procedural reform）」をするべきと主張した（ALINORM 93/31, パラ 13）。これ

は、コーデックスの規格策定における「科学の役割」についての議論として一般原則部

会（CCGP）を舞台に展開されることとなった。 

 

２．１．２ 「科学とその他の要素の原則」の採択ー科学の優位性の確立 

「科学とその他の要素の原則」は、1992 年の第 10 回及び 1994 年の第 11 回 CCGP

で議論が行われ、第 41 回執行委員会での議論を経て、1995 年の第 21 回コーデックス

総会で採択された。 

1992 年の第 10 回 CCGP で、米国は、改めて意思決定における「科学の優位的役割

（preeminent role of science）を確認するコーデックスの手順の修正が必要」

（ALINORM 93/33, パラ 71） と強く働きかけた。当時、コーデックスの意思決定の

手順の中に「科学」や「科学以外の要素（OLFs）」の関係性について明確にした文書が

なかった。このため、例えば、1994 年の第 11 回 CCGP129では、事務局が、コーデック

スでは、「科学は設立以来常に重要な役割を果たしてきた」が、他方で「消費者懸念や

その他の様々な要素も基準策定の際に考慮されてきた」と指摘していた（ALINORM 

95/33, CCGP(11), パラ 18）。規格基準の策定において、科学的考慮事項が重要で、かつ

関連するその他の側面を考慮すべきとの認識は共有されていたものの、後者の「その他

の側面」がいかなるものかについては意見が対立した。最終的には、同年開催された執

行委員会が原則案を提示し、1995 年の第 21 回総会で「科学とその他の要素の原則」が

採択された（ALINORM95/37）（表 7 を参照）。「科学とその他の要素の原則」は、1 項

                                                  
持）。そして次の第 4 回 CCRVDF では規格採択の最終段階であるステップ 8 に進められ

MRL の採択のために総会に諮られた。 
128 その後 JECFA による再評価で安全性が認められ、1995 年の投票の際には 5 つの成長

ホルモンすべてが採択された（２．１．２参照）。 
129 このほか、GATT の SPS の影響についても議論がなされた。SPS 協定で意図している

範囲よりもコーデックスが扱う領域がより広範であること、さらに参照機関となること

で、基準の策定が困難になることが指摘された。他方で、参照機関となることでコーデッ

クスの地位が向上するとの意見もあった（ALINORM 95/33, CCGP(11), パラ 20）。 
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目で、コーデックスの規格策定は堅固な科学的分析（sound scientific analysis）に基づ

くとの原則が掲げられた。そして 2 項目で、消費者保護と公平な食品貿易の促進におい

て「適切な場合には（where appropriate）」、「その他の要素」も認める（will have regard）

とした。当時の議事録は（ALINORM 95/37 パラ 25）、この「科学の原則」はコーデッ

クス規格が堅実な科学に基づくべきということを確認したものであるとし、コーデック

スの意思決定において、科学が優先的な位置づけ（pre-eminent role）を与えられるこ

とを確認するもの（ただし OLFs の考慮も認めつつ）としている。 

 

表 7 コーデックスにおける「科学とその他の要素の原則」（1995）（下線強調は筆者） 
【コーデックスにおける「科学の役割に関する原則」130】 
1. コーデックスにおける食品基準、ガイドラインや勧告は、それらが食品供給の質と安全

を確保するために、関連する情報のレビューに基づく、堅固な科学的分析とエビデンス

の原則に基づかなければならない（shall be based）。 
2. コーデックス規格の策定や決定においては、適切な場合に（where appropriate）、公正

な食品貿易の促進と消費者保護に関連するその他の正当な要素（other legitimate 
factors）も認める（will have regard）。 

3. その点において食品表示は上記二つの目的を達成する上で重要な役割を持つ（noted）。

4. コーデックスの加盟主体が公衆衛生に必要な保護水準に合意するものの、異なる見解を

持つ場合には、コーデックスの決定を妨げることなく、関連する基準の受諾（acceptance）
131を差し控えることができる。 

  

上記の原則の採択とともに、この問題のきっかけとなった、上記 5 つの成長ホルモン

の MRL 案（２．１．１参照）についても議論がなされ132、投票の結果（賛成 33 票、反

対 29 票、棄権 7 票）MRL が採択された（ALINORM 95/37 パラ 45）。この結果が数票差

での採択であったことから、欧州から深い遺憾の意が述べられた（ALINORM 95/37 パ

ラ 46）133。 

                                                  
130 Appendix General Decisions of the Commission, Statements of Principle concerning 
the Role of Science in the Codex Decision-Making Process and the Extent to which 
other Factors are taken into Account (Adopted in 1995, amended in 2001)（Codex 
Procedural Manual (23 版), p.216）。 
131 第 1 章で論じたとおり、「受諾（acceptance）」の手順は、2005 年に廃止されたので、

この文書における受諾（acceptance）の今日的な意味は不明である。おそらくこの文書に

は残骸として残っているようだ（文書におけるこのような「残骸」はほかの文書でもあ

る）。なお、当時この 4 つ目のステートメントについて、欧州（EC）は反対していた

（ALINORM 95/37, パラ 24, 25）。しかし米国がオブザーバー（当時 EC はオブザーバー

であった）は意見を提出できないと議事進行上の問題を指摘したため、受け入れられなか

った（ALINORM 95/37, footnote 13）。 
132 その前年の 1993 年の第 20 回総会（ALINORM 93/40）では、上記 CCGP でのコーデ

ックスの政策や手続きにおける科学の位置づけが明確になるまでステップ 8 で留め置くこ

ととされていた。これに対して採択を求める側は、科学的な原則が守られないなら、

GATT の SPS 措置との関連でもコーデックスの評判にも関わるとした。 
133 これに対して、欧州はこのような重要な案件が秘密投票で決定されたことはコーデッ

クスの透明性を向上させるとする方針に逆行することと非難した。さらに、コーデックス
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２．２．「第一の透明化」の進展、リスク評価の多様性の整理とルール化 

こうして「科学」の優位性が確立した後、「科学」の中身を明らかにする「第一の透

明化」、すなわち、リスク評価の中での判断、不確実性、専門家の利害相反等に関して

の透明性を高めることについて、コーデックス内部の議論（２．２．１）と、FAO/WHO

における科学的アドバイスのプロセス（２．２．２）により大きな進展が見られた。上

述の成長ホルモン牛の安全性について、コーデックスの議論では、欧州は JECFA の評

価に反対しないとしていたが（ALINORM 91/40, パラ 155）、その後 WTO 紛争の議論

では安全性の不確実性について争うこととなったため（後述）、コーデックスの規格基

準策定における不確実性の取り扱いも重要な問題であった。不確実性の取り扱いをはじ

めとする、リスク評価の中身の透明化に対する議論は、２．２．１で論じるが、リスク

分析の作業原則の策定を巡る動きやリスク評価のプロセスの明確化のためのリスク評

価方針（Risk Assessment Policy）の策定と、コーデックスにおける「precaution」・「予

防原則」の位置づけの議論の中でなされた。また、コーデックスにおける「第一の透明

化」の動きと並行して、その科学的アドバイスを与える FAO/WHO でも同様の動きが

展開された（２．２．２）。 

具体的には以下で論じるが、そうしたリスク評価の透明化の動きは、リスク評価にお

ける、科学的前提、解釈、専門家の利害といった課題についてのルール化に進展をもた

らしたことで、それまで意思決定の位置づけ上、紛争要因の源となっていた「予防原則」

や「不確実性」といった問題の取り扱いについても、実質的な意味でのルール化が進展

した。その結果、その後、意思決定のルール上これらの問題の取り扱いや位置づけの議

論は、コーデックスで論じられることがほとんど無くなり、「政治化」の回避や減少に

は寄与したと評価できる（これはのちに取り上げる GM ガイドラインの事例の中でも

確認される）。つまり、「作業仮説①」で論じたとおり、「科学」の中身の透明化が「非

政治化」に寄与したといえる。 

全体としての流れを図示化すると以下のようになる（図 13 参照）。 

 

                                                  
の妥当性と価値を疑い、今後のコーデックスの議論に欧州（EC、欧州委員会）としての参

加も考え直さなければならないくらい重大な結果をもたらしたと遺憾の意を表明した。た

だし、オランダ、スウェーデン、フィンランドは後半の参加自体を考えるの部分につい

て、この EC による表明は EC がオブザーバーとして行ったもので、EU のコメントでも

その加盟国のコメントでもないとして、異なる立場を表明（dissociate）した。同様に EU
の代表のスペインも dissociate した。英国は EC の表明すべてにおいて dissociate した。 
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図 13 コーデックスと FAO/WHO におけるリスク分析の制度化と「第一の透明化」の

展開（筆者作成） 

 

２．２．１ コーデックスにおける「第一の透明化」ーリスク分析の適用、および

precaution・予防原則に関する具体的な議論から 

 

（1）コーデックスにけるリスク分析の適用の議論 

コーデックス全体にかかわる原則については上記の「内部向けリスク分析適用の作業

原則」策定の議論の中で展開され、より具体的な議論は、個々の食品リスクを取り扱う

部会の、リスク分析の原則（Risk Analysis Principle）やリスク評価方針の適用の議論

134の中で、特にリスク評価機関との関係で展開された。以下では具体的事例として本研

                                                  
134 各部会で採択された文書は以下の通り。2005 年に食品添加物･汚染物質部会

（CCFAC）で策定した、｢CCFAC におけるリスク分析原則の適用（The Risk Analysis 
Principles Applied by the Codex Committee on Food Additives and Contaminants）｣。

なお、CCFAC が CCFA と CCCF に分離したことを受けて、2012 年に「Risk Analysis 
Principles Applied by the Committee on Food Additives」、「Risk Analysis Principles 
Applied by the Committee on Contaminants in Foods」がそれぞれ採択された。2007 年

に残留農薬部会（CCPR）が「CCPR におけるリスク分析原則の適用（Risk Analysis 
Principles applied by the Committee on Pesticide Residues）」、2009 年に栄養・特殊用

途食品部会（CCNFSDU）が「CCFNSDU における栄養学的リスク分析の適用原則とガ

イドライン（Nutritional Risk Analysis Principles and Guidelines for Application to the 
Work of the Committee on Nutrition and Foods for Special Dietary Uses）」、2010 年に
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究でも取り上げるコーデックスの動物用医薬品の残留基準値を策定する部会である、

CCRVDF における、リスク分析の適用、及びリスク評価方針の議論（Millstone et al. 

(2008), 松尾(2007)）の論点の一部から紹介する135。 

リスク分析を具体的にどのような形で実践するのかは、すなわちリスク管理機関であ

るコーデックスとリスク評価を担う FAO/WHO 専門家会議との役割分担や判断の責任

の所在を明らかとするものである。中でも、リスク評価方針は重要である。FAO/WHO

の報告書「リスク管理と食品安全」は、リスク評価の過程では、その結果を大きく左右

するような様々なデフォルトの想定、科学的価値判断（value judgements）が講じられ

るので（FAO/WHO (1997) , p.9）、リスク評価方針が重要と指摘する。リスク評価方針

（Risk Assessment Policy）とは、「リスク評価の過程における科学的な完全性

（integrity）を維持するためにリスク評価の意思決定ポイントにおいてどういう選択肢

を選ぶかおよびそれをどう使うかを判断するための文書化した方針」（Codex 

Procedural Manual （23 版）, p.116）とされ、リスク管理者によってリスク評価の事前

にすべてのステークホルダーとの協議の下なされなされなければならないとされる。リ

スク管理者は明確なマンデート（すなわちリスク評価に何を業務として求めるのか）を

示さなければならず、異なるリスク管理措置によるリスクの違いも必要に応じて諮問す

べきとされている（「内部向けリスク分析適用の作業原則」パラ 13-16、Codex 

Procedural Manual （23 版）, p.111）。これは科学の多様性を踏まえた上でその中身の

明確化と選択可能性を明示化した点で、まさに「第一の透明化」を体現しているものと

言える。リスク評価方針は、問題形成も担い、その後のリスク分析のプロセスを方向づ

けるので，上流でのフレーミングとして非常に重要なものである（Millstone, et al. 

(2008))。 

リスク分析、リスク評価方針に関する文書の策定の議論を通じて CCRVDF は、リス

ク管理側として、リスク評価の機能を担う JECFA と、リスク評価の中身の透明化に関

する議論を行った136。CCRVDF には MRL の設定137に際して、その根拠となる科学的

評価の中身を明確化したいという目的があった。以下では、「CCRVDF におけるリスク

                                                  
食品衛生部会（CCFH）が「CCFH におけるリスク分析原則と手順の適用（Risk Analysis 
Principles and Procedures Applied by the Codex Committee on Food Hygiene」を採

択。現在、個別部会で作成した文書間の整合性を確認する作業が CCGP で行われている。  
135 CCRVDF では 1995 年の第 9 回 CCRPVDF から当該部会におけるリスク分析やリスク

評価方針に関する議論を開始し、2007 年の文書のの採択まで 10 年以上議論がなされた。 
136 以下の議論については、CCRVDF の議事録、討議文書（例えば ALINORM99/31, 
APPENDIX IX 及び CX/RVDF/01/9）、およびそれに対する JECFA の議事録 Joint 
FAO/WHO Expert Committee on Food Additives 62th meeting, Rome, 4-12 February 
2004（JECFA/62/SR, Annex2）を参照。 
137 本来 MRL の設定はリスク管理の一部でもあるが、コーデックスでは農薬等 MRL
の設定に関して、リスク評価機関である JECFA が慣習的にその基準値の提案を行っ

ている（山田(2004, pp.56-58））。 
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分析原則の適用（Risk Analysis Principles Applied by the Codex Committee on 

Residues of Veterinary Dugs in Foods）」および、「食品中の動物用医薬品に関するリ

スク評価方針（Risk Assessment Policy for Residues of Veterinary Drugs in Foods）」

（両文書とも 2007 年採択）の文書策定の経緯から、①リスク評価プロセスにおける判

断（外挿や不確実性）、②透明性（手続きと専門家選出に関する）についての議論を紹

介する。 

まず、一つ目のリスク評価の段階における判断については、例えば安全係数、暴露評

価のシナリオ、不確実性等について議論があった。第 1 章で論じたが、こうした科学的

前提における判断は、結果として措置の値を大きく左右する。CCRVDF は、現状動物

実験データを人に外挿する際に安全係数の検討が JECFA によって行われているが、こ

れは公衆衛生を考えるうえで基本的要素でありリスク管理としても検討するべき、また

JECFA が一貫性をもって評価を実施するようテクニカルなガイダンスを作成し、その

作成においてもリスク管理者として批判的に評価すべき、と指摘した138。また、暴露評

価について JECFA では最悪シナリオ（worst-case scenario）にもとづいて評価がなさ

れているが、それは暴露量が誇張されており現実的でないとした139。さらに、評価のプ

ロセスで確認された不確実性についても明らかにすることを求めた。議論の結果最終的

に採択された文書では、リスク評価に関しては、引き続き JECFA 自身のリスク評価の

手続きに基づいて ADI を設定し、MRL を提案する140とされた。また、暴露評価の手法

に関しては現実的なシナリオに基づくべきとした141。不確実性に係る問題については、

JECFA が科学的不確実性に関する選択を行った場合にはレポートに明記する142こと、

不確実性の判断についてはその科学的信頼度合いについても JECFAから明確に伝える

こと143、とされた。さらに、データが不十分である場合には、JECFA は保守的な安全

係数を採用することで暫定的な MRL を提示することもできるとしたが、完全な評価が

完了するまで基準値の採択をすべきでないとされた144。CCRVDFは JECFAに対して、

「懸念・関心に関する様式（Concern Form）」を用いて、追加的な説明を求めることも

できるとした145。なお、リスク分析の作業原則の中では、不確実性によってもたらされ

るリスク管理判断への影響についての判断は、リスク評価者ではなく、リスク管理者に

あるとされている（「内部向けリスク分析適用の作業原則」パラ 25、次節の表 8 参照）。 

                                                  
138 そして、リスク評価に内在的な不確実性に関連する安全係数と社会的に受容できるリ

スクを規定するリスク評価方針を CCRVDF は策定しなければならないとした

（CX/RVDF/01/9, パラ 50-54）。 
139 CX/RVDF/01/9, パラ 35-37。 
140 「食品中の動物用医薬品に関するリスク評価方針」パラ２(a)。 
141 「食品中の動物用医薬品に関するリスク評価方針」パラ２(e)。 
142 「CCRVDF におけるリスク分析原則の適用」パラ 20。 
143 「食品中の動物用医薬品に関するリスク評価方針」パラ 2(c)。  
144 「CCRVDF におけるリスク分析原則の適用」パラ 21。 
145 「CCRVDF におけるリスク分析原則の適用」パラ 26。 
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二つ目の専門家の選定に関して、CCRVDF はリスク評価を実施する専門家はどのよ

うに選ばれたのかを明確にすることを求めた。これについて、専門家は FAO/WHO の

定めるルールに基づいて選定されること146とされた。そしてそのルールは、後述する

FAO/WHO 側における科学的アドバイスの透明化の動きの中で明確化されていく。 

以上のように、リスク分析の適用の文書及びリスク評価方針のガイドラインの策定プ

ロセスは、評価のプロセスでなされた、データの選定やモデルの選択、安全係数の考え

方、暴露評価のあり方、不確実性に関して行った選択の明記など、あらゆる段階で科学

的な想定や選択を明らかにし、最終的な管理判断を下す際にその判断についても管理者

が把握し選択できるような形にしておくことを可能とした147。類似の展開はほかの部会

においても行われ（上述）、コーデックス全体として、リスク評価の開示と精査の「第

一の透明化」が行われた。こうしたことにより、「科学」における判断・解釈といった

ことが明らかになりその後の具体的な規格基準の策定の「非政治化」に寄与した。 

 

（2）コーデックスにおける「precaution」および「予防原則」に関する議論 

コーデックスにおける、「precaution」148・「予防原則（precautionary principle)」に

関する本格的な議論は、「内部向けリスク分析適用の作業原則」の策定の経緯の中で、

1999 年に開催された第 14 回の CCGP149から 2002 年の第 17 回 CCGP の間に行われ

た（「内部向けリスク分析適用の作業原則」は 2003 年の第 25 回総会で採択された）。

政治的には、2000 年前後は、欧州委員会の「予防原則に関するコミュニケーション」

                                                  
146 「CCRVDF におけるリスク分析原則の適用」パラ 6。 
147 Millstone et al.（2008）は、例えば CCRVDF と JECFA の間のやり取りの中で、

JECFA が「リスク評価のガイドラインの策定は、リスク評価者によってなされるべき科

学的作業に内在的なものであると指摘した」ことに対して、JECFA が CCRVDF のリスク

評価方針の提言内容を拒否（reject）したと指摘するなど、総じて FAO/WHO の対応に批

判的な評価をしている（Millstone et al. (2008), pp.32-33）（また、最終的に採択された

文書の評価を十分に行っていない）。しかし本研究では、コーデックスとそのリスク評価機

関とのやり取りは、リスク評価の過程のポイントにおける不確実性の取り扱いやそこにお

ける判断をリスク管理者が把握・かつ必要な場合は解釈の要請をすることを可能とし、リ

スク分析を全体として透明性のあるものにしたと評価する。なお、JECFA をはじめとす

る FAO/WHO の合同専門家会議はコーデックス以外に対してもアドバイスを提供してい

る。JECFA の歴史はコーデックスよりも古く、1956 年から設置されている。 
148 「precaution」の訳語として「予防」や「事前警戒」等の訳があるが、本研究ではあ

えて訳さず、「precaution」とする。 
149 「科学以外の要素（OLFs）」に関するコーデックス事務局の討議文書 CX/GP 99/9, パ
ラ 16-18 でも議論している。予防原則は国際的に合意可能な定義は存在しないが、食品安

全の文脈で考えると、リスク評価段階における科学的エビデンスが不十分なために「リス

ク特徴づけ」ができずリスク評価が完了できない状況下で食品由来の緊急事態等が生じた

際に発動されることが考えられるとしている。また、予防原則は不確実性・科学的エビデ

ンスの不十分さに関連し、予防原則を「科学以外の要素（other factors）」を動員できるも

のと解釈すべきでないとしている。 
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が策定されていた時期でもあり、また、環境分野では、1992 年の地球サミット・環境

と開発に関する国連会議（UNCED）におけるリオ宣言（第 15 条）に始まり、「予防原

則」をいかに国際条約や既定の中に取り込むかという議論が展開されていた時期でもあ

ったこともあり、文言（terminology）としての「予防原則」を文書化したい欧州に対

して、そうしたことが偽装的な保護主義に結びつくことを警戒する米国との間で対立が

あった150。こうした背景もあり、欧州は、「予防原則」は既に国際法的に埋め込まれて

いると主張したのに対し、米国は国際法上の明確な地位はないと反発した（CX/GP 00/3、

CRD）。 

他方で、実質的には、健康に対して何らかの悪影響が認められるものの、科学的不確

実性があり、それを立証できるだけの科学的確証性が十分に無い（insufficient）という

状況があった場合に、コーデックスや国家がそれへの対処を可能にする規定が必要との

共通認識はあった。つまり、いわゆる「予防原則」を巡る政治的な対立とは別に、コー

デックスの規格策定に「precaution」が重要であるということについての認識は当初よ

り共有されてきた。1999 年に FAO により開催された国際会議「2000 年以降の国際食

品貿易：科学ベースの意思決定、調和、同等性、相互承認」（FAO (1999)）でも、「precaution」

は、国内国際基準の策定におけるリスク分析の重要な要素であり、この問題の議論はコ

ーデックスが担うべき、としている。実際にコーデックスでは、これまでも健康保護を

目的として「precaution」は講じられてきたと指摘されている（CX/GP 00/3, パラ 37）。

例えば、微生物に関して、それに起因するリスクが明らかにあると分かっていても、科

学的データが不十分な際には、規準の策定の代わりに、そうしたリスクを低減するため

の措置に関する行動規範等を策定するなどしてきた（CX/GP 00/3, パラ 51）。 

不確実な状況で「precaution」が重要との考えは、いわゆる「予防原則」の導入に反

対している米国も共通であった151。米国は、「precaution」はリスク分析のリスク評価、リ

スク管理、リスクコミュニケーションを含むすべての過程で重要であると指摘した。こうし

た予防的な対応は、SPS 協定の中では第 5 条の 7 項の中で規定されている152。また、

当初は、欧州が科学的不確実性の取り扱いをリスク評価の問題（専門家の判断）に限定

しているのではないかと反発したが153、それについても、米国は「precaution」は必ず

しもリスク評価に限ったものではないとし、欧州が不確実性に対して要請するリスク管

                                                  
150 例えば CX/GP 01/3-Add.1、p.9 で、予防原則が貿易保護目的で潜在的に利用される可

能性があると欧州を名指しで非難していた。 
151 米国は、基準策定において「precaution」は様々な形で取り込まれており、例えば上

市前の承認は「precaution」を体現するものと指摘した（CX/GP 01/3-Add.1、p.9）。 
152 SPS 第 5 条の 7 項 では科学的なエビデンスが不十分であっても、国民の健康保護を目

的として緊急的に措置を講じることができるとしている。ただし、より客観的なリスク評

価と定期的な見直しを条件としている。 
153 欧州は、リスク評価における安全係数等の不確実性への対応を「precautionary 
approach」と呼び、リスク管理者の判断のツールと位置付けられる「予防原則」とは

異なると指摘した（CX/GP 00/3-Add.1、p.13）。 
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理者の判断もスコープに入るとした。こうした意味では、文言としての
．．．．．．

「予防原則」
．．．．．．

は

政治的に合意形成が難しかったものの、「不確実性」の取り扱い
．．．．．．．．．．．

という意味では、実質

的には合意できる基盤はあった。上記双方の意見の違いと共通点を巡るコンセンサス形

成は、部会での議論（CX/GP 00/3, CRD）や、部会間に開催されたワークショップ等を

通じて行われた。そして第 24 回総会の議長の提案を踏まえ、第 17 回の CCGP におい

て、「Precaution」と「不確実性」の取り扱いに関する、「内部向けリスク分析適用の作

業原則」のパラ 10、11、および 25 が採択された（表 8 を参照）。 

 

表 8 「precaution」、「不確実性」の取り扱いに関連するルール（「内部向けリスク分

析適用の作業原則」から抜粋・筆者仮訳） 
パラ 10 「人の健康へのリスクに関するエビデンスがあるものの、科学的なデータが不十

分または不完全な場合、コーデックスは基準の策定をするべきではないが、関連す

る文書や行動規範を策定することを検討すべきであり、そうした文書は入手可能

な科学的エビデンスに基づくべきだ」 
パラ 11 「Precaution はリスク分析に内在的な要素である（an inherent element）。人の

健康に対する食品由来のハザードのリスク評価、リスク管理の過程では不確実性

の多くの原因（sources）が存在する。リスク分析においては、入手可能な科学的

情報の不確実性の度合いや可変性が明示的に考慮されなければならない。コーデ

ックスが基準や関連する文書の策定をするのに十分な科学的エビデンスが存在す

る場合、リスク評価と選択されたリスク管理に用いられた前提（the assumptions）
はハザードの不確実性度合いとその特性を反映したものでなければならない」 

パラ 25 「リスク評価書は、制約、不確実性、前提とそれらがリスク評価に対して与える影

響をいかなるものでも報告しなければならない。少数意見も記録されなければな

らない。リスク管理措置の決定に影響する不確実性はリスク評価者ではなく、リス

ク管理者の責務・管轄である」 

 

この不確実性に関する取扱いのルール化・整理で重要な点は、以下の 3 点である。第

一に、リスク評価の過程における前提や判断の透明化・明確化がなされたこと。第二に、

「precaution」がリスク分析全体・規格策定において重要な要素であることを明文化し、

データが不十分な場合、コーデックスは規準を策定しないが、その段階で入手可能なデ

ータに基づき勧告や関連する文書を策定することを確認したこと。第三に、不確実性に

よってもたらされるリスク管理措置への影響についての判断はリスク管理者にあるこ

とを明文化したこと、である。このように実質的には、リスク分析における不確実性の

取扱いがより明確になったことで、コーデックスの基準策定における紛争要素は低減さ

れたと評価できる。 

Poli（2004, p.629）は、「内部向けリスク分析の作業原則」パラ 10、11 について、意

味のない妥協（poor compromise）と評したが、本研究で明らかにしたように、実質的

な意味では、不確実性の取り扱いに関する要望・共通の基盤は反映されている。当時の

議事録で、欧州は積極的な形で予防原則が明記されなかったのは154遺憾であるとしつつ

                                                  
154 第 16 回 CCGP における原案では、脚注に「予防原則の」文言を入れる原案が
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も、「最終的な合意文書には合意できる」として（CX/GP 02/3-Add.3）、採択の際に留保

の表明などはしなかったことからも双方の一致点を導出したコンセンサスと言える。ま

た、Winickoff and Bushey（2010, p.364）は、コーデックスに新たに導入されたリス

ク分析の枠組みが、「予防原則への言及を抑え込んだ（supress）」と評したが、本研究

では実質的に不確実性の取り扱いが明確化されたことで予防原則を巡る対立が沈静化

されたと評価する。 

 

２．２．２ FAO/WHO の、科学的アドバイスに関する協議過程と個別食品領域におけ

るリスク評価のあり方の議論 

上述のように、コーデックスの各部会と FAO/WHO 専門家会議間でリスク分析のあ

り方や不確実性の取り扱いをめぐる議論が活発になるにつれ、FAO/WHOにおいても、

リスク評価機関として科学的アドバイスについて明確化する作業が展開された155。

FAO/WHO では、2001 年第 24 回コーデックス総会からの FAO/WHO 合同専門家会議

に対する科学的アドバイスのレビューの要請を受けて、2003 年に｢FAO/WHO の科学

的アドバイスに関する協議過程（FAO/WHO Consultative process on scientific 

advice）｣というプロジェクトを立ち上げた156。2004 年に、「食品安全に関する評価―

コーデックスと加盟国に対する科学的アドバイスに関して（ “Food Safety 

Consultations － Provision of Scientific Advice to Codex and Member Countries”）」

のワークショップを開催し、その参加者は、科学的アドバイスの定義や運用、リスク評

価と管理のあり方などに関する論点と 29 の勧告を提示した。この中で、科学的アドバ

イスはいかなる不確実性も（科学的知見についてもデータについても）明確に提示しな

ければならないこと（勧告 1 の一部）や、少数意見についても適切に検討されなければ

ならないこと（勧告 2 の一部）、専門家の選定手順の明確化（勧告 13）等が指摘された。

更にこれらの議論や勧告を発展させ、2006 年 10 月から 2007 年 1 月までのパブリック

コメントの期間を経て「食品安全と栄養に関する科学的アドバイスの FAO/WHO の枠

                                                  
（square blacket:カッコ書きで）検討されたが（CX/GP 01/3 のセクション II）、それは受

け入れられず、「予防原則」の文言は明記されなかった。 
155 このプロジェクトでは、2003〜2004 年にかけて E フォーラム、ワークショップや専

門家の審議などで議論が行われた。 
156 このプロジェクトに並行して、化学物質に特化したリスク評価のあり方についての議

論も行われた。食品中の化学物質の規格を策定しているコーデックスの部会（CCFAC、

CCPR、CCRVDF など）でのリスク分析適用の議論の進展に伴い、それらのリスク評価依

頼先である JECFA や JMPR におけるリスク評価がどのように行われており、今後どのよ

うにしていくべきかという問題を検討する必要性が論じられた。これを受けて、2002 年に

FAO/WHO では、「食品中の化学物質のリスク評価の手法と原則に関するプロジェクト 」
を立ち上げた。プロジェクトの成果は、2006 年に「リスク評価に関する原則と手法のアッ

プデート：農薬と動物用医薬品の MRL（Updating the Principles and Methods of the 
Risk Assessment: MRLs for pesticides and Veterinary Drugs）」というレポートにまとめ

られている。 
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組み（“FAO/WHO Framework for the Provision of Scientific Advice on Food Safety 

and Nutrition (to Codex and member countries) ”）」がまとめられた。 

これらのプロジェクトによって、様々な変化がもたらされた。上述の通り、リスク評

価方針のやり取りの中で、科学的アドバイスの解釈や不確実性についての明確化はコー

デックスの文書に明文化されたが、FAO/WHO の側でも、上記の 2004 年の「食品安全

に関する評価―コーデックスと加盟国に対する科学的アドバイスに関して」の不確実性

等に関する勧告が、2007 年の報告書でも確認されるとともに（FAO/WHO (2007a), p.3-

4, p.10）、FAOとWHOの間の調整等を行う科学的アドバイスの所管部署や（FAO/WHO 

(2007a), p.12）、専門家の選出についても明確化と改善がなされた。常設の FAO/WHO

合同専門家会議における専門家の選出は FAO/WHO に加えて外部の関連する専門家が

2 名参加して行われる（FAO/WHO (2007a), p.16）157。専門家は選出されると、利害相

反の表明をする158。利害相反のある専門家の参加について、事務局は議長に判断を仰ぎ、

議論に参加するか、最終的判断に関与するかを検討する。潜在的な利益相反についてど

のように扱ったかについては、報告書に明記される。例えば、2006 年に行われたエン

テロバクター・サカザキに関する JEMRA（FAO/WHO 合同微生物学的リスク評価専門

家会議）のレポートでは、利害表明の頁で、16 人中 5 人が明記されており、これらの

うち 2 名については、潜在的に利益相反があるとして、最終決定･勧告には参加してい

ないと明記されている（FAO/WHO (2007c)）。 

その後も、科学的アドバイスの改善・明確化についての検討が、より具体的な形で継

続されている。例えば、不確実性分析（Uncertainty Analysis）の動きでは（FAO/WHO 

(2008)）、どのような段階で不確実性が生じるのかの分類をしている－①プロセス上の

不確実性（process uncertainty）、モデルの不確実性（model uncertainty）、パラメー

ターの不確実性（parameter uncertainty）、統計上の不確実性（statistical uncertainty）、

計測上の不確実性（measurement uncertainty）等、である。 

 

２．３ 「第一の透明化」がもたらしたコーデックスの議論の一定の「非政治化」 

以上のように、科学の優位性の確立とともに、コーデックス、そしてコーデックスに

科学的評価を提供する FAO/WHO の間で、「第一の透明化」にかかわる展開が進展した。

これは、科学的なプロセスにおける中身の明確化、特に不確実性の取り扱いのあり方を

整理・ルール化する重要な動きであった。コーデックスにおける「科学」の制度化につ

いては、しばしば、リスク分析の作業原則等に「予防原則」という文言が盛り込まれて

いないことを以て、既存研究等では批判的に論じられる（Poli (2004), Winickoff (2010)

                                                  
157 JECFA の場合登録は 5 年有効とされる。 
158 利害相反について、専門家自身とそのパートナーも含む金銭等の利害としている。ま

た、FAO は利害相反のフォームを公開しており、また、WHO は会議の客観性が問題とさ

れた場合に限って公開するとしている（FAO/WHO(2007a)の 5.4（pp.18-19）を参照）。 
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等）。しかし、本研究では、確かに文言として「予防原則」と明記してはいないものの、

不確実性下で行われた前提や判断は明示化すること、データが不十分な場合は（実施規

範等で対応を検討し）基準を採択しないこと、また不確実性による管理判断への影響は

リスク管理者の所管であること等が明示化されたので、実質的な意味では、リスク管理

者が予防的対応や措置を講じることができ、内在的に取り込まれていると評価できる

（「precaution」はリスク分析のすべての過程で内在的な要素と明文化もされた）こと

を明らかにした。こうしたことから、その後コーデックスでは「予防原則」を巡る議論

はほとんど問題として出てこなくなった。これは、実質的な意味で「科学」の中身を透

明化に寄与する要素が整理され、ルール化されたことが一定の「非政治化」をもたらし

たためと言える。 

 

３．コーデックスの意思決定における「科学以外の要素（OLFs）」のクライテリア 

 

３．１ 「科学以外の要素（OLFs）」のクライテリア策定の経緯 

 

３．１．１ 議論の契機－乳量を増加させるホルモンｒBST を巡る議論から 

２．で論じたとおり、1995 年の第 21 回コーデックス総会では、「科学とその他の要

素の原則」が採択され、成長ホルモンは僅差の投票により、MRL が採択されたが、同

じくコンセンサスが得られていなかった牛の乳量の促進を促すホルモン、遺伝子組換え

牛ソマトトロピン（reconbinant bovine somatotropin, rBST）については投票により延

期された。rBST については 1992 年の JECFA の評価で安全上の問題はないとされ、

1995 年と 1997 年の総会でも投票が行われたが、延期が決定され、今日に至るまでス

テップ 8 でとどめられている。「科学以外の要素（OLFs）」の話は、この rBST の MRL

に、「科学とその他の要素の原則」の 2 項目目、すなわち、「適切な場合に（where 

appropriate）、公正な食品貿易の促進と消費者保護に関連するその他の正当な要素

（other legitimate factors）も認める（will have regard）」にある、「適切な場合」がど

のような状況で、どのような要素を考慮するのか、という問題をめぐり議論されていく

こととなった（Jukes (2000)）。 

 

３．１．２ 「科学以外の要素（OLFs）」に関する議論の経緯 

以下では、｢原則の 2 つ目に述べられているその他の要素を考慮する際のクライテリ

ア159（以下、「科学以外の要素のクライテリア」とする）｣の策定において論じられた議

論と経緯をまず整理する。 

1997 年の第 22 回コーデックス総会では、上述の rBST の議論に際し欧州が管理段階

                                                  
159 General Decision of the Commission, Criteria for the Consideration of the Other 
Factors Referred to in the Second Statement of the Principle. 
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における消費者の懸念や動物倫理の問題なども規格策定においては考慮すべきである

と論じた。これを受けて、「科学とその他の要素の原則」の 2 項目目の「科学以外の要

素（OLFs）」が考慮されるクライテリアについての議論が CCGP で行われることとな

った。「科学以外の要素のクライテリア」の議論は 1998 年の第 13 回 CCGP から開始

され、2001 年の第 16 回 CCGP まで議論が展開された。 

1998 年の第 13 回 CCGP では、欧州が、コーデックスの役割は、単に JECFA の勧

告を取り込むことではなく、コーデックスの責務に見合ったリスク管理を行う組織とし

てリスク評価に加えて政策的な選択事項もすべきであること等を表明し（ALINORM 

99/33, パラ 61）160、消費者懸念等の重要性を指摘した。しかしそうした要素は国によ

って考えが異なるとして各国の意見に隔たりがあった（ALINORM 99/33, パラ 63,64）。 

1999 年の第 14 回 CCGP では、「科学以外の要素（OLFs）」についてコーデックス事

務局の用意した文書（CX/GP 99/9）161をもとに検討がなされた（Jukes (2000)）。この

文書の中で事務局は、コーデックスにおいて現在考慮されている「科学以外の要素

（OLFs）」として、以下の要素を掲げた；貿易の経済的なインプリケーション、食料安

全保障、技術的観点からの実行可能性（生産、加工、流通、輸送、貯蔵）、農業生産工程

管理（Good Agricultural Practice，GAP）、適正獣医療規範（Good Veterinary Practice, 

GVP）、食品添加物の場合は技術的正当性、生産加工手法とその制約、分析手法とサン

プリング計画、監督検疫措置の実行可能性（CX/GP 99/9, パラ 30）。欧州は、「直接健

康に影響しない要素も考慮すべきで、消費者懸念やその他の社会的要素は公正な貿易の

慣習に関連し、意思決定の重要な要素である」とした（ALINORM 99/33A, パラ 70）。

環境については、コーデックスの直接の管轄ではないものの、国際的な合意があるなら、

それに対して極力悪影響をもたらさないようにするべきとの点については多く支持が

あった（ALINORM 99/33A, パラ 69）。その他、ALARA（As Low As Reasonably 

Achievable，合理的に到達可能な範囲でできるだけ低くする）原則、GMP（Good 

Manufacturing Practice，適正製造規範）、宗教的考慮事項、倫理的考慮事項も入れる

べきという意見が出された（ALINORM 99/33A, パラ 71,73）162。 

2000年の第15回CCGPでもコーデックス事務局の用意した討議文書（CX/GP 00/7）

                                                  
160 特に BST のような問題の場合は、消費者懸念や「科学以外の要素（OLF）」の考慮は

必須で、技術の正当性や必要性も考慮されるべきとした。BST は、生産システムが集約的

な大規模農業をしている場合には必要とされるかもしれないが、欧州の場合はそうでな

く、農業政策や、環境影響などにも関連するとした。その他、抗生物質の使用のために免

疫機能の低下などもたらす可能性がある点も指摘された。また、消費者の懸念を重視すべ

きことも指摘された（ALINORM 99/33 パラ 62） 
161 なお、rBST についても別途コーデックス事務局の討議文書が作成され、当時のコーデ

ックス事務局の考えがまとまっている（CX/GP 99/10）。 
162 オランダ・デンマークは、生産プロセスに関する動物福祉や成長促進に用いられるバ

イオテクノロジーについての判断はその他の要素となるとした（ALINORM 99/33A パラ

67）。 
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に基づき議論がなされた。その文書でコーデックスが考慮する事項として列挙された要

素は、前年の事務局の討議文書とほぼ一緒であったが、当時の考えを知るうえで重要な

点は、①途上国への配慮、②環境影響（environmental impact）と③消費者への情報

（consumer information）の項目が追加された点である163。この部会で「科学以外の要

素のクライテリア」の原案が提示された。コーデックス事務局は、「消費者懸念」や「社

会的な選好」は国ごとに異なるのでコーデックスの意思決定における考慮事項に当たら

ないとしたが「消費者への情報」については考慮事項に挙げた（詳細は２．２）。しか

しクライテリアの原案に「消費者への情報」は盛り込まれなかった。他方で途上国への

配慮と環境懸念についてはこの時点では考慮事項として原案に入っていた（途上国への

配慮は問題なく合意された（ALINORM 01/33 パラ 91））。この部会で、オランダは「科

学以外の要素（OLFs）」の対象を、動物倫理、消費者懸念、消費者の選択といった要素

にまで拡大する必要性や、バイオ特別部会においてもこうしたことを議論する必要性を

訴えた（ALINORM 01/33, パラ 86）。しかし米国は、消費者の健康保護と公正な貿易

の促進に関連しない「科学以外の要素（OLFs）」はコーデックスの管轄外であるとし、

社会的な選択は国の責任である（ALINORM 01/33, パラ 88）と主張した。そしてクラ

イテリアに盛り込むべき内容を具体的に検討するため、関連する個々の部会（CCFH、

CCFAC、CCRVDF、CCPR、CCNFSDU など）に対して、現状何が「その他の要素」

として考慮されているかについての見解を求めることになった（ALINORM 01/33, パ

ラ 95）。 

次の 2001 年の第 16 回 CCGP で、最終的な「科学以外の要素（OLFs）」のクライテ

リアの原案が作成された。環境については、関連する国際機関における合意事項との関

連性を盛り込むことは国際調和の観点からも重要であるとする意見と、これらの要素が

コーデックスの組織目的に必ずしも一致しないこと、また余計な貿易障壁になりかねな

いとして反対する立場で対立があり合意が得られなかった（ALINORM 01/33A, パラ

92-98）164。最終的には 2001 年の第 24 回コーデックス総会で環境の項目について整合

性を図るのは各国の責任ということで合意し、クライテリアに環境懸念は盛り込まれな

かった（ALINORM01/41 パラ 94）165。こうして「科学以外の要素のクライテリア」が

採択された（詳細は表 9 を参照）。 

 
                                                  
163 この討議文書では、以下の項目が現行のリスク管理で検討されている項目と指摘；貿

易の経済的なインプリケーション、技術的観点からの実行可能性（生産、加工、流通、輸

送、貯蔵、生産加工手法とその制約）、GAP、GVP、食品添加物の場合は技術的正当性、

分析手法とサンプリング計画、監督検疫措置の実行可能性、環境影響、消費者への情報提

供（前年の討議文書に環境影響と消費者への情報が追加された）。（CX/GP 00/7, パラ 33） 
164 その他 WTO への参照についても盛り込むべきとの意見があったが、あえてコーデッ

クスとして文書に記入する必要はないとする意見もあり、合意が得られなかった。 
165 もう一つ CCGP で合意できていなかった、WTO の SPS と TBT 協定の参照について

は脚注に盛り込むことで合意した。 
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表 9 コーデックスにおける「科学以外の要素（OLFs）」のクライテリア 

（以下、Codex Procedural Manual (23 版), p.216-217 より筆者仮訳・下線は筆者強調） 

1. 健康安全にかかわる事項の考慮においては、「科学とその他の要素の原則」に基づくべき

2. 健康保護と公正な貿易にかかわる、その他の正当な要素（other legitimate factors）はリ

スク管理の段階で特定され（may be）、リスク管理者はそれらの要素がリスク管理の選

択肢、基準、ガイドライン、関連する文言の策定にどのように影響するのかを伝えなけれ

ばならない 
3. その他の要素に関する考慮がリスク分析の科学的な基盤（scientific basis）に影響をもっ

てはならない。その過程においては、リスク評価の科学的な integrity を確保するため、

リスク評価と管理の分離が重視されるべき（should be respected） 
4. ある国の正当な懸念に基づき策定された国内規制は、一般的に適用可能なもの、あるい

は世界的に関連があるもの、とは言えないことを認識すべき（注 1） 
5. 世界全体で受け入れられるもの、あるいは地域規格・文書の場合は地域ベースで受け入

れられるもののみが、コーデックスのその他の要素として認められるべき 
6. コーデックス委員会及び部会におけるリスク管理勧告の策定においてある特定のその他

の要素が考慮される場合には、その根拠を含め、ケースバイケースで、明確に明記される

べき 
7. 生産・加工・運搬・輸送の性質上の制約に基づくリスク管理の選択肢の実行可能性につい

ては、特に途上国に配慮して、検討されうる。経済的利害・貿易問題は量的データに基づ

くべき。 
8. リスク管理におけるその他の正当な要素の取り込みが不当な貿易障壁（注２）となって

はならない。そのようなその他の要素を用いる場合は、途上国への影響に対する特別な

注意が必要。 
注１：SPS 協定及び TBT 協定における国内措置の正当化とその国際レベルでの妥当性につい

ての混乱を回避すべき 
注２：WTO の原則に基づき、また、SPS 協定及び TBT 協定における特定の条項を考慮して

 

３．２．意思決定における考慮事項の項目の分析－何が考慮の対象で何がそうでないか 

 

３．２．１ 議論の過程で挙げられた「科学以外の要素（OLFs）」 

議事録から、CCGP や総会の議論166及び、CCGP の依頼を受けて議論した各部会で

                                                  
166 Jukes (2000)は、「科学以外の要素（OLFs）」に関してコーデックス事務局が第 14 回

CCGP で提示した討議文書（CX/GP 99/9）をもとに、クライテリアが採択される前に検討

された要素を紹介した。Jukes (2000)は、コーデックス事務局の認める項目を①経済的持

続性、②分析手法の欠如、③技術的達成可能性、④安全係数と整理した。また、潜在的な

その他の要素として、①技術的必要性、②環境懸念、③動物福祉、④消費者懸念と整理し

た。本研究は、第 14 回 CCGP で提示された討議文書に加え、その後の議論、すなわち、

CCGP の第 15 回（ALINORM 01/33）、第 16 回の部会（ALINORM 01/33A）で論じられ

た点とその際に提示されたコーデックス事務局の討議資料（それぞれ CX/GP 00/7 および

CX/GP 01/5）、さらに、CCGP の要請を受けて各部会で挙げられた要素（第 32 回 CCFH
（ALINORM 01/13 パラ 111）、第 32 回 CCFAC（ALINORM 01/12,パラ 144）、第 12 回

CCRVDF（ALINORM 01/31 パラ 11）、第 33 回 CCPR（ALINORM 01/24A、CX/PR 
01/17））における論点を整理し、最終的に策定された「科学以外の要素（OLFs）」のクラ

イテリアや「内部向けリスク分析適用の作業原則」の項目等と照らし合わせて分析した。 
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挙げられた項目167をリストアップしたうえで、現在のコーデックスのルールと運用に照

らし合わせ、コーデックスで認められているもの（「対象」事項）・認められていないも

の（「非・対象」事項）を検討・整理した（表 10 参照）。なお、「科学以外の要素のクラ

イテリア」は極力一般的な内容にすることを目指していたので、採択されたクライテリ

アは、具体性がそぎ落とされているが、この議論の過程で挙げられた要素は、その後、

2003 年に策定された「内部向けリスク分析適用の作業原則」（Codex Procedural 

Manual（23 版）p.109-115）の中で「科学以外の要素（OLFs）」と明言せずに取り込

まれているので、そこで認められているもの、また、コーデックス手続きマニュアルに

記載されている関連する事項（表 11 参照）については、それらも併せて検討の対象と

した。 

 

表 10 CCGP および関連する各部会における検討の議論の中で挙がった「科学以外の

要素（OLFs）」の項目 

（注：合意した内容だけでなく議論の中で検討目的に上げられた項目も含む） 
人の健康

リスク評

価の実施・

導出に直

接関連す

る要素 

技術的実行可能性 
 

認められている。リスク評価の実施において分析方法やサン

プリングプラン・手法、データの確保（質的・量的）、専門

知識が十分に存在するか等。 
技術的妥当性168 食品添加物のみに認められており、それ以外には認められな

い169。 
ベネフィットの考

慮 
食品のリスク分析における、リスクベネフィットの分析

（Risk benefit analysis）は今後の課題とされている170。 
社会的実行可能

性・社会影響 
（社会基盤にかか

わるもの） 

認められている。 
具体例として、以下のような要素。製造工程における慣習、

生産・製造・輸送・貯蔵、食品加工や調理、（特に中小企業

の）措置の実行性、製造規範にかかわるもの（GAP、GMP、
GVP）、リスク低減へのアプローチとしての ALARA、伝統

                                                  
167 例えば、第 12 回 CCRVDF で、その他の要素として合意された事項は、GVP、
GMP、技術的実行可能性、食品成分及び品質の大きな変化、暴露低減の必要性、

ALARA、食品消費の推計、畜産物由来以外の（化学物質の）残留であった（ALINORM 
01/31, パラ 11）。 
168 技術的妥当性について、食品添加物に関する一般規格（GSFA）ではその前文におい

て、「食品添加物の使用が妥当とされるのは、当該使用によりメリットがあり、消費者に対

する認知できる健康上のリスクを示さず、消費者に誤解を与えることなく、かつコーデッ

クスが定める技術的機能のうち少なくとも一つを果たすとともに、…当該目的が経済的及

び技術的に実行可能な他の手段によって達成できない場合に限られる」としている。農林

水産省の仮訳より引用。

http://www.maff.go.jp/j/syouan/kijun/codex/standard_list/pdf/stan192.pdf 
（accessed 2015/10/29） 
169 欧州は食品添加物に認められている技術の妥当性をほかの分野にも認めるべきと主張

した。例えば前述の脚注でも指摘したが BST の場合、集約的な農業システムとそうでな

い農業政策の国では必要性が異なると主張していた（ALINORM 99/33, パラ 62）。 
170 例えば、魚に含まれるメチル水銀によるリスクは魚を食すことによる栄養等のベネフ

ィットも踏まえて検討することが求められている（FAO/WHO(2010)）。 
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的文化的地域的食品摂取消費量やパターン、栄養への影響、

あるリスクに対し感受性の高いサブグループへの配慮等。 
経済的実行可能性 
（管理措置実施上

の経済的コスト） 

認められている。 
分析手法の確立や基準策定にかかる費用的な実行可能性等。

管理・監督上の実

行可能性（管理体

制や監督能力にか

かわるもの） 

認められている。 
管理体制における実務上の実施・監督の実現可能性、検査検

疫体制の実行性、管理措置の執行をするためのリソースの十

分さ等。 
人の健康

リスク評

価の実施・

導出に直

接は関連

しない要

素 

経済利害・貿易に

関する事項 
経済的利害と貿易へのインプリケーションは明確に認めら

れている。 
途上国への配慮 途上国への配慮は、実施においても、経済利害においても明

示的に認められている。 
環境に関する事項 環境に関しては、「科学以外の要素のクライテリア」の策定

途中でコーデックス事務局の討議資料にも、「科学以外の要

素のクライテリア」の草案にも認められる事項として挙がっ

ていたものの、最後の段階で外された。 
消費者懸念・選好

に関する事項 
ほとんど毎回どの部会でも議論の項目として挙がった。コー

デックス事務局の考えでは、消費者懸念・選好は、「コーデ

ックス」の考慮事項に当たらない、コーデックスでは世界全

体で適用可能な要素のみを対象とし、また、こうした要素を

判断する客観的クライテリアもモデルもないと指摘した（た

だし、国家レベルでこうしたことを考慮することを否定しな

い）。 
消費者の知る権利 もともと「科学とその他の要素の原則」の中の 3 つ目の事項

にも入っており、コーデックス事務局の討議資料では認めら

れる要素として挙げられていた（消費者懸念などはこれで対

応すべきとの解釈も論じていた）が、その位置づけについて

の解釈はその後も議論の対象となっている。 
動物福祉に関する

事項 
コーデックスの管轄になく、また、JECFA も動物健康に関

する評価は実施してない。ただし動物用医薬品のガイドライ

ンの中に関連する記載がある171。 
宗教的文化的事項 項目として具体的に論じられることはあまりない172。 

 

  

                                                  
171 Guidelines for the Design and Implementation of National Regulatory Food Safety 
Assurance Programme Associated with the Use of Veterinary Drugs in Food Producing 
Animals（CAC/GL 71-2009）Adopted 2009. Revision 2012, 2014. 
http://www.codexalimentarius.org/download/standards/11252/CXG_071e_2014.pdf 
（accessed 2015/10/29）上記文書の一般原則の中には、動物用医薬品は、「動物の健康、

動物福祉、環境保護など様々な理由により規制」されており、それについてはコーデック

スの組織目的にないが、規制当局の残留管理の中で明確に特定され正当化されるべきとす

る規定がある。 
172 コーデックスでは、ハラールの文言の使用に関する一般ガイドライン（CAC/GL 24-
1997）がある。 
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表 11「科学以外の要素（OLFs）」と明記していないものの関連するその他の文書 
「コーデックス内部向けリスク分析適用の作業原則（Working Principle for Risk Analysis 
for Application in the Framework of the Codex Alimentarius）」（一部抜粋） 
途上国の要求と状況はリスク分析の各段階において特定され考慮されなければならない（パ

ラ 12）、リスク評価に用いるデータは途上国を含む世界中の国々から収集しなければならず、

ない場合は FAO/WHO に要請すべき（パラ 22）、リスク管理では、フードチェーン全体にお

いて生産・貯蔵方法及び分析サンプリング検査方法や施行と遵守の実行可能性等を考慮すべ

き（パラ 30）、経済的帰結とリスク管理の選択肢の実行可能性を考慮すべき（パラ 35）、リ

スク管理を決定する際に、途上国の状況に特別な注意が払われなければならない（パラ 35）。

「コーデックス規格基準策定における統一手順（Uniform Procedure for the Elaboration of 
Codex Standards and Related Texts）」 
策定する規格基準が加盟国の経済的利害（economic interest）にもたらす影響について、規格

策定手順のステップ 3、5、6、8 で検討することが記されている。 
「コーデックスの部会及び特別部会の議長のガイドライン（Guidelines to the Chair persons 
of Codex Committes and Ad Hoc Intergovernmental Task Forces）」 
議長の議事進行上の手順の中でも、特に経済的なインプリケーションの検討はステップ４と

７の段階で十分に議論されることを確保することとされている。 

 

以下、３．２．２では明示的に考慮事項の「対象」となった項目について、３．２．

３では考慮事項の「非・対象」とされた項目について、上記議論の過程で挙げられた論

点や現在のルールと照らし合わせて、より具体的に論じる。 

 

３．２．２ 明示的考慮「対象」となった事項 

明示的な考慮事項の「対象」は、（1）実行可能性、（2）貿易的・経済的利害、（3）途上国

への配慮、の 3 点である。 

（1）実行可能性－技術的、社会的、経済的、管理監督上 

実行可能性は「科学以外の要素（OLFs）」のクライテリアでも、「内部向けリスク分

析適用の作業原則」パラ 34，35 においても明示的に認められている事項であり、これ

らは一般的にすでにコーデックスの意思決定の際に考慮されているものと認識されて

いる（ただしどのように検討されているのかについての具体的なクライテリアはまだな

い（CX/GP 01/5 パラ 11））。議論の過程で挙げられた要素は、技術的、社会的、経済的、

管理監督上の実行可能性の側面である。なおこれらの側面にはそれぞれ関連性もあり、

排他的な分類ではない。 

・ 技術的実行可能性：技術的水準や科学的知見の蓄積が十分にないために実現が難し

い状況が考えられる。例えば、MRL や ML の設定は、その物質の分析方法やサン

プリング方法がないと設定できない。科学的知見が蓄積されていない場合はその他

の手段で対応することもありうる。かつて CCFAC ではヒ素の基準についての検討

を中断したが、ヒ素の化学的形態やそれに応じた毒性についての科学的知見が不十

分なためであった。こうした汚染物質や微生物の管理では、リスク評価で不確実な

部分がある際には、行動規範や製造工程における危害分析重要管理点方式（Hazard 
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Analysis and Critical Control Point, HACCP）によってリスク低減のための対応

を検討する。 

・ 社会的実行可能性：社会環境・基盤やインフラ等に起因する実行可能性も考えられ

る。例えば、農薬や動物用医薬品の MRL はそれぞれ GAP や GVP の実施とセット

で検討がなされるが、GAP や GVP は国によって実施の仕方が必ずしも調和してお

らず、その徹底は社会的基盤にも左右されるので、そうした要素も考慮に入れなけ

ればならない。また、例えば、動物用医薬品の畜産物への残留は、休薬期間をどれ

だけ設けるかといったことによっても左右される。さらに、最終食品の衛生状態や

残留状況は食品の生産・加工・流通・貯蔵の仕組みがどの程度確立しているのかに

も大きく依存しており、そうした社会的基盤も考慮の必要がある。例えば、生鮮野

菜や果実についての行動規範の作成においては、生産や加工段階の特性や制約につ

いても考慮に入れた。汚染物質の管理も、例えば土壌の重金属等の場合は、その土

地の土壌にどの程度汚染物質があるのか、どの程度低減させることが可能か、食品

のリスクと供給はどのように影響を受けるかといったことを総合的に判断して

ALARA で対応する。 

・ 経済的実行可能性：経済的実行可能性に関わるのは、管理措置の実施上の経済コス

ト、例えば、分析手法の確立や基準策定にかかる費用等である。その他、後述の経

済的利害にも関連するが、措置の実行自体の経済的実行可能性もある。 

・ 管理監督上の実行可能性：基準を設定しても、管理側の体制としての実行可能性が

十分かという問題もある。組織人員の十分さや検査能力の十分さなども含まれる。

検査が十分に実施されるためには、上記の技術的な実行可能性等に加えて、検査機

器・検査キットが十分に備えられているか、精密な検査を行える人材がいるかとい

ったことにも依存する。例えば、基準値を策定する際に、無機ヒ素の検出には高い

技術が要されることから、基準値を総ヒ素で策定することとしたという例がある。 

 

（2）経済的・貿易的利害 

経済的利害については、「コーデックス規格基準策定における統一手順（Uniform 

Procedure for the Elaboration of Codex Standards and Related Texts）」の規格策定手

順（ステップ３、５、６、８）中においても、「内部向けリスク分析適用の作業原則」の中にも

明示的に「対象」とされている事項である（パラ 35）。また、「コーデックスの部会及び

特別部会の議長のガイドライン（Guidelines to the Chair persons of Codex Committes 

and Ad Hoc Intergovernmental Task Forces）」における議長の議事進行上の手順の中

でも、特に経済的なインプリケーションの検討はステップ４と７の段階で十分な議論を

確保することとされている（Codex Procedural Manual（23 版）p,99）。 

コーデックス事務局の討議資料では、経済的・貿易的利害の例として、ある基準値の

策定（例えば微生物規格のクライテリア）が輸出国の生産や輸出に大きな影響を持つ場
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合を挙げた（CX/GP 99/9, パラ 24）。また、こうした要素を考慮する場合は、量的なデ

ータの提示に基づかなければならないとしている173。 

一方、このように考慮事項の対象として明示的に認められているものの、それをどの

ように組み込むかについては十分なツールも、具体的な仕組みも、国際レベルで経済的

なコスト・ベネフィット評価を客観的に行う主体も、まだ存在しない。こうしたことか

ら、CCGP では、経済影響について提出するメカニズムの検討と、そうしたことを検討

するための書類の書式を含めた検討が第 26 回 CCGP（2010 年 4 月）からなされた。

しかし、経済的影響と食品安全性問題及びその他の要素の調整をどのように考慮できる

かについてのメカニズムやツールはまだ十分にできていないこと等を理由として、議論

は一度終了した。 

なお、汚染物質部会では、貿易や経済的影響がいかほどか、異なる基準値の設定によ

って違反率がどの程度になるのか、ということへの考慮を日常的に行っている。汚染物

質は、添加物など意図的に添加するものと異なり、添加しないという選択肢が無く、ゼ

ロにすることも難しいという性質を持つ。このため、リスクを検討する際に、ハザード

の毒性を踏まえて、可能な限り合理的に低い水準にする ALARA アプローチがとられ

る。具体的には、リスク管理者が数値のオプションを複数提示して、JECFA が汚染デ

ータ等を踏まえてリスク評価を行い、違反率が 2〜3%の範囲に収まるなら妥当とされ

る（慣習的には違反率が 5〜10%となると高すぎるので低減するための管理手段が検討

される）。 

 

（3）途上国への配慮 

途上国への配慮については、上記のリスク管理措置の実行可能性の側面においても、

経済利害・影響の側面においても、必要であるとの共通理解があった。例えば、「内部

向けリスク分析の作業原則」の中でも、特別な配慮がなされるべきことが、リスク分析

の全般（パラ 12）、リスク評価（パラ 22）、管理の意思決定（パラ 35）すべての段階で

論じられている。こうした考慮が明示的になされるのは、グローバルな基準の策定には、

途上国の要素が不可欠との共通認識の反映である。 

 

３．２．３ 議論の過程で挙げられた「科学以外の要素（OLFs）」のうち「非・対象」

とされた考慮事項 

３．１の議論の経緯で見たように、大きく争点となったのは、消費者懸念・選好の問

題、環境や動物福祉の問題であったといえる。環境や動物福祉は、コーデックスの国際

                                                  
173 なお、発端となった rBST に関しては、貿易上の問題でないとの主張が欧州から明示

的に示されている。1999 年まで BST の使用についてモラトリアムが講じられているが、

「BST を用いた乳・乳製品の禁止はしていない（ので）…貿易上の問題はない」

（ALINORM 99/33, パラ 65）としていた。 



104 
 

機関としての組織目的や管轄に即して考えると必ずしもスコープの中に位置づけられ

ないが、消費者利害は、こうした要素を重視する国からすると、食品安全の領域として

排除しきれない関連性を持ちうる。消費者の懸念・選好は、クライテリア策定の際に毎

回必ず挙げられた項目であったが、ルール化することができず、「非政治化」の限界要

因となった。 

 

（1）消費者の利害－消費者懸念・選好 

「消費者懸念・選好」の問題が難しいのは、以下に論じるように、一般的な（特に国

レベルの）議論の中では認められているものの、コーデックスという国際基準の枠組み

の中では認められないからである。実際、一般的なリスク分析の枠組みの議論の中では、

リスク管理の段階における消費者の懸念・選好、社会的選好や選択といったものは、考

慮される要素と論じられる。例えば、1997 年の FAO/WHO 報告書（Risk Management 

and Food Safety）では、「その他の要素（other factors）」の事例として、経済コスト、

ベネフィット、技術的実行可能性と社会的な選好（societal preferences）を挙げていた

（FAO/WHO (1997), p.6）。しかしコーデックス事務局は、「（FAO/WHO (1997)にある：

筆者補足）勧告が、例えば社会的選択
．．．．．

（societal choices）のような健康保護以外の要素

を考慮に入れてよいとしていると解釈するべきではない174」（筆者強調）と、この要素

を取り込むことについて明示的に否定している（CX/GP 99/9, パラ 9175）176。その理由

として、こうした要素は国や地域によって異なる点（CX/GP 99/9, パラ 9）、安全や経

済利害と異なり客観的なクライテリアがない点（CX/GP 00/7, パラ 12）を挙げている

177。ただし、もう一つ重要な（かつ混乱を招く）点は、コーデックスではこうした要素

は国レベルで検討すべきこととしており、完全に否定しているわけではないことである

（CX/GP 99/9, パラ 8）。このように「消費者懸念・選好」については、コーデックス

の検討スコープにないとの見解を示す一方、「消費者の選択」については「表示」で対

応できるとの認識もこの時点の事務局の見解では示している。「コーデックスの文書も

国内規制も、消費者への情報や消費者の選択の問題は、消費者が知ったうえで選択でき

るよう表示で対処するべき」で、これは「科学とその他要素の原則の 3 つ目の項目とし

                                                  
174 そして FAO/WHO で社会的な選択が「その他の要素」として挙げられたのは、この報

告書の対象が、コーデックスのみならず、各国政府も含んでいたからであるとしている

（CX/GP 99/9, パラ 7）。ただしコーデックスの場で適用できないからといって、こうした

要素が国レベルで正当性がないとか認められないということではないともしている

（CX/GP 99/9, パラ 8）。 
175 同様の指摘が、CX/GP 00/7、CX/GP 01/5 でもなされている。 
176 ある国（々）の消費者懸念（consumer concern）は国家レベルでは重要な要素として

考慮しなければならないが、そうした消費者選択（consumer choice）がほかの国にとっ

ても同様に懸念であるとは限らないと指摘した（CX/GP 99/10, パラ 26）。 
177 ほかの部会の議論においても、消費者懸念についての合意は得られなかったとされて

いる。例えば、CCFH での議論を参照（ALINORM 01/13, パラ 111）。 
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て表示の重要性」に反映されている通りとした（CX/GP 99/10, パラ 27）。同様に、「消

費者への情報（consumer information）」は現在のリスク管理の考慮事項の対象として

挙げられており（コーデックス事務局の討議文書 CX/GP 00/7, パラ 33）、「表示」（国内

レベルでの実施で）によってこうした問題に対応することを認める見解が繰り返されて

いる（CX/GP 99/9 パラ 9, CX/GP 99/10 パラ 35, CX/GP 00/7 パラ 26）。このように、

「消費者懸念・選好」は消費者への情報提供（表示）によって解決すべきとの認識が事

務局から示されていたのだが、この消費者の選択を可能とする「情報提供」も、特に GM

の表示を扱う食品表示部会（CCFL）でその後論争の火種となった（これについては３．

３．２（１）でさらに論じる）。また、WTO の SPS 協定との関係性も不明である。 

 

（2）その他の「非・対象」とされた項目 

その他、「非・対象」となった項目として、環境と動物福祉がある178。 

コーデックス事務局の討議文書では、環境への懸念は、組織目的である健康保護に直

接関連しないのでスコープにないが、意思決定の過程で正当な要素と考えられるかもし

れない（may be）と指摘していた（CX/GP 99/9, パラ 21）179。関連して加工助剤や農

薬など、製造過程における職業暴露についても国際的な勧告及び科学的エビデンスがあ

れば考慮の対象になりうると指摘した（CX/GP 00/7, パラ 24）。その結果、2000 年の

第 15 回及び 16 回のコーデックス事務局のリストにも環境に関する事項180は項目とし

て入っていたし、最終的な「科学以外の要素のクライテリア」の項目としてドラフトの

中にも入っていた。特に、欧州では次節で述べるように、リスク管理措置の検討におけ

る考慮事項の対象は広く、例えば、GM 食品の場合、EFSA のリスク評価は食品安全だ

けでなく、環境リスク評価も一緒に行う。しかしコーデックスの組織目的に限定すべき

との米国などの反対により最後に削除された（おそらく並行して行われていたコーデッ

クスのバイオ特別部会とカルタヘナ議定書の関係で米が反対したものと思われる）。 

動物福祉の議論では、欧州などはコーデックスの動物福祉に関する勧告として「動物

用医薬品の管理と使用に関するコーデックスが国際的に勧告する行動規範(CAC/RCP 

38/1993)」があるとして考慮の対象とすることを求めた（ALINORM 99/33A, パラ 83）。

しかしコーデックス事務局は、この行動規範のセクション 5 には、動物用医薬品の潜在

的悪影響に関する規定があるが、それが禁止の根拠とはならないと否定した（CX/GP 
                                                  
178 なお、当時の WTO のオブザーバーは、環境、倫理、動物等の要素については、TBT
の枠組みで考慮されると指摘した（CCGP(1999), ALINORM 99/33A, パラ 75）。 
179 これまで環境が考慮された例としては CCMAS で分析手法の検討に当たり、オゾン層

破壊物質を使うべきでないという勧告をしたことが述べられている。その他、農薬などに

ついては生態系や動植物に悪影響がある場合考慮されるかもしれないとしている。ただし

そうしたことは科学的な根拠を以て検討されるべきとしている。 
180 環境に関連する健康に関する懸念はコーデックスの組織目的にないが、国際条約もし

くは一般的に受け入れられている科学的エビデンスがあれば考慮の対象となるとする趣旨

のもの。 
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99/9, パラ 19）181。 

 

３．３．「科学以外の要素（OLFs）」のクライテリアが持つ含意 

 

３．３．１ 意思決定の考慮事項の範囲ー「限定型」と「包括型」 

意思決定における考慮事項は、あくまでイメージであるが、価値軸と関連性の軸で図

14 のように描くことができる。価値軸と項目の範囲軸は、考慮すべき事項の広さ、そ

の重みづけの違いを示す。縦軸は、価値軸で、上に行くほどに、より主観性が高いとい

われる事項（例えば、選好や感情といったもの）の要素を表し、下に行くほどに、より

客観的指標がある事項（例えば、健康・物理的な害など）。横軸（範囲軸）は対象範囲

の幅を示す。左側ほど食品安全との関連性が高い事項で、右に行くほど、質の異なるリ

スク、あらゆるリスクとの相互作用となる182。 

 

図 14 意思決定における考慮事項の範囲「限定型」と「包括型」 

 

この図から、その対象範囲に応じて、考慮事項に関する二つのアプローチ（「限定型」

と「包括型」）が指摘できる。上述の分析から、コーデックスの現在のルールで認めら

れている範囲は、B のラインと言える（「限定型」）。これは米国や QUADs などの主張

                                                  
181 その他当時議論にならなかったが関連するものとして（ラクトパミンの章でも指摘す

る）、Guidelines for the Design and Implementation of National Regulatory Food 
Safety Assurance Programme Associated with the Use of Veterinary Drugs in Food 
Producing Animals (CAC/GL 71-2009) 及び、Codex Code of Practice on Good Animal 
Feeding (CAC/RCP 54-2004)があり得る。 
182 図の中には含めなかったが、宗教や倫理的な要素は、右上の部分に属するだろう。 
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のラインと一致する。それに対して欧州などが主張するのは、考慮事項の対象範囲がよ

り広く、C のラインまで含む「包括型」と言える。 

欧州は管理理念として、「科学」も大事だが、「科学以外の要素（OLFs）」も大事と考

え、そうした要素として環境までがスコープに入っている。例えば、欧州の「一般食品

法」では、消費者の生命と健康を高いレベルで保護することに加えて、公正な貿易の慣

習や、動物の健康・福祉、植物や環境をも含む消費者の利益も追及するとしている 。

食品安全規制の所管が相対的に分断的な米国に比して、欧州では農場から食卓まで網羅

的・包括的であることも特徴と言え、こうしたことからも対象とする範囲・スコープが

広いことが指摘できる。消費者の懸念や選好については、特に重視される 。 

 

以上のことから、コーデックスで「科学以外の要素（OLFs）」といった場合に合意さ

れ、念頭とされるのは、ルールに明記されている要素、すなわち、①貿易的経済利害、

②（技術的、社会的、経済的、管理監督上の）実行可能性、③途上国への配慮であり、

それ以外については、①国際的に共有されるもの、②科学ベースに影響をもってはなら

ない、③その考慮が不当な貿易障壁となってはならない、といった条件が課されている。

Poli（2004, p.625）はコーデックスに「科学以外の要素（OLFs）」のクライテリアがで

きたという事実自体が、科学ベースや貿易障壁への影響を持ってはならない等の制約は

あるものの、欧州がこの要素を主張する論拠となりえて議論は終わっていないとも評し

た。しかしクライテリアはむしろ科学的原則の再確認であり、「科学以外の要素（OLFs）」

として明示化された要素は、実行可能性、経済利害と途上国配慮等に限定されている。

少なくとも欧州の要請する要素は曖昧な位置づけにあるか、認められていないと評価し

たほうが妥当である。そのため、後述のラクトパミンの事例における議論をみても、欧

州などが消費者懸念や選好にかかわる「科学以外の要素（OLFs）」を持ち出そうとして

も、テクニカルな部会であればあるほど、それらの要素はルールにない、あるいは、科

学的根拠に基づかない」として取り上げられないことになった。他方で、「科学以外の

要素（OLFs）」は、科学の制度化の過程で排除されたとの分析もあるが（Winickoff and 

Bushey (2010)）、それも正しくなく、上記のように認められていて、ルーティーンに考

慮されている考慮事項もある。問題となっているのは、認められずに、「非政治化」を

阻む要素になっている「消費者懸念・選好」であると考えるのが丁寧な分析であろう。 

 

３．３．２ 対立解消が困難な理由 

では考慮事項の対象範囲がなぜそれほどまでに大きな問題となるのか。確かに、しば

しば指摘されるように、「非・対象」となった消費者懸念・選好にかかわる問題が WTO

や貿易への影響をもつ点が挙げられる（Alemanno and Capodieci（2012））。ラクトパ

ミンの問題は WTO の SPS 委員会でも貿易的関心事項の中で度々取り上げられる大き

な紛争要因であった。しかし、より根底にある問題としては、管理理念に関連して、一
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度こうした要素を「対象」としてしまうと、特定の食品にとどまらずより広範な制度変

容を含むコストに関係し、また、考慮事項の妥当性は国際レベルと国内で異なるためと

考えられる。以下、それぞれについて具体的に論じる。 

 

（1）管理理念に密接な意味を持つ「非・対象」事項の「消費者懸念・選好」 

本研究では、「非・対象」となった「消費者懸念・選好」の問題は、食品安全規制の管

理理念の本質的な部分にかかわり、一度認めてしまうと、単なる個別の食品や食品安全

に関連する規制にとどまらず、農業構造や流通構造に至るまでシステマティックな影響

を持ちうると考える。上記の議論から明らかなように、欧米とも、規格基準の策定は「科

学」に基づくこと、また一定の「科学以外の要素（OLFs）」が考慮されることを認めて

いるが、その範囲と重みづけが異なる。中でも根本的な違いは、消費者の懸念や選好を

巡る違いである。対極的なアプローチの違いは Jukes(2000)も指摘するが、以下ではよ

り具体的制度に基づきその意味を述べる。 

欧州では、食品の生産方法や製造プロセス（例えば動物用医薬品や、GM 技術の使用

等）についての消費者懸念や選好を規格策定上重要な考慮要素としている。欧州の食品

安全白書では、「科学以外の要素（OLFs）」の事例として、生産過程に用いられる手段

も、管理上の考慮事項に挙げている（EC, 2000b）。動物用医薬品の使用は、80 年代後

半から厳格化の一途をたどり、治療を目的とする用途以外の使用は一切禁じられている。

このように治療用途以外の動物用医薬品を「用途」として禁じる背景には、「必須と言

えない便益のために（この場合肥育目的、注：筆者追記）使われるなら安全性は絶対的

であるべき」（Council of the European Union, 2010）との考えがあり、不必要な医薬

品投与を忌避する消費者懸念や選好への配慮を重視する。 

これに対して米国などでは、食品の生産・製造プロセスに関する消費者懸念や選好は、

基本的に直接科学的安全性に関係しなければ基準策定の考慮事項として認めないし、消

費者懸念や選好を訴える消費者団体が欧州に比して相対的に発言力が小さく、政治的に

も問題になってこなかった。そして、消費者懸念や選好に基づく意思決定は、科学的に

安全とされる食品への不当な差別を生み出し、偽装的な保護主義に結びつきかねないと

考える（この論理は、WTO の SPS 協定とも親和性がある）。例えば GM 食品の管理も、

米食品医薬品局（Food and Drug Administration, FDA）の自主的協議に体現されるよ

うに、生産プロセスに GM が用いられたという理由のみで差別的に規制対象とすべき

でなく、個別 GM 産品ごとに安全と確認されれば（GM 食品であるかどうかにかかわ

らず）従来の育種の延長として同じように扱うべきとの管理理念に基づき扱われている

（Jasanoff (1995，pp.315-317)、Patterson (1999, pp.324-327)、Miller (2004, pp.12-

14)ほか、この議論のまとめは松尾（2008b, pp.196-197）を参照）。 

なお、これと関連して、安全性の問題とは異なるが、欧州では重視される消費者の知

る権利や選択を可能とする GM の表示についても、米国は、安全性に関わるもの（アレ
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ルギー等）以外の表示義務に反対する（こうした GM をめぐる対立はコーデックスで

も展開された、Jukes (2000), Poli (2004), 松尾 (2008a)）。米国では消費者懸念などに

基づく管理規制は非合理的で、安全なら、安全と認められた製品をほかの製品に対して

差別すべきでないという管理理念に基づいてこれまで規制を行ってきた。そのため、消

費者の選好に基づく消費者の「選択の自由」や「知る権利」は認めない。むしろ、先の

GM 表示の事例でいえば、米国の考えでは、安全であるにもかかわらずわざわざ GM で

あると表示することは消費者に対して誤ったシグナル（＝GM は危険という烙印）を送

ってしまうもので、消費者誤認につながると指摘する（松尾(2008a)）。消費者への情報

提供についても、このように本質的な考え方の違いがあるので、これによる問題解決の

道（３．２．３（1）でコーデックス事務局がかつて示したような）も困難と思われる。 

個別の消費者懸念や選好への対応は、特定の技術を用いている生産物の否定、あるい

はそれらの管理規制・流通管理等のための追加的な負荷に結びつく可能性があるが、科

学的に安全であれば同じように扱うという理念であればその必要はない。このように、

消費者懸念や選好を規格策定にどのように位置付けるかは、管理理念とも関連しており、

食品の管理体制、農業・流通構造など構造的な制度変容に関わる問題であるため対立が

深刻なのである。さらにこれは開発中の他の食品に関連する技術にも影響する。クロー

ン、GM 魚など、厳しい規制や禁止が想定されればそうした国では研究投資がなされに

くくなる。実際欧州では食品に関連するバイオテクノロジー関連産業は停滞している。

したがってこの問題は、こうした産業を推進し、技術開発をする国からすると産業構造

から流通構造に至るまで抜本的改造や転換が要される制度変容の問題となる（図 15 を

参照）。 

 

 

図 15 「科学以外の要素（OLFs）」に消費者懸念・選好を認めることがもたらす影響 
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（2） 国際と国内の考慮事項の妥当性の差異 

更に指摘できることは、前述のとおり、国際と国内の考慮事項の妥当性の違いである。

一般的な食品安全のリスク分析の枠組みの中で、リスク管理の判断上（安全性が一義的

に重要とした上で）「社会的選好（societal preferences）」は、経済コスト、ベネフィッ

トと技術的実行可能性とともに「その他の要素」として考慮されうる要素の一つに挙げ

られており（FAO (1997), p.6）、現実には、食品安全当局は国家・地域固有の課題に基

づく様々な要素を考慮している（FAO (2014)）。昨今のリスク・ガバナンスに関する研

究でも、社会的懸念や関心等の多様な要素を「懸念・関心評価（Concern Assessment）」

のような形で考慮事項に取り込むための枠組みの提案や手法の検討が展開されている

（IRGC (2005)，König et al. (2010)、第 1 章参照）。また現場でも、国内の文脈を念頭

に、多様な要素をいかに体系的に意思決定のエビデンスとするかについての必要性が論

じられている（FAO (2014)）。こうした動きに対して、国際レベルの意思決定では、国

によって異なる（消費者懸念や選好のような）「科学以外の要素（OLFs）」は考慮事項

としては認められないというジレンマがある。このような国際と国内で妥当とされる考

慮事項の違いも対立解消を困難としている。 

 

４．小括・含意 

 

４．１ 小括 

本章では、「作業仮説①」を踏まえ、意思決定における考慮事項の整理・ルール化に

よる合意形成の「非政治化」と「その限界」について論じることを目的とした。 

コーデックスでは、90 年頭からの食品分野におけるリスク分析の枠組みの適用の進

展と、成長ホルモン牛紛争という具体的な政治要因から、規格基準策定の際の考慮事項

の中で、「科学」、すなわちリスク評価と、「科学以外の要素（OLFs）」をどのように関

係づけるのかを明確にする作業が行われた。「科学とその他の要素の原則」の採択後、

コーデックスと FAO/WHO との間で、「第一の透明化」が展開され、リスク評価におけ

る科学的前提、解釈、専門家の利害といったことに関して実質的なルールが制度化し、

その結果として、これまで紛争要因であった、例えば予防原則や不確実性の位置づけを

巡る議論が沈静化し、一定の
．．．

「非政治化」が達成された。こうしたことは多くの規格基

準がコンセンサスベースで形成される大きな基盤となったと指摘できる。他方で、「科

学以外の要素（OLFs）」については、クライテリアが策定され、「実行可能性」、「経済

利害」、「途上国考慮」のように、考慮事項の「対象」として明文化され、ルーティーン

に考慮事項に取り込まれる要素もある一方、「消費者懸念・選好」については、「非・対

象」とされ、「非政治化」の限界要因として残ることになった（ただし、コーデックス

は国際基準の策定の考慮事項としては「消費者懸念・選好」を認めないとしつつも、国

内で（例えば表示などで）こうした要素を取り込むことは否定していないとの見解を当
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時の事務局は示していた）。この問題が難しいのは、客観的手法が無いこと、管理理念

にかかわるためシステマティックな影響を持ちうること、国によって考えが異なること

から国内・国際で妥当性が異なること、が指摘される。 

 

４．２ 含意ー「非政治化」の限界 

 

４．２．１「消費者懸念・選好」は ZOPA が狭く政策移転・調和は生じないー成長ホル

モン牛紛争②の教訓 

本章での分析から、「消費者懸念・選好」がかかわる問題は管理理念にかかわるため、

ZOPA が限りなく狭いということが言える。こうした問題では、国内制度への政策移転

は生じず、国際調和は最も困難である。これを説明する上では、第 2 章で論じた成長ホ

ルモン牛紛争①（EC - Hormones, DS 26, 48）の、あまり知られていないその後の成長

ホルモン牛紛争②（US - Continued Suspention, DS 320, 321））がさらに示唆的であ

る。 

成長ホルモン牛紛争①で上級委員会は、欧州がリスク評価を十分にしていないことを

理由として米国等の申し立てを認めたので、欧州はその後リスク評価を行った。そして

上級委員会の指摘を満たすべく、自らの評価機関による評価を実行しそれをもとに改め

て禁止した183。しかし米国等が報復関税を継続したため、2004 年に欧州は、米国らに

対して報復関税をやめるよう申し立てをした（成長ホルモン牛紛争②）。欧州と米国は

10 年以上に及ぶ長い対立の末、2009 年に、WTO の場ではなく、二国間協議によって、

この問題に関する覚書（memorandum of understanding MOU）を交わすことで解決

を試みた。その内容は、欧州が米国に対し、高品質のホルモン不使用牛に対して関税割

り当てを与え、米国側は報復関税を段階的にやめていくという内容のものである184。欧

                                                  
183 欧州は科学評価機関である Scientific Committee on Veterinary Measures Relating to 
Public Health（SCPV）に諮問した。SCPV は、1999 年、2000 年、そして 2002 年にも

レビューをし、様々なリスクのレベルが認められため、ADI の設定はできないとした。

JECFA の用いた前提（assumption）について批判をし、特に oestradiol 17 については発

がん性があるため禁止すべきとした。この結果を受けて、欧州は、1996 年の指令を改め、

2003 年の指令（Directive 2003/74/EC）を発し、oestradiol 17 は恒久的禁止し、残りの

ホルモンについては予防措置を発動して継続的見直しの状態に据え置きとした 。 
European Commission, DGSANCO のウェブサイト“Hormones in Bovine Meat” 

http://ec.europa.eu/dgs/health_consumer/library/press/press57_en.pdf (accessed 
2012/12/1) 
European Commission, DGTRADE のウェブサイト“EU Commission and Canada reach 
provisional solution in beef dispute” 
http://trade.ec.europa.eu/doclib/press/index.cfm?id=685(accessed 2012/12/1) 
184 3 段階の計画で実施を予定しており、①初めの 3 年は、EU が 20,000 メートルトンの

関税割り当て TRQ を与える、その間米国は現状維持で新たな関税をかけない、②4 年目は

TRQ を 45,000 メートルトンまで増やし、米国も追加税をやめる。③1 年②を実施したう

えで、第 3 段階でこうしたやり方を継続するか、また WTO の係争を取り下げるかどうか
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州は 2011 年にカナダとも似たような内容の MOU を交わした。 

そもそも WTO 紛争で申し立てが認められても、WTO に国内規制を強制する権限は

なく、認められるのは報復関税である。その報復関税は、欧州の主要な産品であるワイ

ンやチーズといったものにかけられていたことから、本来市場開放を求めている牛肉畜

産業者にとってメリットのあるものではない。Johnson と Hanrahan によれば、1997

年に、欧州はいわゆるヒルトン関税割り当て（Hilton Quota）を導入し、欧州の求める

条件を満たしたホルモン不使用牛については、一定の数量まで低関税での輸入を認める

制度を特定の地域に対して設けていた（EC, No 936/97）。米国はこれにより一定の数量

（11,500 メートルトン、ただしカナダ産も含んだ北米というくくり）まで 20％の関税

で輸出することができるとされたが、当時の牛肉業界にとって魅力的なものではなく、

1990 年代から 2000 年代半ばまでを通じて関税割当量を満たすことはほとんどなかっ

たという。しかし、2000 年代後半から状況が変化する。まず、上記ホルモン不使用条

件を満たす牛肉業者が 2000 年代後半ころから増え、2009 年にはヒルトン関税割り当

てに達する勢いとなった（Johnson and Hanrahan (2012)）。牛肉業界側からも低関税

割り当ての枠をさらに拡大したいというインセンティブが生じた。 

二国間での解決に至った経緯は本論文の分析対象ではないが、上記の状況変化に加え、

WTO の係争があまりにも長期にわたったうえ、米国でオバマ政権に変わって政治的な

機運が一変していた185こともこれまでの方針からの転換を後押ししたと考えられる。 

いずれにせよ、このような非政治化の限界要因が存在する問題においては、仮に国際

基準を投票によって設置したとしても、欧州側の規制や基準に波及することはなく、政

策移転や調和が生じにくいことを表している極めて重要な事例と言え、結局は国際基準

とは別に、二国間での政治的な解決をするしかないということを示している。 

 

４．２．２ 「非政治化」の限界要因がもたらす副次的効果ー「科学」対「科学以外の

要素（OLFs）」から「科学」対「科学」の説得 

このように、消費者の懸念や選好が絡むような種の問題（肥育目的の動物用医薬品や

GM 食品など）は、交渉担当者にとって、ある特定の基準に関する国際基準の調和の問

題であるだけでなく、管理理念や制度変容のコスト（農業構造や流通構造の変革を迫ら

れる）の問題であるといえる。 

「科学の優位性」を論じ、「科学以外の要素（OLFs）」の考慮が科学的考慮をゆがめ

                                                  
検討する、というものである。 
European Commission, DGTRADE のウェブサイト“Memorandum on Beef Hormones 
dispute signed with the United States. Memo” 
http://trade.ec.europa.eu/doclib/docs/2009/may/tradoc_143163.pdf(accessed 2012/12/1) 
185 2009 年 1 月、USTR は欧州産品に対する関税をさらに高くするというさらに強硬な路

線を表明していたが、同月のオバマ政権誕生後、非常に短期間での集中的な交渉の末、わ

ずか 4 か月後の 5 月に MOU の締結がなされた。 
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るべきでないとするような「科学」対「科学以外の要素（OLFs）」の二分論的な議論の

背後には、こうした要因がある。この議論は、「消費者懸念・選好」について、コーデ

ックスが沈黙する（silent＝合意できていない）、すなわち、「非・対象」となったため、

欧州がいかにこうした要素を規格策定の場に持ち出そうとしても、コーデックスのルー

ルの下では正当な要素として位置づけられない。しかしこうしたロジックが、「科学以

外の要素（OLFs）」を重視する側への何らかの配慮なく無調整に展開されると、今度は

認められない側は「科学」で正当化せざるを得なくなり、「科学」対別の「科学」ロジ

ックに転換する。先取りすると、本研究の事例で取り上げる、ラクトパミンの事例は、

欧米ともに科学を理由として相手と反駁し合っており、その典型といえる。つまり、「非

政治化」の限界要因が「科学」を「政治化」させてしまい、「科学」の代理戦争のような

形になってしまうのである。 
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第４章 事例研究① GM 食品のリスク分析に関連するガイドラインの策定に

おけるコンセンサス形成の成功 

 

【概要】 

本章では、遺伝子組み換え（GM）食品のリスク分析に関連するガイドラインの策定

過程について取り上げる186。コーデックスでは、日本を議長国として「バイオテクノロ

ジー応用食品特別部会（The Codex Ad Hoc Intergovernmental Task Force on Foods 

Derived from Biotechnology, 以下バイオ特別部会）」が開催され、フェーズ１のわずか

4 年（2000〜2003 年）の間に「バイオテクノロジー応用食品のリスク分析のための原

則」ほか 3 つの文書、さらに再設置されたフェーズ２の 3 年の間に、当時国内規制とし

てはどの国にも存在していなかった GM 動物の安全性評価のガイダンスや合意形成が

困難な未承認 GM への対応に関する付属文書の作成にも合意した 。 

この時期（2003 年）米・カナダが GM に関して欧州を WTO に申し立てをする過程

にあったことを鑑みれば、この事例は極めて政治化した状況の中で合意形成が成功した

事例といえ、コーデックスの外部評価の報告書（Codex Evaluation Team (2002)）でも

成功事例として取り上げられたほどである。周知のとおり、GM 食品は、「科学」的不

確実性や、消費者懸念や選好といった「科学以外の要素（OLFs）」の問題も大きな争点

として存在していたことから、合意形成は極めて困難となることが予測された。 

所与条件の観点からすると、①成果物の特性として、ガイドラインは、次章の基準値

の策定の事例に比して多数の争点があり、アクターの「行動的役割」も一刀両断的でな

く、②「制度構造的要因」のうち「交渉の場」の会議形態が特別部会であることから、

締切作用があることと、ルーティーンに縛られない一定の自由度があること、等の要因

から、ラクトパミンの事例よりは、合意形成の展望において楽観的な要素はあったが、

それでもアクター間の対立的利害関係と当時の「政治化」した状況を踏まえれば、多大

な困難も予測された。 

しかし、本事例では、議長国が「非政治化」が難しいと思われる「科学」と「科学以

外の要素（OLFs）」の論点において、ZOPA 探索の為の知識・利害調整と、関係性構築

に配慮したプロセスマネジメントを一つ一つ行うことで、コンセンサスに基づく合意形

成が達成されたことを具体的に論じる。知識のうち、科学的知見については FAO/WHO

合同専門家会合が、事実関係については事務局が提供し、それらをベースに ZOPA を広

げるための利害調整の手段（①議題設定の「スコーピング」と、②テクニカルな手段、

すなわち、既存の合意事項の引用や参照、条件付き合意の手段、新たな概念の創出・持

ち込み）が講じられた。また、実際の会議においては、「交渉の場」の切り替え、「機会

の公平性」への配慮（発言時間のコントロール）と、政治的妥結を許容する共通認識や

意識形成（「現場の空気」のコントロール）という形で関係性構築に配慮し、コンセン

                                                  
186 本章は、松尾（2005）および松尾（2008b）を再構成し加筆したものである。 
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サス形成の展望を高めた。争点ごとの調整が、交渉当事者間に一定の満足が得られるよ

うな形で講じられたことにより、他の争点が別の争点に波及することは回避された。こ

うした「仲裁機能」を議長国が発揮できたのも、議長個人の資質による部分もあるが、

日本が対立する双方の中間的ポジションであったことも寄与した。 

 

１．背景 

 

１．１ GM 作物の現状 

遺伝子組み換え（Genetically Modified, GM）187作物は 1996 年に米国で本格的な商

業栽培が開始されて以来、世界の作付面積は増大の一途をたどっている。Clive（2014） 

によれば、2014 年までの総累積面積は 1.85 億ヘクタールを突破している。作付け国数

も 28 か国と増加の一途をたどっており、昨今は先進国だけでなく、途上国の躍進が目

立っている（作付面積の上位 6 か国は、米国、ブラジル、アルゼンチン、インド、カナ

ダ、中国である）。 

現在栽培されている GM 作物は、農家にメリットのある除草剤耐性・害虫耐性の作

物が中心である。しかしゴールデンライスなどのように栄養を強化した GM 作物や、

干ばつや塩害など厳しい環境でも育つ GM の開発なども行われている。近年は動物に

も応用が進んでおり、特に米国では 2015 年 12 月に FDA が GM サーモンの安全性を

確認した188ことから、今後の市場化の動向が注目されている。 

 

１．２ 米・欧・日の異なる国内規制と受容性－日本の特異的ポジション 

他方で、GM 作物の普及とその社会的受容、安全管理体制は国によって異なり（藤岡

と立川（2007））、国際問題の火種となっている。特に GM の推進国である米国と、受

容性が低く厳格な規制を導入している欧州の間における対立は激しい。 

米国の GM 食品の管理は、幾度か厳格化を試みる議論があったものの実現せず、基

本的には、1986 年に作られた「調整枠組み」を踏襲しており今日に至る。その基本的

なアプローチは、GM には固有のリスクはなく、個別の GM 製品ごとに既存の法体系

の中で管理すべきというものである（プロダクトベースと呼ばれる）。1992 年に「新た

な植物品種に由来する食品に関する政策」189が発表され、GM 作物はほかの食品同様、

                                                  
187 遺伝子組み換え食品の呼称は様々なものがあり、本稿が対象とするコーデックスのバ

イオ部会でも「モダンバイオテクノロジー」を用いているが、本稿では分かりやすさのた

めに、一般的に用いられている「GM 食品」を用いる。呼称については、第 4 章も参照の

こと。 
188 FDA ウェブサイト、“FDA Has Determined That the AquAdvantage Salmon is as 
Safe to Eat as Non-GE Salmon,” 
http://www.fda.gov/ForConsumers/ConsumerUpdates/ucm472487.htm (accessed 
2016/1/9) 
189 "Statement on Policy: Foods Derived from New Plant Varieties; Notice," Federal 
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基本的に GRAS（Generally Recognized as Safe）として扱い、安全性については開発

企業の自主的な判断に基づき FDA との協議（Consultation）をし、表示については食

品成分が大幅に変わらない限り不要ということが示された。 

一方欧州では、BSE などの食品安全を揺るがす問題が生じたこともあり、食品安全

は重要な政治的課題となっており、GM 食品の管理は世界で最も厳格といわれている。

欧州では GM 技術を本質的に異なる固有のリスクを呈しうるものと考えて一つのカテ

ゴリーとして取扱い、GM 食品に特化した包括的な規制190がかけられている（プロセス

ベース）191。具体的には、2003 年の「食品・飼料規制（Regulation 1829/2003）」192お

よび「表示とトレーサビィティーに関する規制（Regulation 1830/2003）」193によって

管理されており、安全性評価も表示もトレーサビリティー194も義務である。厳格な法制

度に加え、GM 作物の流通に強硬な反対を唱える、オーストリア、ギリシアなどの加盟

国の存在も GM 作物の流通を阻害する要因となっている。 

日本も欧州同様、BSE を契機として、食品安全、社会的受容性の問題が大きな社会的

関心となり、GM 規制の厳格化がなされた。ガイドラインで実施していた安全性評価を、

2001 年より義務付け（「食品衛生法」）とするとともに、表示の義務付け195（「農林物資

の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（JAS 法）」及び「食品衛生法」）の制度化

が行われた。 

日米欧の規制を見ると、非常に興味深いねじれ現象が見られる。規制の外見だけを見

ると、GM 作物の一大栽培国・輸出国で安全性評価が自主的なコンサルテーション（対

象により異なるが）の米国に対して、GM 食品への受容性が低く安全性評価の義務付け、

表示の義務付けを課している日欧というような構図が描ける。しかし、承認数や消費量

に目を向けると、実は日本は世界で一番承認数が多いといわれ（Clives (2014)）（ただ

                                                  
Register May 29, 1992, 57(104): 22984-23001. 
190 欧州では安全性に関して環境影響もその評価に含む。 
191 規制アプローチのプロダクト・プロセスベースについては、前章の３．３．２及び、

Jasanoff（1995，pp.315-317）、Patterson (1999, pp.324-327）、Miller (2004, pp.12-14）、
松尾（2008b, pp.196-197）等を参照。 
192 Regulation (EC) No 1829/2003 of the European Parliamen and of the Council of 22 
September 2003 on genetically modified food and feed 
http://ec.europa.eu/food/food/animalnutrition/labelling/Reg_1829_2003_en.pdf 
(accessed 2016/1/4) 
193 Regulation (EC) No 1830/2003 of the European Parliamen and of the Council of 22 
September 2003 concerning the traceability and labelling of genetically modified 
organisms and the traceability of food and feed products produced from genetically 
modified organisms and amending Directive 2001/18/EC 
http://www.biosafety.be/PDF/1830_2003_EN.pdf 
(accessed 2016/1/4) 
194 事業者は、食品流通のすべての段階における GMO の種別、GMO 関連製品の取り扱い

に関する記録を 5 年間保持する義務が課されている。 
195 ただし飼料用途の油や醤油のように加工により遺伝子やたんぱく質の検出が困難なも

のは表示の義務付け対象から外されている。 
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し、米国は掛け合わせを対象としていないので一概に比較できない）、消費量もかなり

多い196（ただし、その多くは飼料や表示が免除されている油等で消費されている）。こ

うしたことから、日本は極めて特異的なポジションにあることがわかる（表 12）。 

 

表 12 各国（欧州、日本、アメリカ）の GM 規制等の比較（筆者作成） 
 欧州 日本 アメリカ 
農業・食品

安全行政 
評価と管理の分離型 
欧州委員会保健衛生・食の

安全総局(DG SANTE)（管

理） 
EFSA（評価） 

評価と管理の分離型 
厚生労働省(管理) 
農林水産省(管理) 
食品安全委員会（評価）

評価と管理の一体型 
対象により FDA、 
USDA （ 米 国 農 務

省）、EPA（米国環境

保護庁） 
承認数197 73（ただし、更新期間を過

ぎて承認切れとなったもの

も含む） 

201 171（掛け合わせを含

まない。掛け合わせ

を含めればもっと多

いと考えられる） 
予防原則の

有無 
予防原則 なし なし 

安全性評価

の義務 
義務 義務 FDA については自主

規制の側面大。コン

サルテーション 
表示義務 「消費者の知る権利」に基

づき表示義務あり(2000 年

より)許容混入比率 0.9%ま

で 

「消費者の知る権利」に

基づき表示義務あり。許

容混入率 5％以下まで 

表示義務なし 

GM 食品に

対する社会

的受容度 

低い 低い 相対的に
．．．．

低くない

（社会的論争になっ

ていない） 
輸入・輸出

依存度 
世界有数の食糧輸入･輸出

国 
米を除くと 90％近く海

外からの輸入に依存。飼

料も 90％依存 

世界最大の GM 生産

国 

 

２．コーデックスにおける GM 食品のリスク分析のガイドライン採択に至るまでの過

程 

 以下では、GM 食品の安全性にかかわる「交渉の場」が、どのような変遷を経てコー

デックスとなるに至ったのか（２．１）、そしてコーデックスでどのような経緯を経て

                                                  
196 農作物の輸出国である欧州とは異なり、日本は、飼料の約 9 割は輸入に依存してお

り、そのほとんどが米国からである。GM 表示の対象外である飼料用や食用油の原料はほ

とんどが不分別で輸入されるので、米国の GM 作付面積の状況から、トウモロコシ、大豆

については、約 9 割程度が GM 作物と推測される（USDA の国家農業統計（National 
Agricultural Statistics Service, NASS）の 2015 年のレポート（USDA (2015)）によれ

ば、2015 年に作付された作物のうちトウモロコシの約 92%、大豆の約 94%は GM である

ことからの推測）。 
197 この承認数は、Clives（2014）に基づく数字である。食品用途、環境用途等を区別し

てないデータと思われる。 
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各種ガイドラインが策定されたのか（２．２）の経緯の概要を論じる。 

 

２．１ GM食品の安全性に関する議論の場ー科学的議論の形成期・OECDとFAO/WHO 

 

２．１．１ OECD と FAO/WHO における議論（1980 年代半ばから 2000 年代初頭） 

最も早くから GM 技術に関する議論に取り組んだのが OECD であった198。OECD は

1986 年に GM 技術一般の安全性に関する考え方や方向性に関する報告書を作成し、理

事会勧告として採択した（『組み換え DNA の安全上の留意点』, OECD (1986)）。この

報告書では、安全性評価の手法に関する国際調和の必要性、GM 技術を理由とした規制

を行う科学的根拠はなく、規制の実施が開発を阻害してはならないとの自主管理の精神

が謳われた。さらに食品安全については、1993 年に『ニューバイオテクノロジー由来

の食品の安全性評価：概念と原則』（OECD (1993)）が作成された199。GM 食品の安全

性にかかわる基本的な概念として、その後に影響を持つ「実質的同等性」もこの報告書

で提示されている200。1990 年代に入ると、自主的な規制を推進する米国と、包括的で

厳格な規制を導入した欧州との間で GM の管理アプローチに対する違いが明らかにな

りつつあったものの、OECD の議論は規制当局者間の科学的なコンセンサスに基づく

協調的なものであったとされる。FAO/WHO 合同専門家会議でも GM 食品の安全性に

関する報告書が作成され（FAO/WHO (1991), FAO/WHO (1996)）、その内容は、OECD

と方向性を同じくするもので、FAO/WHO（1996）では「実質的同等性」を安全性評価

のアプローチと位置づけていた（表 13 参照）。 

 

表 13 初期の GM 安全性評価にかかわる国際文書：OECD と FAO/WHO 合同専門家

会議（筆者作成） 
報告書 ス コ ー

プ 
内容 参加主体 

『組み換え DNA
の安全上の留意点

（OECD 1986）』

いわゆるブルーブ

ック 

GM 技

術 一 般

の 安 全

性 

この報告書は理事会勧告として

採択。GM の安全性を考える上

での基本的な考え方として、「ケ

ースバイケース」、「ステップバ

イステップ」のアプローチを提

唱。「安全性の評価の判断基準と

して過去の経験（history of safe 
use）を用いる」ことを掲げた。 

交渉の主体は国家の代表

として参加する専門家、

主要先進加盟国の政府担

当者、大学関係者、国立の

研究所や産業界の専門家

等であった。米国からは

一貫して FDA が主導。欧

州は当初は研究総局が主

導していたが、90 年代か『ニューバイオテ GM 食 「実質的同等性（Substantial 

                                                  
198 OECD の科学技術政策委員会（CSTP）のバイオテクノロジーの安全性と規制に関す

る各国専門家のグループ（Committee for Scientific and Technological Policy, GNE，

Group of National Experts on Safety and Regulations in Biotechnology）が交渉の場であ

った。 
199 上記脚注の CSTP の GNE に食品安全にかかわる分科会が設置され議論された。 
200 こうした報告書の策定において FDA が主導的な役割を果たした。 
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クノロジー由来の

食品の安全性評価:
概 念 と 原 則

（OECD 1993）』

いわゆるグリーン

ブック 

品 の 安

全性 
Equivalence)」の概念が提唱さ

れた。 
らは研究総局･環境総局・

農業総局の 3 局が参加。

日本からは農林水産省や

厚生省が参加。 

FAO/WHO(1991) 
FAO/WHO(1996) 

GM 食

品 の 安

全性 

FAO/WHO（1996）では、「実

質的同等性」の提唱。 
国の代表としてではな

く、一個人としての参加。

地理的配慮から途上国の

専門家も参加。 

 

２．１．２ GM 作物の国際問題化とフォーラムショッピング 

上述のように、GM 作物が世に出回る前の段階では、GMO の安全性に関して OECD

や FAO/WHO における協調的な科学的議論が進展していた。しかし、実際に GM 作物

が社会に流通し始めると、協調的であった国際レベルでの議論も国内の状況を反映して

対立的なものとなっていった。GM 作物の登場は、欧州や日本における食品安全問題に

かかわる様々な問題の噴出と、それへの不十分な対応から行政組織や専門家への信頼が

失墜した時期にも重なった。このため、当初より GM 食品に対する社会的受容性は欧

州や日本では非常に低く、環境団体や消費者団体のみならず、アカデミア201からもその

安全性に関する疑問が論じられた。欧州では GM 食品が大きな政治的課題となり、GM

作物の新規承認の停止、加盟国におけるセーフガードの発動などの措置が取られた。こ

れが米欧間の深刻な貿易紛争の火種となり 2003 年米国等が WTO に申し立てをした

202。また、途上国（ザンビア等のアフリカ 3 国203）が 2002 年の食糧危機に際し米国の

食糧援助が GM 作物であることを理由にそれを拒否したことから、先進国間の問題の

みならず食料安全プログラムにまで影響した。さらに、輸入国側の食品安全確保に懸念

をもたらした事件としては、未承認の GM が混入して回収騒ぎとなった 2000 年のスタ

ーリンク事件や 2005 年の Bt10 の問題があった。このように、GM 作物が国境を越え

て社会に普及し始めると、米欧の対立を軸とした国際問題に発展した。 

こうした状況を打開すべく、1990 年代末から 2000 年頭にかけ、米欧間では二国間

                                                  
201 こうした疑問は、例えば、パズタイ博士のラットに関する報告や、科学専門誌ネイチ

ャー（Nature）におけるオオカバマダラ（monarch butterfly）の報告など専門家からも

呈され、社会的混乱にさらなる拍車をかけた。 
202 申し立ては、欧州の加盟国が GMO の新規承認を停止しして事実上のモラトリアムを

取ったことなどに対してなされた。 
203 残りの 2 国は、ジンバブエとモザンビーク。この 2 国は、最終的にアメリカの援助を

受け入れたが、ザンビアは最後まで拒否した（Pew Initiative on Food and Biotechnology
ウェブサイト, “Of Famine and Food Aid: GM Food Internationally,” 
http://pewagbiotech.org/buzz/print.php3?StoryID=77, (accessed 2014/12/15）。 
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204・多国間205の交渉が展開された。食品安全に関しては、G8、WTO、OECD など多様

なフォーラムで取り扱おうとしたが、いずれも実を結ばず、最終的にコーデックスで取

り扱うこととなった（表 14 参照)。 

 

表 14 コーデックスへの道のり（出典：筆者） 
99 年 6 月 G8：ケルンサミット。OECD に対して GM の食品安全に関するレポート作成

を要請。 
99 年 7 月 コーデックス：総会で日本の提案に基づき GM に関する特別部会の設置が決

定。 
99 年 12 月 WTO：シアトル閣僚会議が反グローバリズムを掲げる NGO により紛糾。

WTO 会議に向けて、米・カナダは GMO 農作物市場拡大措置の提案、日本は

GM に関する総合的検討の場の設置に関して提案を行っていた。 
2000 年 1 月 カナダのモントリオールにて「カルタヘナ議定書」が採択。 

2000 年 2 月 OECD：エジンバラ会議。途上国や消費者団体など多様なステークホルダー

が参加。議長が社会的考慮事項（貿易、経済発展、倫理）等の問題も検討でき

る独立した国際パネルの設置を提案。 
2000 年 3 月 コーデックス：第 1 回特別部会の開催。 
2000 年 5 月 OECD：GM の食品安全上の科学的考慮事項に関するレポートの作成（OECD 

(2000)）。 
2000 年 7 月 G8：沖縄サミット。OECD、コーデックスに対する期待がコミュニケに盛り

込まれる。 

 

コーデックスが「交渉の場」として選定された理由としては、GM 食品の社会普及と

いう環境条件の変化に伴う以下の点が挙げられる。第一に、具体的な作物の登場による

個別側面の検討の必要性である。単なる全般的議論にとどまらず、食品安全・環境影響

など特定の側面を専門的に扱う機関で、より具体的かつ詳細な検討が求められるように

なった。こうした検討には、食品安全・消費者保護という組織目的を第一とするコーデ

ックスが適任であった。第二に、GM 作物栽培の世界的拡大と流通の増大により、この

問題が一部の先進国だけの問題ではなくなった点である。食品・農産物の輸出入は、途

上国との関係を抜きにしてありえず、途上国も含めた、安全性に関する議論の場が求め

られた。さらに、WTO のシアトル会議に代表されるように、環境・消費者の声を代弁

するアクターの重要性が増大しており、国際的 NGO が発言の機会を得られるような場

も必要であった。コーデックスは、こうした参加主体の包括的議論の場という意味でも

要件を満たしていた206。 

                                                  
204 米欧間のバイでの問題解消の枠組みとしては、政府レベルでは、2000 年の EU-US 
Consultative Forum、業界レベルでは TABD （Transatlantic Business Dialogue）、消費者

団体レベルでは、TACD（Transatlantic Consumer Dialogue）などがあった。 
205 科学ベースを追及する米国は WTO を舞台に、予防原則を掲げる欧州は、環境安全の

側面からカルタヘナ・CBD を舞台に GM に関する議論を展開しようとした。 
206 コーデックスが交渉の場として選択されたのは、上記の通り、①食品安全・消費者保

護という組織目的、②参加主体の包括性に加えて、第 2 章で論じたコーデックスの特性、
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２．２ GM 食品のリスク分析に関する原則等関連ガイドラインの採択までの道のり 

 

２．２．１ コーデックス・バイオ特別部会の設立と議論の経緯 

 

（1）コーデックス・バイオ特別部会の設立 

それまで GM 食品の安全性についての議論の場は、コーデックスにはなかった。そ

れは、1995 年の第 21 回総会において、GM 食品の安全、表示、栄養に関する側面につ

いては関連する既存の部会で取り上げればよく、その調整は執行委員会が担うとされて

いたためである207。 

しかし、上述のように国際状況の変化とコーデックスでの議論の決定により、GM 食

品にかかわる議論の場を、コーデックスにおいて、常設ではなく、目的・付託事項と終

了期限を明確に定めて時限的に開催する特別部会という形態で設置することとなり、

「コーデックス・バイオ特別部会（Codex Ad hoc Intergovernmental Task Force on 

Foods Derived from Modern Biotechnology）」が、付託・委任事項（Terms of Reference, 

TOR）を、①GM 食品について必要な基準・指針あるいは勧告を策定すること、②策定

に当たっては、科学的知見及びリスク分析に基づくこと、また、必要に応じて消費者の

健康及び公正な貿易の促進に関連するほかの様々な事項について適宜考慮すること、③

4 年間の開催に限定され期限内に作業を終了させること、として設置され、議長国は日

本が務めることになった。 

 

（2）コーデックス・バイオ特別部会の経緯－フェーズ１とフェーズ２ 

コーデックス・バイオ特別部会では、上記部会設置期限の 4 年間（2000－2003 年）

で GM 食品のリスク分析に関する原則をはじめ各種ガイドラインの策定に成功したこ

とから、再設置され、さらに 3 年間、作業を行った。はじめの設置期間はフェーズ１と

され、次の設置期間がフェーズ２と呼ばれる。 

フェーズ１では、GM 食品のリスク分析に関する原則、GM 植物と GM 微生物の安全

性評価に関するガイドラインの 3 つの文書が、さらに、2005 年からの 3 年間に、GM

動物の安全性評価に関するガイドラインや GM 植物の付属文書等が、策定された。 

 

                                                  
すなわち、③公開性（手順や議事内容）、④ほかの国際機関に比して相対的に科学ベースの

意思決定がなされること、⑤リスク管理にかかわる要素も扱える場が必要であった点も挙

げられる。 
207 コーデックスで初めて GM について議論されたのは 1989 年の総会においてであっ

た。米国はこの段階ですでに GM にかかわる問題は（GM を特別に対象とする部会を設置

して検討するのではなく）既存のコーデックスの部会で取り上げるべきとの立場を主張し

ていた（CX/FBT/00/2, Annex 1）。 
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表 15 「コーデックス・バイオ特別部会」における合意文書（出典：筆者） 
フェーズ 期間と会議 合意文書 
フェーズ１ 2000 年 第 1 回 

2001 年 第 2 回 
2002 年 第 3 回 
2003 年 第 4 回 

「バイオテクノロジー応用食品のリスクアナリシスのため

の原則（GM 食品のリスク分析に関する原則）」208 
「組換え DNA 植物由来食品の安全性評価に関するガイド

ライン（GM 植物安全性評価ガイドライン・付属のアレルギ

ー誘発性の評価含む）」209 
「組換え DNA 微生物利用食品の安全性評価の実施に関す

るガイドライン（GM 微生物ガイドライン）」210 
フェーズ２ 2005 年 第 5 回 

2006 年 第 6 回 
2007 年 第 7 回 

「組み換え DNA 動物由来食品の安全性評価の実施に関す

るガイドライン（GM 動物ガイドライン）」211 
「GM 植物ガイドライン付属文書：微量に存在する組換え

DNA 植物の安全性評価」 
「GM 植物ガイドライン付属文書：栄養または健康に資する

組み換え DNA 植物由来食品の安全性評価」 

 

２．２．２ 評価－参加者の高い満足と評価 

バイオ特別部会における合意形成に対して、参加したアクターのほとんどから高い評

価が得られている。コーデックス創設以来はじめて行われた、FAO と WHO が実施し

た第 3 者によるコーデックスの評価書（Codex Evaluation）においても、成功事例とし

てバイオ特別部会が具体的に紹介されている（Codex Evaluation Team (2002)212）。また、

2005 年の 2 月に行われた第 55 回執行委員会における報告書においても、成功事例と

して挙げられており、バイオ特別部会におけるアプローチが重要であると述べられてい

る（CX/EXEC 05/55/2 PartⅢ, p.6）。各国政府の評価も好意的である。例えば、アメリカ代

表団の報告書は、「アメリカ政府は部会の成果に満足しており、日本政府、特に吉倉議

長の貢献によるものと認識している（中略）ガイダンスの策定において取り扱わなけれ

ばならなかった科学的複雑性や困難な課題を考えれば、部会の成果は非常に素晴らしい」

と報告している213（フェーズ 1 の成果に対して）。同様に、フェーズ 2 においても、ア

メリカ代表団の座長は、バイオ特別部会における「成果に大変満足しており、議長の成

                                                  
208 Principles for the Risk Analysis of Foods Derived from Modern Biotechnology 
209 Guideline for the Conduct of Food Safety Assessment of Foods Derived from 
Recombinant-DNA Plants 
210 Guideline for the Conduct of Food Safety Assessment of Foods Produced Using 
Recombiant-DNA Microorganisms 
211 Guideline for the Conduct of Food Safety Assessment of Foods Derived from 
Recombinant-DNA Animals 
212 Box 2: Procedures for Assessment of Health Risks from Foods Derived from 
Biotechnology. 
213 USDA FSIS ウェブサイト、Report of The United States Delegate, Fourth Session, 
Codex Ad-Hoc Intergovernmental Task Force on Foods Derived from Modern 
Biotechnology, www.fsis.usda.gov/oa/codex/rep_bt03.htm, (accessed 2005/4/22) 
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果をたたえるとともに、全ての参加者は非常に建設的だった」としている214。消費者団

体の NGO も評価している。コーデックスの正式オブザーバーでもある食品と暮らしの

安全基金（旧日本子孫基金）215の機関紙においても、4 年間の総括として、日本政府の

コーデックス対応について「日本政府がバイオ特別部会以降『顔の見える日本』へと変

身した（中略）議長国としての対応能力が確実に上がった」と書かれている（日本子孫

基金(2003b, p.13））。 

しかしながら、詳細にそれぞれのアクターの評価している部分を見てみると、異なる

側面を取り上げて評価している上に、争点（特に政治的議論が大きいリスク管理にかか

わる部分）の合意内容に関しての解釈が異なるという点が指摘できる。 

例えばアメリカは、この合意により、GM 食品の科学的評価基準ができた点を評価し

ている。業界 NGO は、「実質的同等性」の概念が国際的に認められた点を評価してい

る。消費者団体の NGO などは、プロダクト･トレーシングという言葉が合意文書に入

ったことで、管理手法の一つとして欧州の主張しているトレーサビリティーが事実上認

められた216と解釈してこの点を評価している（しかし、アメリカなどトレーサビリティ

ーに反対していたグループからすれば、欧州が主張したような意味でのトレーサビリテ

ィーを認めたつもりはないと考えていると思われる）。 

しかしこの合意ができるまでは、GM 食品に関する食品規格は不在であった（OECD

等の勧告があったにしても）。それは、１．で論じたとおり、すでに主要な先進国間で

異なる規制アプローチの制度化が顕在化しており、国際的な課題として議論すること自

体が難しい問題であったからである。したがって、文書として合意できる点を形にでき

たことは評価されるべきである。食品規制の合意形成を国際社会において行っていく上

で重要な点は、正当性のある場（多様なアクターが参加し、透明性が高い場）、かつ、

一定の強制的意味合いも含む場において、徐々に成文化していくことである。その際に

は、政治化した問題を「非政治化」する整理や交渉プロセスマネジメント上のテクニッ

クが要され、妥協やあえて言葉の意味を曖昧に残しておくことも必要である。つまり、

最初から厳格で完全な合意を求めるのではなく、個々の文言はある程度オープンな形に

し、その意味は後の個別事例や紛争を通じて定着化させてゆく、という漸進的なアプロ

ーチが必要である。この点は、ザートマンも「玉虫色の合意でさえ、法的拘束力はなく

とも国際的な社会政治的圧力を醸し出す漸進的過程の支えとして役立つ」（ザートマン

(2000, p.10））と指摘しているとおりである。以上のことから、合意できる点を明確化

した上で、合意できない点が合意そのものをつぶしてしまうことのないように妥結し、

                                                  
214 米国関係者へのメールインタビュー、2007 年 11 月 20 日。 
215 コーデックスにおいては食品国際消費者機構 (International Association of Consumer 
Food Organization, IACFO)のメンバーとして参加。 
216 ICTSD のウェブサイト“Codex Adopts Biotech Food Standards; ICPM Sets Up 
Working Group on LMOs,” BRIDGES Trade BioRes, Vol.2, No.5 (21 March 2002) 
http://www.ictsd.org/biores/02-03-21/story2.htm (accessed 2005/7/7) 
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文書化のプロセスを歩み出したことが、この会議の成果として非常に重要な点であり、

評価できる点である。これがバイオ特別部会におけるコンセンサス形成を成功事例とし

て本研究において分析する意義のある対象と考える理由である。 

 

３．コーデックス・バイオ特別部会における主要な争点と合意内容 

以下コーデックス・バイオ特別部会で議論された争点とそれに対する結論について、

「科学的」争点（３．１）と、「科学以外の要素（OLFs）」に関する争点（３．２）に

分類して論じる（なお、これらの分類に当てはまらないその他の論点も、４．のプロセ

スマネジメントに関連して興味深いテクニックが講じられていることから、その他の論

点についても取り上げる（３．３））。コーデックス・バイオ特別部会は 7 年に及び議論

され、多くの論点が存在したが、主要な論点は、フェーズ１で一番はじめに取り組まれ

た「GM 食品のリスク分析に関する原則」に関する文書と、その次に、その原則を踏ま

えて GM 植物の安全性評価に焦点を絞って策定された「GM 植物ガイドライン」にお

いて挙げられた論点でカバーできる（その後の微生物ガイドライン、動物ガイドライン

が策定されたがいずれも「GM 食品のリスク分析に関する原則」の文書と「GM 植物ガ

イドライン」の構成をベースに微生物、動物の特性を踏まえて策定された）217。 

 

３．１ 「科学的」争点：「実質的同等性」、既存の対応物、長期的・非意図的影響 

コーデックス・バイオ特別部会では、安全性評価のアプローチに関して当時問題とな

っていた様々な問題が取り上げられたが218、ここでは①「実質的同等性」の位置づけと

適用のあり方、それに付随して、②既存の対応物の定義、③長期的影響や非意図的影響

に関する議論を取り上げる。これらの科学的論点に関しては、FAO/WHO 合同専門家会

議に科学的アドバイスの依頼が行われた。 

 

３．１．１ 「実質的同等性」－GM 食品の安全性評価上最も重要な争点 

「実質的同等性」（Substantial Equivalence）は、前述の OECD のグリーンブック

（OECD 1993）や FAO/WHO のレポート（FAO/WHO 1996）で採用され、その後、

米欧日をはじめ、カナダ、豪州等の主要先進国で安全性評価の基本的な概念として導入

された。この概念が登場した背景には、「丸ごとの食品（whole food）」である GM 食品

の安全性評価には、化学物質などの安全性を評価する際に用いられる動物実験をベース

とする毒性評価の考え方をそのまま適用できないとする考えがあった219。そこで、今ま

                                                  
217 その他、本論文では取り上げなかったが、バイオ特別部会のフェーズ 2 で大きな議論

となった問題に、未承認 GM の取り扱いに関する議論があった。これについては、松尾ほ

か（2008a）および松尾ほか（2008b）を参照されたい。 
218 そのほか、抗生物質耐性マーカー遺伝子の水平伝播の問題や、アレルギーの問題も大

きな論点であった。 
219 笠井（2003）は以下のように説明する。毒性評価の場合、ある特定の化学物質を動物
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で食品として摂取してきた食品は安全であるという前提に立ち、「長い歴史の中で安全

に食する経験を積んできた食経験（long history of safe use）」のある「既存の食品･対

応物（conventional counterpart）」と GM 食品の「比較」に基づく安全性評価が論じら

れるようになった。「実質的同等性」は、既存の対応物と GM 食品の比較により組成・

アレルギーなどに関する類似点や相違点に注目し、その GM 食品が既存の食品と同レ

ベルの安全性を有するかどうかを判断するための概念とされたのである。しかし、いず

れのレポートにおいても概念の運用上の定義が明確でなかったため、「実質的同等性」

は国家によって異なる運用がなされ、様々な批判が巻き起こった（Millstone et al. 

(1999)）。また、あたかも GM 食品を非 GM 食品と同じものとする（同一視する）ため

の概念とするような「誤解」（CX/FBT 00/4 Part I Add.2, p.3）が、「実質的同等性」を

めぐる混乱にさらなる拍車をかけていた220。こうした混乱を受け、国際レベル（OECD 

(2000a)）でも､欧州（Levidow and Carr (2007)）や欧州域内の各国レベル（the Royal 

Society of Canada (2001), Umweltbundesamt (2002)）でも、「実質的同等性」の運用

のあり方に関する活発な議論が展開されていた。  

当時、批判が多く集まったのは、エンドポイント（出口論）としての「実質的同等性」

の解釈であった。すなわち、「実質的同等性」をリスク管理上の判断基準（GM 食品と

既存の食品の組成等の同等性をもって「実質的同等性」が成立（すなわち安全）と判断

する）として運用されることに対してであった。こうした批判については、規制当局者

や専門家からも指摘された221。実際、「実質的同等性」が管理上のインプリケーション

を持つかのような運用の実態があった。例えば、かつて欧州の新規食品及び新規食品成

分に関する規則（258/97/EC）に定められた簡素化手続きでは、「GMO 由来であるが、

GMO を含まない食品または添加物」で、「（組成･栄養価等において）従来の食品と実質

的に同等」と認められたもの（3 条 4 項）は当局に通知するだけで、市場に出せる（5

条）とされていた。この手順に基づいて、実際 GM カノーラ由来の加工油など十数種の

                                                  
に大量に投与してその摂取量や毒性の評価をする。しかし GM 食品の場合、①組換え

DNA が挿入された「丸ごとの食品」が対象となるうえ、②植物中にはジャガイモの芽な

どに含まれるソラニンなど天然の毒性物質があること、また、③人はバランスよく栄養を

摂取する必要があるといった理由から、従来の毒性評価に基づくリスク評価が適用できな

いという問題があった。つまり、「丸ごとの食品」を大量に摂取させることで、仮に健康障

害が出ても、それが GM 食品に新たに付与された特性によるのか、天然成分によるのか、

栄養バランスが崩れたためなのか、要因を特定することが困難なのである（笠井(2003), 
p.569）。 
220 これについては 2000 年の OECD のレポートで、実質的同等性は同一（identical）を

意味するものではないと改めて記された（OECD 2000b，p.23 パラ 90）。 
221 例えば、欧州委員会の保健･消費者保護総局の Pettauer は実質的同等性がリスク評価

だけでなく判断基準となっているという点を指摘した（Umweltbundesamt (2002), pp.15-
24）。同様の指摘はカナダ保健省の依頼を受けて Royal Society Canada の専門家パネルが

まとめたバイオ食品に関する勧告でも述べられている（Royal Society of Canada 
(2001)）。 
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GM 食品が通知された222。EU では、この簡素化手順を適用する明確な基準がなかった

こと（何をもって「実質的同等性」とするのか等）223や、一加盟国で通知の手続きが取

られると他加盟国が異議を唱える機会がないまま域内に流通してしまうということか

ら、大きな問題となっていた224。この混乱を受けて、前述の規則に代わって 2003 年に

採択された食品飼料規制（Regulation(EC) No.1829/2003）では簡素化手順は削除され

た。こうした「実質的同等性」をめぐる様々な混乱から、バイオ特別部会では GM 植物

ガイドライン策定時に、「実質的同等性」の位置づけを国際的にも明確にすることが、

多くの主体から一致して求められた。 

バイオ特別部会からの諮問を受けて作成された FAO/WHO 合同専門家の報告書では、

「実質的同等性の概念は、バイオテクノロジー応用食品と既存の対応物の比較により、

類似性や相違を特定するものであり、それ自体が絶対的安全の保障であるわけではない」

として、実質的同等性の限界を認めた上で、「現段階では、バイオテクノロジー応用食

品の安全性を考える概念としては実質的同等性に代わる方法がなく、この方法を用いる

ことが適切である」とした（FAO/WHO (2000, p.38））225。これを受けて、バイオ特別

部会は、「実質的同等性」は、絶対的安全性を示す概念ではなく、既存の対応物と GM

食品との比較を通じて明らかになった類似点や相違点の安全性を検討するためのアプ

ローチ・方法であるとし、安全性評価の第一歩であると位置づけた。すなわち、前述の

議論で言えば、「実質的同等性」は、安全性評価の「エンドポイント（結果）」ではなく、

評価のための重要なステップ（「スターティングポイント（出発点」）であるとされた。 

この合意には多くの支持があった。科学者などは、これまでの「結果の実質的同等性」

とするような解釈は誤解であるとするが、言葉の混乱を助長する要因がそれまでに存在

していた。例えばある関係者の話によると、アメリカ産業界が「結果の実質的同等性」

                                                  
222 通知された食品はそのほとんどが英国からであった。例えば植物油などは、GMO 由来

でも、組換え DNA もたんぱく質も熱処理によって壊れてしまうので、食品中に残らないと

されている。承認されたもののリストは以下。 
http://ec.europa.eu/food/food/biotechnology/novelfood/notif_list_en.pdf 
（accessed 2015/10/29） 
223 DGSANCO. Discussion paper prepared by Directorate General Health and 
Consumer Protection (SANCO D4) , European Commission，Implementation of 
Regulation(EC)No. 258/97 of the European Parliament and of the Council of 27 
January 1997, concerning novel foods and novel food ingredients, pp.7－8. 
http://ec.europa.eu/food/food/biotechnology/novelfood/discussion_en.pdf 
（accessed 2015/10/29） 
224 2000 年の 8 月イタリア政府は、この簡素化手順によって承認された GM トウモロコシ

を差し止め、完全な評価（フル評価）が必要と主張した（Levidow and Carr (2007, 
p.16)，Princen (2006, p.217)）。 
225 このレポートは 1996 年の FAO/WHO 合同専門家会議のレポートで実質的同等性を結

果として論じたこと（①実質的同等性が成立する、②認められる差異以外については実質

的同等性が成立する、③実質的同等性が成立しない）が、その後の実質的同等性に対する

不支持を招いた可能性を示唆している。（FAO/WHO (2000, p.７）） 
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ということにしてしまったほうが、手続きが楽で都合が良いという意図から、「結果の

実質的同等性」を流布した時期もあったという。また、先ほど挙げた OECD の 1993 年

報告書の結論の部分では、「新規食品及びその構成要素が既存の食品と比較して実質的

に同等とみなされるなら、安全性に関しては同様に扱ってよい。また、それ以上の安全

性に関する懸念は必要ない」226（OECD (1993), p.13）としており、結果の同等性を指す

かの様な表現であったことからも227、バイオ特別部会以前の文書は様々な解釈の余地を

残したものであったのではないかとも考えられる。以上のことからも FAO/WHO 合同

専門家会議の報告書は混乱の解消において重要な役割を果たしたことがわかる228。 

「作業仮説①」で論じたように、この概念に関して、「科学」の透明化が行われたこ

と、すなわち、「実質的同等性」を巡る多様な解釈が混在した状況から、現状「科学的

に」何がどこまでわかっているかを明らかにし、限界も明確にしたうえで再定義したこ

とが、この概念を巡る議論を「非政治化」し、コンセンサス形成に寄与したといえる。 

 

３．１．２ 既存の対応物－比較対象にできるか 

第 2 の論点である「既存の対応物」の定義については、「GM 食品のリスク分析に関

する原則」を策定する際に議論された。技術開発の進展に伴い、安全性が確認された GM

食品にさらに GM 技術を応用して新たな GM 食品を作ることが考えられた。これを受

けて、その際の実質的同等性の比較対象となる「既存の対応物」を非 GM 食品に限定す

るのか、それとも GM 食品でも安全性が確認され、長期間食べて健康に影響が見られ

なければ、それも「既存の対応物」に含めてよいかという議論がなされた。米国は、GM

食品も「既存の対応物」に含まれると主張し、業界 NPO の IUBS（International Union 

of Biological Science）やカナダ、イギリス、日本などが支持したが、欧州（CX/FBT 01/4 

Add.1, p.14.）、ノルウェーや国際消費者連盟（CI）は、既存の対応物を非 GM 食品に限

定すべきと反発した（欧州の規制はプロセスベースを採用していることから、GM 技術

を用いたものは、全て「新規のもの」として扱う）。 

FAO/WHO 合同専門家会議の報告書では、「理想的には…対応物は同一条件下で生育

したほぼ同一の起源を持つ系統であるべきだが、この条件は常には満たせないので、そ

                                                  
226 ‘if a new food or food component is found to be substantially equivalent to an 
existing food or food component, it can be treated in the same manner with respect to 
safety. No additional safety concerns would be needed.’（強調は筆者による）（OECD 
(1993), p.13）。ちなみに、1996 年の FAO/WHO の報告書（FAO/WHO (1996)）において

も、まったく同じ表現で、実質的同等性の概念を説明しているが、最後の「それ以上の懸

念は必要ない」の部分がない。 
227 例えば、Royal Society Canada の報告書では、「実質的同等性」の概念が意思決定の判

断基準（Decision threshold）のように使われると、確固たる安全性評価がなされなくな

るのでよくないとの指摘がなされている（Royal Society (2001)）。 
228 実質的同等性の概念自体を否定するようなコメントをサーキュラーレターで寄せてい

たのは、国際消費者連合（CI）くらいであった（CX/FBT 01/5-Add.1, p.12）。 
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の場合はできる限り近似した系統を選択すべき」（FAO/WHO (2000, p.8)）として、GM

食品も「既存の対応物」となりうることを示唆していた。バイオ特別部会では、「既存

の対応物」を「食品として一般的な利用に基づき安全性が実証された関連生物・品種、

構成成分・製品」（「GM 食品のリスク分析に関する原則」、パラ 8）と記載するにとど

め、GM がその対象となると明言しなかった（しかしこの文言は GM が入る余地があ

るとの解釈を許容している）。その上で、欧州等の非 GM に限定すべきとの意見にも配

慮し、「当面」GM 食品は「既存の対応物」として用いないと脚注に記すことで合意し

た（ALINORM 01/34 A, パラ 25）。 

このように、一致できない点については、FAO/WHO 合同専門家会議の報告書を踏ま

えたうえで、例外規定を設けることで調整が行われた。 

 

３．１．３ 長期的影響と非意図的影響をどこまで評価に含めるか 

第 3 の論点の長期的影響や非意図的影響についても、「GM 食品のリスク分析に関す

る原則」を策定する際に議論された。欧州や消費者団体は、長期的影響や非意図的影響

も安全性評価の考慮の対象とすべきと論じた。欧州などはこうした考慮事項はリスク管

理のセクションの「上市後のモニタリング（post market monitoring）」との関係にお

いても重要と考えていた。 

FAO/WHO 合同専門家会議は、GM 食品を理由とする特異な長期的影響については

ほとんどありえないだろうとしたため、「GM 食品のリスク分析に関する原則」に長期

的影響は盛り込まれなかった。しかし非意図的影響について、FAO/WHO 合同専門家会

議は、GM に限ったことではなく従来の育種でも起こると指摘した上で、これを検知し、

評価する方法が必要だとした229。そこでバイオ特別部会では、これに基づき、安全性評

価において考慮すべき「非意図的影響」として「予測不可能なもの（unpredictable）」

と「予期しないもの（unexpected）」の二つを挙げ（「GM 食品のリスク分析に関する原

則」パラ 16）、後者の起こる可能性も認めて、現在の科学的知見に基づいた多様な安全

性データおよび情報の収集が重要とした（田部井ほか (2005, pp.114-115））。 

これまで、GM の安全性に関する「不確実性」が論じられるときには、長期的影響も

非意図的影響も混在した形で議論されていたが、ここで不確実性のどの側面がより安全

上の課題となりうるのかを現時点での知見に基づいて明らかにし、それへの対応を整理

することにより一定の「非政治化」を促した。 

これらの合意によって、安全性のアプローチをめぐる問題は、一応の決着がついた。

特に「実質的同等性」の考え方は、コーデックスでの再定義によりあらためて国際的に

                                                  
229 FAO/WHO 合同専門家会議では、現在のアプローチは特定の成分を分析する targeted-
approach（標的を定めたアプローチ）であるが、将来的には、プロファイリングなどによ

る non targeted-approach（標的を定めないアプローチ）の開発が必要とした。 
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認知される概念となったとされる230。 

 

３．２ 「科学以外の要素（OLFs）」に関連する争点 

以下では、「GM 食品のリスク分析に関する原則」における「科学以外の要素（OLFs）」

に関連する争点を整理する。この文書では、「科学以外の要素（OLFs）」の中身をどこ

まで明確にするかについての議論（３．２．１）と、「科学以外の要素（OLFs）」の「非・

対象」である消費者懸念や情報提供が争点に関連したトレーサビリティー（traceability）

（３．２．２）の問題の中で「科学以外の要素（OLFs）」が議論された（なお、前述の

とおり、米欧間で激しい対立が見られた GM の表示制度については、すでにコーデッ

クスの表示部会で検討がなされているとしてバイオ特別部会では議論しなかった）。  

 

３．２．１ 「科学以外の要素（OLFs）」についての議論 

第 1、2 回のバイオ特別部会では、欧州や消費者団体の CI などが、GM 食品のリス

ク管理を考える上での潜在的な「科学以外の要素（OLFs）」について具体的に議論する

必要があるとして、環境影響、動物福祉、倫理、宗教的文化的考察、消費者の懸念、食

糧供給の保障、実行可能性等、様々な項目を挙げた（ALINORM 01/34, パラ 15）。欧州

等は、当時 CCGP で議論されていた「科学以外の要素（OLFs）」と並行し（第 3 章参

照）、GM に関する「科学以外の要素（OLFs）」についても中身を明確化すべきとした

231。特に、欧州等は、コーデックスで「非・対象」とされた要素についても、このガイ

ドラインの中で対象とすることを求めた232。それに対して、米国等の「阻止・反対派」

は、「科学以外の要素（OLFs）」は GM 食品に限った論点ではなく、全般的問題として

CCGP で検討すべきと主張した（CX/FBT 00/4 Part I , p. 13）。第 2 回バイオ特別部会

の議事録の議論を見ると、「科学以外の要素（OLFs）」のクライテリアについて「倫理

的、道義的、研究開発や市場普及における社会経済的側面といった要素にも拡大して考

慮に入れることについて同意した」とあり（ALINORM 01/34A、パラ 22）、一度はこ

                                                  
230 しかし、実質的同等性には表現上の変化が現れている。コーデックスで確認された

実質的同等性の考え方自体が放棄されたわけではないが、「実質的同等性」に代わって

「比較」という表現が用いられるようになっている。例えば、2003 年に FAO/WHO
専門家会議が作成した GM 動物に関する報告書（FAO/WHO (2003)）では、「比較に

よる安全性評価 CSA（Comparative Safety Assessment）」というより包括的な概念

が用いられている。また、日本の食品安全委員会が策定した GM 食品の安全性評価基

準においても、「同等とみなしうる」に代わって「比較対象となりうる」という表現が

使用されている。実質的同等性の本質が「比較」であることを考えると、このような

表現の方が適切なのかもしれない。 
231 例えば、第 1 回 CTFBT に向けた欧州のコメント CX/FBT 00/4 Part I-Add.1 
232 具体的には、第 2 回 CTFBT に向けた欧州のコメント CX/FBT 01/4-Add.1 の中で、

「科学以外の要素（OLFs）」はコーデックスで対象となっているものにとどめるべきでな

いと指摘した。 
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うした要素の検討をすることも合意したようだが、同じ議事録の最終結論では、これら

の要素については「このガイドラインは取り扱わない（does not address）」と明記する

こととなった（これは採択された「GM 食品のリスク分析に関する原則」のパラ７に反

映された）。そして、議長は「先導・推進派」に対して、ちょうど CCGP で策定した「科

学以外の要素のクライテリア」が採択されたことを受けて（第 3 章参照）、それを引用

する形で活用するよう説得した。最終的に、上記の通り、ガイドラインの取り扱い範囲

を明確にしたうえで、採択済みの「科学以外の要素のクライテリア」に言及し（「GM 食

品のリスク分析に関する原則」のパラ 16）、「科学以外の要素（OLFs）」の具体的内容

をあえてリスト化しないことで合意した233。 

「科学以外の要素（OLFs）」については、フェーズ 2 で GM 動物の安全性評価に関

するガイドラインを作成する際に、再び問題となった。欧州等は再度「科学以外の要素

（OLFs）」を明確化するべきとし、この問題は再び争点となった（EU のコメント CL 

2006/27-FBT）。欧州等は、GM 動物の場合は、特に倫理的な問題も看過できないとし

た。しかし、すでに合意したリスク分析の枠組みにおける対応、すなわち、このガイド

ラインでは安全性に関することのみを取扱い、それ以外のことは取り扱わない（does 

not address）とした前例に従うことが妥協案として示され、あえて「科学以外の要素

（OLFs）」の中身を列挙しないということで合意がなされた。 

 

３．２．２ トレーサビリティー、表示と消費者懸念との関連性を巡る議論 

「科学以外の要素（OLFs）」に関連して、大きな争点となったのが、トレーサビリティー

と消費者懸念や情報提供の関連性をどう考えるかという点であった。GM 食品におけるト

レーサビリティーの問題は、特にフランスが激しく主張し、「これをクリアしないとどうに

もならない」とフランスの担当者が議長に告げた（吉倉 (2003), p.47）ほど、欧州にとって

はクリティカルな問題でもあったという。この問題は「非政治化」の限界要因である消費者

懸念が根底にある要因として関連していた。それは例えば、欧州が、BSE への深刻な消費

者懸念の対処に際し、牛肉に関する厳格なトレーサビリティーと表示制度を設けたことが

信頼回復に結びついたので、GM 食品の信頼強化においても同じ対応（筆者注：トレーサビ

リティーと表示をセットで考える）をとるべき（CX/FBT 02/8. p.22）と論じたことからも

指摘できる。 

米欧の見解の相違は234、①トレーサビリティーの対象（GM 食品に特に関連する話か、食

                                                  
233 合意文書は、以下のとおりである。「モダン･バイオテクノロジー応用食品のリスク管

理措置は、リスク評価の結果に基づき、また必要に応じコーデックス総会の総括的決定な

らびに「内部向けリスク分析適用の作業原則」に準拠して OLFs を考慮し、そのリスクに

応じたものとすべきである｣（下線は筆者による）とした（「GM 食品のリスク分析に関す

る原則」, パラ 16）。 
234 米欧らの考えの違いは、フランスの討議文書（CX/FBT 01/6）とそれに対する米国の

コメント（CX/FBT CRD）（Poli (2004)）、および各国のコメント（CX/FBT 02/8）に表れ
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品全体にかかわる話か）、②仕組みの適用範囲（特定の工程における段階を対象とするのか、

食品の生産・加工・流通の全工程をカバーするのか）、③目的の範囲（安全性のみを対象と

するのか、それ以外の消費者懸念や消費者に対する情報提供も含むのか）、であった。 

米国は、安全上の問題があった場合に製品回収ができる仕組みが必要ということについ

ては同意したが、トレーサビリティーは GM に限った話ではなく、すべての食品、コーデ

ックス全体にかかわるのでバイオ特別部会ではなく CCGP で議論することが適切とし、ま

た、その仕組みはシステム全体で導入するとコストが大きくなるので、安全上の問題が認め

られた際に回収を可能とするトレースバック（Traceback）が確保されればよいとした。さ

らに、トレーサビリティーを消費者への情報提供・選択を目的とする表示の問題と結びつけ

ることに反対して（ALINORM 03/34 パラ 68）、その範囲を安全の問題に限るべきとした。

これに対して、欧州は、確かにトレーサビリティーは GM に限定された問題ではないが、

GM 食品に対する消費者の関心が高いため特別な配慮が必要とした（ALIORM 01/34A パ

ラ 35）。また、適用範囲は、食品流通のいかなる段階もカバーするとし、さらにその目的も、

消費者への選択の自由を確保する表示とセットで議論すべきであり、トレーサビリティー

の仕組みは表示を検証する仕組みとしても有用と論じた（ALINORM03/34 パラ 67235）236。

途上国は、当初欧州の主張に理解を示して「先導・推進派」の欧州に同調していたが、

トレーサビリティーが単に GM 食品だけでなくすべての食品に関わる問題として論じ

られると、管理コストや実現可能性、農産物の輸出における負担の問題として認識する

ようになり、「阻止・反対派」の米国と同様の立場を取るようになった。こうしてこの

問題をめぐっては、欧州・消費者 NGO 対米国・途上国連合という対立構図で議論が展

開された。ちなみに、議長国の日本はトレーサビリティーに関して、食品安全の確保に

おいても消費者への情報提供においても、有用な概念であると指摘していた（CX/FBT 

02/8, p.11） 

解決は、①トレーサビリティーの概念の対象と適用範囲で合意できる部分にスコープを

限定すること、②合意しきれない部分については議論のアウトソースをすること、により図

られた。米国も欧州も、安全の確保が重要である点は一致しており、また、安全上の問題が

生じた際に製品回収の仕組みが必要だという点では一致していたことから、リスク管理に

おける安全性にスコープを絞って文書が策定された。具体的には、欧州が主張した、表示や

全工程を対象とする含意を持つ「トレーサビリティー」という言葉は用いず、米国が提

                                                  
ている。 
235 こうした議論はグリーンピースなどの NGO からも論じられた（ALINORM 03/34A パ

ラ 73）。 
236 欧州ではその後、2003 年に「表示とトレーサビリティーに関する規則（Regulation  
1830/2003)」が制定された。この規則はその目的を、①消費者の選択の自由が可能となる

包括的表示規制を設ける、②すべての流通段階において GMO のトレーサビリティーを設

けることで表示のモニタリングをするとともに、潜在的な健康・環境影響の監視とそうし

た問題があった際には回収を可能とする、としている。 
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案した「プロダクト･トレーシング（tracing of product：製品の追跡）」を、安全や上市

後モニタリングの為のリスク管理措置の一つの手段として盛り込むことで合意した

（GM 食品のリスク分析に関する原則、パラ 21）237。ここで米国が主張したプロダクト･

トレーシングは、食中毒など食品の事故の際の回収を念頭にした概念で、かつ、「科学

的」安全性に限った概念であり、欧州の主張するような包括的概念よりも限定的なもの

とされる。 

また、この文書の採択の際に、プロダクト・トレーシングについて定義や運用のあり

かたを決定しなかった。これは GM 食品に限らず、他の食品にも関連する概念として、

他の部会に検討を要請することで解決することとした。具体的には、定義については

CCGP に、そしてその輸出入管理上の運用のあり方については、食品輸出入検査・認証

制度部会（CCFICS）にアウトソースする238こととした239。 

上述の通り、トレーサビリティーの問題は、「先導・推進派」側の消費者懸念や選好

との関連性が水面下の問題として関連し、フェーズ 1 の中でも最も熾烈な議論となった

問題の一つであったことから、議長国による関係性構築においても、特別な配慮がなさ

れた。上記のスコープの限定や他部会へのアウトソースによる妥結により、GM 食品の

リスク分析に関する原則案は、第 3 回のバイオ特別部会で規格策定の最終段階であるス

テップ 8 に進められたが、こうした妥結を図った後も、トレーサビリティーの議論を求

めた欧州や NGO へ配慮し、すでに合意した事項は覆さないという前提のもと、その次

の第 4 回バイオ部会においてもオープン・ディスカッションという形で、トレーサビリ

ティーについて議論を行う機会が設けられた。 

 

                                                  
237 ｢リスク管理措置の実施･施行を促進するにあたり、特定の手段が必要となる場合があ

る。それらには、…人の健康へのリスクが特定された場合の回収、または上市後モニタリ

ングを補助するための製品の追跡（the tracing of products）が含まれる｣（下線は筆者に

よる）。 
238 このようにして、コーデックス・バイオ特別部会では、定義の問題を他の部会へ依頼

することでスコープの再設定をしたことが、コンセンサス形成に寄与した事例として挙げ

られている（CL 2008/34-GP、脚注 31）。 
239 その後、CCGP で定義が策定された。バイオ特別部会では、文言としての「トレーサ

ビリティー」が用いられることを巡って大きな論争となったのだが、CCGP で策定され、

コーデックス手続きマニュアルに記載された定義では、「トレーサビリティー／プロダク

ト・トレーシング（Traceability/product tracing ）」と、二つが併記された。そして、「生

産・加工・流通の特定の段階において食品を追跡できること（the ability to follow the 
movement of a food through specified stage(s) of production, processing and 
distribution）」と定義づけられている。また、CCFICS でも、輸出入管理におけるツール

としてのトレーサビリティー／プロダクト・トレーシングに関する原則（CAC/GL 60）の

ガイドラインが策定された。なお、手続きマニュアルにはトレーサビリティー／プロダク

ト・トレーシングと記載されているが、GM 食品のリスク分析に関する原則の主文には

tracing of product のみが記載されている。 
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３．３ その他の争点 

 その他の争点としては、「呼称」の問題と、「予防原則」の位置づけを巡る争点があっ

た。「呼称」の問題の主要な論点は、米国の主張するバイオテクノロジー応用食品（Foods 

Derived from Modern Biotechnology）｣とするか、消費者 NGO などの主張する遺伝子

組換え生物（Genetically Modified Organism）｣とするかであった。GMO を主張する

側は、消費者などが簡単に理解できるような表現が重要として、GMO を使用すること

を主張し（今村 (2003, p.17)）、米国は GMO は科学的な定義でなく（その他 GMO と

いう言葉がもつネガティブなイメージを回避したいことも考えられる）、カルタヘナ議

定書と整合性のある Foods Derived from Modern Biotechnology という用語を使うこ

とを求めた。第 2 回バイオ特別部会で、議長国が用意したカルタヘナ議定書など国際的

に合意されたほかの文書の資料をもとに議論し、「モダン･バイオテクノロジー」を文書

全体で用いることとされた。なお、呼称の問題は、コーデックスの表示部会（CCFL, 

Codex Committee on Food Labeling）で長年にわたって決着がつかなかった問題であ

る（その後最終的にはコーデックスで採択済みの関連文書を寄せ集めた文書、

Compilation of Codex texts relevant to the labelling of foods derived from modern 

biotechnology、をつくることで 2011 年に決着した）。バイオ特別部会で合意ができた

のは①議長国が討議資料として、カルタヘナ議定書についてまとめていたこと、②会議

が 4 年という期限付きであったため、長々と議論できないことがうまく作用した結果と

考えられる。 

二つ目の「予防原則」については、第 3 章で論じたとおり、コーデックスでは、バイ

オ特別部会だけでなく、CCGP の「内部向けリスク分析適用の作業原則」において議論

が既に繰り広げられていた。繰り返しになるが、環境安全の議論をしていたカルタへナ

議定書においても大きな争点であり、また、当時欧州では、予防原則の法整備を進めて

おり、国際的にも予防原則の法的地位を確立したいと考えていた。これに対して米国は、

この原則が偽装的な国内産業保護に利用され、公正な貿易が阻害されることを懸念し、

科学的根拠に基づく管理が重要であるとして、「予防原則」の明文化を回避したいと考

えていた。バイオ特別部会では、「予防原則」の問題はコーデックス全般に関わる問題

として CCGP に委託することで合意を図ったので、米国が懸念した「予防原則」の明

文化はされなかった。しかし欧州の主張は、「リスク管理者はリスク評価において特定

された不確実性を考慮し、これらを管理するために適切な措置を講じるべきである」と

いう文言を「GM 食品のリスク分析に関する原則」（パラ 18）に入れ、「予防原則」の意

図を盛り込むことで妥結が図られた。 

 

以上述べた争点と合意内容は表 16 にまとめた。交渉の経緯から、バイオ特別部会で

は絶対的な解決が図られるというよりも、様々なテクニックにより、ZOPA の模索と双

方の落としどころを探し、妥協が図られたことが分かる。これは大筋での合意事項やそ
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の他の合意できる点をつぶさないようにするための妥結であり、それを受け入れる用意

が主体間に存在した。また、途上国やオブザーバーの消費者団体を含む多様なステーク

ホルダーが、これまで取り上げられなかった論点に関して意見を表明し、少なくとも項

目として議論したことが、混乱の沈静化に一定の役割を果たしたことも確かである。 

 

表 16 コーデックスにおける主要な争点と合意内容（出典：筆者） 
① 「科学的争点」：実質的同等性、既存の対応物、長期的・非意図的影響 
争点 論点 バイオ特別部会の合意文書における結論 
実質的同等

性 
実質的同等性の概念の位置づけ

を巡る争い。スターティングポ

イントなのか、エンドポイント

なのかという議論。混乱の解消

を多くの主体が一致して求め

た。  

実質的同等性はスターティングポイント。

絶対的安全性を示す概念ではなく、既存の

対応物と GM 食品との比較を通じて明らか

になった類似点や相違点の安全性を検討す

るためのアプローチ・方法。 

既存の対応

物 
「既存の対応物」にすでに安全

性評価済みのGM食品の含めて

よいのかという議論。欧州や消

費者団体が否定的見解。 

欧州や消費者団体の要望にも配慮して、「当

面」GM 食品を既存の対応物に用いないと

脚注に記すことで合意。 

長期的・非意

図的影響 
長期的・非意図的影響も安全性

評価の考慮事項とするべきとの

議論。欧州や消費者団体が要請。

FAO/WHO 合同専門家会議の報告書に基づ

き、長期的影響については盛り込まず。非意

図的影響については予期しないものも含め

てデータ収集が重要とした。 
② 「科学以外の要素（OLFs）」に関連する争点：「科学以外の要素（OLFs）」、トレーサ

ビリティー 
争点 論点 バイオ特別部会の合意文書における結論 
「科学以外

の 要 素

（OLFs）」 

欧州や消費者団体が「科学以外

の要素（OLFs）」の具体的内容

のリスト化を求める。 

「科学以外の要素（OLFs）」の項目をリス

ト化しない。すでに採択済みの「科学以外の

要素（OLFs）」に関する文書に言及するこ

とで解決。 
トレーサビ

リティー 
欧州・消費者団体は全フードチ

ェーンにおいて製品の由来が随

時検索可能な記録の保管が必要

とした。国内不分別の流通管理

をしている米国や業界が反対。

途上国も反対。 

トレーサビリティーは文書に盛り込まず、

食中毒など食品の事故時の回収に用いられ

るプロダクト・トレーシング（trading of 
product）という、より限定的な概念を記載。

③ その他の争点：「呼称」、予防原則 
呼称 GM 食品を何と呼ぶか。欧州等

は GMO を主張。米国は Foods 
derived from modern 
biotechnology を主張。 

カルタヘナとの整合性を取り、 Food 
derived from modernbiotechnology とし

た。 

予防原則 欧州や消費者団体が予防原則と

いう言葉を明文化することを求

め、米国や業界 NGO が反対。

「予防原則」の明文化はコーデックス全体

の問題として一般原則部会に委託。明文化

をせず、意図を盛り込む文書で合意。 
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４．分析－コーデックス・バイオ特別部会における合意形成の成功要因 

上述の争点における分析から、「非政治化」の限界要因がかかわるような問題におい

て様々な妥結が図られることで争点が一つ一つ解決されたことが分かった。以下では、

こうした問題を、「作業仮説②」の制度的構造要因や、議長国のプロセスマネジメント

の観点から分析する。まず、交渉の前提となる、アクターとその利害、交渉の場の制度

的構造要因について再整理してコンセンサス形成の当初の展望を論じる（４．１）。そ

のうえで、交渉プロセスの過程で、知識・利害調整の手段と「交渉者のジレンマ」のマ

ネジメント（関係性構築）が議長国によってなされたことがコンセンサス形成の成功に

寄与したことを明らかにする（４．２）。 

 

４．１ 当初の利害関係と制度的構造要因からのコンセンサスの展望 

 

４．１．１ 交渉イシューを巡るアクターの利害関係（対立構造）と役割 

GM 食品の問題は、「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」が絡む複雑な問題であっ

た。また、コーデックスに至るまでに様々な国際交渉の場でのフォーラムショッピング

がなされたことからもわかるように、極度に「政治化」した問題でもあった。 

先進国におけるアクター間の関係性は、GM 作物の普及状況、規制のあり方において

既に明確に異なる規制アプローチが構築されており、差異が顕在化していた（ただし、

途上国のポジションはイシューごとに異なる。またトレーサビリティーの例でみたよう

に、問題のフレームによって立場が変化する）。米国のように（実態は企業が FDA に相

談しているとされるとはいえ）自主的な協議に基づく規制体系と、食品安全だけでなく

環境影響も含めて包括的に法的義務による安全性確認を課している欧州では非常に異

なる。他方で、日本は特異的な立場にあった。日本は、米欧の争点にバランスよく共通

点をもち、中間的な立場にいた。安全性評価も表示も法的に課しており、GM に対する

受容性も低いという意味では欧州と同じである。一方、経済的には米国からの作物の輸

入に大きく依存しており、また承認状況も、世界的にみても米国に次いで多い。欧米は

輸出国であるが日本は輸入国であり、利害関係が異なった。このようなポジションに位

置する日本が公式な役割として議長であったことは、後に論じるようにコンセンサス形

成において大きな意味を持った。 

次章のラクトパミンの際には明確かつ固定的であったが、GM ガイドラインにおける

各アクターの行動的役割は、一刀両断に論じられない。これはガイドラインという交渉

対象（成果物）の特性から説明できる。特定の GM 作物の承認の可否と異なり、ガイド

ラインの策定は、多数の争点が存在し、ある争点において「先導・推進派」であったと

してもほかの争点においては、「阻止・反対派」となることもあったからである。また、

交渉開始時点においては、こうしたガイドラインの前例はなく（TOR による大きな枠

組みの縛りはあるものの）、そもそも争点が何になるのかについての見通しはすべての
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アクターにとって不透明であったことも指摘できる（つまりラクトパミンのような数値

基準に比して、特定の明確な直接的利害に直結しないということである）。更にいえば、

ガイドラインの策定は、文書策定上の自由度が大きい点、すなわち、個別詳細の部分で

は一定の自由度（多様な解釈を残す余地）があることから、交渉のインセンティブは高

くなる可能性があった。 

 

４．１．２ 制度的構造要因ー特別部会の「締切効果」作用と柔軟性 

「制度的構造要因」として明文化された手続として、特別部会という会議形態があげ

られる。特別部会は、常設の委員会と異なり、委任事項が明確にされた上で開催され、

その作業の完了とともに消滅する。特別部会が合意形成にうまく作用した点として、2

点あげられる。①まず時間的な制限が設けられていることである。この時間的なプレッ

シャーが迅速な合意形成を可能とした。成果物が完了するのは往々にして「締切」効果

による。特別部会はこの「締切」と同時に消滅してしまうので、作業内容における優先

順位の検討においても妥協点の導出の説得においても共通認識の形成においても交渉

参加主体に大きな作用として働いた。②二つ目は、常設でないことにより詳細なルーテ

ィーンに縛られない点である。繰り返しになるが、次章の事例で取り上げるラクトパミ

ンの事例が、常設の部会でこれまで形成されてきた様々な手順が議論を拘束したのに対

して、議題設定や議論の進め方において一定の自由度があった。もちろん特別部会も、

コーデックス全体にかかわるルールや委託事項に縛られるが、アジェンダ設定や合意形

成進め方の自由度は高かった（だからこそ、議長国も仲裁的なリーダーシップが発揮で

きた）。 

 

以上のことから、ラクトパミンの事例よりは楽観できる要素があったが、それでもア

クター間の固定的な利害関係や議論の政治化した環境状況を踏まえれば、合意形成にお

いて困難が予想される難しい問題であり、その障害は以下に論じる議長国のプロセスマ

ネジメントにより解消されていった。 

 

４．２ 議長国によるプロセスマネジメント 

 

４．２．１ 知識・利害調整の手段 

以下では、議長国が主体となって展開した、知識・利害調整の手段により ZOPA がい

かに模索されたのかを具体的に論じる。 

 

（1）知識－①科学的知見と②事実関係 

知識のうち、「科学的知見」に関しては、FAO/WHO 合同専門家会議の報告書が知識

基盤となった。実際に、科学的な論点では、３．で見たように、FAO/WHO の報告書が
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最大限活用された。バイオ特別部会では、文書の策定に当たって GM 植物（FAO/WHO 

(2000)）、アレルギー（FAO/WHO (2001a)）、GM 微生物（FAO/WHO (2001b)）、GM

動物（FAO/WHO (2003), FAO/WHO (2007b)）に関する FAO/WHO 合同専門家会議の

開催を依頼した（CX/FBT 07/7/3 Add.1）。２．で論じたとおり科学的知見に関する基

本的な報告書として、すでに OECD や FAO/WHO の報告書が存在したが、バイオ特別

部会では、この会議の為に、FAO/WHO に対して最新の知見に基づく新たな報告書を作

成するよう依頼した。３．における争点と合意内容からも明らかなように、これらの報

告書が「非政治化」において果たした役割は大きい。その評価報告書は、第 2 章の分析

で論じたとおり、コーデックスから独立した組織であり、かつ個人として参加する専門

家によるものであることから（特定の国の行った安全性評価ではない）、質の高いもの

とコーデックスの多くの参加主体が一致して認めている。 

「実質的同等性」、長期的影響と非意図的影響の問題をはじめバイオ特別部会の安全

性評価に関する争点のほとんどについて、FAO/WHO 合同専門家会議に科学的知見に

基づき合意形成がなされた240。上述のように、現段階の「科学」の現状を明らかにする

ことでその限界も認め、透明化を図ることにより「非政治化」が促されて、コンセンサ

ス形成が可能となった。とはいえ、「既存の対応物」で見たように、すべてが FAO/WHO

合同専門家会議の科学的な知見の通りそのまま受け入れられたのではなく、後述の（2）

で論じるようなテクニックにより、ZOPA を模索して調整が行われたものもあることも

わかった。 

また、「事実関係」に関する知識については、議長国の事務局が大きな役割を果たし

た。ほかの国際機関における議論やコーデックスの他の部会での議論など、すでに決定

している事項や議論されている事項についてあらかじめ整理しておくことで、当部会で

議論する重複や拡散を回避する上で大きな役割を果たした。これは次節の（2）③でさ

らに論じる。 

 

（2）利害調整の手段ー①スコーピング、②課題設定、③テクニカルな手段 

① 課題設定におけるスコーピング（スコープの調整・限定） 

まず、政治化を回避する上で最も重要な点は、議題設定における「スコーピング」（ス

コープの調整・限定）によるリンケージや問題の複雑化の回避である。バイオ特別部会

が最初に取り組んだのは「GM 食品のリスク分析に関する原則」であった。これにより、

GM 食品のリスク分析の基本的な枠組みの方向性が提示されるとともに、議論のスコー

プが定められた。残りの合意文書はいずれも安全性評価に関するガイドラインである。 

各論の策定に関しては、安全性評価の手法を課題に設定することで、FAO/WHO 合同

                                                  
240 FAO/WHO 合同専門家会議のレポートが争点として反映されなかったのは,アレルギー

の付属文書の判断樹くらいで、それ以外はほとんどが FAO/WHO 合同専門家会議のレポー

トに基づいて合意された。 
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専門家会議の科学的知見に基づく議論の比重が大きくなるようにされた。バイオ特別部

会の成功要因のひとつは、（スコープの多くを）「安全評価の方法という議論に限定」し

たことによる（牛尾(2003, p.11)）、とする政府関係者の指摘からも裏付けられる。リス

ク管理についてはスコープを大きな「概論」に設定し、安全性評価241については詳細に

課題設定をした。そして各国の国内管理措置に抵触するような「非政治化」の限界要因

にかかわる問題（具体的には、政治的対立の大きな要因となっていた「科学以外の要素

（OLFs）」やトレーサビリティー等の扱い）の比重を、全体の枠組みの中の大きな項目

のうちの一つと位置づけることで最小化した。仮に課題設定が、こうした「非政治化の

限界要因」にかかわる部分が主要な論点であったら、この短期間に合意文書の策定は困

難だったと思われる。 

 

図 16 採択文書の関係性・位置づけ（出典：筆者）（灰色部分が安全性評価にかかわる

部分） 

 

 

② 課題設定ー起草における議長国の役割 

上記、スコーピングにも関連するが、アジェンダ設定や論点整理における起草段階で

の議長国の役割も重要である。最終的な合意文書は、もちろん参加主体の総意に基づく

ものであるが、作業の優先順位等の議事の詳細な内容の検討、文書の起草については議

長国の事務局とコーデックス事務局が共同で準備する（バイオ特別部会でこの作業の主

体となったのは議長国の事務局である）242。そのため、課題設定能力は議長国のプロセ

                                                  
241 安全性評価のガイドラインでは、「非政治化」の限界要因である「科学以外の要素

（OLFs）」はリスク管理の検討事項なので議論の対象とならない。 
242 上述の通り課題設定はバイオ特別部会として合意の上で行われたことであり、議長国

が単独で行ったわけではない。ただし、日本は「GM 食品のリスク分析に関する原則」草

案のワーキンググループの座長でもあったので、起草における役割は大きかったことは確

かである。 
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スマネジメントにとって非常に重要な要素である。コーデックスの会議では草案をパラ

グラフごとに議論していくというスタイルを取るので、草案の出来は会議の流れを大き

く左右する（吉倉(2003, p.46)）。また、コーデックスでは会議の事前にサーキュラーレ

ターを回付し草案に対するコメント出しを行うので、各アクターのポジションの把握が

比較的容易に行える。これら加盟国・オブザーバーが提出したコメントを詳細に分析す

ることで争点において合意が得られるところと得られないところの把握と、落としどこ

ろの判断がなされた。また、文書における争点の位置づけにより、詳細に扱う部分と一

般的に扱う部分との選別が行われた。 

 

③ テクニカルな手段－既存の合意事項の引用や参照、条件付き合意の手段（限定性・

暫定性、例外規定の追加）、新たな概念の持ち込み 

調整のための技術的手段として、以下のテクニックが観察された。まず第一に、既存

の合意事項の引用や参照である。例えば争点の「科学以外の要素（OLFs）」では、既存

の文書に準拠するとして、GM 食品に関する「科学以外の要素（OLFs）」をリスト化す

べきとの議論を回避したが、このように既存の枠組み・文書を活用してリンケージや議

論の蒸し返しの回避したこともほかの合意事項をつぶさないためのコンセンサス形成

においては重要であった。上記「知識」の中で議長国の事務局が、「事実関係」を網羅

的にきちんと整理していたとしたが、こうしたことが手段として活用されることを可能

とした（「呼称」の事例も同様）。第二に、条件付き（限定性・暫定性、例外規定の追加

等）合意の手段である。例えば、「既存の対応物」については、FAO/WHO の科学的ア

ドバイスを崩すことなく、「先導・推進派」の米国の要請を本文で満たし、脚注に「当

面の間は」非 GM に限るという文言の追加をして時限性・暫定性を付け加えることで、

「阻止・反対派」の欧州側の要求もうまく盛り込んだ妥結を導くことに成功した。その

他、例外を設けるために、「where appropriate」といった文言を追加することにより合

意するといった手段もしばしば用いられる。第三に、新たな概念の導入・持ち込みであ

る。トレーサビリティーの議論の行き詰まりの中で、プロダクト・トレーシングという

言葉により、双方が相乗り（同床異夢）できる状況を作り出したことが好例である。 

こうした一つ一つの小さなテクニックは通常の合意形成の議論ではあまり強調され

ないものの、「非政治化」においても、ZOPA の範囲の拡張においても有効で、「現場」

の会議での合意形成の行方を左右する重要な要素であるといえる。 

 

４．２．２ 関係性構築ー「交渉の場」の切り替え、公平性の配慮、時間のコントロー

ル、共通認識の形成 

会議進行でも、コンセンサス形成が促進されるよう、様々なテクニックが用いられた。

それは、「交渉の場」の切り替え、「機会の公平性」への配慮（発言時間のコントロール）

と、政治的妥結を許容する共通認識や意識形成（「現場の空気」のコントロール）とい
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う形で発揮された。 

一つ目は、「交渉の場」の切り替えである。バイオ特別部会では、議長がコーデック

ス、FAO/WHO あるいは関連する他の国際機関等ですでに採択済みの文書を徹底的に

把握し、適宜引用することでタイミングよく議論の重複や脱線を防ぐとともに、スコー

プの限定に努め、議論の拡散を回避した。それでも議論が行き詰った際には、インフォ

ーマルなセッションの設置やブレークを入れるなどして、本会議以外の本音が語れる機

会を設けたりもした。こうした時間に参加主体がコリドーディプロマシーを展開するこ

とで、ブレークの後に一転して合意形成がスムーズにいくこともしばしばであった。 

二つ目は機会の公平性への配慮である。会議の進行において時間の管理も重要な要素

であるが、議長は、発言の時間を 2 分に定めた。これによりオブザーバーも含めて発言

の機会がいきわたり、参加主体間は、少なくとも意見を述べ、議事録に記載されるとい

う満足感が得られた。この結果、要点を絞った議論ができ、かつ、オブザーバーを含む

多くのアクターにも発言の機会が行き渡った。これは主体の多様化と増大への対処とし

ても有効であった。 

三つめは、現場の空気のコントロールである。規格策定のためには政治的妥協を許容

するという会議参加者間の共通認識の形成や意識の向上に向けた働きかけも行われた。

審議が草案のパラグラフごとに行われるので、その際に言い回しによって妥結すること

が可能となった。公の場で「ではこのように言い変えてはどうか？」という提案が繰り

広げられた。このように「交渉者のジレンマ」に陥らずに、ZOPA の拡大が可能であっ

たのには、プロセスにおける議事運営の要素も寄与しているということが指摘できる。 

 

４．３ 仲裁機能の存在―議長（国） 

日本が議長国として仲裁機能を発揮しえたのは、日本が対立する主要なアクターと争

点においてちょうど両者の中間という特異的なポジションにいたことも挙げられる。こ

れは欧州や米国のように対照的な立場を持つ国が議長国であったなら合意はまとめら

れなかったであろうとする多くの関係者の発言からも裏付けられる243。 

また、現場の交渉においては、上記の会議進行において議長個人の果たした役割も大

きかった。議長の吉倉廣氏は、バイオテクノロジーに関する国内の審議会だけでなく、

コーデックスのほか OECD 等でも経験が豊富であり、科学的議論の専門的内容を熟知

している。また、そうした知識だけでなく、コーデックスや GM に関連するあらゆる情

報を、コーデックス手続きマニュアルに記載されたルール・内容を含め事前に頭に叩き

込んだという。そうした努力があって会議の中で上述の様々なテクニックを用いた舵取

                                                  
243 さらに日本としてもインセンティブがあった。コーデックスは長らく欧米主導の国際

機関で、当時アジアの国が部会の議長を務めたことはなく（現在は中国が常設部会の

CCFA や CCPR の議長をしているが）、日本としてもコーデックスの国際食品規格策定機

関としての重要性を認識し、部会を誘致するなどしてコーデックス内におけるプレゼンス

を高めたいという動きがあったという。 
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りができたといえる。こうした議長の働きと、議長国としての日本のポジションが、様々

な争点においてちょうど対立する米欧の中間にあったことで合意形成が成功を重ね、正

のスパイラルを生んでいった。 

 

５．小括 

本章では、GM 食品を巡る「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」に関する議論を、

その背景、経緯について整理したうえで、コンセンサスによる合意形成が成功した要因

について、第 1 章で論じた作業仮説の①、②に基づき分析・考察を行った。 

所与条件の観点からは、ガイドラインという成果物上の特性、特別部会という「制度

構造的要因」から、次章のラクトパミンの事例よりは、コンセンサス形成に関して楽観

的な要素はあったが、当時のコーデックスに至るまでの国際政治化した状況やすでに固

定化した交渉主体の利害関係を踏まえれば、コンセンサス形成が極めて困難な事例であ

ったといえる。 

しかし議長国が、交渉プロセスマネジメントを通じて、「非政治化」が難しいと思わ

れる「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」の論点を、ZOPA 探索の為の知識・利害調

整と、関係性構築に配慮して一つ一つ解消したことが GM ガイドラインのコンセンサ

ス形成の成功に寄与した。「作業仮説①」では「科学」の透明化は、一定の非政治化を

促すとしたが、「実質的同等性」の概念を巡ってはそれが確認された。すなわち、この

概念を巡る多様な解釈に対して、現状「科学的」に何がどこまでわかっているかを明ら

かにし、限界も明確にしたうえで再定義したことが、この概念を巡る議論を「非政治化」

した。他方で、「作業仮説①」は、「科学」の透明化は一定の「非政治化」をもたらすが、

完全には「非政治化」しえないともしたが、例えば「既存の対応物」については FAO/WHO

専門家会合の知見のみでは解決できなかったことからもそれは明らかとなった。しかし

こうした場合には、「作業仮説②」のプロセスマネジメントによる対応、すなわち、暫

定性に関する例外規定の脚注を設けるといった利害調整のテクニックを講じることで、

「非政治化」が図られた。また、「作業仮説①」で挙げた、最も「非政治化」が困難と予

測される、「非・対象」となっている「科学以外の要素（OLFs）」にかかわる問題にお

いては、「作業仮説②」の議長国のプロセスマネジメントによる取り扱いが重要である

が、本事例では、議長国が、ZOPA を広げるための利害調整の手段（①議題設定の「ス

コーピング」と、②テクニカルな手段、すなわち、既存の合意事項の引用や参照、条件

付き合意の手段、新たな概念の創出・持ち込み）といったテクニックを講じることで、

「非政治化」が行われ、コンセンサス形成が促された。ただし、こうしたテクニックは、

事前に対立する主体間のポジションや利害関係の把握、双方受け入れ可能な合意の検討

が十分になされて初めて効果を持つ。GM ガイドラインの交渉プロセス分析では、多様

なコンセンサスの中身とそれに対するテクニックの具体例が抽出できた。これについて

は、第 6 章でさらに論じる。そして、こうしたマネジメントは、交渉主体者間の関係性
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構築と両輪でなされないと、受け入れられないが、議長国は、「交渉の場」の切り替え、

「機会の公平性」への配慮（発言時間のコントロール）と、政治的妥結を許容する共通

認識や意識形成（「現場の空気」のコントロール）という形で関係性構築に配慮し、コ

ンセンサス形成の展望を高めた。争点ごとの調整が、交渉当事者間に一定の満足が得ら

れるような形で講じられたことにより、他の争点が別の争点に波及することも回避され

た。こうした「仲裁機能」を議長国が発揮できたのも、議長個人の資質による部分もあ

るが、日本が対立する双方の中間的ポジションであったことも寄与した。以上のように、

具体的に抽出されたテクニックの教訓や議長国の果たす機能に関する知見は、今後のコ

ンセンサス形成において重要な意味を持つ。 
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第５章 事例研究② ラクトパミンの事例にみるコンセンサス形成の失敗 

 

【概要】 

本章では、肥育目的の動物用医薬品のラクトパミンの残留基準値（MRL）を巡る紛争

を事例に244、そこにおける「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」の取扱いを巡る対立

と、そのプロセスマネジメントを分析することで、コンセンサス形成の失敗要因につい

て検討を行う。序章でふれたが、ラクトパミンの事例は、コーデックスでもまれにみる

投票（ゼロサム解決）となり、しかも僅差での採択であったことからコンセンサス形成

の失敗事例と位置付けられる。 

本章は、この紛争を巡る背景と経緯を踏まえたうえで、コンセンサス形成の失敗の要

因は、「科学」的安全性への見解をめぐる対立もあったが、実際はその根底で、意思決

定の「非・対象」とされ、「非政治化」が困難な問題である「消費者懸念・選好」の取り

扱いを巡る対立が存在したことを明らかにする。また、成果物のタイプや制度的構造要

因といった所与条件の分析から、そもそも ZOPA の狭い問題であったことを示す。この

ような ZOPA が狭い問題の取り扱いにおいては、「作業仮説②」で論じた、知識・利害

調整の手段を取り入れと、「交渉者のジレンマ」を回避するプロセスマネジメントが肝

要である。しかし、科学的見解や利害調整のための妥協案がいくつか出されたものの、

「先導・推進派」側は基本的には原則論を繰り返し、そうした利害調整の手段を活用し

た ZOPA を模索する「仲裁機能」が不在であった。「阻止・反対派」との関係性におけ

る「交渉者のジレンマ」のマネジメントの失敗の一因として、部会においても総会にお

いても、当事者の一方が、「会議進行・判断上のパワー」を有す議長であったことも寄

与していると考えられる。最後に、本章では意思決定の「非・対象」となった「消費者

懸念・選好」に対する配慮を行わずゼロサム解決に傾倒することが、結果として、「科

学」の「政治化」にも飛び火して問題をより複雑にしてしまう副次的問題についても論

じる。 

 

                                                  
244 本章は、事実関係について整理をした松尾（2013）及び、それを踏まえて分析を行っ

た松尾ほか（2015a）の論文の一部に基づく。既存研究には、いずれも欧州の視点を反映

した、Alemanno and Capodieci (2012)，Arcuri (2014) がある。Alemanno and 
Capodieci (2012)は、欧米対立を基本的には貿易的観点と科学的対立で説明している。

Arcuri (2014)は本章でコンセンサス形成の限界要因として論じる「科学以外の要素

(OLFs)」にも言及しているが、科学的プロセスへの価値の取り込みをすべきとの規範的主

張にとどまっている。いずれの研究も、意思決定のルールにおける考慮事項（特に消費者

懸念や選好等の「科学以外の要素（OLFs）」）がこの事例でいかに扱われ、それが根底で

どのように対立要因となったかという観点からの分析やコンセンサス形成の失敗における

議長国の役割やプロセスマネジメントの観点からの分析は行っていない。また、第 6 章で

本研究が試みる対応の選択肢の検討は行っていない。 
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１．背景 

 

１．１ ラクトパミンとはー肥育目的の動物用医薬品 

ラクトパミンは、肥育目的として家畜飼料等に用いられている動物用医薬品で、薬理

学的にはβ-アドレナリンアゴニスト（β作動薬）である。ラクトパミンを開発したイー

ライリリー・エランコ株式会社よれば、本剤は 1999 年に米国で豚への利用が承認、2003

年には牛への使用が承認された。本剤を用いることにより、生産性の向上が期待できる。

5ppm を豚の出荷前 4 週間給与することにより、約 12 キロの飼料節約と 3.5~4 日程度

の出荷短縮が可能となる（屠体重量の 3~5 キロ増加）。また、排糞量が 12 キロ、排泄

窒素は 20%以上削減できることから環境的なメリットもあるといわれている245246。ま

た、排糞量の減少は、その処理費用の減少にもつながるので環境面だけでなく経済面でもメ

リットがあるとされる。多くは豚用途に販売されており、豚・七面鳥の飼料用としては

Paylean、牛の飼料用としては Optaflexx という商品名で販売されている（表 17 の「ラ

クトパミンの登録及び使用状況」を参照）。β作動薬の動物用医薬品の市場は世界で今

や 220 億ドルとも言われている247。 

 

表 17 ラクトパミンの登録及び使用状況248 
牛の飼料へ

の添加許可 
（4 か国） 

米国、カナダ、メキシコ、インドネシア 

七面鳥の飼

料への添加

許可（2か国） 

米国・カナダの二か国 

豚の飼料へ

の添加許可

（26 か国） 

米国、カナダ、メキシコ、ボリビア、ブラジル、パナマ、コロンビア、コスタ

リカ、ドミニカ、グアテマラ、エクアドル共和国、エルサルバドル、ホンジュ

ラス、ニカラグア共和国、ペルー、ベネズエラ共和国、バルバドス、豪州、ニ

ュージーランド、インドネシア、フィリピン、マレーシア、タイ、韓国、香港、

南アフリカ 

 

                                                  
245 メディア等ではしばしば肉の赤みを増し、脂肪分の少ない健康的な品質が期待できると

論じられるが、そうした効果を期待するには 10ppm 程度の投与が必要で、むしろ生産性の

向上が大きなメリットとされる。 
246 以上、業界関係者へのヒアリングで得た情報に基づく（2012 年 9 月 13 日）。 
247 Analysis: Behind China's U.S. pork deal, fears over feed additives 
http://www.reuters.com/article/2013/05/30/us-usa-smithfield-ractopamine-analysis-
idUSBRE94T03520130530 (accessed 2015/10/29) 
248 食品安全委員会ウェブサイト「台湾行政院農業委員会動植物防疫検疫局、ラクトパミ

ンに関する Q&A を公表(1/2)」（2012 年 2 月 23 日）を参考に作成。 
http://www.fsc.go.jp/fsciis/foodSafetyMaterial/show/syu03560430365 
(accessed 2015/10/29) 



145 
 

１．２ 米・欧・日における動物用医薬品の使用と農業構造 

米国では動物用医薬品は米国食品医薬品局（Food Drug Administration, FDA）の動

物用医薬品センター（Center for Veterinary Medicine, CVM）によって評価され、MRL

（米国では Tolerance と呼ぶ）が設定される。米国では、豚、牛、七面鳥にラクトパミ

ンが利用されている。飼料の効率性を高める動物用医薬品は大規模農業を展開する米国

では重要な生産資材と位置づけられている。米国にとっては、成長ホルモン同様、国内

の農家が用いるこうした肥育目的の動物用医薬品の使用が、科学的安全上の理由で否定

されることは、何としても避けたい問題であった。さらに、オバマ政権がラクトパミン

問題を貿易問題の中でも最重要課題と位置づけていたことからも、これは政治的に重要

な項目の一つであった249。 

他方欧州では、第 3 章で論じたとおり、肥育・成長促進目的での動物用医薬品の使用

を一切禁じている。これは 1980 年代に、イタリア等を中心に、ラクトパミンと同じ機

序を有するクレンブテロール（clenbuterol）250という違法なβ作動薬の使用の蔓延や、

ベビーフードへのホルモン混入事件などが大きな社会問題となり、ホルモン使用の問題

に追加してβ作動薬も禁じられたという歴史的経緯がある。1996 年の指令（EC 

Directive 96/22/EC）により、β作動薬のカテゴリーに属すものの使用を治療目的の場

合を除き禁止している251。 

なお、日本では、食品安全委員会の食品健康影響評価により ADI が設定され、この

結果をふまえて厚生労働省が MRL を設定した（2005 年）。しかし、農林水産省におけ

る飼料添加物としての審査が終了していない。このため、食品衛生法に基づき、牛及び

豚の組織（筋肉、脂肪、肝臓、腎臓及び食用部分）について、MRL が設定されている

が（したがって輸入は可能）、国内での飼料への添加は認められていない。 

 

                                                  
249 NBC News, “Dispute over drug in feed limiting US meat exports” 

http://www.nbcnews.com/business/dispute-over-drug-feed-limiting-us-meat-exports-
174014（accessed 2013/7/10） 
250 クレンブテロールについては米国 FDA においても有害とされ、禁止されている。中国

も同様。 
251 EFSA のウェブサイト“EFSA evaluates safety of Ractopamine in feed” 
http://www.efsa.europa.eu/en/press/news/feedap090407.htm（accessed 2015/10/29） 
ただし、この 1996 年の指令は 2003 年に改定されて現在は 2003 年の指令（Directive 
2003/74//EC）が用いられているようであるが、ラクトパミンについての EFSA のウェブ

サイトの記載に従い、EC Directive 96/22/EC を根拠としていると記載した。 
（参考）欧州委員会保健・消費者保護総局のホルモンに関するウェブサイト Hormones in 
meat introduction, 
http://ec.europa.eu/food/food/chemicalsafety/contaminants/hormones/index_en.htm 
（accessed 2015/10/29） 
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表 18 ラクトパミンの MRL 
 日本 

(2005 年に設

定)252 

コーデックス 
(2012 年に採択) 

米国253 カナダ254 

ADI 1 ㎍/kg 体重 0-1 ㎍/kg 体重255 1.25 ㎍/kg 体重  
牛（Cattle）の MRL 
筋肉 10ppb 10ppb 30ppb 10 ppb 
脂肪 10ppb 10ppb － － 
肝臓 40ppb 40ppb － 40 ppb 
腎臓 90ppb 90ppb 90 ppb 100 ppb 
そ の 他

の臓器 
40ppb － － － 

豚（Swine）の MRL 
筋肉 10ppb 10ppb 50ppb 40 ppb 
脂肪 10ppb 10ppb － － 
肝臓 40ppb 40ppb － 120 ppb 
腎臓 90ppb 90ppb 150 ppb 140 ppb 
そ の 他

の臓器 
40ppb － － － 

七面鳥（Turkey）の MRL 
筋肉 － － 100ppb 30ppb 
脂肪 － － － － 
肝臓 － － 450ppb 200ppb 
腎臓 － － － － 

 

表 18 は主要国におけるラクトパミンの MRL である。米国で FDA が設定している

ラクトパミンの基準値はコーデックス基準（10ppb）よりも高く（豚に 50ppb、牛に

30ppb）、日本の MRL は今回コーデックスで採択されたものと同値である。この MRL

の値の違い（科学の「結果の多様性」）が生じるのは、第 1 章で論じたとおり、科学の

プロセスにおけるデータや前提の違いによると考えられる（例えば、米国の基準値はサ

ルのデータを用いたが、JECFA はヒトの疫学データをもとにした）。また、食品摂取の

パターンから摂取されない部位に関しては MRL が設定されない256。 

                                                  
252 「食品、添加物等の規格基準の一部を改正する件について」食安発第 0720002 号 平
成 17 年 7 月 20 日 
http://www.ffcr.or.jp/zaidan/MHWinfo.nsf/ab440e922b7f68e2492565a700176026/e95b37
6ef04358ed492570520007921b?OpenDocument（accessed 2015/10/29） 
253 Electronic Code of Federal Regulations (e-CFR) Title 21: Food and Drugs, PART 
556—TOLERANCES FOR RESIDUES OF NEW ANIMAL DRUGS IN FOOD Subpart 
B—Specific Tolerances for Residues of New Animal Drugs, §556.570 Ractopamine 
254 Human Safety Assessment of Ractopamine Conducted by Health Canada, 
http://www.fda.gov.tw/upload/133/06%20Human%20Safety%20Assessment%20of%20Ra
ctopamine%20Conducted%20by%20Health%20Canada.pdf（accessed 2015/10/29） 
255 コーデックスでは ADI を 0～で記載するので実質的には日本と同じと理解してよい。 
256 一般的な MRL の値の違いについての説明についてはカナダ保健省のウェブサイトを参

照。http://www.hc-sc.gc.ca/dhp-mps/vet/faq/faq_mrl-lmr-eng.php（accessed 
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１．３ ラクトパミンを理由とする輸入拒否と貿易問題 

ラクトパミンの使用を理由とする輸入拒否は 2000 年代終わり頃から貿易摩擦問題に

発展した。コーデックスでの議論が激化していくと、WTO の SPS 委員会でも並行して

議論がなされた。この問題は 2009 年の 10 月に行われた SPS 委員会でブラジルにより

提起され、その後何度も議論されている257（2009 年の 10 月、2010 年の 6 月、2011 年

の 3 月、2011 年の 6 月の SPS 委員会258）。その議論の構造は、基本的に本章の２．及

び３．で詳細に論じるコーデックスにおける議論と同じである259。この問題は米国通商

代表部（Office of the United States Trade Representative, USTR）の SPS 報告書で

も取り上げられ、中国、EU、ロシア、台湾等が米国からの輸出豚に対して講じた禁止

は科学的でないとして非難していた260。 

 

２．ラクトパミンを巡る議論の経緯 

 

２．１ コーデックスにおける議論の経緯 

以下、コーデックスにおけるラクトパミンに関連する議論を時系列で振り返る261。コ

ーデックスの議論は、成長ホルモン牛の MRL を議論した食品残留動物用医薬品部会

（CCRVDF）で展開された。以下に見るように、議論は、CCRVDF におけるラクトパ

ミンの MRL の問題にとどまらず、総会や一般原則部会（CCGP）での議論にも波及し

複雑な様相を呈したことから、いくつかのフェーズに分け紹介する（表 19 コーデック

スにおけるラクトパミンを巡る議論参照）。 

                                                  
2015/10/29） 
257 WTO (2011), G/SPS/56 
258 SPS committee, 2011, “Committee debates pros and cons of standard for lean meat 
additive” http://www.wto.org/english/news_e/news11_e/sps_30jun11_e.htm 
（accessed 2015/10/29） 
259 米国は科学以外の理由によって意思決定を阻止することは悪しき前例となる

（G/SPS/56, パラ 12）、カナダは科学以外の要素はリスク管理の段階で考慮することは認

識しているが、地域的な消費者の選好はコーデックスの OLFs には当たらず、あくまでグ

ローバルに通用するものを考慮すべきと指摘し（G/SPS/56, パラ 13）、これらはブラジ

ル、アルゼンチン、豪州、チリ、ニュージーランド、フィリピンによって支持された。こ

れに対して、欧州は科学の役割の重要性は認識しているが、科学はリスク分析の一要素で

あることを理解する必要があると指摘し、コーデックスはリスク管理機関として、全ての

考慮事項を検討しなければならず、それはコーデックス手続きマニュアルにも明記されて

いると指摘。ラクトパミンに対するコンセンサス不在の中で採択をすることこそ、コーデ

ックスの妥当性を脅かすとした（G/SPS/56, パラ 16）。これは中国やノルウェー、スイス

によって支持された。 
260 USTR の 2012 年の SPS 年次報告書 Sanitary and Phytosanitary Measures (SPS report) 。 
261 本セクションの議事録の整理に当たっては一部森川想氏の協力を得た（松尾・森川

(2013)）。 
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表 19 コーデックスにおけるラクトパミンを巡る議論 
 CCRVDF 総会 CCGP 
2003 
 
 
2004 
 
 
 
2006 
 
 
 
2007 

CCRVDF(14) (2003) 
ラクトパミンが JECFA 優先

評価リストに入れられる。 
CCRVDF(15) (2004.10) 
ラクトパミンの MRL 案ステ

ップ 4。 
CCRVDF(16) (2006.5) 
MRL 案ステップ 5/8 ではコン

センサスが得られず、ステッ

プ 5 に。 
CCRVDF(17)(2007.9) 
MRL 案ステップ 8 に（EC/ス
イス/ノルウェーが留保）。 

  

2008  CAC(31)（2008） 
MRL 案に関するコンセンサ

ス得られず。MRL 案はステッ

プ 8 で維持 

⇒ステップ 8 問題のコンテ

クストで CCGP に議論が波

及 
 

2009 CCRVDF(18)(2009.5) 
欧州が、EFSA によるレビュ

ーをもとに JECFA に対して

再評価を要請。中国も MRL 案

に反対。 

CAC(32) (2009.7)  
再び欧州と中国が部会での検

討を要請。JECFA が中国のデ

ータをレビューするというこ

とで合意。ステップ 8 が維持。

 

2010 CCRVDF(19)(2010.8) 
中国の懸念（豚の肺）ついて

は、優先評価リストに入れ議

論することに。 

CAC(33) (2010.7) 
JECFA が、中国のデータをも

とに包括的再評価を行っても

健康上の懸念はないと報告。

コンセンサス得られず MRL
案はステップ 8 に維持。議長

が「議長の友（FOTC）」の設

置。 
FOTC(1)2010.12 メキシコシ

ティー 

CCGP(26) (2010.4) 
ステップ 8 の案件で EWG
の設置（カナダとオランダ

が議長）。 
←CAC(33) (2010.7) 
会期中にステップ 8 案件に

ついてカナダがインフォー

マルなインフォメーション

ミーティング開催 

2011  FOTC(2)2011.2 ブリュッセル

FOTC(3)2011.4 北京 
CAC(34)（2011.7） 
FOTC でコンセンサスできな

かったと報告。問題を投票に

よって解決すべきかの投票を

したが、投票の結果ステップ 8
で維持。 

 
 

2012  CAC（35）(2012.7) 
コンセンサスに向けて会期中

にインフォーマルな会議が開

催。秘密投票の末僅差（69 対

67、棄権７）で基準値が採択。

欧州、中国、ロシアらが強い留

保を表明。 

CCGP(27) (2012.4) 
ステップ 8 で差し止められ

た問題の中で議論。 
Facilitated discussion を第

36 回の総会にて行うことと

なった。米・EU が本会議の

共同議長。 

 

（1）CCRVDF における議論（2003－2007） 

CCRVDF でのラクトパミンの議論は、2003 年の第 14 回の CCRVDF で開始された。
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第 15 回 CCRVDF（2005 年）では、JECFA が ADI と MRL を提案したこと（2004 年

の第 62 回 JECFA）を踏まえ、米国などがラクトパミンの MRL 案のステップを進める

よう求めた（ALINORM 05/28/31, パラ 40）。しかし、欧州が JECFA（第 62 回）の評

価結果の回付が遅くて内容が十分検討できなかったこと（ALINORM 05/28/31, パラ

89）、過去の JECFA の評価（第 40 回 JECFA）で指摘された安全性に関する疑問が払

しょくできないこと等を理由に反対したため、ステップは進められなかった。2006 年

に開催された第 16 回 CCRVDF でも、コンセンサスを得ることはできなかったが、ス

テップは 5 に進められた（ALINORM 06/29/31, パラ 64）。 

第 17 回 CCRVDF で MRL 案は、規格基準の最終段階の「ステップ 8」に進められ

た。欧州は「β作動薬の使用を成長用途に認めていない」ことを理由に反対したが、そ

の主張は科学的論拠に基づかないとされ受け入れられなかった。これに対して、欧州、

スイス、ノルウェーが強い留保を表明した（ALINORM 08/31/31, パラ 46-47）。MRL

案がステップ 8 に進んだことで、交渉のメインの舞台は最終的な MRL の採択をする総

会へと進んだ。 

 

（2）ステップ 8 問題に－総会レベルで留め置き（2008 から） 

欧州は、自らのリスク評価機関である欧州食品安全機関（EFSA）に対して、JECFA

のラクトパミンの評価をレビューするよう諮問した。そして翌年の総会（2008 年第 31

回総会）では、このレビューが終わるまで一度 MRL 案を部会に差し戻すよう求めた

（ALINORM 08/31/REP, パラ 55）。差し戻しを支持する論拠として、動物用医薬品は

必要な場合にのみ利用されるべきであること等が論じられた（ALINORM 08/31/REP, 

パラ 56）。中国やシンガポールがこれを支持した。MRL 案のステップは 8 に留められ、

次回の CCRVDF で再評価を JECFA に依頼するか議論することとなった。 

2009 年の第 18 回 CCRVDF では、欧州と中国が以下の点から MRL の設定に反対し

た。まず、欧州は、2009 年の EFSA による JECFA の評価に対するレビュー（EFSA 

(2009)）をもとにラクトパミンの再評価をすべきとした（ALINORM 09/32/31, パラ 14）。

また、前回の総会から反対を表明した中国は、豚に関する新たな残留データを提示し、

自国で食される部位（肺や小腸等）に高い残留があったとして、こうした部位の摂取量

も含めた包括的な再評価が必要とした（ALINORM 09/32/31, パラ 15）。こうした点に

対して、WHO の JECFA 事務局は、EFSA はリスク評価を行ったわけではなく、単な

るレビューをしたにすぎず、また、新たなデータに基づいて行ったものでもないとした。

また、JECFA はヒトデータをもとに評価したが、関連するサルのデータを考慮しても

現在の ADI で問題ないとした（ALINORM 09/32/31, パラ 18）。中国の提出したデー

タについては、それが JECFAに再評価を依頼する新たなデータに当たるかが検討され、

現在の ADI と MRL 案を見直すようなデータには当たらないが（そのため ADI と MRL

案については変更せず）、次回の JECFA で検討をすることとした（ALINORM 09/32/31, 
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パラ 133-137）。 

2009 年の第 32 回総会で JECFA の事務局は、第 66 回 JECFA で、豚の残留レベル

に関するデータをもとに MRL 案を再評価してその安全性が再確認されたと報告した

（ただし前回中国が提出したデータについては問題があり直接再評価に用いることが

できなかったと指摘した）（ALINORM 09/32/REP, パラ 69）。しかし欧州と中国は更な

る議論が必要として部会に差し戻すことを求めた（ALINORM 09/32/REP, パラ 68）。

妥協案として、JECFA がまだレビューしていない中国のデータを次の総会前までにレ

ビューすることとなった（ALINORM 09/32/REP, パラ 73, 77）。 

この問題は、数年にわたって総会レベルで「ステップ 8」の状態で留め置かれたこと

から、「ステップ 8 問題」262（すなわち、部会レベルでは議論が終わったものの、意思

決定の最終段階で採択されず留め置かれる規格基準の取り扱いをどうするかという問

題）として、CCGP に波及した。2010 年の第 26 回 CCGP では、カナダとオランダが

共同議長となり電子作業部会を設置して議論することが決定された263。こうして

CCRVDF、総会、そして CCGP をも巻き込む大きな問題へと発展した。 

JECFA は、同年（2010 年）5 月に中国が新たに追加したデータに加えて製薬会社か

ら以前提出されたフル申請データ等を踏まえて包括的なリスク評価を行った。そして第

33 回総会（2010 年）で、上記評価の結果、これまで提示してきた MRL 案で問題ない

と改めて報告した（ALINORM 10/33/REP, para50-51）。しかし、肺については大量に

食すと ADI を超える可能性があるとしたことから、中国が特に肺における残留を問題

として部会へ差し戻しをするよう求めた（ALINORM 10/33/REP, para56）。欧州は、

上述の EFSA（2009）のレビューの問題に加え、成長促進目的での動物用医薬品の使用

に反対の立場であること、世界の豚生産の多くを占める中国と欧州の反対を無視して進

めればコーデックスの信頼にかかわること、を問題とした（ALINORM 10/33/REP, 

para57）。脚注による解決などの妥協案が提示されたものの、コンセンサスが得られな

かった（ALINORM 10/33/REP, para59）。 

 

（3）コンセンサスに向けた総会と一般原則部会（CCGP）での試み－フレーミングの

拡大 

第 33 回総会における交渉の決裂を受けて、コーデックス総会議長（当時米国）は、

                                                  
262 コーデックスの Procedural Manual によれば総会は草案をステップ 8 で留めることが

できると明記されている（Introduction, Procedures for the Elaboration of Codex 
Standards and Related Texts のパラ 5, Codex Procedural Manual）。このため、コンセ

ンサスが十分でないという理由で、これまでいくつかの草案がステップ 8 で留められてき

た。 
263 作業部会の目的（TOR）では、①コーデックスの手順のパラグラフ 5 に記載されている

文言（ステップ 8 で留めることができるという文言）について検討し、②Statement of 
Principle と OLFs については蒸し返さないこととした。 
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「議長の友（Friends of the Chair、FOTC）」として、欧州、中国、米国のほか日本、

ブラジルカナダなど 11 の加盟国264と、オブザーバーに JECFA 事務局、消費者団体の

CI、業界団体の IFAH（the International Federation for Animal Health）を選び、イ

ンフォーマルな会議を行うとした。また、同総会でも会期を利用し、CCGP の「ステッ

プ 8 問題」の電子作業部会の議長のカナダがインフォーマルなインフォメーションミー

ティングを開催して議論を行った265。 

 

表 20 FOTC の実施経緯 
FOTC(1) 
2010.12 メキシコシティー 

個々のポジションについて明確化。どのような条件であればそ

れを変更修正可能かについて議論した。 
FOTC(2) 
2011.2 ブリュッセル 

ファシリテーターにより二つのグループ（①採択、②採択の見

送り）に分かれて議論が展開された。 
FOTC(3) 
2011.4 北京 

総会向けに二つの方向性（①採択バージョン、②採択見送りバ

ージョン）文書の案を作成した。 

 

なお、同年（2010 年）に開催された第 19 回 CCRVDF では、中国が懸念を表明して

いた豚の残留データについて、すでに議論された他の部位の問題と切り離しをしたうえ

で、JECFA への優先評価リストに入れることになった。 

 

（4）コンセンサスの失敗と投票の試み－第 34 回総会 

2011 年の第 34 回総会では、議長から FOTC を 3 回実施して（表 20 を参照）、二つ

の提案を作成したものの、基本的な立場の構造は前回と同じでコンセンサスを得ること

ができなかったと報告された。欧州は、FOTC について、こうした議論の進め方につい

ては、透明性と中立性が必ずしも確保されていなかったと述べた（REP11/CAC, パラ

92）。米国がこの問題を投票によって解決すべきかどうかの投票を提案し（REP11/CAC, 

パラ 106）、投票の結果、引き続きステップ 8 に留められることとされた266。この総会

でも、CCGP の枠組みで議論をしている「ステップ 8 問題」についての 2 回目のイン

フォーマルなインフォメーションミーティングを電子作業部会の議長であるカナダが

開催して議論が行われた。 

翌年（2012 年）の第 27 回 CCGP の会議でも、「ステップ 8 問題」が取り上げられ、

過去ステップ 8 で留められている問題についてのカナダのレビューを参考に、議論がな

された。これまでステップ 8 に留められた問題は、遺伝子組み換え牛ソマトトロピン

                                                  
264 ブラジル、カナダ、中国、EU、ガーナ、日本、メキシコ、ノルウェー、南アフリカ、

チュニジア、米国の 11 か国が選出された。 
265 同年 7 月に加盟国に対して意見募集が行われ、①ステップ 8 に留まっている問題のレ

ビュー、②コンセンサスが得られない点の明確化、③なぜ解決できないのかの分析、につ

いて議論がなされた。 
266 投票総数 136 のうち、59 が賛成、68 が反対、棄権 9。 
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（rBST, reconbinant bovine somatotropin）267とラクトパミンで、いずれも「科学」と

「科学以外の要素（OLFs）」の問題が関連していると指摘された。そして、この問題に

ついての Facilitated discussion を 2013 年の総会にて行うこととなった（米・EU が本

会議の共同議長）。さらに CCGP の会期中にも、コーデックス総会議長（前年の米国に

代わりインド）が主催して、ラクトパミンの MRL に関するコンセンサスを目指したイ

ンフォーマルミーティングが開催されたが物別れに終わった。 

 

（5）MRL の採択－第 35 回総会における僅差の投票 

2012年のCCGPでの議論から、この問題は2013年の総会でのFacilitated discussion

の議論を待ってから進められることになるかと思われたが、同年（2012 年）に開催さ

れた第 35 回総会では、投票により僅差で MRL 案が採択された。会期中にはラクトパ

ミンのコンセンサスに向けてインフォーマルな会議が 2 回実施された。反対の立場から

は（REP12/CAC, パラ 96-98）、世界の多くの国において消費者の安全上の懸念や治療

目的以外の利用に関して禁じられていること、JECFA が豚の肺組織に関する新たなデ

ータに基づく完全な評価を完了させるまで MRL 案の採択を待つべきこと、また、コー

デックスの意思決定は十分なコンセンサスを得ることが肝要であること、が論じられた。

これに対して、賛成の立場からは（REP12/CAC, パラ 99-100）、国際基準があることが

この動物用医薬品の誤った利用の回避につながること、国内規制を理由に反対すべきで

なくあくまでも科学に基づくべきこと、JECFA はすでに 3 回レビューを行っているこ

と、また、国際基準の不在は地域規格や民間規格の台頭につながること、等を挙げた。

こうした議論の末、前年の総会同様に、投票によって MRL を採択するか、がまず投票

によって問われた。その結果、僅差で投票による採択が支持され、さらに MRL 案の採

択を投票した結果、また僅差（69 票対 67 票、棄権 7 票）で採択が決定された。この結

果に対して欧州をはじめとする国々（中国、ノルウェー、ロシア、ケニア、エジプト、

トルコ、クロアチア、イラン、スイス、ジンバブエ）が強い留保を述べた。 

 

２．２ 相反する評価と対応 

２．２．１ 相反する評価 

MRL の採択を切望していた立場からは、歓迎の意が表された。米国では農務長官が

声明を出し、この動きがコーデックスにおける食品安全規格策定で、科学の優位性を確

認するものであるとした268。 

                                                  
267 最終章を参照。 
268 USDA ウェブサイト July 6, 2012 “Statement from Agriculture Secretary Vilsack on 
the Codex Alimentarius Commission's Adoption of Standards for the Veterinary Drug 
Ractopamine,” 
http://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahome?contentid=2012/07/0222.xml&contenti
donly=true（accessed 2015/10/29） 
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これに対して、反対派からは激しい非難が述べられた。コーデックスでの MRL の採

択後、欧州委員会の保健･消費者保護総局は直ちに声明を出し、MRL を設定するにはデ

ータが不十分で人へのリスクが定まらないとの EFSA の評価結果を理由に、欧州にお

ける現状の規制措置を変更するつもりはないとした。また、2012 年 10 月に開催された

第 3193 回 EU 農業・漁業に関する理事会も同様に、たった数票の違いで採択されたと

いう事実を非難した（Council of the European Union (2012)）。消費者団体の CI は、

貿易的考慮事項が科学的な考慮を踏みにじったとし、これがコーデックスの信頼性を脅

かすとの批判をした269。 

 

２．２．２ 反対派は基準値を受け入れず自国の体制を強化 

EU は、上記理事会の声明で、ラクトパミンを生産に用いている国に対してラクトパ

ミン不使用の仕組みを構築するよう働きかけるとともに、その輸入に対する検査の強化

を表明した（Council of the European Union (2012)）。同様に、採択に対して強く反対

した中国やロシアもコーデックスでの MRL の採択後、MRL 基準を国内で採用するこ

となく、自国における管理体制を強化した。中国は前述のとおり、2007 年からラクト

パミンの使用を禁止しているが、2013 年からラクトパミン牛不使用の第三者認証を求

めるようになった。また米国の牛肉の輸出先第 6 位であるロシアも、2012 年 12 月から

ラクトパミンを使用した牛の輸入禁止に踏み切った270。このように反対していた国々は

そろって MRL の採択後、規制強化に乗り出した271。 

 

３．ラクトパミンを巡る争点と結論 

上述の通り、ラクトパミンの問題では、特に部会レベルでは、動物用医薬品の MRL

の科学的安全性が主要な議論の対象となっていた。しかしより本質的な問題としては、

欧州が重視する「科学以外の要素（OLFs）」が水面下の要因として影響を持っていた。

第 3 章で論じたとおり、コーデックスの意思決定上考慮される「科学以外の要素（OLFs）」

の「対象」は限られており、この問題で欧州が重視する「消費者懸念・選好」は、コー

                                                  
269 CI のウェブサイトより http://www.consumersinternational.org/news-and-
media/press-releases/2012/07/codex-5-july/#.Um9F1L6Chdg（accessed 2012/7/29） 
270 Analysis: Behind China's U.S. pork deal, fears over feed additives 
http://www.reuters.com/article/2013/05/30/us-usa-smithfield-ractopamine-analysis-
idUSBRE94T03520130530（accessed 2015/10/29） 
271 ただし、台湾はコーデックス基準の策定を受けて MRL を設定した。台湾では、2006
年にラクトパミン使用の米国牛が禁止されたが、2007 年に米国産牛からラクトパミンが検

出された際に台湾当局が受け入れ拒否をせずラクトパミンの禁止措置を解除しようとした

ため、デモが起きるなど大きな政治問題となっていた。TAIPEI Times, "DOH experts 
choose ractopamine residue cap for beef imports," 
http://www.taipeitimes.com/News/taiwan/archives/2012/08/02/2003539254（accessed 
2015/10/29） 
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デックスでは明示的には認められておらず、「非・対象」となっている。したがって、

この問題は「作業仮説①」の中で論じた、意思決定の考慮事項の整理・ルール化しきれ

なかった、「非政治化」の限界要因が関係する極めて難しいことが予測される問題であ

る。そして、４．でも分析するように、議長国が、プロセスマネジメントの中でこの取

り扱いに失敗したため、コンセンサス形成に失敗した。以下ではまず、科学的論点が争

点として実際にあったものの、むしろ、より大きな対立要因として、後者の「科学以外

の要素（OLFs）」が根底で影響を持っていたことを、争点を巡る議論の整理を踏まえて

論じる。 

 

３．１ 科学的論点ー科学的見解の不一致 

「科学的」安全性の評価は、コーデックスの手順に基づき、JECFA が、2004 年（第

62 回 JECFA）、2006 年（第 66 回 JECFA）、2010 年に評価し、そのいずれにおいても

健康上の問題はないとした272。これに対して、以下に論じるように、欧州と中国が反対

した。 

 

３．１．１ 欧州の指摘する科学的見解 

欧州は、自らのリスク評価機関である欧州食品安全機関（EFSA）による JECFA の

評価のレビューが、不確実性（uncertainty）と脆弱性（weakness）を指摘した上で、

JECFA の評価に同意できないとしたことを理由として、MRL 案に賛成できないとし

た。EFSA の動物飼料に関するパネル（EFSA Panel on Additives and Products or 

Substances used in Animal Feed、FEEDAP）273は 2009 年 4 月に JECFA の評価書を

レビューし、①動物実験等の結果から発がん性がないと思われる点、②動物データが示

す NOAEL（無毒性量）に大きなばらつきがあったためヒトの実験データを基にするこ

とが肝要であるとする点、については JECFA の評価結果と意見を同じとしたものの、

                                                  
272 1993 年（第 40 回 JECFA）の際はデータが不十分ということで ADI の設定がなされ

ず、遺伝毒性、長期発がん性、ヒトにおける慢性影響の知見等が要求された。2004 年の第

62 回 JECFA の会議では、追加的なデータの提出により、ADI として 1μg が設定され、

牛及び豚の組織中（筋肉、肝臓、腎臓、脂肪）の MRL 案が提示された。ADI の設定根拠

としてヒトボランティアのデータを採用しており、無作用量（NOEL）に 50 の安全係数

（個体差の 10 に感受性の 5）をかけて得られた数値をさらに丸めて（rounding, 切り捨

て）1 ㎍とした（食品安全委員会 (2004)）。このように安全マージンを取ったことから、

JECFA の提示した ADI は米国のものより低いものとなった。2006 年の第 66 回

JECFA、2010 年の JECFA 会議でもさらに検討を行い、その評価の再確認がなされた。 
273 CCRVDF の議論の段階で、欧州は自国でこの動物用医薬品のリスク評価をしておら

ず、反論の科学的根拠を提示できなかった。そこで欧州委員会の保健･消費者保護総局が

EFSA に JECFA の評価をレビューするよう諮問を行った。EFSA のウェブサイト"Safety 
evaluation of ractopamine", 
http://www.efsa.europa.eu/en/efsajournal/pub/1041.htm（accessed 2015/10/29） 



155 
 

③ヒト実験データについては274、実験デザインの不備、高リスク集団への配慮の欠如、

統計的検出力の弱さなどの点から、JECFA の提案するような、ADI 導出の基礎とはな

りえないとした（EFSA (2009)）275。 

 

３．１．２ 中国の指摘する科学的見解の不一致 

中国は、動物用医薬品を投与してすぐの段階で高い残留があること、特に中国で摂取

する肺や小腸に高い残留があるとする自国の新たなデータに基づき（ALINORM 

09/32/31, パラ 15）、MRL 案の採択に反対した。中国は、現在コーデックスで検討され

るフードバスケットにはこうした部位の摂取をMRLの設定の際に考慮に入れてないと

指摘した。そして中国の食文化ではこうした部位も摂取するため、それも含めた包括的

な評価をしなおすべきと主張した。JECFA が 2010 年に行った包括的な再評価では、

筋肉、脂肪、肝臓、腎臓とその他の臓物について安全と判断したが、肺については、定

期的に大量に摂取した場合は ADI を上回る可能性を指摘したので、中国は肺における

残留についての懸念を論じた。 

 

３．１．３ 結果 

欧州も中国も、それぞれの理由をもとに、すでに総会に挙げられた MRL 案を部会

（CCRVDF）に差し戻して再検討するよう要請した。 

中国のデータについては当初再検討するに当たらないとされたが、最終的には再検討

されることとなった。しかし包括的な再評価をしても、当初の MRL 案で問題ないと再

確認された。中国はこの評価に対して懸念はぬぐえないと主張し続けた276。 

欧州の懸念に対しては、FAO/WHO の事務局は、「EFSA は生データを基にリスク評

価を実施したわけではなく、JECFA の報告書をベースとしたレビューである」ことを

指摘している（REP11/CAC, パラ 104277）278。米国も、JECFA がラクトパミンにおい

                                                  
274 6 人のボランティアによるヒトデータをもとにした。EFSA はこの実験のデザインが

double blinded な手法を用いていないためバイアスがありうること、NOEL からの安全係数

が高リスク集団を考慮に入れていないこと、等を挙げている。 
275 その他、こうした指摘とは別に、動物への健康影響、潜在的な動物福祉の問題の可能

性が指摘されている（Alemanno and Capodieci (2012)）。 
276 中国が反対するのは、次項に論じる欧州の理由とは別の理由によると思われることが

議事録からも垣間見える。中国は、「ラクトパミンに関して慎重であり、それはこの動物用

医薬品がβアゴニストであり、こうした物質の残留による食品摂取による食中毒の問題が

過去にあったから」と述べている（ALINORM 09/32/31,パラ 68）。 
277 同様の指摘が ALINORM 09/32/31, パラ 18 にもある。 
278 つまり、業界関係者の噛み砕いた説明によれば、EFSA はラクトパミンに関するすべ

ての申請書や新たなデータをもとに評価したわけでなく、JECFA が実施した評価をレビ

ューし、もし EFSA が評価したなら同じ評価結果にたどり着くか、ということを諮問され

たということである。JECFA の評価に同意している点も多く、必ずしも全部を否定した

わけではなく、不確実性や脆弱性において更なるデータが必要と指摘しているに過ぎない
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て行ったリスク評価は、手順や原則についてFAO/WHOが作ったEHC（Environmental 

Health Criteria）及び、欧州・米国・日本が畜産動物の残留医薬品の安全性評価のアプ

ローチについて合意した VICH（International Cooperation on Harmonization of 

Technical Requirements for Registration of Veterinary Medicinal Products, 動物用

医薬品の承認審査資料の調和に関する国際協力会議）に基づいて行われたとして、今回

の評価を否定することは、これまでなされてきた JECFA の評価の仕方を根底からくつ

がえすことになると指摘した279。基本的に、米国ほか、豪州、ニュージーランド等の

QUADs の国々とブラジルなどの南米の国々は、JECFA のリスク評価が安全といって

いるのだから、科学に基づいて対応すべきと主張し、MRL 案が部会に差し戻されるこ

とはなかった（ステップ 8 の状態に維持された）。JECFA 事務局としても、もし安全性

に関する懸念を示すなら新たな科学的データで示すべきとの考えであった（REP12/CAC, 

パラ 101）。 

そして最終的に「解釈の違いは埋まらずコンセンサスが得られなかった」（CCRVDF 

(2009), ALINORM 09/32/31, パラ 19）という「事実」が残った。 

 

３．２ 「科学以外の要素（OLFs）」の取り扱いを巡る見解の不一致 

 

３．２．１ 「科学以外の要素（OLFs）」の取り扱い  

欧州が、科学的議論よりも本質的な問題として、「科学以外の要素（OLFs）」を問題

としていたことは、以下の点から指摘できる。 

第一に、ラクトパミンの論争の経緯からも明らかなとおり、当初欧州は、成長ホルモ

ン牛の時と同様に反対の理由として、治療目的以外は用途として禁止されているとの欧

州域内の理由を掲げて反対をしていた280。CCRVDF の議論においてこれ以上のことは

議事録を見る限り記されていないものの、この意味するところが「科学以外の要素

（OLFs）」であったことは、その後行われたインフォーマルな会議の議事録や CCGP

で行われたステップ 8 問題を巡る議論の中で論じられている。例えば、ラクトパミンの

問題解決に向けてコーデックス議長が主宰したインフォーマルな会議の概要の議事録 

（REP12/CAC）によれば、「肥育目的の動物用医薬品の利用に対して反対の消費者選好

                                                  
ともいう（欧州業界関係者へのヒアリング、ブリュッセル、2012 年 11 月）。 
279 また、ヒトデータの人数について EFSA が十分でないと指摘した点について、

EHC240 も JECFA のリスク評価の手順においても、ヒトデータについては 5 名で十分と

していると反論した。 
U.S. Embassy Moscow Fact Sheet: Ractopamine, Notes on claims of unanswered safety 
questions (December 11, 2012) 
http://photos.state.gov/libraries/russia/231771/PDFs/Ractopamine_questions%20Englis
h.pdf（accessed 2015/10/29） 
280 ただし前述のとおりそもそもこの動物用医薬品が禁止されているので域内でリスク評

価をしておらず科学的論拠を持ち合わせていなかったという事情もあった。 
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（preference）を有す国もある」、そして「こうした消費者の選好をどこまでコーデック

ス基準の採択に反映させるのかについては多様な見解があった」と指摘されている。さ

らに、EU 農業・漁業に関する理事会の声明でも、ラクトパミンの MRL の採択に関し

ては、EFSA の安全性に関するアドバイスに加えて、消費者選好（consumer preference）

を理由として強く反対するとしていた（Council of the European Union (2012)）。 

第二に、ラクトパミン問題の妥結を模索した FOTC の議論の中で、MRL 採択反対派

がこの問題について達成されるべき点としてラクトパミンの科学的安全性の問題とと

もに挙げたのは、「消費者選好（consumer preference）及び治療目的でない動物用医薬

品の使用に対する消費者の受容性（consumer acceptance）、環境の持続可能性、動物福

祉、食料安全保障等の科学以外の要素（other legitimate factors）」の考慮」であった

（CX/CAC 11/34/3-Add.2, p.4）。また、CCGP の討議文書（CX/GP 12/27/3, パラ 18, 

パラ 40）においても，ラクトパミンのような問題に対するコンセンサスの主要な阻害

要因を「non-science issues」すなわち、「科学以外の要素（OLFs）」であると指摘して

いる。その例として、「消費者の意見（opinion）、消費者の選好（preference）」や、「消

費者の信頼・安心（confidence）への影響」といった点を挙げている。 

第三に、「科学」の部分に関して、EFSA は JECFA の評価を全否定しているわけで

はない。３．１．１で述べたとおり、安全確保上最も重要な、発がん性がないと思われ

る点について、EFSA は JECFA の評価に同意している。また、後述するように（４．

２．１（2））、欧州は、安全性の問題に固執することなく、脚注の例外規定を設けるこ

とで MRL の採択を許容する妥協案も出していた。これが EFSA のレビューの後に行

われていたことを考えると、「科学」の部分は二義的であった可能性が高い。 

このように、実際には、根底の問題として「科学以外の要素（OLFs）」（消費者の懸

念や選好）の位置づけを巡る対立があることが認識されているのだが、「コーデックス

手続きマニュアル」上こうした要素が明示されていない（「非・対象」となっている「非

政治化」の限界要因である）がゆえに、特に基準値策定の部会である CCRVDF で正面

から主張できなくなっていることがこの問題の根底に存在する利害であった。 

 

３．２．２ 結果 

CCRVDF の議論では、「MRL に反対する論拠が科学的な論拠でないことを認識し」

（ALINORM 08/31/31, パラ 47）、つまり、「科学以外の要素（OLFs）」はルール上反

対する論拠として考慮すべき点でないとして、規格策定のステップが進められた281。ま

た、上述のインフォーマルな会議やその他の局面でも、「科学以外の要素（OLFs）」が

問題であることは認識として共有されても、一度「非・対象」とされた項目が、考慮の

                                                  
281 このため欧州は MRL の反対においては「科学」的な説得をするよう追い込まれた。上

記の EFSA への評価依頼も，「科学以外の要素」が認められないがゆえ，反論の為に事後

的に行われたものと考えられる。 
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対象として再度検討されることはなかった。 

 

４．コンセンサス形成の失敗要因 

上述の争点における分析から、「科学」的見解の不一致に加えて、争点の本質的な利

害は「非政治化」が困難な問題である「科学以外の要素（OLFs）」の取り扱いにあった

ことが分かった。以下では、こうした問題においてどのようにコンセンサス形成が困難

となっていったのかについて、議長国のプロセスマネジメントに注目して分析する。ま

ず４．１では、交渉プロセスの分析の前提として、アクターとその利害、交渉の場の制

度的構造要因について再整理し、そもそもこの問題が ZOPA の狭いハードケースであ

ったことを指摘する。そのうえで、４．２で、交渉プロセスの過程では、知識・利害調

整の手段が提案され、コンセンサス形成のための試みが不在であったわけでないことを

指摘し、それらの手段と「交渉者のジレンマ」のマネジメント（関係性構築）が、議長

国により両輪でなされなかったことがコンセンサス形成の失敗を決定づけたとする。最

後にこの失敗からのインプリケーションと教訓を導出する。 

 

４．１ 当初の利害関係と制度的構造要因からコンセンサス形成の展望 

 

４．１．１ 交渉イシューを巡るアクターの役割と利害（対立構造） 

本章の経緯、争点の分析からも明らかなように、ラクトパミンの問題は、「科学」だ

けでなく、「科学以外の要素（OLFs）」が根底要因として絡む非常に難しい問題であっ

た。アクターの役割と利害、その対立構造については、「先導・推進派（initiator/driver）」

としての米国をはじめとする QUADs（と南米等）に対し、「阻止・反対派

（vetoer/defender）」の欧州（のちに中国などが加わる）という非常に明確かつ固定的

なものであった。その他の途上国等の分布も、投票が僅差であったことからもわかるよ

うに、勢力バランスは拮抗したものであった。この議論で公式な役割としての議長国が、

利害当事者の片方である米国であることが大きな意味を持つ。それは、コーデックスの

手順上の規定に記されていない部分、すなわち、コンセンサスの判断の部分で議事進行

における議長の裁量が存在し、「作業仮説②」の中で論じた、会議進行・手順上のパワ

ーが存在する（あるいはそのようにみられる）からであり、「先導・推進派」側にゼロ

サムのインセンティブを生じさせる可能性が高いためである（これについては、次項の

プロセス分析で論じる）。 

なお、交渉成果の特性による要因として、MRL のような基準値の場合は、二つの要

素が挙げられる。一つは、ガイドラインなどに比して妥協の余地が狭い点と、もう一つ

は、直接的な意味が明確である点である。前章で取り上げた GM のガイドラインの場

合は、表現等による調整が可能であるが、数値の場合、許容できる数値の範囲を巡る

ZOPA があっても、基準値そのものの是非を巡る議論の場合は、採択するかしないかと
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いうゼロサム的な議論になりがちなため、ZOPA の領域は狭くなりがちである。 

 

４．１．２ 制度的構造要因 

ラクトパミン問題において、制度的構造要因が議論に作用した点に、「交渉の場」が

常設の部会であるという点が挙げられる。これに関して二つの要素が働く。一つは、常

設の部会においては、意思決定にかかわる手順はルーティーンで、これまで構築された

手順が存在する点である。すでに第 3 章で論じたように、「科学以外の要素（OLFs）」

の中の「消費者懸念・選好」は「非・対象」として制度化されていたうえに、MRL の

設定にはルーティーンな手順が存在した。そして表 21 にあるように、このルーティー

ンな手順には、「科学以外の要素（OLFs）」を検討するタイミングが無かった。これは

「阻止・反対」側が「科学以外の要素（OLFs）」を公式な理由として論じることを困難

にさせ、「科学以外の要素（OLFs）」に関する調整の必要性も、タイミングもこうした

手順の流れの中では存在しなかった。二つ目は、常設であるがゆえに、「阻止・反対」

側は、「科学的」なコンセンサスが十分でないとして引き伸ばすインセンティブが働く

ことから、ZOPA を拡大しようとするよりもむしろ、先送りをしようとすることである。

これもまた ZOPA の拡大に積極的にならない理由となっていることが指摘できる。 

 

表 21 CCRVDF における MRL 設定の作業手順 

（ステップ１の前段階）CCRVDF で作業部会を設置し、JECFA による動物用医薬品のリス

ク評価・再評価のための優先評価リスト（priority list）を作成282。 

ステップ１ 総会で優先評価リストを新規作業として承認。承認後 CCRVDF から JECFA

にリスク評価が依頼される。  

ステップ２ JECFA によるリスク評価 

ステップ３ JECFA の ADI/MRL 案を CCRVDF が回付して意見を求める 

ステップ４ CCRVDF で議論 

ステップ５ CCRVDF が ADI/MRL 案を総会に諮る 

ステップ６ JECFA の ADI/MRL 案を CCRVDF が回付して意見を求める 

ステップ７ CCRVDF で議論 

ステップ８ CCRVDF が ADI/MRL 案を総会に諮り、承認されると MRL として採択され

る。 

（出典）Codex Procedural Manual（23 版, pp. 131-139）を参考に、筆者作成 

 

                                                  
282 優先リストに掲載されるための条件として以下の項目のいくつかを満たす必要があると定

められている。①メンバーがその動物用医薬品の評価を提案した、②メンバーがその動物用医

薬品の GVP を策定した、③その動物用医薬品が公衆衛生上あるいは貿易上の、問題をおこす

潜在的可能性がある、④その動物用医薬品が商業化されている、⑤その動物用医薬品に関する

申請書類が必ず提出される。 
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以上のことからも、ラクトパミンの事例は、交渉上の自由度が限定された ZOPA が狭

い難易度の高い案件であったことは確かである。 

 

４．２ 議長国のプロセスマネジメント 

「作業仮説②」では、既存研究をもとに、ZOPA の拡大縮小を左右するプロセス要因

として、①知識・利害調整の手段と、②「交渉者のジレンマ」のマネジメントによる関

係性構築の側面を挙げた。以下、それぞれの側面でどのように議長国がプロセスマネジ

メントを行ったのかを整理分析する。 

 

４．２．１ 知識・利害調整手段 

ラクトパミンの議論の過程では、コンセンサス形成のために以下のような ZOPA の

模索が行われた。 

 

（1）科学的見解の相違を埋めるための ZOPA の模索 

まず、ラクトパミンの安全性に関する科学的「知識」については、ルーティーンな手

続きとして、JECFA に科学的知見を依頼する。JECFA は、一回目のリスク評価の提示

をした後も、コーデックスの議論の結果追加された再評価の要請に基づき（中国からの

新たなデータ、フードバスケットの懸念といった項目）再検討を行った283。しかし

JECFA の評価結果は当初の評価から変わらなかったため、「阻止・反対派」に受け入れ

られなかった。基準採択に反対する「阻止・反対派」は、こうした見解の不一致といっ

た利害調整をするにあたり、ラクトパミンのリスク評価に関与したリスク評価者

（JECFA、欧州の EFSA、中国、米国 FDA 等）を集めたラクトパミンのリスク評価サ

ミットを開催して議論を行う場を設けることや、コーデックス、JECFA、EFSA、米国

FDA 等が保持するラクトパミンに関する情報共有メカニズムを構築するといったこと

を提案した（FOTC における提案、CX/CAC 11/34-Add2, p.4）。これは、「科学」の解釈

の多様性を生んでいる前提等を議論しあい、「非政治化」を促すための一つの試みにな

り得たかもしれなかった。 

だが、「先導・推進派」の国々からすれば、すでに論じたように、EFSA のレビュー

は、新たなデータに基づくリスク評価でもなく、また、JECFA の評価を全否定してい

るわけでもなく、JECFA がこれまで 3 回にわたって入手可能なデータに基づき、MRL

のレビューを行ったので、新たな科学的データが出たときに再度検討すれば良いと主張

した（REP11/CAC, パラ 95）。しかし、「阻止・反対派」からするとこれは JECFA の

評価のみが絶対的とみなされて、それ以外の科学的見解に対する配慮がなされてないよ

                                                  
283 基本的に、JECFA は独立した組織であるので、JECFA からコーデックスに対して働

きかけることはなく、あくまでコーデックスからの諮問や要請に基づいて科学的知見を提

示するという立場にある。 
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うに受け止められた。結局両者の間で JECFA と EFSA の溝を埋めるような議論はなさ

れず、双方とも科学を理由に対立を繰り広げ、すれ違いは残ったままで、議論の「非政

治化」をすることはできなかった。 

 

（2）「科学以外の要素（OLFs）」の利害調整 

「科学以外の要素（OLFs）」についての利害調整は、当初より行われることはなかっ

た。特に「科学的」・専門的な議論を行う部会においては、制度的構造要因で論じたと

おり、ルーティーンな手順があり、その中に「科学以外の要素（OLFs）」は位置付けら

れていなかった。このため、欧州がこうした要素について言及しようとしても「科学的

根拠に基づかない」と一蹴されてしまう（これが欧州を EFSA のレビューという別の

「科学」での説得に駆り立てた側面は大きいと思われる。第 3 章参照）。 

一方、欧州は、総会等、公の舞台では留保を表明しながらも、MRL の採択を可能と

する妥協案の提示をしていた。欧州連合理事会の文書（Council of the European Union 

(2010)） によれば、2010 年の 6 月に米国に対して、「MRL の採択は EU には受け入れ

がたいが、コーデックスの作業の進展を求める国々を妨げないために妥協の精神から脚

注を挿入することで MRL のスコープを限定して潜在的な解決を図りたい」と提案した

ことが記されている。前述の繰り返しになるが、この提案が、EFSA のレビューの後で

あることを踏まえれば、安全性の議論に固執し続けることなく、MRL の策定を認め、

その代わりに、脚注（肥育目的の動物用医薬品に対するアプローチは国によって異なる

ので、販売を認可する当局が認める範囲において MRL が認められるべきとするとする

内容）を付すことによって、国によっては販売できないとする解釈の余地を残したいと

するものであったと考えられる。この脚注であえて「科学以外の要素（OLFs）」に言及

していないのは、それを認めない「先導・推進派」側への配慮をしたものと考えられる。 

MRL 案に対する反対を排除することなく、合意する方策は、ほかの部会や議論の過

程で上がった選択肢を考えれば可能性としてはありえた。実際、コーデックスで合意す

るために、「妥協の精神に基づき」妥結されることもあり、第 2 章で論じたように、コ

ーデックスの一般的特性として、規格基準策定において柔軟な対応も許容することもあ

る。例えば、食品添加物に関する一般規格（GSFA）における脚注 122 や脚注 161 等、

「輸入国の国内規制に基づく」との文言による例外規定などもある（第 2 章、２．４を

参照）。しかしこうした調整手段は、この事例におけるコンセンサス形成のために用い

られることはなかった。調和を阻害しかねないこうした例外規定の使用については特に

慎重であるべきとの姿勢は大前提としても、ラクトパミンのように極度に政治化する問

題で、妥結のための知識・利害調整のための手段を排除し続けることが適切かは難しい

判断である（これについては第 6 章でさらに検討する）。 
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４．２．２ 関係性構築の失敗ー議長の「判断」がもたらした帰結 

部会（CCRVDF）レベルでのコンセンサス形成が十分になされたかどうか、MRL を

総会に諮るステップ 8 に進めるかどうかの最終判断は、議長にある284。上記（４．２．

１で論じた）知識・利害調整の手段の活用と議長の判断は、関係性構築とともに展開さ

れていかなければならない。しかし米国が議長を務める部会では、欧州の反対は「科学

的根拠に基づかない」とのロジックで「阻止・反対派」側との調整等が行われず、MRL

案はステップ 8、すなわち総会に進められた。これは、「先導・推進派」側の一方的なゼ

ロサム行動ととらえられる。 

部会の議長がステップ 8 に進めた「判断」は以下の帰結をもたらした。第一に、議論

の場の選択の失敗である。強い留保が存在する中、「阻止・反対派」側の主張との調整

を行わずに、総会に採択を諮ったことは、コンセンサス形成をより困難にした。総会は

すべての部会でステップ 8 となった案件を、基本的には承認する場であり、科学的な議

論やテクニカルな中身について議論をする場ではない。採択すべき議題は非常に多く、

出席者は必ずしもラクトパミンの専門家ではない。第二に、総会での議論は、スコープ

の拡散を招いた。「阻止・反対派」側からすれば、相手の妥協を許容しないゼロサム的

な行動に対して対抗するには、ゲームのルールを変える、フレーミングを変えるといっ

た手段しか残されない。結果として、この問題は、総会にとどまらず、コーデックスの

全体にかかわる「ステップ 8 問題」として CCGP で議論されることとなり、意思決定

のあり方、コンセンサスの意味、ステップ 8 で留める規定、さらには、コーデックスの

信頼の問題にも発展した。スコープが大きく拡散してしまい、きわめて「政治化」した

様相を呈することになった。 

また、総会の議長（当時米国）の FOTC を用いる判断も、コンセンサス形成を難しく

し、結果として交渉がゼロサム化し負のスパイラルに陥る一端ともなった。FOTC

（Friends of the Chair）は FAO やその他の国連機関、WTO などでも用いられている

手法である。FOTC 自体が悪いというわけではなく、FOTC の進め方、中でも、第三者

であるファシリテーターの巻き込み方とそのファシリテーターによる議論の進め方が

関係性の悪化を招いたように考えられる。具体的には、このファシリテーターは、参加

者を二つのグループに分けて、MRL の採択をするという結論と MRL の採択を見送る

という結論の二つの文書を作成して総会に提示する進め方をとったが（CX/CAC 11/34-

Add2, p.1）285、このような二項対立的な進め方は、ZOPA 模索の利害調整や新しい手

                                                  
284 コーデックスのルールでは、第 2 章で論じたとおり、ステップ 8 として総会に諮れる

状態か（コンセンサスが十分かどうか）の判断についての明確な規定はなく、実態上は部

会の議長の判断にかかっている。第 2 章でも論じたが、これがコンセンサスは「議長のル

ール（Chair's rule）」と言われてしまうゆえんである。 
285 採択バージョンは、中国の懸念している豚の肺には MRL 採択は当てはまらないとの脚

注を記すことで現在の MRL 案を採択するというものだった（CX/CAC 11/34-Add2, pp.2-
3）。これに対して採択見送りバージョンは、依然として科学的安全性についての懸念やフ
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段による解決のための議論ではなく、双方が自国の主張に終始し、より大きな配分を得

ようとする（Claiming the value）議論になってしまう。また、「阻止・反対派」の一部

からファシリテーターがラクトパミンの「先導・推進派」寄り（pro-ractopamine）で

はないかとする指摘もあった286。欧州も、FOTC の初めの段階ではよい兆しがあったと

したものの、「進め方には不当な行為（irregularities）があり、透明性や中立性が十分

に確保されていなかった（CAC (2011), REP11/CAC, パラ 92）」と公然と非難した。ほ

かの代表も、議論はバイアスのない形で公開されるべきと指摘した。こうしたことは、

少なくとも「阻止・反対派」側には「プロセス上の公平感」が感じられていなかったこ

とを示している（FOTC の採択を前提とする案で認めたのは、中国の肺の残留に関する

懸念のみであった287）。そして、翌年の総会は投票を見越してか、通常コーデックスに

出席しないような小さな国が多く出席していたとの指摘もあった288。まさに負のスパイ

ラルに陥っていった要因はこのように、原則論に終始した一切の妥協をしないゼロサム

的な議論の構図と、それを回避するための「阻止・反対派」によるフレーミングの拡大

戦略（ステップ 8 の問題やコーデックスの信頼性の問題にすること）、非公式に行われ

た FOTC の失敗と公平感の欠落であった。 

 

４．３ 「仲裁機能」の担い手の不在 

総会に諮られたのちも、コンセンサス形成に向けて、何度もフォーマル・インフォー

マルな場で辛抱強く議論がなされたのは確かである。しかし、基本的に、「先導・推進

派」側は原則論に固執した。FOTC でも「先導・推進派」側の提案で、認められたのは

上述の通り科学にかかわる事項のみで、「阻止・反対派」の主張に対しては「コーデッ

クスの組織目的である消費者の健康保護や公平な食品貿易の慣行に関係しない」と原則

論を繰り返した。「先導・推進派」側からすれば、「阻止・反対派」側の主張する科学的

懸念に対して JECFA のリスク評価が安全と何度も再確認されたことで、MRL の採択

                                                  
ードバスケットの問題（中国の懸念の豚の肺のこと）がありコンセンサスに至れないこと

から、作業を中止するというものであった。ただし、JECFA の勧告は国ごとに利用可能

であり、また、今後取り組むべき作業（肺における MRL の検討、フードバスケットの見

直し、ラクトパミンのリスク評価サミット、OLFs の検討、ラクトパミンに関する情報共

有のメカニズムをコーデックスの HP に設置）を掲げた（CX/CAC 11/34-Add2, pp.2-3）。 
286 NHF（National Health Federation）のウェブサイト 
http://www.thenhf.com/article.php?id=2945（accessed 2013/10/30） 
287 ただし採択案は、CCRVDF ですでに採択済みの行動規範に関連するガイドラインにも

言及していた。この中には、動物福祉に関する言及があるので、動物福祉についての文書

を引用し付属文書で対応することが可能であったかもしれない Guidelines for the Design 
and Implementation of National Regulatory Food Safety Assurance Programme 
Associated with the Use of Veterinary Drugs in Food Producing Animals (CAC/GL 71-
2009) 及び、Codex Code of Practice on Good Animal Feeding (CAC/RCP 54-2004) 
288 NHF（National Health Federation）のウェブサイト 
http://www.thenhf.com/article.php?id=2945（accessed 2013/10/30）  
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の正当性があるとの前提は崩れることはなく、むしろ確信が強化された。そのため、「阻

止・反対派」側の主張への配慮・妥協、さらには本質的な懸念である「科学以外の要素

（OLFs）」に対する議論の余地が全くなかった。 

争点が極度に分極化し、立場が明確でお互いに譲歩しない状況においては、「仲裁機

能」が不可欠で、コーデックスの制度上、議長がそれを担うのに最も適している。だが

この問題においては、本来仲裁者として機能すべき議長が、部会においても、総会にお

いても（ただし米国が総会の議長を務めたのは 2011 年までで、採択を決定づけた 2012

年の二回目の投票の時にはインドの議長に代わっていた）「先導・推進派」でもある米

国であったことが「交渉者のジレンマ」のマネジメント上、問題を複雑にした。議長は

「会議進行と判断における手順上のパワー」を持ち、あらゆる局面で判断の権限を有す。

最終的に議長の決定に対して反対するには留保（reservation）をかけることくらいしか

各国に残される手立てはない。 

総会のようなハイレベルな段階で火中の栗を拾ってまで仲裁者を買って出るステー

クはなかった。もちろん仲裁者は議長である必要はなく、その他の国である必要もなく、

今回のようにファシリテーターを活用するという選択肢もある。しかし今回の FOTC

は実施の仕方を誤ったため問題をさらにこじれさせる要因となった。今回の実施方法か

らの教訓を挙げると以下が指摘できる。第一に、ファシリテーターの登用は、一般的に

は、第三者が独立性のうえでも良いとされるが、コーデックスのようにテクニカルな議

論をしなければならない「交渉の場」においては、外部からの第三者よりはコーデック

スのルールや対象となっているイシューの中身についての知識を十分に兼ね備えたア

クターが適切と思われる（ただし、そのアクターは直接的利害関係から一定の距離があ

るものが望ましい）。第二に、FOTC のようなインフォーマルな場での議論を実施する

場合は、その設計自体についての合意はオープンであるべきで、議論の進め方について

も事前に一定の合意を設けたうえで実施することが必要と考えられた。これは「コーデ

ックス手続きマニュアル」にも記載されている事項であるが、今回それが十分になされ

たかは不明である。第三に、そうしたインフォーマルな会への参加主体は極力選択制で

はなく包括的であるほうが望ましく、その結果は詳細に共有されるべきと思われた。こ

れは少なくとも「プロセスの公平感」を担保するために必要と考えられる。 

 

５．小括と含意 

本章では、ラクトパミンの MRL を巡る紛争を事例に、「科学以外の要素（OLFs）」

の取扱いを巡る対立とそのプロセスマネジメントを分析することで、コンセンサス形成

の失敗要因について検討を行った。経緯と論点を巡る分析から、ラクトパミンの事例で

コーデックスでもまれにみる投票（ゼロサム解決）となった要因には、「科学」的安全

性を巡る見解の相違もあったが、実際はその根底で、意思決定の「非・対象」とされた、

「消費者懸念・選好」の取り扱いを巡る対立が存在し、第 3 章で論じた問題の再浮上で
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あったことを示した。 

所与条件として、アクターの利害と役割、制度的構造要因（常設でルーティーンな手

順が存在）、成果物の特性（数値を伴う基準値であること）から、この問題がそもそも

交渉における自由度が低い、ZOPA の狭い困難な問題であったことが示された。交渉プ

ロセスにおいては、科学的知見等の知識や、異なる利害を解消するための利害調整の手

段として例外規定を設けることなども提示されたが、そのような手段が活用されず（活

用することがもたらすメリット・デメリットは第 6 章で論じる）、「先導・推進派」側は

基本的には原則論を繰り返し、「交渉者のジレンマ」を回避するマネジメントが十分に

行えなかった。それは、このケースの場合、部会においても総会においても（最終採択

が行われた際の総会の議長は米国からインドに代わっていたが）、会議進行・判断上の

パワーを有す議長が当事者の一方で、その「判断」や「プロセスにおける公平感」が「阻

止・反対派」側には十分と感じられなかったことも寄与していると思われる。しかし、

意思決定の考慮事項で「非・対象」となった「消費者懸念・選好」に対する配慮を行わ

ずゼロサム解決に傾倒することは、皮肉にも「科学的」コンセンサスから最も遠いとこ

ろにある、投票という「政治的」解決に結びつけられることとなった。 

これに加えて、「科学的」説得による正当化を求めることで、別の科学（この場合

JECFA に対する EFSA の見解）を生み「科学」対「科学」の説得競争を助長するとい

う副次的問題を生じさせた。こうした問題の解決には、結局どちらの「科学」が正しい

とは言えず、「科学」の部分の調整が必要であるとともに、こうした問題はその根底で

紛争の要因となっている「科学以外の要素（OLFs）」の「非・対象」についても何らか

の調整がなされなければゼロサム状況を回避し、「非政治化」することはできない難し

い問題であるということが明らかとなった。 
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第６章 本研究の総括と意義 

 

１．本研究の総括 

 

食品安全の国際規格基準を策定するコーデックスは、1995 年の WTO 発足と SPS 協

定の発効により、その地位が一変した。序章で論じたとおり、既存研究では、コーデッ

クスの規格基準が WTO に参照されることで、その基準の強制性と重要性が高まり、結

果としてコーデックスが「政治化」してコンセンサスに基づく合意形成が困難となると

してきた（Victor (2000), Veggeland and Borgen (2005), Devereaux (2006), Winickoff 

and Bushey (2010)）。確かに現場の議論に貿易的インプリケーションが常に伴うこと

は否定できない。しかし実際に投票にもつれ込むほど「政治化」した事例は今日までコ

ーデックスが策定してきた規格基準の全体数に比すれば、「例外」と位置付けられる程

度の数であり、既存研究で支配的な見方と実態との間に乖離がある。 

そこで、本研究は、「なぜ、結果に対して持つ利害が大きく、そこでの決定の重要性

が増したにもかかわらず、これまで数多くの規格基準をコンセンサスに基づき形成でき

てきたのか」、「そしてコンセンサスができない例外的事例の要因は何か」との問いを立

て、それに対して、既存研究を踏まえて二つの作業仮説を立てた。一つ目の「作業仮説

①」は、意思決定の考慮事項の整理・ルール化（「対象」及び「非・対象」の仕分け）が

合意形成の阻害要因を減じ、一定の
．．．

「非政治化」を促す（ただし、「非政治化」にも限

界はあり、それが「非政治化」の限界要因となる）、であり、二つ目の「作業仮説②」

は、「交渉の場」の「制度的構造要因」と「議長国」によるプロセスマネジメントがコ

ンセンサス形成に寄与する、である。これらの作業仮説を検証するため、実際のコーデ

ックスにおける、意思決定における考慮事項の整理・ルール化過程の分析と、具体的合

意形成の成功・失敗事例の分析を行った。 

 
図 17 本研究の二つの作業仮説（再掲） 
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まず、第 2 章では、制度的構造要因の分析から、コーデックスが「交渉の場」として

有する一般的特性（①参加主体の専門性・包括性、②イシューの影響範囲の限定性、③

コーデックスにおけるガバナンス改革等を通じて行われたメタルールの整備により制

度化された多国間交渉の複雑性を減じるガバナンスのメカニズム）も、コーデックス全

体としての「非政治化」に果たす側面を指摘した。また、部会の議長国について、「作

業仮説②」の「議長国」の役割に関する既存研究を踏まえて分析し、コーデックスでは、

部会の議長国に対して、①「判断上のパワー（権限）」と②「会議進行上のパワー（権

限）」において比較的大きな権限を付与しており、かつ、③部会の議長国は持ち回りで

なく何十年にもわたって固定としていることから、議長国に対する制約の仕組みがほか

の国際機関に比して相対的に小さい（逆に言えば、相対的に強い権限を付与している）

ことを明らかにした。これは、後に取り上げた個別事例の中で確認されるように、議長

国の交渉プロセスマネジメントが合意形成において重要な意味をもつということでも

ある。 

第 3 章では、意思決定における考慮事項の整理・ルール化過程の分析を、「作業仮説

①」に基づき検証した。1990 年初頭からのリスク分析の枠組みの適用の進展と、成長

ホルモン牛紛争という具体的な政治要因により進展した、「科学」に関する整理とルー

ル化（第一の透明化）は、リスク評価における科学的前提、解釈、専門家の利害といっ

たことに関する実質的なルールの制度化に結びつき、これまで紛争要因であった議論

（例えば予防原則や不確実性の位置づけ等）の鎮静化と「非政治化」に寄与しているこ

とを論じた。こうした動きは現在の規格基準がコンセンサスベースで形成される大きな

基盤となったと指摘できる。これは、冒頭で述べた、既存研究と実態の乖離を説明する

のに役立つものである。一方、「科学以外の要素（OLFs）」については、「実行可能性」、

「経済利害」や「途上国への配慮」のように、考慮事項の「対象」として明文化され、

ルーティーンに考慮事項に取り込まれる要素もあり、こうしたクライテリアの存在自体

が一定の「非政治化」において役割を果たしえたものの、「非・対象」とされた要素の

中でも「消費者懸念・選好」については、「非政治化の限界要因」として根底にとどま

ることとなった。この「非・対象」とされた要素にかかわる問題において「非政治化」

が困難な理由は、それが管理理念と密接に関連し、また国によって考慮事項としての妥

当性が異なるためである。これにかかわる論点は、交渉プロセスで取り扱い方を間違え

ると極めて「政治化」してしまい、また、仮に投票等で強硬に国際基準として採択して

もその国際基準は国内に移転しないという問題であることを、前例ともいえる成長ホル

モン牛紛争②の顛末（欧米間で締結された MOU）から指摘した。国際レベルでこうし

た要素が「非・対象」として調整なく否定され続ければ、こうした要素を重視する側は

「科学」で自らの望む結果を出さざるを得ず、「科学」の「政治化」（「科学」対「科学」）

という別の副次的影響をもたらすことになることも含意として得られた。そして、この
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章における発見は、事例で分析する、GM ガイドラインとラクトパミンの具体的事例の

中でも確認された。 

第 4 章、第 5 章では、上記を踏まえ、同じく争点に「非政治化」の限界要因である

「科学以外の要素（OLFs）」や「消費者懸念・選好」が含まれていたにもかかわらずコ

ンセンサス形成が成功した GM 食品のリスク分析に関するガイドラインの事例（第 4

章）と、コンセンサス形成が失敗しゼロサム解決（投票）に至ったラクトパミンの MRL

の事例（第 5 章）を、比較を念頭に、いかなる要素がコンセンサスの展望を高めるのか

（あるいは逆にゼロサムに転じさせるのか）検討した。もちろんこれらの事例は同一条

件下にはないため一概に比較することはできないが、そのことを差し引いても興味深い

教訓が導出できた。 

まず、所与条件の観点から以下の点が指摘できる。成果物の特性として、MRL のよ

うな数値基準とガイドラインでは交渉の自由度が異なることが確認された。数値基準は

争点の数が少なくアクターの「行動的役割」（「先導・推進派」と「阻止・反対派」）が固

定的であるのに対し、ガイドラインの場合は複数の争点があることから「行動的役割」

が固定的でない（ある争点では「先導・推進派」となっても別の争点では「阻止・反対

派」になることもある）ことから交渉の余地が生じる可能性が大きい。また、「制度構

造的要因」のうち「交渉の場」の会議形態についても、ラクトパミンの議論は常設の部

会であることからルーティーンに縛られるが、バイオ特別部会は時限的な特別部会であ

ったことからルーティーンに縛られない一定の自由度があったことや締切効果があっ

たことが指摘できる。こうした点からして、GM ガイドラインの事例の方がラクトパミ

ンの MRL の事例よりは交渉の自由度という意味で、楽観的な要素はあった（それでも

コーデックスに至るまでの国際政治化した状況を踏まえれば、GM ガイドラインの事例

も多大な困難が予測された）。 

交渉の結果を決定づけたのは「作業仮説②」で挙げた、「議長国」によるプロセスマ

ネジメントであるが、当初、どちらの事例においても「知識・利害調整の手段」におけ

る、「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」の取り扱いに関して、潜在的な合意可能領

域である ZOPA の拡大の模索が試みられていた。 

GM ガイドラインの場合は、議長国が、交渉プロセスマネジメントを通じて、「非政

治化」が難しいと思われる「科学」と「科学以外の要素（OLFs）」の論点を、ZOPA 探

索の為の知識・利害調整と、関係性構築に配慮して一つ一つ解消したことがコンセンサ

ス形成の成功に結び付いた。 

「作業仮説①」では「科学」の透明化は、一定の「非政治化」を促すとしたが、「実質

的同等性」の概念を巡ってはそれが確認された。すなわち、この概念を巡る多様な解釈

に対して、現状「科学的」に何がどこまでわかっているかを明らかにし、限界も明確に

したうえで再定義したことが、これまでの混乱を沈静化させ、この概念を巡る議論を「非

政治化」した。 
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他方で、「作業仮説①」は、「科学」の透明化は一定の「非政治化」をもたらすが、完

全には「非政治化」しえないことも含意するが、この点も、例えば「既存の対応物」に

ついては FAO/WHO 専門家会合の知見のみでは解決できなかったことから明らかとな

った。しかしこの場合には、「作業仮説②」の議長国のプロセスマネジメントによる対

応、すなわち、暫定性に関する例外規定の脚注を設けるといった利害調整のテクニック

を講じることで、「非政治化」が図られた。また、「作業仮説①」で挙げた、最も「非政

治化」が困難と予測される、「非・対象」となっている「科学以外の要素（OLFs）」に

かかわる問題においては、特に議長国のプロセスマネジメントによる取り扱いが重要で

あるが、本事例では、議長国が、ZOPA を広げるための利害調整の手段（①議題設定の

「スコーピング」と、②テクニカルな手段、すなわち、既存の合意事項の引用や参照、

条件付き合意の手段、新たな概念の創出・持ち込み）といったテクニックを講じること

で、「非政治化」が行われ、コンセンサス形成が促されたことを明らかにした。 

これらは単なるテクニックの問題ではなく、事前に議長国が議題ごとの各加盟主体の

ポジションを把握して分析したうえで、双方の落としどころを踏まえて講じられること

で初めて効果を持つものである。本章の２．２でさらに論じるが、コンセンサスの前提

になる合意には多様なパターンが存在し、その多様性を踏まえたうえでそれぞれの論点

で「政治化」させず、全体として合意に結びつけることができたことに意義があった。 

以上に対して、ラクトパミンの事例では、交渉プロセスにおいては、科学的知見等の

知識、そして、異なる利害を解消するための利害調整の手段として、前者についてはリ

スク評価サミットの開催やラクトパミンに関する情報共有メカニズムの構築、後者につ

いては脚注を設ける等の例外規定を設けること、などが提示されたが、そのような手段

は活用されなかった。 

GM ガイドラインで講じられたような利害調整の手段や妥結は、交渉の場における

「関係性構築」と両輪でなされなければ成立しない。関係性構築に関しては、GM ガイ

ドラインの事例では、部会の段階でコンセンサス形成のための様々な手段が講じられた

－①「交渉の場」の切り替え、②「機会の公平性」への配慮（発言時間のコントロール

による「プロセスの公平感」が得られるための努力）と、③政治的妥結を許容する共通

認識や意識形成（「現場の空気」のコントロール）という形で、コンセンサス形成の展

望を高めた。こうした「仲裁機能」を議長国が発揮できたのは、議長個人の資質による

部分もあるが、会議進行・判断上のパワーを有する議長国が対立する双方の争点におい

て中間的ポジションであったことも（このため、コンセンサス形成のインセンティブを

持つ）寄与したと考えられる。これに対して、ラクトパミンの事例では「交渉者のジレ

ンマ」を回避できる関係性構築が十分にできずにゼロサム化した。議長国の影響力の分

析から、コーデックスでは議長国に対して相対的に大きな権限をコンセンサス判断や会

議運営・進行において与えていることを論じたが、ラクトパミンの事例では、実質的な

議論を行う部会において、会議進行・判断上のパワーを有する議長国が「先導・推進派」
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でもあったことから、基本的には原則論が貫かれゼロサム化した。対立の解消の試みは、

総会の段階で仲裁機能を第三者のファシリテーターに委託することで試みられたもの

の、このファシリテーターの議論の進め方が二項対立的になされたことや「反対・阻止

派」側が進め方における透明性の確保が十分とみなかったことから、「プロセスの公平

感」が確保されず関係性が十分に構築できなかった。 

 

２．本研究の意義 

以上の総括から、以下では、二つの作業仮説に基づいて行った本研究の分析を踏まえ

た意義について再整理する。 

 

２．１ 「作業仮説①」からー意思決定の考慮事項の整理・ルール化による「非政治化」

とその限界 

 

２．１．１ 意思決定の考慮事項の整理・ルール化の意味ー「非政治化」とその限界 

「作業仮説①」に基づく分析による意義の一つ目は、「科学」と「科学以外の要素

（OLFs）」の整理・ルール化が、コーデックスの合意形成において、どのような意味を

持つのかを明らかにした点である。コーデックスの意思決定におけるルール化を通じて

なされた、考慮事項の仕分けは、交渉主体が調整・考慮すべき対象を一定の範囲に狭め

ることを可能とした。そうした意思決定の考慮事項の整理・ルール化が、その後のコー

デックスの合意形成において一定の「非政治化」の役割を持っているとの分析を具体的

事例に基づいて行ったことは、単にコーデックスが WTO の貿易的影響によって「政治

化する」との従来の主張に反して、規格基準が数多くコンセンサスで形成されてきた実

態と既存研究の主張の乖離の説明に貢献しうる。 

そして、実際に政治化している問題の明示化（「非・対象」の要素、とりわけ消費者

懸念・選好）とその取扱いがもたらす副次的効果についての分析は、将来的に起こりう

る紛争（クローン牛やナノテク応用食品等消費者懸念・選好の要素が重視される食品）

やそれへの対処の検討においても役に立つ。本研究は、しばしば「価値」や社会的要因

と漠然と指摘されていた「科学以外の要素（OLFs）」について、何がどこまで対象とな

り、なぜ問題となっているのかについての議論を具体的事例の中での取り扱いをもとに

深めた。そして「消費者懸念・選好」等の「非・対象」とされる「科学以外の要素（OLFs）」

の取り扱いに配慮を示さないことによる帰結・副次的問題として、「科学」対別の「科

学」的見解の問題に転じること（ラクトパミンの事例における EFSA のレビュー）や、

また別のフレーミングの問題に波及すること（コーデックス自体の信頼性の問題等）も

指摘した。 

つまり、「非・対象」が絡む問題においては、このように「科学」対「科学」の「科

学」の代理戦争の様相を呈しがち（科学の中身の透明化や開示のみでは自動的に科学的
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見解の多様性の解消には至らない）なので、「科学」の部分での調整を図ることはまず

もって必要不可欠であるが、そうした問題が大きくなる前に「非・対象」である項目に

も一定の
．．．

配慮を示すことが必要で、この「2 つの調整」を行わないと、結局「科学」か

ら最もほど遠い、投票という「政治的解決」になってしまうことが理解される。また、

投票のような「政治的解決」を仮に行って基準値を策定したとしても、成長ホルモン牛

紛争②の顛末で明らかなように、国家に従わせる強制力はないため、国際調和は生じえ

ないと考えられる。 

大きな文脈からの意義としては、社会一般の意思決定における「科学」と「科学以外

の要素（OLFs）」の解明に寄与する点が挙げられる。「科学」の中身については、一定

の既存研究（Brooks (1984), Jasanoff (1990), Biker (2001), Rothstein et al. (1999), 

Stone (2011)）があるが、「科学以外の要素（OLFs）」の位置づけについては、まさに議

論や模索がなされているところである（Federal Institute for Risk Assessment (2012), 

FAO (2014), IRGC (2005), König et al. (2010), Ruzante et al. (2010) ）。したがって、

国際レベルでの考慮事項を明らかにし、それが合意形成に与える影響やその含意を明ら

かにすることは、リスク・ガバナンスの構成要素の検討においても前提としても必要で

あるといえる。 

 

２．１．２ 今後の課題－「非政治化」の限界要因の取り扱い 

上述の通り、「消費者懸念・選好」にかかわる問題は、開発中の GM 動物、クロー

ン牛やナノテク応用食品など、ラクトパミンに限らず、将来的に起こりうる289。以下

では、「科学以外の要素（OLFs）」（中でも「コーデックス手続きマニュアル」にルー

ル上明文化されていない消費者懸念や選好等の要素）が問題となった際に考えられる

選択肢を挙げ、分析と考察を試みた（松尾ほか (2015a)）。 

                                                  
289 現に、昨今の事例でいうと、ラクトパミン以上に長い期間ステップ 8 にとどめられて

いた rBST が、20 年あまりの月日を経て再び CCRVDF で議論された（ただし 2015 年現

在この他に「ステップ 8 問題」案件はない）。過去 2 回行われた JECFA の安全性評価

（1993 年の第 40 回 JECFA 及び 1999 年の第 50 回 JECFA）ではいずれも安全と評価さ

れたいたが、前回の評価から時間が経過したことと、MRL 案の採択反対派が抗生物質耐

性（AMR）に対する懸念を論じたため、再度 JECFA から評価がなされ、その結果安全性

が確認されたことから採択をめぐる議論がなされた。2015 年の総会で、採択を求める側

は、JECFA の評価を根拠としたが、反対の立場の国は、健康への影響を理由として反対

した。その理由は rBST が潜在的に乳腺炎の危険を高め、結果的に抗生物質の多用につな

がり、それが抗生物質耐性につながるからであるとした。このように、議論は科学的なも

ので終始したが、第 3 章で論じたとおり、この rBST の問題が「科学以外の要素

（OLFs）」のクライテリアの発端になったことを考えれば、本質的には、「科学以外の要

素（OLFs）」の問題も根底にあることが考えられる。今回の総会では、総会の議長が「賛

成反対両者が受け入れ可能な妥協と解決を目指しコンセンサスが達成できるまで議論の延

期の検討を求めた」（REP15/CAC, パラ 58）。そして、さらなるコンセンサス促進のため

再び rBST はステップ 8 で留められることとなった（REP15/CAC, パラ 62）。 
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（1）選択肢１：コーデックスに明文化されたルールの原理原則に基づく議論を貫く 

この選択肢では、欧州の主張するような「消費者懸念・選好」等の要素は、米国など

から、国際的に共有された要素とみなされないとして排除される。これに対して欧州は

本研究で論じたように様々な理由を動員して反対してくるであろう。その帰結は、①コ

ンセンサスの不在を理由とする MRL の総会での留め置きか、②投票による決着、と考

えられる。①の場合のメリットとしては、採択を強行しないことで、双方の主張に明確

な白黒の判断をつけない状況を継続できる点が挙げられる。しかし、以下のデメリット

が考えられる。第 1 に、この類の動物用医薬品を国内で利用している国にとって、国際

基準の不在は国内利用者（畜産農家や消費者等）に対する「安全性に関する誤ったシグ

ナル（この動物用医薬品が危険なのではないかとの懸念）」となりかねない。第 2 に、

グローバルな観点でこの問題をとらえるなら、対立の中心にある欧米だけではなく、す

でにこの動物用医薬品を用いている途上国などのことも考慮しなければならない。自力

で科学的評価ができない途上国等では、参照可能な国際基準の不在は多様な MRL 設定

や誤った使用に結びつくリスクもある。第 3 に、MRL が留め置かれることで、この動

物用医薬品の科学的な安全性を巡る議論がエンドレスに展開されれば、リスク評価を提

示した JECFA などの科学的知見に対する信頼性にも関わる（もちろん科学的不確実性

を巡る科学的議論は軽んじられるべきでないので、新たな知見や解釈等の違いによる科

学的議論を否定するものではない）。 

一方、②の投票となった場合、採択されれば基準からの逸脱が明白になるので、基準

の採択派からすると最も理想的な状況であるかもしれないが、投票というプロセスのデ

メリットは大きい。第 1 に、投票は賛成反対に二分する敵対的な関係を構築し、不信感

の増大を招く。コーデックスに対する信頼性の問題にも発展し、主張の認められない主

体はコーデックス以外の交渉の場を求めてフォーラムショッピングにいそしむことに

なろう。第 2 に、類似の案件の合意形成を硬直化させる。第 3 により重要なのは、本研

究でも指摘したとおり、こうした形で仮に国際基準を採択したとしても、欧州は域内の

規制を変えることはないことが想定され、国際基準の調和が達成されない点である。こ

の点は、WTO における成長ホルモン牛紛争②の顛末として、二国間でようやく解決に

至ったケース（欧州がホルモン不使用牛に対して関税をゼロとする数量割り当てを与え、

米国は報復関税をやめることを段階的に実施する欧米間の二国間の覚書（MOU））から

も指摘できるし、ラクトパミンについても MRL の採択に反対した国々は、コーデック

スの MRL を受け入れず、逆に禁止の継続と検査・監視体制の強化を表明していること

からも指摘できる（例えば、Council of the European Union (2012)）。 

 

（2）選択肢 2：交渉によるコンセンサス形成 

二つ目の手段は、既存の明文化されたルールそのものを損なうことなく、解釈の柔軟
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性の確保、脚注等の例外規定等の設定、関連する既存文書の参照等による、コンセンサ

スベースの解決である。管理上の考えや制度が、国によって異なるのは当然で、完全一

致はありえない。例えば国際環境条約等ほかの分野の条約や基準を巡る国際交渉を見て

も、基本的な原則や方向性の合意を損なわないために、一定の例外規定を設ける、解釈

に柔軟性の余地を残すということがしばしば行われる。コーデックスでも、「妥協の精

神（in the spirit of compromise）」に基づき譲歩して妥結することも行われる。今回の

事例でいえば（採用されなかったが）、欧州が自身のリスク評価機関で一定の評価をし

た上で、提案をしたような妥協案である。しかしこうした対応のデメリットは、これが

あまりに乱発されると、合意自体の実効性が損なわれ、結局これもまた調和が促されな

いという点である。 

 

（3）今後の課題 

「科学以外の要素（OLFs）」についてはすでに長い年月をかけて議論してきた経緯が

あることから、既存の「科学以外の要素（OLFs）」のクライテリアを再び一から検討し

なおすことや細かい新たな規定を追加することは考えにくい。上記の分析から明らかな

ように、選択肢のどれを選択するにしてもデメリットがあり、極めて難しい問題である。

「科学以外の要素（OLFs）」は、重視するものが国によって異なる管理理念に関わる。

また、SPS 協定との整合性の問題もあり、政治的な判断を伴うため、明確にこうあるべ

きという「正しい」規範的な回答を本研究が一義的に提示するのは難しい。上記のよう

な問題で、科学的対立が存在する場合は、基準を策定しない方がいいのではないかとの

指摘がある（特に欧州の学者はそうした意見を論じる（例えば、Jukes (2000), Alemanno 

and Capodieci (2012)）。しかし長期的な観点からあえて検討するならば、原理原則主義

に基づく判断を頑なに追求し、毎回投票のように勝つか負けるかの解決に訴えることは

非現実的であるし、負の副次的効果（対立構造を激化させた上、国際規制の調和も生じ

ない）が大きく思われ、むしろ科学的なコンセンサスを損なうことなく、消費者懸念や

選好のように合意できない管理アプローチの部分についても一定の柔軟性・解釈の余地

を残すような弾力的解決による基準の採択が求められるのかもしれない。これらの実現

のために、何を原則として守り、例外として妥協するかについての ZOPA の探索による

妥結点の模索、文書上のルールとその運用のバランスの見極めがコーデックスにおける

重要な課題となるだろう。 

 

２．２ 「作業仮説②」からー国際交渉のコンセンサス形成における制度的構造要因、

交渉プロセスマネジメントと「議長国」の役割 

本研究の二つ目の意義は、国際「交渉の場」で最終的にコンセンサス形成に寄与する

要因として、制度的構造要因、議長国の役割、プロセスマネジメント上の実践的な教訓

を実際の事例から分析した点である。これまでの国際政治の交渉過程の分析では、制度
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（Cox and Jacobson (1973), 横田（2006）, 山本（2008）, 最上（2012））や議長の役

割の重要性（Odell (2005), Schalk et al (2007), Tallberg (2010), Blavoukous and 

Bourantonis (2011)）が指摘されてきたが、コーデックスの既存研究で、そうした観点

から交渉プロセスの分析を行ったものは十分にない。「交渉の場」と「アクターの役割」、

「交渉結果」を制度設計との関連で具体的な事例をもとに分析することは、コーデック

スのガバナンスを検討する上でも、リスク・ガバナンスのあり方を検討する上でも、国

際会議一般の設計においても重要な示唆を与えうる。 

本研究の事例分析から、所与条件としての「交渉の場」の制度的構造要因として、会

議形態や成果物の特性が一定の影響を持つことが理解された。従って交渉に臨む際には、

これらの要素に関する事前の分析が十分になされることが求められる。これは、交渉の

場の設計にも役立てることができる。困難が予想される問題においては常設の部会より

も特別部会のように時限的で、ルーティーンに拘束されない「交渉の場」が適切と言え

る。実際バイオ特別部会の成功は、その後コーデックスでもこうした会議形態が多用さ

れていくきっかけともなった（ただし動物用医薬品の残留基準値もだが、常設の部会が

ある問題については、そこで議論されることになるのでいつも活用・応用可能な選択肢

というわけではない）。 

また、議長国の講じたプロセスマネジメントから、利害調整のための手段として、①

議題設定の「スコーピング」、②テクニカルな手段－既存の合意事項の引用や参照、条

件付き合意の手段、新たな概念の創出・持ち込み等、といった多様な手段が抽出できた。

こうした一つ一つの手段は、これまで大きな国際政治の議論の中で分析対象とされるこ

とはほとんどなかったが（Buzan (1981)などを除けば）、現場においては、ZOPA の領

域を相当に変える重要な要素と言え、実践的含意という意味で重要である。 

このように論じると、合意形成が小手先のテクニックのようにとらえられかねないの

で、改めて指摘しておきたいのは、本研究で論じたことは、議長国によるプロセスマネ

ジメントは、単なるテクニックの話ではないということである。ひとえにコンセンサス

といっても、GM ガイドラインの事例で見たように、それぞれのイシューで合意してい

る中身は多様であった。その多様性をきちんと認識したうえで講じられたテクニックで

あるということである。 

本研究事例から導出された合意の多様性を大きく分類すると、①フルコンセンサス、

すなわち、文書の文言上も実質的な中身についても合意しているコンセンサス、②名を

捨てて実を取るというタイプのコンセンサス、③実質的な中身について決定しないこと

を合意するタイプのコンセンサス、④実質的には合意できていないことを合意するとい

うタイプのコンセンサス、の 4 つに分類できる。 

一つ目に関して本研究の事例でいえば、例えば、GM ガイドラインにおける「実質的

同等性」を巡る合意が挙げられる。当時混乱して用いられていたこの概念を FAO/WHO

合同専門家会合の知見をもとに国際的に整理し、ほとんどの主体に受け入れ可能な概念
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に再定義して文書化した。実際この定義はその後各国のガイドラインに参照され、安全

性を巡る論争を沈静化させた。これはこのガイドラインの最大の成果と言えよう。二つ

目の名を捨てて実を取るタイプの合意は、例えば、「内部向けリスク分析の作業原則」

における「予防原則」の議論が挙げられる。不確実性の取り扱いに関する取り決めとい

う本来の目的を盛り込むことで、「予防原則」という言葉は用いられていないものの、

実質的には不確実性下における様々な対応を可能とする規定を盛り込んだ。三つ目の決

定しないことを合意するというタイプの合意としては、GM 食品のリスク分析に関する

原則のガイドラインにおける「科学以外の要素（OLFs）」に関する事項が挙げられる。

このガイドラインで「倫理的、道義的、研究開発や市場普及における社会経済的側面」

は取り扱わない（does not address）とすることで、スコープを限定し、その問題につ

いては否定も肯定もしないことを合意した。 

四つ目の実質的には合意していないことを合意するパターンには、三つのパターンが

ある。一つは合意できないことを明確に認めるパターンである。本研究で分析した二つ

の事例では見られなかったが、例えば、第 2 章で例示した、食品添加物に関する一般規

格（GSFA）の「輸入国の規制に基づく」とする例外規定の脚注などが挙げられる。も

う一つは、合意できない事項を時限的な合意や暫定的な合意とするパターンである。例

えば、GM 植物のガイドラインの「既存の対応物」については、米国等が GM も「既存

の対応物」に含まれるとしたのに対して、欧州は非 GM に限定したいとしたので、「当

面の間」は非 GM とするという時限的な合意を脚注に付すことで合意した。三つ目は

合意できていない内容を同床異夢的な概念や用語によって双方の相乗りを可能とする

パターンである。これは、例えば、GM 食品のリスク分析に関する原則のガイドライン

におけるトレーサビリティーとプロダクト・トレーシングの議論などが当てはまる。 

このように、ひとえにコンセンサスといってもその合意内容は多様であった。GM ガ

イドラインの事例では、議長国が各主体のポジションを把握したうえで、双方受け入れ

可能な ZOPA を確認し、それぞれのパターンに応じて、それを実現するためのツール・

テクニックを講じることで、全体としてのメタなレベルでの一つのガイドラインの形で

コンセンサスを成功させたといえる。 

更に、上記の多様な手段は、関係性構築も同時に行わないと実現できない。関係性構

築では「仲裁機能」が重要だが、その要件は、①ポジション（争点から一定の距離にい

るアクター）のみならず、②技量（上記知識・利害調整の手段の中身に精通しているこ

と）が必要と思われる。ポジションで特に大事な点は、行動的役割と公式の役割の関係

性である。「先導・推進派」ないし「反対・阻止派」の片方に、手順・判断上のパワーを

有する議長国のような公式の役割のアクターがいる場合、そしてその議長国が常設で固

定である場合は特に、しっぺ返し（tit for tat）が利かずゼロサムのインセンティブが働

きやすい（あるいはそのつもりがな無かったとしてもそのようにみられる）ので、特に

「プロセスの公平感」や調整への配慮が必要となるということが改めて確認された。 
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本研究では、制度的構造要因の分析により、部会の議長が固定であることやコンセン

サス判断・手順上のパワーを有することをもって、他の国際機関に比して相対的に大き

な権限を有すると論じた。ただし、こうした議長の裁量の大きさは、あくまでコーデッ

クスに明示化されているルールや目的の範囲を超えることはできないことも指摘して

おく。例えば昨今の事例でいえば、JECFA が安全上の理由から ADI 及び MRL を勧告

しなかった物質の取扱いに関する CCRVDF での案件がある。CCRVDF では、これま

で JECFA の安全性評価の結果、安全性が確認されたものに対しては基準値が設定され

てきたが、健康上の懸念があると判断された物質に対して特段使用禁止等のリスク管理

措置を講じてこなかった。このため、明確に健康上の懸念があると評価された物質につ

いては、食用の動物に使用すべきでない等のリスク管理措置の勧告をすべきとの議論が

なされた（2013 年の第 21 回 CCRVDF）。しかし米国は、JECFA が健康上の懸念を示

した対象物質に米国で使用されている物質（例えば動物用医薬品のカルバドックスは、

米国で使用されているが 2003 年の第 60 回 JECFA 会合において安全性上の懸念が確

認された）も含まれていたことから、その勧告の採択に反対し、各国のリスク管理の所

管に抵触しないような勧告にすべきと主張していた。しかしこうした主張は受け入れら

れず、リスク管理措置の勧告が通常よりも迅速に採択するステップ5/8で総会に諮られ、

2014 年の第 37 回総会において採択された（米国とブラジルのみがその採択に対して

留保を表明）。この事例からもわかるように、明確に合意・制度化されている消費者の

健康保護という目的とマンデートや、JECFA の科学的評価を超えて恣意的に議長国が

判断できるということではなく、議長の裁量はあくまでルールに記載のない特定の局面

に限定されるということである。 

第 2 章で論じたとおり、現在コーデックスはコーデックス評価書以来の 2 度目の改

革の波の中にある。コーデックスの作業管理の見直しの中で議長国の役割、コンセンサ

スや投票のルールも改めて論点に挙がっている。確かに議長国が固定であると、上述の

通りルールという制約はあっても、時にコンセンサス判断等パワーの非対称性が生じる

ことはありうるのでそれを低減する方策は議論する必要がある。他方で、現実的には議

長国には経験とリソース（会議の開催は議長国の負担の下で行われる）が必要であるこ

とも事実である。コーデックス事務局（本部）は小規模であり、人員的にも予算的にも

部会レベルの議論を主体的に運営することは難しく、議長国を引き受けてくれる国に頼

らざるを得ないのが現状である。しかしそうであるからこそ、「プロセス」と結果の公

平感が担保されるよう、議長国には、本研究で指摘した成功例に見るような調整の実行

をすることが望まれることになる。 
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